
１ 新宿区の行政評価制度 

 １．１ 制度の目的 

新宿区では、区の行っている施策及び事業が区民や地域社会にもた

らす成果や実態を客観的に評価し、評価結果を区の政策形成の基礎と

することを目的として、行政評価を実施しています。 

また、この行政評価を実施することで、具体的には、次の四つの事

項を達成することを目指しています。 

 

 ※ＰＤＣＡ：Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Action（見直し）  

 

 

１．２ 制度導入からの経過 

新宿区の行政評価制度は、平成 11 年度の事務事業評価の試行にはじ

まり、平成 13 年度には、施策評価・事業評価を行い、評価結果を新宿

区後期基本計画・第三次実施計画の策定に反映させてきました。また、

平成 14 年度は、区民との協働や補助金といった 5 つのテーマ別評価を

試み、協働の視点からの事業の見直しや補助金の見直しへと評価結果

を反映しています。 

平成 15 年度は、財務会計・文書管理等システムの開発にあわせて行

政評価システムの開発に取り組んできたため、行政評価そのものを中

止としました。また、平成 16 年度は、開発中の評価システムを部分的

に活用することで、第四次実施計画の策定に評価結果を反映させまし

(1) 行政運営の意思決定サイクル（ＰＤＣＡ（※）サイクル）の下に、行政

評価制度を組み込み、常に評価結果を施策と事業の見直しに反映してい

きます。        （行政評価を活用した意思決定サイクルの確立） 

（行政運営の意思決定サイクルと行政評価の流れは、3 ページの図 1 をご

覧ください。） 

 (2) 成果に対する厳正な評価を通じて、行政としての関与の妥当性を検証

し、これからの公共サービスのあり方を見直すとともに、費用対効果に

優れた効率的な区政運営を実現します。 

（公共サービスのあり方の見直し・効率的な区政運営の実現）

(3) 誰の目にもわかりやすい評価制度とし、行政としての説明責任を果た

し、区政の透明性を向上させます。 

（説明責任の確保・透明性の向上）

 (4) 評価の過程を通じて、職員の意識改革と組織としての経営意識を涵養

し、画一的・硬直的・閉鎖的・縦割りといわれる行政の体質改善を図り

ます。                      （行政の体質改善）

 



た。そして、平成 17 年度からは、本格的に行政評価システムを導入し、

行政評価を再始動させました。 

平成 18 年度は、平成 17 年度に実施した施策と事業を対象に評価を

行うとともに、第四次実施計画で掲げた 21 の重点項目の視点からも評

価を行いました。また、平成 15 年度から 3 か年取り組んだ事業別行政

コスト計算書の成果を踏まえ、主に施設整備を行った 9 事業について、

発生主義の考え方を取り入れ、トータルコストに減価償却費を組み入

れて、行政評価を実施しました。 

平成 19 年度は、新宿区基本構想審議会答申における、区民と専門

家等によるチェックのしくみの早期創設の提案を受け、区長の附属機

関として、新宿区外部評価委員会（以下、「外部評価委員会」という。）

を設置し、行政評価の客観性・透明性を一層高めました。 

平成 20 年度は、新宿区基本計画と第四次実施計画の最終年度を評

価したので、単年度の振り返りだけではなく、それぞれの計画期間（10

年間・3 年間）の主な取組みをまとめて評価をしました。 

また、区が単独で実施している補助事業（以下「補助事業」という。）

についても評価を行い、透明性を高めました。 

平成 21 年度は、平成 20 年度から新たにスタートした、新宿区基本

構想（以下「基本構想」という。）と新宿区総合計画（以下「総合計

画」という。）（平成 20 年度～平成 29 年度）の施策体系にある個別目

標と、平成 23 年度までの 4 年間に計画的・優先的に推進していく、

新宿区第一次実行計画（以下「第一次実行計画」という。）（平成 20

年度～平成 23 年度）の事業及び補助事業の評価を行いました。 

 
 

１．３ 制度の概要 

行政評価は、1 ページの目的のとおり、行政運営の意思決定サイク

ルの下に、組み込まれています。（3 ページの図 1 をご覧ください。） 

また、行政評価には、各部経営会議からなる評価委員会が実施する

内部評価と外部評価委員会が実施する外部評価があります。行政評価

全体の流れは、3 ページの図 2 のとおりです。 

平成 22 年度の内部評価は、昨年と同様に平成 20 年度から始まった

総合計画における 25 の個別目標と、21 年度から新たに実施している

事業も含めた、第一次実行計画における 133 事業の計画事業を対象に

実施しました。 

さらに、行政評価のしくみの中で補助事業の評価も行いました。 

評価結果を踏まえて、第一次実行計画及び補助事業について必要な

見直しを行うとともに、予算見積もりに活用することで、予算との連

動を深めることを目指します。  
 



 図１：行政運営の意思決定サイクルと行政評価の流れ 
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図２行政評価全体の流れ

①内部評価

②外部評価

③総合判断

各部の職員（管理職）で構成された経営会議を評
価委員会として、施策と事業の自己評価を行い、
決算特別委員会前に公表します。

「新宿区外部評価委員会」は、上記①の内部評価
結果を踏まえ、外部評価の視点から評価し、評価
後、区長に報告します。
区長はその報告を公表します。

区長は、内部評価・外部評価それぞれに対する区
民からの意見を受け付けて、総合判断を行い、予
算編成に反映します。
区長はその結果を公表します。



１．４ 評価の対象 

平成 20 年度から新たに基本構想、総合計画及び第一次実行計画が

スタートしました。 

基本構想は、新宿区がめざすまちの姿を実現するための、六つの「ま

ちづくりの基本目標」と六つの区政運営の基本姿勢からなるまちづく

りの基本指針です。 

総合計画は、基本構想を受けた区の最上位計画であり、基本構想の

めざすまちの姿の実現に向け、平成 29 年度までの 10 年間を計画期間

として、まちづくりの方向性を明らかにしたまちづくり編と、区政運

営の基本姿勢を受け、まちづくり編を推進し、下支えする区政運営の

方向性を示す区政運営編で構成されています。また、施策の体系とし

て、平成 29 年度の目標を定めた個別目標と基本的な考えに基づく基

本施策からなっています。 

第一次実行計画は、総合計画を受けて平成 23 年度までに計画的・

重点的に進める事業です。総合計画と同様、まちづくり編と区政運営

編で構成されており、所要経費を見込んだ計画事業の体系で構築され

ています。 

行政評価は、計画期間の目標を定めた個別目標と計画事業のそれぞ

れについて、目標の達成状況等の評価を実施していきます。 

計画事業の評価は、個々の事業について、事業の意図する成果の達

成度、目的・手段の妥当性や実施の効率性等といった観点から評価を

行い、今後の方向性の見直しや改革方針を整理しています。 

また、個別目標の評価は、計画事業の評価を行った後に、個別目標

を構成する個々の計画事業の評価内容を分析的に捉えるとともに、個

別目標の目的や方向性に対する達成度といった点からの評価を行い、

今後の方向性の見直しや改革方針を整理しています。 

 
 
１．５ 補助事業評価の概要 

  補助事業については、平成 17 年 3 月に、新宿区補助金等審査委員

会から、「区民参加による「協働」型補助金制度の実現にむけて」の

答申を受けて、平成 17 年度・平成 18 年度の 2 年間で補助事業の見直

しを行いました。平成 19 年度分からは、行政評価の仕組みの中で評

価を行ってきました。補助事業は、目的に対する妥当性や補助の存続

について、3 年程度を基本に見直しをすることとしています。 

  今年度は、平成 19 年度から平成 21 年度の 3 年間の実績を踏まえて

総合的に評価することとし、評価シートを改めました。 

   補助事業の評価は、個々の補助事業について、平成 21 年度の評価だ

けでなく、平成 19 年度から平成 21 年度における各年度の評価と、3

年間を通しての評価を区と補助対象者との役割分担、目的の妥当性、



代替手段・効率性、目標の達成度、総合評価といった観点から評価を

行い、今後の課題や改革方針を整理しています。 

 

 

１．６ 計画の構成  
 

【基本構想】  

 

      

     

 

 

 

 

 

 

 

【総合計画】  

 

【まちづくり編】             【区政運営編】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【第一次実行計画】  
 
【まちづくり編】             【区政運営編】  

めざすまちの姿  

区政運営の基本姿勢  まちづくりの基本目標  

基本理念  

まちづくりの個別目標  

基本施策  基本施策  

区政運営の個別目標  

区政運営の基本目標  

区政運営の基本方針  

計画事業  計画事業  



２ 平成２２年度の行政評価 

 ２．１ ．１評価シートの構成  
「１．４ 評価の対象」でもふれましたが、行政評価は個別目標の評

価と計画事業の評価とで実施しています。 

ここでは、計画事業の評価を中心に評価のしくみを説明します。 

まず、各主管部では、9 ページの図 3 に示す評価シート 1 に目的、

手段を記入します。その上で、事業の主な実施内容、事業の指標、そ

の指標に対する達成状況を達成水準に記入します。 

なお、昨年の外部評価委員会からの指摘を受けて、計画事業の指標

を変更又は追加を行った事業があります。また、達成水準欄の記載方

法についても、原則的に年度単位に変更したものがあります。 

次に、評価シート 2 にコスト情報等を記入し、評価の視点に示す「サ

ービスの負担と担い手」「適切な目標設定」「効果的・効率的な視点」

「目的（目標水準）の達成度」の四つの点から評価を行い、これらの

結果を踏まえて「総合評価」欄の記入を行います。 

この四つの評価の視点は、外部評価の視点と同じになるよう見直し

ました。 

進捗状況・今後の取組み方針では、事業の PDCA サイクルの流れが明

確になるように次のような見直しを行いました。 

①「21 年度状況」の「状況認識（課題）」欄及び「改革方針」欄には、

当該事業を実施する上での課題及びその課題に対する改革方針を記

入します。 

  原則として、昨年の内部評価（進捗状況・今後の取組み方針の下

段の「21 年度評価」欄の課題・改革方針）で記載した内容を記入し

ています。新たに計画事業としたものは、事業化した時点の状況認

識と取組方針を記入します。 

②「22 年度評価」の「21 年度実績」の「改革方針への対応状況」欄及

び「課題」欄には、「21 年度状況」の改革方針への取組み状況、そ

の取組みを踏まえて分析した今後の課題を記入します。 

③改革方針欄には、課題に対する今後の方向性と改革方針内容につい

ての記入を行います。次回内部評価を実施するときには、この課題

と改革方針内容を、状況認識（課題）と改革方針に記入することに

なります。 

四つの視点に基づく評価、総合評価、進捗状況・今後の取組み方針

については、各部経営会議からなる評価委員会と行政評価制度を所管

する総合政策部とで、評価内容が適切かどうかのチェックを繰り返し、

評価の精度を上げています。 

個別目標の評価についても、同様の方法で評価を行っています。 

また、平成 15 年度から 3 か年取り組んだ事業別行政コスト計算書の

効果を生かし、発生主義の考え方として、主に施設整備を行った 5 事



※発生主義の考え方を取り入れた計画事業  
 

6 地域センターの整備（戸塚地区）  
10 保護者が選択できる多様な保育環境の整備  
17 学校適正配置の推進  
36 高齢者の社会参加といきがいづくりの拠点整備  
69 人にやさしい道路の整備  

業（※）について、トータルコストに減価償却費を組み入れて、内部

評価を実施しています。 

発生主義の考え方では、経費が発生する原因が生じた時点をもって

費用と認識する「現金の支出を伴わない経費」があります。建物は、

鉛筆や紙のような消耗品と異なり、購入した直後に利用しきってしま

うものではなく、数十年にわたって利用可能なものです。 

建物の建設費は、建物が完成した時点で一括して支払われるのが一

般的ですが、発生主義では、長期にわたって建物を利用しているとい

う実態に着目し、建物の施設としての価値を毎年少しずつ利用するこ

とで、事業を運営しているという事実を重視して、費用は施設として

利用した段階で発生していると考えます。このように、毎年利用して

いる費用額を算出する方法が「減価償却」です。 

具体的には、建物の取得価格を施設の利用価値総額とし、施設とし

ての利用ができなくなった時点での建物の価値相当額（残存価値）を

差し引いた価格を利用可能年数（耐用年数）で割った金額を、各年度

の費用額（償却費）と考えます。 

このような発生主義の考え方を行政評価に取り組むことにより、そ

れぞれの事業に要した正確なコストの把握とその評価に努めていきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．１ ．２補助事業評価シートの構成 

「１．５ 補助事業評価の概要」でもふれましたが、平成 21 年度は

補助事業の見直し時期に当たります。昨年までの補助事業評価は年度

単位で評価を実施していましたが、今回の評価では 3 年間の実績を踏

まえ総合的に評価するように評価シートも改正したうえで、補助事業

の評価を実施しています。 

ここでは、今年度の補助事業評価のしくみを説明します。 

まず、各主管部では、9 ページの図 3 に示す補助事業評価シート 1

に目的、概要、補助対象（者）、対象費用、支出方法等を記入します。 

さらに、補助金の申請手続きや清算／実績報告の書類状況や審査方

法等の内容について記入します。 



次に、評価シート 2 に 19 年度から 21 年度の予算・決算を記入し、

各年度における年度評価の欄を記入します。 

19 年度から 21 年度 3 年間を通しての評価は、「役割分担」「目的の

妥当性」「効率性・代替手段」「目的の達成状況」の四つの点から評価

を行い、これらの結果を踏まえて「総合評価」、「課題」及び「改革方

針」欄の記入を行います。 

①「役割分担」欄には、区と補助対象者との補助事業を実施するうえ

での役割や分担の考え方を記入します。 

②「目的の妥当性」欄には、補助をすることで達成しようとしている

区の目的や、団体（者）に対する直接の助成目的の妥当性を記入し

ます。 

③「効率性・代替手段」欄には、効率的か、補助金以外の代替手段が

あるかを記入します。 

④「目的の達成状況」欄には、計画事業や経常事業の目的も踏まえ、

区の目的は達成されたかを記入します。 

⑤「総合評価」欄には、計画事業や経常事業の目的も踏まえ、その目

的に照らして補助事業が効果を発揮しているか判断し、その理由を

記入します。 

なお、年度評価の評価区分は、「Ａ：目標以上の成果」、「Ｂ：目標

どおりの成果」、「Ｃ：目標を下回った」、「改正：制度改正等により

見 直しを要する」の 4 区分としていますが、3 年間を通しての総

合評価では「☆☆☆：効果を十分発揮している」、「☆☆：効果を発

揮している」、「☆：効果が十分でない」の 3 区分としています。 

⑥「課題」欄には、当該事業における実績や取組み状況などを踏まえ

て分析した今後の課題を記入します。 

⑦「改革方針」欄には、課題に対する今後の改革方針内容についての

記入を行います。 

四つの視点に基づく評価、総合評価、課題、改革方針については、

各部経営会議からなる評価委員会で、評価内容が適切かどうかのチェ

ックをしています。  



図３：評価シートの構成   

 
 
 
２．２ 評価結果 

２．２．１ 個別目標の評価 

個別目標の評価結果は、以下のとおりです。 

まちづくり編でＡ評価（計画以上に進んでいる）となったものは、

Ⅴ－１「歴史と自然を継承した美しいまち」（P48）です。 

Ｃ評価（計画どおりに進んでいない）となったものは、Ⅴ－２「地

域の個性を活かした愛着をもてるまち」（P50）です。  
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　効率性・代替手段
　目的の達成状況、
　総合評価、課題、改革方針

主　な　内　容

個別目標評価シート

めざすまちの姿・状態
主な課題
行政の主な役割
基本的考え方
主な取組み
成果指標
達成状況

シート２

シート１

補助の目的、概要、対象（者）
対象費用、補助率、支出方法
申請手続き、選定・審査方法
清算／実績報告、審査方法

補助事業評価シート



区政運営編の個別目標の評価結果で、Ｃ評価（計画どおりに進んで

いない）となったものは、Ⅰ―２「区民参画の推進と効果的・効率的

な事業の遂行」（P62）です。 

 
各個別目標の評価については、個別目標評価シート（20 ページ以降）

をご覧ください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価結果】 

Ａ：計画以上に進んでいる    Ｂ：計画どおりに進んでいる 

Ｃ：計画どおりに進んでいない 

 

【今後の方向性】  

継 続：現状のまま継続   改 善：手段改善   縮 小：事業縮小 

拡 大：事業拡大     統 合：事業統合  休廃止：休廃止    

その他：その他（制度改正等により今後の事業のあり方を検討など）  

[まちづくり編］

継続 改善 縮小 拡大 統合 休廃止 その他

計画以上に
進んでいる=A

1 0 0 0 0 0 0 1

計画どおりに
進んでいる=B

12 5 0 1 0 0 0 18

計画どおりに
進んでいない=C

1 0 0 0 0 0 0 1

計 14 5 0 1 0 0 0 20

今後の方向性
計評価

[区政運営編］

継続 改善 縮小 拡大 統合 休廃止 その他

計画以上に
進んでいる=A

0 0 0 0 0 0 0 0

計画どおりに
進んでいる=B

1 2 0 1 0 0 0 4

計画どおりに
進んでいない=C

0 1 0 0 0 0 0 1

計 1 3 0 1 0 0 0 5

今後の方向性
評価 計



２．２．２ 計画事業の評価 

計画事業の評価結果は、以下のとおりです。  
まちづくり編でＡ評価（計画以上に進んでいる）となったものは、

「清潔できれいなトイレづくり」（P188）、「樹木、樹林等の保護」（P202）、

「景観に配慮したまちづくりの推進」（P228）、の 3 事業です。  
Ｃ評価（計画どおりに進んでいない）となったものは、「特別区の

あり方の見直しと自治権の拡充」（P82）、「地域を担う人材の育成と活

用」（P88）、「学校適正配置の推進」（P112）、「介護保険サービスの基

盤整備」（P142）、「障害者の福祉サービス基盤整備」（P150）、「区営住

宅の再編整備」（P164）、「新宿らしい都市緑化の推進」（P200）、「地区

計画等を活かした地域の個性豊かなまちづくりの推進」（P230）の 8

事業です。  
なお、「文化創造産業の誘致」事業は、「文化芸術の創造性を活かし

た地域産業の新たな展開への支援」事業と統合しました。  
区政運営編でＡ評価（計画以上に進んでいる）となったものは、「証

明書自動交付機の導入」（P264）事業です。  
Ｃ評価（計画どおりに進んでいない）となったものは、「区民意見

の分析と施策への有効活用」（P270）、「区政の効率性を高めるための

ＩＴ利活用の推進」（P272）の 2 事業です。  
なお、「信濃町児童館等の整備と機能転換」及び「西落合児童館等

の整備と西落合ことぶき館廃止後の活用」の計画事業は事業終了とな

りました。  
 

各計画事業の評価については、事業評価シート（80 ページ以降）を

ご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価結果】 

Ａ：計画以上に進んでいる    Ｂ：計画どおりに進んでいる 

Ｃ：計画どおりに進んでいない 

 

【今後の方向性】  

継 続：現状のまま継続   改 善：手段改善   縮 小：事業縮小 

拡 大：事業拡大     統 合：事業統合  休廃止：休廃止   

その他：その他（制度改正等により今後の事業のあり方を検討など）  



 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２．３ 補助事業の評価 

平成 21 年度の補助事業評価結果は、以下のとおりです。 

Ａ評価（目標以上の成果）となったものは、「妊婦健康診査費助成（里

帰り等）」（P382）と「新宿区新エネルギー及び省エネルギー機器等導

入補助金」（P450）の 2 事業です。 

Ｃ評価（目標水準を下回ったもの）の補助事業は、「分譲マンション

アドバイザー制度利用助成」（P426）、「新宿区 ISO14001 等認証取得費

補助金」（P448）、「生垣・植樹帯の新設助成ブロック塀等撤去助成」

（P454）、「屋上緑化、壁面緑化の新設助成」（P456）、「融資資金等の貸

付等（魅力ある商店街づくり資金利子補給）」（P506）の 5 事業です。 

なお、「公衆浴場改築改修費助成」の補助事業については、平成 21

年度は実施していません。 

 

［まちづくり編］

継続 改善 縮小 拡大 統合 休廃止 その他

計画以上に
進んでいる=A

3 0 0 0 0 0 0 3

計画どおりに
進んでいる=B

55 10 1 8 1 2 1 78

計画どおりに
進んでいない=C

2 4 0 0 0 0 2 8

計 60 14 1 8 1 2 3 89

今後の方向性
評価 計

［区政運営編］

継続 改善 縮小 拡大 統合 休廃止 その他

計画以上に
進んでいる=A

1 0 0 0 0 0 0 1

計画どおりに
進んでいる=B

32 4 0 3 0 2 0 41

計画どおりに
進んでいない=C

0 2 0 0 0 0 0 2

計 33 6 0 3 0 2 0 44

評価
今後の方向性

計



 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助事業評価の 3 年間を通しての評価結果は、以下のとおりです。 

☆☆☆評価（効果を十分発揮している）の補助事業は、「新宿区新エ

ネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金」（P450）です。 

☆評価（効果が十分でない）の補助事業は、「分譲マンションアドバ

イザー制度利用助成」（P426）、「住宅建設資金融資あっ旋利子補給」

（P428）、「がけ等整備資金融資あっ旋利子補給」（P438）、「新宿区

ISO14001 等認証取得費補助金」（P448）、「生垣・植樹帯の新設助成ブ

ロック塀等撤去助成」（P454）、「屋上緑化、壁面緑化の新設助成」（P456）

の 6 事業です。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

［21年度評価］

Ａ Ｂ Ｃ 改正 計

2 70 5 4 81

補助事業評価

「  ☆☆☆  」：目的に照らして、効果を十分発揮しているもの。  
「   ☆☆   」：目的に照らして、効果を発揮しているもの。   
「    ☆    」：目的に照らして、効果が十分でないもの。  

※20 年度分から評価区分を見直しました。20 年度分以降の評価区分は以下のとお
りです。  

「  Ａ  」：目的に対して、目標以上の成果をあげたもの。  
「  Ｂ  ］：目的どおりに実施し、予定していた成果をあげたもの。  
「  Ｃ  」：目標水準を下回り、見直しが必要なもの。  
「改正」：制度改正等により見直しが必要なもの。  
 
※19 年度分までの評価区分は以下のとおりです。  
「  Ａ  」：意図する成果に照らして、目標以上の大きな成果をあげたもの。  
「  Ｂ  」：「予定どおり」又は「概ね予定どおり」に推進し、成果をあげたもの。  
「  Ｃ  」：法律・制度の改正等により見直しを求められるもの。  
「  Ｄ  」：目標水準を下回り、見直しを求められるもの。  

［3年間を通しての評価］

☆☆☆ ☆☆ ☆ 計

1 75 6 82

補助事業評価



各補助事業の評価については、補助事業評価シート（356 ページ以

降）をご覧ください。 

 

 

３ 今後の課題 

①計画の適切な進行管理 

平成 11 年度からスタートした新宿区の行政評価は、実施の規模や評

価の対象を毎年変えてきましたが、行政評価のしくみを行政運営の意思

決定サイクル（ＰＤＣＡのサイクル）の中に定着させることで、予算と

の連動を深めています。 

新宿区の行政評価は、内部評価と外部評価から構成されていますが、

両評価とも限られた期間での評価が必要となります。加えて、今年度は

82 事業の補助事業について 3 年間を通しての評価も実施したため、これ

まで以上に厳しい日程での評価となりました。 

今後は、ＰＤＣＡサイクルにおける行政評価の日程を工夫することで、

より一層、計画の適切な進行管理に活かしていきます。 

なお、内部評価の実施結果を踏まえた外部評価の実施結果は 10 月に

報告される予定です。 

 

②評価対象事業の検討 

昨年の行政評価からは、平成 20 年度から新たにスタートした、基本

構想と総合計画の施策体系にある個別目標と第一次実行計画の事業及

び補助事業を対象に評価を実施しすることで、予算との連動を深めてい

ます。 

一方で、厳しい経済状況を反映し、今後はさらに財政状況の逼迫が

見込まれており、事務事業の見直しは避けられない状況にあります。 

こうしたことから、今後は、経常事業も評価の対象とした行政評価

の仕組みについて、外部評価委員会での議論も踏まえて検討していき

ます。 

 

③経営分析手法を活用した行政評価制度のあり方の見直し 

新宿区は平成 23 年度から新公会計制度の導入を予定しています。 

そのため、新公会計制度導入に合わせて、経営分析手法を活かした、

これまで以上に客観的なデータに基づく行政評価制度のあり方を検討

していきます。  



               
 
 
 
 
 
 

              

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 



4 個別目標評価一覧表

【まちづくり編】

前年度
の評価

評価
結果

今後の
方向性

ページ

1 参画と協働により自治を切り拓くまち Ｂ Ｂ 改善 20

2 コミュニティの活性化と地域自治を推進するまち Ｂ Ｂ 改善 22

1 一人ひとりが個人として互いに尊重しあうまち Ｂ Ｂ 継続 24

2 子どもの育ち・自立を地域でしっかり応援するまち Ｂ Ｂ 拡大 26

3 未来を担う子どもの、一人ひとりの生きる力を育むまち Ｂ Ｂ 継続 28

4 生涯にわたって学び、自らを高められるまち Ｂ Ｂ 改善 30

5 心身ともに健やかにくらせるまち Ｂ Ｂ 継続 32

1 だれもが互いに支え合い、安心してくらせるまち Ｂ Ｂ 継続 34

2 だれもがいきいきとくらし、活躍できるまち Ｂ Ｂ 継続 36

3 災害に備えるまち Ｂ Ｂ 継続 38

4 日常生活の安全・安心を高めるまち Ｂ Ｂ 継続 40

1 環境への負荷を少なくし、未来の環境を創るまち Ｂ Ｂ 継続 42

2 都市を支える豊かな水とみどりを創造するまち Ｂ Ｂ 継続 44

3 人々の活動を支える都市空間を形成するまち Ｂ Ｂ 継続 46

1 歴史と自然を継承した美しいまち Ａ Ａ 継続 48

2 地域の個性を活かした愛着をもてるまち Ｂ Ｃ 継続 50

3 ぶらりと道草したくなるまち Ｂ Ｂ 継続 52

1 成熟した都市文化が息づく、魅力豊かなまち Ｂ Ｂ 改善 54

2 新宿ならではの活力ある産業が芽吹くまち Ｂ Ｂ 継続 56

3 ひと、まち、文化の交流が創るふれあいのあるまち Ｂ Ｂ 改善 58

1 窓口サービスの利便性の向上 Ｂ Ｂ 拡大 60

2 区民参画の推進と効果的・効率的な事業の遂行 Ｂ Ｃ 改善 62

3 分権を担える職員の育成と人事制度等の見直し Ｂ Ｂ 改善 64

1 公共サービスの提供体制の見直し Ｂ Ｂ 改善 66

2 施設のあり方の見直し Ｂ Ｂ 継続 68

  個別目標評価シート一覧表の見方

　     Ａ　：　計画以上に進んでいる　　　Ｂ：計画どおりに進んでいる　　　Ｃ：計画どおりに進んでいない

  今後の方向性は７種類

　    継続：現状のまま継続　　改善：手段改善　　縮小：事業縮小　　拡大：事業拡大　　統合：事業統合　　休廃止：休廃止
　    その他：その他（制度改正等）

持続可能な都市と
環境を創造するま
ち

Ⅳ

安全・安
心な共生
のまち
新宿

安全で安心な、質
の高いくらしを実感
できるまち

Ⅲ

Ⅱ
公共サービスのあり
方の見直し

一人ひと
りを大切
にするま
ち　新宿

だれもが人として尊
重され、自分らしく
成長していけるまち

Ⅱ

景観と地
域の個性
を創造す
るまち
新宿

文化芸術
創造のま
ち　新宿

Ⅵ

多様なライフスタイ
ルが交流し、「新宿
らしさ」を創造してい
くまち

Ⅴ

基本目標 個別目標

Ⅰ
好感度一番の区役
所の実現

【区政運営編】

自治のま
ち　新宿

区民が自治の主役
として、考え、行動
していけるまち

Ⅰ

まちの記憶を活かし
た美しい新宿を創
造するまち

人と環境
にやさし
い潤いの
あるまち
新宿



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

　５　個別目標評価シートの見方

基本目標

個別目標

19年度

（まちづくり編）

2

Ⅰ

コミュニティの活性化と地域自治を推進するまち

区民が自治の主役として、考え、行動していけるまち

29年度
指標の定義

　地域の中でお互いの顔が見える関係が築かれ、子どもから高齢者まで多様な世代が交流・連携・協力し合い、区民
が地域において安心した生活を送ることができるまちの実現をめざします。また、区民や地域団体、ＮＰＯ※、事業者
などが連携・協力し、主体的に地域の課題に取り組む、個人の自主性・自律性と相互の信頼に基づく、開かれた地域
コミュニティの実現をめざします。さらに、地区協議会が中心的役割を担いながら、自らの創意工夫により地域課題を
解決し、地域コミュニティが多くの公共的役割を果たす「地域自治のまち」をめざします。

目　標基　準

・　地域における人々の交流や連携を深め、地区協議会を中心に、地域の様々な課題を地域自らの力で解決してい
けるよう、地区協議会の一層の充実を支援します。そのため、条例により地区協議会の位置づけを明確化するととも
に、地域の実情を踏まえて課題解決に取り組めるように、その権限を明確にして、地域課題に柔軟に対応できる財源
が付与できるしくみを検討していきます。
・　地域の個性や特色を活かしたコミュニティづくりを進め、地域コミュニティに参加する楽しさや魅力を高めていきま
す。また、コミュニティ活動の中心を担っていく人材の育成を図っていきます。
　地域活動に参加したいと考えている団塊の世代等のシニア層に対し、多様な地域活動への円滑な参加やこれまで
の知識や経験を活かして活躍するためのきっかけをつくります。　また、生涯学習活動を支える、指導者・コーディネー
ターなどを育成していきます。
・　地域におけるコミュニティ活動の拠点として、地域センターの利用促進を図るとともに、地域の活動団体等の交流支
援を強化します。さらに、図書館や学校などを新たなコミュニティ活動の拠点としてその充実を図ります。

コミュニティ活動への意識啓発　　コミュニティ活動の担い手となる人材の育成支援　　コミュニティ活動拠点の整備と利
用促進
町会・自治会、ＮＰＯ団体等の連携支援　　地区協議会の条例設置化　　地区協議会への権限および財源の付与

・　都市化が進む中で、地域社会の人間関係が希薄になり、地域における相互扶助の機能が低下しています。一方、
少子高齢化の急速な進行により、地域課題や区民の需要は多様化・複雑化しており、行政だけで対応することが困難
になっています。地域における課題はできる限り地域で解決していくためのしくみづくりが一層求められています。
・　区政への参画と自らの力で地域課題を解決する地域自治を展開していくために創られた地区協議会に対して、充
分な活動ができるように支援していくことが求められています。
・　町会・自治会や地区協議会といったコミュニティ活動、地域の見守りや環境改善といった社会貢献活動、生き生きと
した生涯を送るための生涯学習活動、といった地域における活動を活発にするためには、これを支える人材の育成が
重要です。
・　地域団体の活動・交流が一層盛んになるように、地域のコミュニティづくりの拠点として、地域センターの機能強化が
求められています。

「町会・自治会活性化への支援」「地区協議会の位置づけの明確化と運営の充実」「地区協議会活動への助成」「地域
活動を支える担い手の発掘と人材の育成」「生涯現役塾」「「生涯学習指導者・支援者バンクの充実」

46.18％
（平成18年度）

60%

3

46.0% 60%

64.5%
（平成18年度8地
域センター平均
利用率）

80%

2 地域の中でコミュニティ活動を行っている人の割合

地域センター利用の割合

1 町会・自治会の加入世帯率町会・自治会の加入率

地域コミュニティ活動への参加
率

地域センターの利用率

指標名

指
標
３

目標値１①
％

66.5 68.0

実績１② 61.8 62.8
③＝②／① ％ 92.9

69.5 71.0 71.0

92.4

実績１② 45.4 51.7
③＝②／① ％ 95.6

指
標
２

目標値１①
％

47.5

49.92
指
標
１

目標値１①
％

48.38

96.0

実績１② 46.45

③＝②／① ％

20～23年度 備考単位
20年度 21年度

（現状）
50.58 52.78

98.7

105.6

49.0 50.5 52.0

23年度
（目標）

55

（目標）
22年度

55

52.0

成果指標
　成果を計る測定
　可能な指標



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

計画どおり 休廃止 90

改善 88

所管部 地域文化部

方向性 頁 総合評価 方向性

　区民の地域のコミュニティ活動参加については、目標どおり成果をあげていますが、活動を支える地域
自治組織については、（仮称）自治基本条例の規定を踏まえた検討が求められています。また、地域の人
材の育成は進んでいますが、その人材を活用する仕組みづくりが必要です。そのためには、人材の登
録・照会窓口を一本化した総合的な制度を作ることが求められています。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　地域コミュニティ活動参加の指標となるアンケート項目を見直し、活動内容
を具体的に列記するなど、的確に達成状況を把握する工夫を行いました。町
会・自治会の加入率と地域センターの利用率は、地域活動への参加という視
点から、適切です。

計画どお
りでない

地域センターの整備（戸塚地
区）

総合評価

5
地域を担う人材の育成と活
用

計画どおり

計画事業名

町会・自治会及び地区協議
会活動への支援

計画事業名

4

③効果的・効
率的な視点

　町会・自治会をはじめとするコミュニティ活動は、ボランティアによって地域
の公共的役割を担い、住民自治を実践しているため、効果的・効率的です。

■ 適切である

□ 改善が必要である

☐ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

6継続 86

④目的（目標
水準）の達成
度

　すべての目標の達成が90％を越え、地域におけるコミュニティの活性化が
図られたといえます。

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

内　容

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　サービスの担い手である区が、活動経費を負担し、庶務機能を支援するこ
とで、地域自治活動を支える環境を整備しており適切です。

□ 改善が必要である

　地区協議会の位置づけについては、（仮称）自治基本条例制定の経過を見ながら引き続き検討してい
きます。
　地域活動に参加するために育成した人材を活用するには、既存の地域団体との連携や社会貢献活動
の場である施設を利用する仕組みを作り、さらに育成した人材を登録・照会する総合的な人材バンク制度
の創設に向けて検討します。

　区民意識調査では、周知活動を行う前の調査ではありますが、地区協議会の認知度は1割台半ばと
なっており、更なる周知が必要です。（仮称）自治基本条例で地区協議会の位置づけを規定し、権限及
び財源の付与をどのように行うかなどの議論を支援していくことが求められています。

　多様化・複雑化する区民ニーズへの対応や、地域活動の拠点整備など地域コミュニティの基盤づくりを
推進してきました。今後も、活動の中心となる町会・自治会をはじめとする団体等や地区協議会の位置づ
けの明確化等住民の自治意識の高揚を図り地域コミュニティの活性化を推進していきます。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　戸塚地域センターの建設が終了し、全10地区に地域コミュニティの拠点が整いました。町会・自治会の
活性化に向けた取り組みや地区協議会を周知するタブロイド紙の発行、パネル展の開催など支援を行う
とともに、地域人材の発掘、育成についても、講座の参加者数において実績をあげることができました。ま
た、地区協議会の位置づけについて、地区協議会連絡会の中で意見交換を行いました。

総 合 評 価

　町会・自治会の加入率と地域コミュニティ活動への参加率は100％に近い
達成率で、区民のほぼ半数がコミュニティ活動に参加しています。また、活動
の拠点である地域センターの利用も増加しており、地域自治を推進するまち
づくりが計画どおり進んでいるといえます。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

サービスの負担と担
い手の観点から分類
し、適正な対応がとら
れているか

適切な目標設定（区
民ニーズを踏まえた
目的・目標になってい
るか・指標は適切か

費用対効果という面
から効果的・効率的に
行われているか

目的や意図する成果
に対してそれが達成
できているか

事業の目的や意図す
る成果に対して達成
できているか

状況認識
前々年度実績を踏ま
えた昨年度の課題

改革方針
前々年度実績を踏ま
えた、昨年度の改革
方針

達成状況
昨年度の取組み実
績・成果

事業に関する検討課題
昨年度の実績を踏ま
えた翌年度の課題

改革方針
事業に関する検討課
題を踏まえた事業の
方向性と、翌年度事
業へのつながり
（組織目標と関連）

【計画以上】
計画以上に進んでいる
【計画どおり】
計画どおりに進んでい
る
【計画どおりでない】
計画どおりに進んでい
ない

【継　続】現状のまま継
続
【改　善】手段改善
【縮　小】事業縮小
【拡　大】事業拡大
【統　合】事業統合
【休廃止】休廃止
【その他】その他
　　　　　　（制度改正等）



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

1

Ⅰ

・　自治体と区民との関係や、それぞれの役割を明確にし、どのように自治を進めていくのかという、自治の基本理念、基本原則を
明らかにします。その一環として、まちづくりへの区民の参画や協働のしくみ、区の責務、区政運営の原則など、これからの新宿区
におけるまちづくりの基本ルールである（仮称）自治基本条例を、区民、議会及び区が一体となって制定します。
・　区民のより一層の区政参画を実現していくためには、政策の立案と決定、施策の実施とその評価の各段階で、区民と区とがと
もに責任ある主体として協力し合っていけるしくみづくりを進めます。
・　まちづくりに積極的に参画する、区民・地域団体・NPO・事業者等間の連携を推進するとともに、様々な学習機会の提供等によ
り、積極的に地域活動に参画できるような環境をつくり、まちづくりの新たな担い手の発掘・育成を行います。
・　区民の目線での区政情報の提供や公開を充実します。また、区民が知りたい情報をより早く、簡単に入手することができるしく
みをつくり、区民が区政に参画していくための基本となる情報の共有化を推進します。
・　基礎自治体である新宿区の権能を拡充し、国や都との適切な役割分担に基づいた地方分権型の行政システムを構築していき
ます。

参画と協働により自治を切り拓くまち

参画と協働によるまちづくりルールの確立　　 　（仮称）自治基本条例の制定　　  　計画推進に関するチェック機能の充実
協働の担い手となる人材、団体の育成支援と連携化支援　　　区政情報及び地域情報の充実
特別区のあり方の見直しと自治権の拡充

区民が自治の主役として、考え、行動していけるまち

１０/年

・　自分たちのまち（地域社会）をどのように築いていくかを考えたり、決めたりする場合、誰がどのような役割を担い、どのような方
法で決めていくかを定めたルールが明確でありません。
・　区政の企画立案・実施・評価・改善というそれぞれの段階へ区民が参画するための制度が十分に確立されていません。
・　協働の担い手づくりやまちづくりのリーダーとなる区民や地域団体の育成に関する取組が十分に行われていません。
・　区民が区政に参画していくために必要な区政情報をはじめとする様々な情報が、十分に区と共有されていません。
・　少子高齢化が続き、「人口減少社会」に入った今日、これまでの社会制度の支え手が減少する中では、国も自治体もこのまま
では持続することができません。地域の実情にあったサービスを展開し、住民自治の確立を図るためには、住民に最も近い立場
にある基礎自治体の権能を充実していくことが必要です。

「(仮称）自治基本条例の制定」「特別区のあり方の見直しと自治権の拡充」「協働事業提案制度の実施」「協働支援会議によるＮＰ
Ｏ活動資金・協働事業提案の審査、協働事業の評価、協働推進のあり方の検討」「協働推進基金の趣旨普及とＮＰＯ活動資金の
助成」「ＮＰＯネットワーク協議会との連携による地域における社会貢献活動団体のネットワークのづくり」「区民活動支援サイト「キ
ラミラネット」を活用した地域活動情報の収集と発信」

10 10 10

60.0

単位
20年度 21年度

73.0 73.0 73.0

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
％

73.0

94.4

73.0
実績１② 68.9 67.9
③＝②／① ％ 93.0

指
標
２

目標値１①
事業

6
実績１② 5 6
③＝②／① ％ 83.3

79 83 83

116.0
実績１② 71 87
③＝②／① ％ 100.0

区に登録しているNPOの数

指標名

指
標
３

目標値１①
団体

71 75

1 区政に関心がある区民の割合区政への関心度

協働事業提案制度による協働
事業の提案数及び事業実施数

69.4%
（18年度区民
意識調査）

73%

3

提案件数 17件
事業実施数 2
事業

提案件数 40件
事業実施数 10
事業

55団体 100団体

2
協働事業提案制度の公募により提案及び選定され事業を実施
した数

区のNPO活動団体登録制度における登録団体の数

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　まちづくりの主役は区民です。区民が暮らしの基盤である自分たちの住む地域のあり方を、地域の持つ個性や資源を活かしな
がら、自ら考え、自分たちで責任を持って決めることができる「参画と協働による、区民の知恵と力が活きる地域社会」の実現をめ
ざします。

基　準 目　標



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　自治基本条例の制定に向け、多様な区民の意見を収集するための方法を検討しました。都区の事務配
分については、都区のあり方検討会において区の考え方を主張するとともに、大都市基礎自治体として
の新宿区のあり方について発信しました。また、協働推進事業については、協働のあり方について課題を
整理して検討し、一部の事業は22年度実施に反映させる手続を行いました。また、社会貢献活動団体の
ネットワークづくりの拠点についても検討を行い、（仮称）ＮＰＯふれあいひろばの設置に先がけ場所を持
たない形で実施する「ＮＰＯ活動交流・支援事業」の準備を行いました。

総 合 評 価

　自治基本条例の制定に向けて、区民・議会・行政で一体となって進めること
ができました。都区の事務配分については、未検討項目がありましたが、一
定項目の方向性をまとめました。また、協働推進事業については、支援会
議・ＮＰＯ・区等が、連携して協働を推進し、一定の成果が得られました。この
ため、事業全体を通して計画どおりに進んでいると評価します。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

内　容

　多様な区民の意見を幅広く収集するため、無作為抽出による区民討議会や区民アンケートなどを実施
し、そこで得た意見等も尊重し、自治基本条例素案としてまとめていきます。都区の事務配分について
は、未検討項目の区の考え方をまとめるとともに、区に移管する方向で都区の認識が一致した事務の移
管について課題整理を行います。協働推進事業については、協働事業提案及びNPO活動資金助成をよ
りよい制度としていくために、引続き検討・改善を行っていきます。なお、社会貢献活動のネットワークづく
りを進めるため、NPO活動交流・支援事業を、NPOネットワーク協議会との協働によりNPOが持っている柔
軟な発想を取り入れて行っていきます。

  自治基本条例の制定にあたっては区民をはじめ地域において十分な合意形成を図ることが重要です。
今後さらに、基礎自治体として区が担うべき役割を果すため区の自治権の拡充に努め、大都市基礎自治
体としての新宿区あり方についても区の考え方を検討する必要があります。また、協働推進事業について
は、課題を整理し協働事業のあり方について検討していく必要があり、社会貢献活動団体のネットワーク
づくりの拠点設置についても、引続き検討を行っていく必要があります。

  自治基本条例制定に向けて広範な区民意見を集約していく取組みとして、区民アンケートの実施や区
民から無作為抽出した参加者による区民討議会の開催などを行います。また、大都市基礎自治体として
の新宿区のあり方について新宿自治創造研究所と連携しながら検討を行うとともに、全庁的に議論を深
めながら区としての考え方をまとめ、発信していきます。協働推進事業については、これまでの取組みに
よって見えてきた課題を整理し、協働事業のあり方について検討を行います。なお、社会貢献活動団体
のネットワークづくりの拠点設置についても、引続き検討します。

状況認識
（課　題）

□ 改善が必要である

評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である
　区民参画の下、一体となり自治の拡充を図ることは、実態に即した行政
サービスの提供が可能になります。また、協働支援会議等の第三者や区民
の視点を取り入れて行政が具体的な協働の仕組みづくりを進めていくこと
は、適切です。□ 改善が必要である

視点 評価区分

■ 適切である

（仮称）自治基本条例の制定

計画事業名

1

④目的(目標水
準)の達成度

　自治基本条例に関する会議の時間や回数を増やし、十分な議論を行いま
したが、都区の事務配分については未検討項目が残りました。また、協働推
進事業については周知等を積極的に行った結果、目標値に達した事業もあ
りますが、さらに趣旨普及に努めていく必要があります。

3
ＮＰＯや地域活動団体等、多
様な主体との協働の推進

■ 効果的・効率的である
③効果的・効
率的な視点

　区民参画の下、区民・議会・行政が一体となり、自治基本条例制定に取組
むとともに、地方分権改革に関する様々な機会を通じて意見表明を行い、効
果的に実施しています。また、協働推進事業についても、支援会議・ＮＰＯ・
区等が経験や能力を生かして連携しながら効果的・効率的に実施していま
す。

□ 改善が必要である

計画事業名

■ 達成度が低い

□ 達成度が高い

総合評価

2
特別区のあり方の見直しと自
治権の拡充

計画どおり 継続 80

計画どおり
でない

所管部 地域文化部・総合政策部

方向性 頁 総合評価 方向性

　区民討議会や区民アンケートなどを実施し、骨子案策定の議論を踏まえ、多様な区民の意見を反映
し、自治基本条例素案をまとめていく必要があります。また、都区の事務配分の未検討項目について、区
の基本的な考えをまとめていく必要があります。協働推進事業については、引続き、協働事業のあり方に
ついて実績の検証等を行いながら検討し、さらに、社会貢献活動団体のネットワークづくりの拠点設置に
ついても検討を行いつつ、NPO活動交流・支援事業を計画どおりに進めていく必要があります。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　区政への関心度は自治を育むための前提として必要なことであり、区民の
区政への参画を計る指標として適切です。また、協働事業提案制度の事業
実施数及び区への登録NPO数は、多様な主体との協働を推進するうえでの
認知度を測る指標として適切です。一方、事業実施内容を反映できる指標を
検討を行う必要があります。

改善 82

計画どおり 改善 84

頁



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

2

Ⅰ

・　地域における人々の交流や連携を深め、地区協議会を中心に、地域の様々な課題を地域自らの力で解決していけるよう、地
区協議会の一層の充実を支援します。そのため、条例により地区協議会の位置づけを明確化するとともに、地域の実情を踏まえ
て課題解決に取り組めるように、その権限を明確にして、地域課題に柔軟に対応できる財源が付与できるしくみを検討していきま
す。
・　地域の個性や特色を活かしたコミュニティづくりを進め、地域コミュニティに参加する楽しさや魅力を高めていきます。また、コ
ミュニティ活動の中心を担っていく人材の育成を図っていきます。
　地域活動に参加したいと考えている団塊の世代等のシニア層に対し、多様な地域活動への円滑な参加やこれまでの知識や経
験を活かして活躍するためのきっかけをつくります。　また、生涯学習活動を支える、指導者・コーディネーターなどを育成していき
ます。
・　地域におけるコミュニティ活動の拠点として、地域センターの利用促進を図るとともに、地域の活動団体等の交流支援を強化し
ます。さらに、図書館や学校などを新たなコミュニティ活動の拠点としてその充実を図ります。

コミュニティの活性化と地域自治を推進するまち

コミュニティ活動への意識啓発　　コミュニティ活動の担い手となる人材の育成支援　　コミュニティ活動拠点の整備と利用促進
町会・自治会、ＮＰＯ団体等の連携支援　　地区協議会の条例設置化　　地区協議会への権限および財源の付与

区民が自治の主役として、考え、行動していけるまち

52.0

・　都市化が進む中で、地域社会の人間関係が希薄になり、地域における相互扶助の機能が低下しています。一方、少子高齢化
の急速な進行により、地域課題や区民の需要は多様化・複雑化しており、行政だけで対応することが困難になっています。地域
における課題はできる限り地域で解決していくためのしくみづくりが一層求められています。
・　区政への参画と自らの力で地域課題を解決する地域自治を展開していくために創られた地区協議会に対して、充分な活動が
できるように支援していくことが求められています。
・　町会・自治会や地区協議会といったコミュニティ活動、地域の見守りや環境改善といった社会貢献活動、生き生きとした生涯を
送るための生涯学習活動、といった地域における活動を活発にするためには、これを支える人材の育成が重要です。
・　地域団体の活動・交流が一層盛んになるように、地域のコミュニティづくりの拠点として、地域センターの機能強化が求められて
います。

「町会・自治会活性化への支援」「地区協議会の位置づけの明確化と運営の充実」「地区協議会活動への助成」「地域活動を支え
る担い手の発掘と人材の育成」「生涯現役塾」「「生涯学習指導者・支援者バンクの充実」

49.0 50.5 52.0

105.6

単位
20年度 21年度

50.58 52.78 55

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
％

48.38

96.0

55

実績１② 46.45 49.92
③＝②／① ％ 98.7

指
標
２

目標値１①
％

47.5

実績１② 45.4 51.7
③＝②／① ％ 95.6

69.5 71.0 71.0

92.4

実績１② 61.8 62.8
③＝②／① ％ 92.9

地域センターの利用率

指標名

指
標
３

目標値１①
％

66.5 68.0

1 町会・自治会の加入世帯率町会・自治会の加入率

地域コミュニティ活動への参加
率

46.18％
（平成18年度）

60%

3

46.0% 60%

64.5%
（平成18年度8地
域センター平均
利用率）

80%

2 地域の中でコミュニティ活動を行っている人の割合

地域センター利用の割合

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　地域の中でお互いの顔が見える関係が築かれ、子どもから高齢者まで多様な世代が交流・連携・協力し合い、区民が地域にお
いて安心した生活を送ることができるまちの実現をめざします。また、区民や地域団体、ＮＰＯ※、事業者などが連携・協力し、主
体的に地域の課題に取り組む、個人の自主性・自律性と相互の信頼に基づく、開かれた地域コミュニティの実現をめざします。さ
らに、地区協議会が中心的役割を担いながら、自らの創意工夫により地域課題を解決し、地域コミュニティが多くの公共的役割を
果たす「地域自治のまち」をめざします。

目　標基　準



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

計画どおり 休廃止 90

改善 88

所管部 地域文化部

方向性 頁 総合評価 方向性

　区民の地域のコミュニティ活動参加については、目標どおり成果をあげていますが、活動を支える地
域自治組織については、（仮称）自治基本条例の規定を踏まえた検討が求められています。また、地
域の人材の育成は進んでいますが、その人材を活用する仕組みづくりが必要です。そのためには、人
材の登録・照会窓口を一本化した総合的な制度を作ることが求められています。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　地域コミュニティ活動参加の指標となるアンケート項目を見直し、活動内
容を具体的に列記するなど、的確に達成状況を把握する工夫を行いまし
た。町会・自治会の加入率と地域センターの利用率は、地域活動への参
加という視点から、適切です。

計画どお
りでない

地域センターの整備（戸塚
地区）

総合評価

5
地域を担う人材の育成と活
用

計画どおり

計画事業名

町会・自治会及び地区協議
会活動への支援

計画事業名

4

③効果的・効
率的な視点

　町会・自治会をはじめとするコミュニティ活動は、ボランティアによって地
域の公共的役割を担い、住民自治を実践しているため、効果的・効率的
です。

■ 適切である

□ 改善が必要である

☐ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

6継続 86

④目的(目標水
準)の達成度

　すべての目標の達成が90％を越え、地域におけるコミュニティの活性化
が図られたといえます。

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

内　容

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　サービスの担い手である区が、活動経費を負担し、庶務機能を支援する
ことで、地域自治活動を支える環境を整備しており適切です。

□ 改善が必要である

　地区協議会の位置づけについては、（仮称）自治基本条例制定の経過を見ながら引き続き検討して
いきます。
　地域活動に参加するために育成した人材を活用するには、既存の地域団体との連携や社会貢献活
動の場である施設を利用する仕組みを作り、さらに育成した人材を登録・照会する総合的な人材バンク
制度の創設に向けて検討します。

　区民意識調査では、周知活動を行う前の調査ではありますが、地区協議会の認知度は1割台半ばと
なっており、更なる周知が必要です。（仮称）自治基本条例で地区協議会の位置づけを規定し、権限
及び財源の付与をどのように行うかなどの議論を支援していくことが求められています。

　多様化・複雑化する区民ニーズへの対応や、地域活動の拠点整備など地域コミュニティの基盤づくり
を推進してきました。今後も、活動の中心となる町会・自治会をはじめとする団体等や地区協議会の位
置づけの明確化等住民の自治意識の高揚を図り地域コミュニティの活性化を推進していきます。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　戸塚地域センターの建設が終了し、全10地区に地域コミュニティの拠点が整いました。町会・自治会
の活性化に向けた取り組みや地区協議会を周知するタブロイド紙の発行、パネル展の開催など支援を
行うとともに、地域人材の発掘、育成についても、講座の参加者数において実績をあげることができま
した。また、地区協議会の位置づけについて、地区協議会連絡会の中で意見交換を行いました。

総 合 評 価

　町会・自治会の加入率と地域コミュニティ活動への参加率は100％に近
い達成率で、区民のほぼ半数がコミュニティ活動に参加しています。また、
活動の拠点である地域センターの利用も増加しており、地域自治を推進
するまちづくりが計画どおり進んでいるといえます。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　日々の暮らしの中で、誰もが人として尊重され、性別にかかわりなく、職場、家庭、地域などあらゆる分野に、公平に参画できるまちを実
現します。また、子どもたちが地域の人々との豊かなつながりの中で、いじめや虐待から守られ、安心してのびのびと成長できるまちをめ
ざします。さらに、高齢者も障害のある人も、尊厳を持っていきいきと地域社会の一員として生活できるよう、物理的なバリアや心のバリア
のない地域社会の実現をめざします。

指標名

・　人は生まれながらにして、等しく自分らしく幸せに生きる権利を持っています。しかし、現実には、年齢、性別、国籍、障害等による偏
見やいじめ、差別といった人権に関する様々な問題が起こっており、人権意識を育む取組は、まだ十分とはいえません。
・　認知症、知的障害、精神障害などにより、判断能力が十分でない人の権利を守り、その人の意思を尊重し、その人らしい生活を送るこ
とができることが重要です。
・　子どもたちの間の陰湿で執拗ないじめ、親による虐待、国内外での児童の買春や児童ポルノの氾濫など、子どもの人権をめぐる状況
は大変深刻になっています。
・　家庭や職場、地域社会などあらゆる分野において、男女が個人として尊重され、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮す
る機会が確保されることは大変重要です。しかし、依然として男女の固定的な役割分担意識が根強く残されています。
このため、セクシュアル・ハラスメント、配偶者やパートナーからの暴力、職場での性別や雇用形態により生じている格差が深刻な問題と
なっています。
・　男女共同参画の視点から、男女とも仕事と子育て、介護、地域活動などとの両立ができるように、また、多様な生き方を選択することが
できるように、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を可能とする働き方の見直しを進める必要があります。
　仕事と子育てのバランスを保ちながら暮らすためには、様々な家庭と子どもの状況に応じた子育て支援サービスの充実や育児休業・看
護休暇等を取りやすい職場環境の整備も重要です。

・成年後見人制度の利用促進
・男女共同参画の推進
・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

基　準 目　標

37.10%2
家庭生活や職場、地域活動など、社会全体で男女が平
等と感じる区民の割合

1
性別、障害の有無、信条、職業、国籍の違いにかかわら
ずお互いを尊重し認めあっていると思う区民の割合

区民の人権に対する意識

男女共同参画に対する意識

29.70%

実績１② 36.7 40.2
73.4 80.4

指
標
２

目標値１①
％

50

③＝②／① ％

実績１② 37 40.2
③＝②／① ％ 100.5

指
標
１

目標値１①
％

30

123.3

40

単位
20年度 21年度

（現状）

5050 50 50

22年度 23年度
20～23年度 備考

（目標） （目標）

個別目標評価シート （まちづくり編）

1

Ⅱ

・　年齢、性別、国籍、障害の有無などによる偏見やいじめ、差別がなく、互いに尊重し合う社会をめざし、人権に対する意識を高めてい
きます。
・　子ども自身及び保護者が子どもの権利や人権についての理解を深められるよう、環境を整備します。また、悩みを持つ子どもが気軽
に相談できる体制を整備するとともに、いじめや虐待から子どもを守る支援の充実を図ります。
・　介護が必要な高齢者に対するプライバシーの侵害や虐待の防止、権利擁護のための、専門相談体制の整備、成年後見制度の普
及、相談機能の強化など、制度の利用推進を図っていきます。
・　すべての区民が、互いにその人権を尊重し、責任を分かち合い性別にとらわれることなく、その個性と能力を十分に発揮できる豊かな
社会を実現するため、一人ひとりが男女共同参画に関する理解を深め、実践していけるよう環境づくりを推進します。
・　男女を問わず育児休業等を取得しやすい職場環境づくりや、働き方の見直しに向けた普及啓発等により生活と仕事のバランスが取れ
る雇用環境の整備を促進します。

一人ひとりが個人として互いに尊重しあうまち

児童虐待予防への取組　　人権に対する意識啓発　　男女共同参画社会の形成に向けた職員・区民・事業者への意識啓発
児童・生徒への人権教育の推進　　児童・生徒への男女平等教育の充実　　児童・生徒へのノーマライゼーションなどの福祉教育の推進

だれもが人として尊重され、自分らしく成長していけるまち



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　 成年後見・権利擁護相談及び女性問題に関する総合相談の周知に努め、相談件数が増加しまし
た。また、区民との協働を進めながら年間30回以上の講座を開催するなど、男女共同参画の意識啓発
に努めました。さらに、男性の育児・介護サポート企業認定モデル事業や、ワーク・ライフ・バランス推進
優良企業表彰を実施するなど、男性の働き方の見直しやワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取組
みを行いました。

総 合 評 価

　人権や男女共同参画についての啓発事業や専門家による相談事業など
は、参加者数や相談件数が増加しており、一人ひとりが個人として互いに
尊重しあうまちづくりに大きく寄与しています。このため、計画どおりに進ん
でいると評価します。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

内　容

　 誰もがお互いを尊重しあい、公平に参画できるまちの実現に向けて、21年度に引き続き、人権や男
女共同参画に対する意識啓発として、相談業務や啓発講座等の充実を図っていきます。
   また、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、ワーク・ライフ・バランス推進制度の周知等を進め、区
内企業のワーク・ライフ・バランス推進に向けた取組みを支援していきます。

　 誰もが人として尊重され、性別にかかわりなく、職場、家庭、地域などあらゆる分野に、公平に参画で
きるまちを実現するため、継続的に人権や男女共同参画に対する意識啓発が必要です。
　 また、ワーク・ライフ・バランスの推進に向け、区内企業に対する継続的な周知と、効果的な支援策等
の検討が必要です。

　 一人ひとりが個人として互いに尊重しあうまちの実現に向けて、20年度に引き続き、人権や男女共同
参画に対する意識啓発として、相談事業や啓発講座等の充実を図っていきます。また、ワーク・ライフ・
バランスの推進に向け、ワーク・ライフ・バランス推進優良企業表彰の実施やワーク・ライフ・バランス推
進企業に対する優遇措置等の支援策を検討していきます。

状況認識
（課　題）

改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　人権意識の向上や男女共同参画社会の実現に向けた基盤整備や普及
啓発などは、行政の担う役割が重要です。また、啓発にあたっては、区民と
の協働による事業を展開しており適切と評価します。□

④目的(目標水
準）の達成度

　意識調査では一部目標値を上まわることができませんでしたが、人権や
男女共同参画の啓発事業実施により、相談件数や参加者数が増加してお
り、おおむね目的を達成しています。

9
ワーク・ライフ・バランス（仕事
と生活の調和）の推進

計画事業名

成年後見人制度の利用
促進

計画事業名

7

③効果的・効
率的な視点

　人権や男女共同参画についての啓発事業や専門家による相談事業は、
参加者数、相談件数とも増加しており、人権や男女共同参画に対する意識
を高めるうえで、効果的・効率的に実施されています。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

総合評価

8 男女共同参画の推進

計画どおり 拡大 92

計画どおり

所管部 子ども家庭部・福祉部

方向性 頁 総合評価 方向性

　引き続き、人権や男女共同参画に対する意識啓発を進めていくことが必要です。また、ワーク・ライフ・
バランスの推進に向け、区内企業に対する継続的な周知及び啓発に取り組んでいくことが必要です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　人権擁護や男女共同参画の推進にあたり、区民意識の向上を目標として
おり適切です。

継続 94

計画どおり 継続 96

頁



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

2

Ⅱ

・　子どもを持つすべての家庭が、地域の中で安心して子育てができ、子どもたちが健やかに育つよう、様々なしくみを整えていき
ます。
・　都市の利便性を活かした多様な生活形態、働き方による多種多様なニーズや時代の変化に対応する子育て支援サービスを
提供するとともに、子どもの成長と発達を見据えた一貫した保育と幼児教育を実施することにより、保護者が選択できる保育環境
の整備と家庭と地域の子育て力の向上を図っていきます。
・　地域の中に、子どもが様々な体験や遊びができる環境や機会をつくっていきます。放課後の子どもの居場所づくりを進め、遊
びや自主的な活動などを通して、子どもの成長する力を伸ばしていきます。
・　特別な支援を必要とする子どもや家庭の状況を的確に把握した上で、子どもの健やかな育ちと自立を促進する観点から、子ど
もと家庭に対してそれぞれのニーズに応じた適切な支援を進めていきます。
・　子どもを犯罪や事故等の被害から守るための取組や、子どもたちが安心して外出できる環境の整備、良質な居住環境の確保
などに取り組んでいきます。

子どもの育ち・自立を地域でしっかり応援するまち

保育サービスの充実　　子育て支援サービスの充実や活動の場の提供とその調整　　子どもの健全育成の取組と支援
母子の保健・医療の推進・充実　　子どもの安全を守る取組と支援

だれもが人として尊重され、自分らしく成長していけるまち

・　家庭や地域の子育て力が低下する一方で、子どもと家庭にかかわる問題は複雑化・多様化しており、子育てに対する不安が
増しています。
・　虐待を受けた子どもとその家庭や様々な理由から親と暮らすことのできない子どもたち、ひとり親の家庭、障害のある子どもなど
には、子どもや家庭に対する一般的な支援に加え、特別な支援が求められています。
・　子どもが日常生活の中で、いろいろな世代の人々と交わったり、様々な体験や挑戦をする機会が少なくなっています。子どもが
遊びや地域社会等での体験の中で、自ら考えて行動し、その結果については自分の責任と自覚することによって、社会性や協調
性が育まれます。それは子どもの成長にとって重要であり、様々な体験に関する取組が求められています。
・　子どもたちが犯罪や事故に巻き込まれる事件が多発しており、子どもたちが地域で安全に遊び、過ごせるような環境を整備す
る取組はますます重要となっています。また、子育て家庭が安心して生活できる住まいやまちづくりが求められています。

①認可保育所等の整備　②認証保育所への支援　③幼稚園と保育園の連携・一元化
④私立幼稚園保護者の負担軽減　⑤放課後子どもひろばの充実　⑥学童クラブの充実
⑦子ども家庭支援センターの拡充　⑧一時保育の充実　⑨ひろば型一時保育の充実
⑩絵本でふれあう子育て支援　⑪子ども発達センターの移転と児童デイサービスの拡充

100 100 100

95.1

単位
20年度 21年度

70 70 70

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
％

70
20年度は調査未実
施

実績１② 59.2
③＝②／① ％ 84.6

指
標
２

目標値１①
％

100
実績１② 90.4 95.1
③＝②／① ％ 90.4

0 0

-70
実績１② 60 70
③＝①－② 人 -60

   保育園の待機児童数

指標名

指
標
３

目標値１①
人

0 0

1
   子育て支援に関する活動に参加している人や参加意欲
を持っている人の割合

   子育て支援に関する地域
活動状況

   子育てが楽しいと感じられ
る保護者の割合

56.5% 70%

3

90.8%
（平成18年度）

100%

26人

0人
（早急に目標
達成しその後も
維持する）

2
   （保育園在園児の）保護者が子育てを楽しいと感じてい
る割合

   4月1日現在における認可保育園の待機児童数

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　子どもを安心して産み、育てられ、すべての子どもたちがのびのびと健やかに成長できるなど、子育てと子どもの自立に対する
支援のしくみが十分に整備されているまちをめざします。地域が積極的に受け皿となり、地域のサポート体制をつくるなど、子ども
を安心して産み、育てられる環境を実現します。

目　標基　準



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 ■ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

104

継続 100

計画どおり 継続 102

所管部 子ども家庭部・福祉部

方向性 頁 総合評価 方向性

   待機児童は増加傾向にあり、公有地及び既存の公共施設のさらなる活用を行いながら、引き続き待
機児童解消対策を推進する必要があります。また、子どもの居場所がより充実したものになるよう、あり
方等について引き続き検討を行っていく必要があります。さらに、身近な地域で利用できる子育て支援
サービスへのニーズに対応するため、取組みをさらに充実させる必要があります。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　 目標は区民意識と、実績数の両方の視点で設定しており適切です。

総合評価

11
子どもの居場所づくりの
充実

計画どおり 拡大 98

計画どおり

③効果的・効
率的な視点

 　業務委託や区民活動への補助等、様々な手法を活用し効果的・効率的
な視点を重視しており適切です。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

計画事業名

保護者が選択できる多様
な保育環境の整備

計画事業名

10

④目的(目標水
準)の達成度

　 地域で子どもの育ち・自立を応援する意識が高まり、保育園保護者の満
足度も向上しているため、概ね目的を達成していると言えます。なお、待機
児童解消については、計画以上の取組みを行いましたが、社会状況や保
護者のライフスタイルの変化により、目標水準を達成できませんでした。

13
子ども発達センターの移転と
児童デイサービスの拡充

12
地域における子育て支援
サービスの充実

計画どおり 継続

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である    次代を担う子どもの育成は、家庭とともに行政や地域が連携して進める
必要があり適切と評価します。

□ 改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

内　容

   待機児童解消に向けて、公有地及び既存施設の有効活用等をさらに進めていきます。また、多様な
保育環境の整備や子どもの居場所の充実、地域における子育て支援サービスの拡充等について、区
民需要に応え、さらなる推進を図ります。

　 引き続き需要に応えられるよう、多様な保育サービスの提供を行うとともに、公有地や既存施設の活
用も視野に入れた待機児童解消策を実施する必要があります。また、子どもの居場所は、あり方や地域
毎の充足率を検討する必要があります。さらに、一時保育など身近な地域で利用できる子育て支援
サービスの充実が必要です。

 　保育や子どもの居場所について、急増する区民需要に応えるため、公有地や既存施設のさらなる有
効活用を進めるとともに、運営手法の見直しによるサービスの拡充を図ります。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

   私立認可保育所の整備や認証保育所への支援、幼稚園と保育園の連携・一元化等を進め、保護者
が選択できる保育サービスの幅をさらに広げました。また、新たに6校の小学校で放課後子どもひろば
を開始し、2所で学童クラブの開設を行うなど、子どもが安全に活動できる居場所を拡充するとともに、
児童館や学童クラブに民間活力を導入し、サービスの拡充を図りました。さらに、子ども家庭支援セン
ターの2所開設、ひろば型一時保育の1所開設、専用室型一時保育の定員拡充など、子育て支援サー
ビス向上にも努めました。

総 合 評 価

 　施設整備や環境整備など、全体の事業については概ね計画どおりに進
んでいます。また、待機児童解消への取組みについては、社会状況や保
護者のライフスタイルの変化を踏まえ、さらに計画を拡充していきます。■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　未来を担う子どもが、多様な考え方や生き方などそれぞれの個性を互いに認め合い、自ら考え、行動できる「生きる力」を育むま
ちを実現します。そのため、子どもが個性や能力を伸ばし、それぞれの可能性を開花させるための基礎を培う、より質の高い学校
教育を受けられるようにするとともに、学校・家庭・地域がそれぞれの役割に応じた教育の責任を果たし、三者が一体となって取組
を進めるまちをめざします。

目　標基　準

60.6% 80%

3

0% 100%

24.9%

2
第三者評価を含めた新しい学校評価を実施する学校の
割合

学校・家庭・地域が協力して教育に取り組んでいると感じ
る区民の割合

1 授業が分かりやすくなったと感じる児童・生徒の割合分かる授業の実践

学校評価実施率

学校・家庭・地域が協力した
教育の取組

指標名

指
標
３

目標値１①
％

24.9 25.7
実績１② 25.7 30.6
③＝②／① ％ 103.2

30.6

119.1

20～21年度に調査検
討・22年度～23年度
に半校ずつ実施

実績１②
③＝②／① ％

指
標
２

目標値１①
％

104.3

70.0/年
実績１② 60.0 73.0
③＝②／① ％

指
標
１

目標値１①
％

70.0

85.7

20～23年度 備考
（現状） （目標） （目標）

70.0 70.0 70.0

22年度 23年度
単位

20年度 21年度

100.0/年

・　都市化や国際化、少子高齢化の進展などにより教育環境が大きく変化し、また、子どものモラルや学ぶ意欲の低下が指摘され
る中で、豊かな人間性を備え確かな学力と個性や創造力を伸ばす学校教育の充実が求められています。また、障害のある幼児・
児童・生徒がその能力や個性を最大限に伸ばすための適切な教育環境を整備する必要があります。さらに、生涯にわたる人間形
成の基礎が培われる幼児期の教育の重要性が増してきており、就学前の子どもの育ちをより豊かなものとし、学校教育につなげ
ていくことが求められています。
・　学校教育における多様な課題への対応や学校の自立性・主体性を発揮するための学校支援体制の整備を進める必要があり
ます。また、児童・生徒の減少による小規模校の増加が学校の運営等に様々な影響を及ぼしているとともに、学校施設の老朽化
も進行しており、教育環境の整備を計画的に進めていくことが求められています。
・　核家族化や地域のつながりの希薄化が進む中、子どもが家庭や地域において健やかに成長していくよう、地域や保護者の声
が反映される地域に根ざした学校づくりを進める必要があります。そのため、家庭・地域がそれぞれの役割と責任を果たしながら、
協働と連携のもと、子どもを育てる環境づくりが求められています。

○確かな学力推進委員（区費講師）を全校配置　○授業改善推進プランの作成支援　○授業改善推進員の派遣
○「特色ある学校づくり教育活動計画」に基づく学習活動　○巡回指導・相談体制の構築
○情緒障害等通級指導学級の設置　○日本語サポート指導　○学校適正配置の推進（牛込地区）
○学校施設の計画的整備（西戸山地区中学校）　○区立幼稚園の適正配置の推進　○小学校空調整備工事

100.0 100.0

個別目標評価シート （まちづくり編）

3

Ⅱ

・　豊かな人間性と社会のルールを守る規範意識を備えた社会人として成長できる心を育んでいきます。また、自ら判断し行動す
る自主・自律の精神を養い「確かな学力」を育むため、個に応じたきめ細かな指導の徹底と個性や創造力を伸ばす教育を推進し
ます。障害のある子どもには、それぞれの教育ニーズに応じた支援体制を構築するなど、特別支援教育を推進していきます。さら
に、幼児教育の充実を図り、就学前から小学校への連続性を重視した教育を行うとともに、より良い教育環境をつくるため、幼稚
園の規模や配置について検討していきます。
・　児童・生徒一人ひとりの個性や地域の特性を活かせる特色ある学校づくりや教育の質を高めるための学校支援を行っていきま
す。また、よりよい教育環境をつくるため、学校の規模や配置について検討を行うとともに、学校施設の計画的な整備を行い、児
童・生徒の学習や生活の場としてふさわしい学校づくりを進めます。
・　学校でのよりよい教育活動のため、学校評価に基づく学校運営を行うとともに、家庭や地域の教育力との協働・連携により、地
域に信頼され、地域に支えられる開かれた学校づくりを進めていきます。また、家庭や地域における教育力は学習機会の整備や
支援を行い高めていきます。

未来を担う子どもの、一人ひとりの生きる力を育むまち

学校・家庭・地域の連携とそのための環境づくり、取組への支援　　子どもの生きる力を育てる学校教育
教育効果を高める教育環境づくり　　子どもが活動する機会の提供

だれもが人として尊重され、自分らしく成長していけるまち



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　学校のサポート体制を充実するため、確かな学力推進員の全校配置や区費講師の研修内容の充実
を図りました。また、学校イントラネットを構築し機器整備を行うとともに、学校イントラネットシステムの導
入により事務処理の効率化を進め、教員が子どもと向き合う時間を確保できるようにしました。
　さらに、入学前プログラムの実施や地域協働学校の指定校・準備校の決定など、家庭・地域・学校が
ともに学び、ともに育つ関係の実現に向け取組みました。

総 合 評 価

　牛込地区学校適正配置の推進は統合協議会の設置に至りませんでした
が、学校教育の充実及び教育環境の整備は計画どおりに事業を推進しま
した。全体の事業の進捗状況から、ほぼ計画どおりと評価します。■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

内　容

　学校適正配置については、牛込地区の統合協議会の設置に向けて、引き続き取組んでいきます。区
立幼稚園の適正配置においては、従来の手法とともに、既存施設を活用した多様なスタイルの子ども
園化についても検討していきます。
　また、地域や保護者が学校運営に参画するしくみとして、23年4月に新たに地域協働学校を指定でき
るよう準備を進めます。学校評価については、制度の趣旨、手法等を各学校へ周知、徹底するととも
に、より効果的な進め方について検討します。

　今後も、子どもが個性や能力を伸ばし、それぞれの可能性を開花させるための基礎を培う、より質の
高い学校教育を実現する必要があります。
　また、家庭の教育力の向上及び地域の学校運営への積極的な参画を促すため、実績を検証しながら
推進する必要があります。

　義務教育で身につけるべき基礎的学力の向上を図るため、学校のサポート体制を充実し、子どもの
学力や学習の状況等に応じたきめ細やかな指導を行います。また、よりわかる授業の実現と子どもと向
き合う時間の確保のため、学校の情報化を進めます。
　さらに、教員と保護者が協力して保護者の学びなどについて支援していくとともに、学校の管理運営
に地域が参画し学校が地域にかかわるという双方向の関係を支援していきます。

状況認識
（課　題）

改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

計画どお
りでない

継続

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　学校教育の充実及び教育環境の整備については、区が主体となり家庭
や地域と連携をとりながら進めていくことが必要なため適切であると評価し
ます。□

④目的(目標水
準)の達成度

　確かな学力の育成や、支援を要する子どもへの教育など、学校や個の状
態に応じた事業は確実に進捗しています。また、学校・家庭・地域の連携
が進むとともに教育環境の改善などは、目的をほぼ達成できました。

17 学校適正配置の推進

19
地域との協働連携による
学校の運営

20 家庭の教育力向上支援

16
特別な支援を必要とする
児童生徒への支援

計画事業名

確かな学力の育成

計画事業名

14 18

③効果的・効
率的な視点

　多様化する教育ニーズに合わせ、計画的に事業を行っており、効果的に
学校教育の充実及び教育環境の整備が行われています。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

130 学校の情報化の推進

総合評価

15 特色ある教育活動の推進

計画どおり 継続 106

計画どおり

学校施設の改善

所管部 教育委員会事務局

方向性 頁 総合評価方向性

　子どもたちに、よりよい教育環境をつくるため、引き続き、学校及び幼稚園の適正配置を進める必要
があります。
　また、地域や保護者が学校運営に参画するしくみづくりをさらに進めるとともに、学校評価について
は、第三者評価を半数の学校で実施するにあたり、各学校への周知や進め方の検討が必要です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　子どもの「確かな学力」の向上を図るためにより分かる授業の実践が必要
です。また、開かれた学校づくりを進めるため学校評価及び学校・家庭・地
域が協力した教育の取組は適切な目標設定と考えます。

継続 108

計画どおり 継続 110

112

計画どおり 継続 114

計画どおり 継続 116

計画どおり 継続 118

計画どおり 継続 120

頁



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　区民一人ひとりが生涯を通じて、健康で生きがいのある人生を送り、自己実現を図るため、趣味や特技を活かして学習やスポー
ツなどに積極的に取り組むまちをめざします。

目　標基　準

51.7%

3

30件/1日 60件/1日

376,000冊 414,000冊
（10％増）

2
レファレンス(必要な資料や情報を必要な人に、的確に案
内すること)件数

図書館の子どもの年間貸出冊数

1 学習・スポーツ活動を継続的に行っている区民の割合
学習・スポーツ活動の実施
状況

中央図書館のレファレンス
件数

図書館における子どもの年
間貸出冊数

指標名

実績１②
％

指
標
４

目標値１①

③＝②／①

実績１② 393,432 410,454
③＝②／① ％ 100.6

指
標
３

目標値１①
冊

391,000 391,000 391,000 391,000 391,000/年

105.0

実績１② 57 62.5
③＝②／① ％ 95.0

指
標
２

目標値１①
件

60
106.2

55.0
実績１② 41.5 54.9
③＝②／① ％

指
標
１

目標値１①
％

51.7

80.3

20～23年度 備考
（現状） （目標） （目標）

51.7 55.0 55.0

22年度 23年度
単位

20年度 21年度

60/日

・　ライフスタイルや社会が大きく変化する中、暮らしの豊かさや人生の充実感につながる生涯学習・生涯スポーツの需要はより高
まり、多様化しています。また、自発的に学習やスポーツ活動を行っている多くの区民は、活動から得た知識や技術を社会に活か
したいと考えています。
・　情報の活用や知的価値が重視される中、図書館には、ビジネス支援、医療・健康支援など区民の知りたい要望に応え、的確な
情報提供ができるよう、その機能強化が求められています。

○総合運動場の整備　○スポーツ施設の整備　○総合型地域スポーツ・文化クラブの設立・活動支援
○「新中央図書館等基本計画策定委員会」の開催　○アンケート調査・ヒアリング調査・新しい図書館を考えるつどいの実施
○図書館ＩＴ化の推進（利用者パソコンの利用促進）　○有料データベースを利用者からのレファレンスに活用
○継続的な図書館の環境づくり　○身近な読書環境の整備　○学校における読書環境の整備

60 60 60

104.2

個別目標評価シート （まちづくり編）

4

Ⅱ

・　区民一人ひとりが、意欲を持って主体的に多様な学習やスポーツに取り組めるよう、情報提供の充実を図るとともに様々な文
化・スポーツ等に親しむ機会の充実を図ります。また、学習した成果が地域で活かせるしくみづくりもあわせて進めていきます。
・　区民の主体的な学習を支援するために、幅広い利用者のニーズに応じた情報を提供できるよう、図書館サービスの充実を図り
ます。
　 さらに、今後は、図書館の文化・情報発信基地としての機能強化を図るため、情報センターとしての再構築に向け、中央図書館
のあり方の抜本的な見直しの検討を行います。
  

生涯にわたって学び、自らを高められるまち

生涯学習・スポーツ活動の総合的な情報提供
生涯学習・スポーツ活動が円滑に進むための調整
図書館機能の充実と中央図書館の再構築の検討

だれもが人として尊重され、自分らしく成長していけるまち



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　副区長を会長とする内部検討会（庁内会議）の中で、今後のスポーツ環境整備の進め方について検
討しました。新中央図書館のあり方については、「新中央図書館等基本計画策定委員会」を設置する
とともに、アンケート調査や「新しい図書館を考えるつどい」などを実施し、それらの議論を踏まえた検
討を行いました。さらに、こども図書館における新規事業（学校図書館への司書派遣・親力の向上講
座・読書塾等）の実施など、サービスの向上に努めました。

総 合 評 価

　年度ごとに掲げた目標については概ね達成しました。しかし、総合運動
場の整備や総合型クラブの育成といった課題が残っており、今後、区民
ニーズ等を踏まえた検討を行っていきます。また、新しい中央図書館につ
いては、新宿区にふさわしい図書館となるよう計画を策定していきます。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

内　容

　総合運動場を含めたスポーツ環境の整備については、22年度に実施する専門機関によるスポーツ
環境調査の結果を踏まえ検討していきます。総合型クラブの育成については、地域の地縁団体等との
連携・協力を深め、事業の協働開催や事業の統合を検討していきます。
　新中央図書館については、パブリック・コメントを実施して区民の意見を踏まえ、「新中央図書館等基
本計画」を22年度に策定します。また、子ども読書活動については、読書塾に開催館と対象を増やす
とともに、親力の向上講座にワークショップ方式を取り入れます。

　スポーツ活動や施設のあり方等、幅広く課題を整理し、エリアマネジメントの方針や現在の区民ニー
ズ等を踏まえて検討する必要があります。
　また、今後も図書館の利便性の向上を促進するため、環境整備やサービスの充実を図る必要があり
ます。

　関係部署の職員で構成する検討会の中で総合運動場整備を含めたスポーツ活動や施設のあり方
等、幅広く課題を整理し、エリアマネジメントの方針や現在の区民ニーズ等を踏まえて検討します。
　また、図書館と学校の連携等により子どもの読書活動の推進および新しい中央図書館の建設に向け
た更なる検討を行います。

状況認識
（課　題）

改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

計画どおり 改善

視点 評価区分 評価の理由

①サービスと負
担の担い手

■ 適切である 　総合運動場、スポーツ施設及び図書館の整備は区の責務であることか
ら適切であると評価します。

□

④目的(達成水
準)の達成度

　各事業において、概ね目標を達成しており、達成度が高いと評価しま
す。

24 子ども読書活動の推進

23 図書館サービスの充実

計画事業名

総合運動場及びスポーツ
環境の整備

計画事業名

21

③効果的・効
率的な視点

　スポーツ活動や施設のあり方については、幅広く課題を整理し、区民
ニーズを踏まえて検討していく必要があります。図書館サービスについて
は、図書館のＩＴ化など新たなサービスを提供でき、効果的に事業を実施
しました。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

総合評価

22
新しい中央図書館のあり
方の検討

計画どおり 改善 122

計画どおり

所管部 教育委員会事務局・地域文化部

方向性 頁 総合評価方向性

　今日的な区民ニーズや潜在的なニーズを調査・分析し、今後のスポーツ環境のあり方について検討
する必要があります。
　新中央図書館については、新中央図書館等基本計画策定委員会での議論、アンケート調査等の、
区民や利用者の意見を踏まえながら、基本計画を策定していくことが課題です。また、子どもが自主的
に読書活動を行うことができるように、様々な読書環境の整備が必要です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　スポーツ活動や施設のあり方については、エリアマネジメントの方針等に
基づき計画化されており目標設定は適切です。また、図書館サービスの
充実を図るうえで適切な目標設定になっています。

継続 124

計画どおり 継続 126

128

頁



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

5

Ⅱ

・　区民自らが健康づくりを実践するよう、健康に対する意識の啓発を行っていきます。医療機関等との連携はもとよりあらゆる機
会を通じ、各種検診の受診率向上を図るとともに、運動・栄養・休養の調和がとれた望ましい生活習慣の普及を促進し、生活習慣
病の予防を図ります。また、病気で長期療養することになっても、住み慣れた地域で適切な保健・医療・福祉サービスを受けられ
るよう、サービス体制を整備します。
・　健康づくりが行えるよう、子どもから高齢者まで多くの区民が身近な地域で気軽に運動等を行える環境を整えていきます。
・　食育を推進できるよう、食育の必要性を啓発するとともに、食育を推進できる環境を整えていきます。
・　区民の生命と健康を守るため、特に社会的影響の大きな感染症については、日頃からの予防啓発等により発生防止に努め、
事態が発生した場合は体制を強化し感染拡大の防止を図ります。また、食品の監視指導・検査や情報提供を充実し、食の安全を
図ります。さらに、区民が健康で安心して暮らせる生活環境を確保するため、住まいの居住環境の向上を図ります。
・　心の健康については、講演会やセミナー等を実施し、うつ病等についての正しい知識の普及・啓発を進めるとともに、区民が
気軽に相談できる相談事業を実施し、問題の早期発見に努めます。

心身ともに健やかにくらせるまち

意識啓発事業、情報提供　　区民一人ひとりの健康づくりへの支援　　地域における健康づくり活動への支援
健康づくりのための環境整備　　地域保健・医療・福祉体制の充実　　 感染症など危機管理への総合的な体制づくり

だれもが人として尊重され、自分らしく成長していけるまち

・　健康寿命を延ばすためには、がんや心疾患・脳血管疾患、糖尿病などの生活習慣病の予防と早期発見が必要です。健康づく
りは区民一人ひとりが健康への意識をもって自主的に行うことが基本です。そのため、区民のライフステージに合わせた自主的な
健康づくりへの支援を推進していくことが求められています。
・　健康づくりのため、また最近は、介護予防の観点からも、適度の運動等を行うことが求められています。
・　心身の健康をめざすには、子どものうちから食に親しむことにより、健全な食生活を実践することができる人間を育てる食育の
推進が求められています。
・　新型インフルエンザやＳＡＲＳ等の新たな感染症問題、BSE(牛海綿状脳症)等の食の安全の問題、また、アスベスト問題やシッ
クハウス問題など、多様化する健康問題への的確な対応が求められています。
・　目まぐるしく変化する社会状況の中で、精神状態が安定せず、心身の不調や不適応を訴える人が増えています。ストレスは早
めに気付き、上手に対処することが何より重要で、過剰なストレスを放置しておくことによって精神疾患を含む適応障害が引き起こ
されることもあります。そのためには本人の自己管理はもとより、周囲の気付きも求められています。また、ストレスとその対処に対し
て正しい知識の普及と、気軽に相談できる場が求められています。

・食育の普及啓発、歯から始める子育て支援事業の実施、元気館事業の推進等、一人ひとりの健康づくりを支える取組みを実施
します。
・新型インフルエンザ対策、エイズ対策、食品衛生の普及啓発等、多様化する課題に対応した保健・公衆衛生を推進するための
取組みを行います。

単位
20年度 21年度 22年度 23年度

20～23年度 備考
（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
％ 22年11月新宿区健

康づくり区民意識
調査報告書の作成

実績１②
③＝②／① ％

指
標
２

目標値１①
％ 22年11月新宿区健

康づくり区民意識
調査報告書の作成

実績１②
③＝②／① ％

22年11月新宿区健
康づくり区民意識
調査報告書の作成

実績１②
③＝②／① ％

毎年の健康診断の受診

指標名

指
標
３

目標値１①
％

1 現在の健康状態を良いと感じている人の割合健康に対する状態

心の問題について気軽に相
談できる場所の認知度

70.9%

3

29.5%

62.7%

2
心の問題について気軽に相談できる場所を知っている人
の割合

毎年健康診断を受診している人の割合

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　　区民一人ひとりが健康に対する意識を高く持って積極的に健康づくりに取り組み、身近なところに健康づくりを実践することが
できる環境が整備されたまちをめざします。また、充実した保健・医療体制が整備されており、誰もが適切な保健・医療サービスを
受けることができるまちをめざします。

目　標基　準



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

計画どおり 改善 136

頁

138継続 132 計画どおり 継続

計画どおり 継続 134

所管部 健康部・教育委員会事務局

方向性 頁 総合評価 方向性

  歯から始める子育て支援については、デンタルサポーターのさらなる質の向上を図る必要があります。
食育の推進については、幅広く食育活動を展開するため、食育ボランティアとの協働を進める必要があ
ります。元気館事業の推進については、区民ニーズに適応すべくプログラムを継続的に見直し、利用率
の向上を図る必要があります。新型インフルエンザ対策の推進については、強毒性インフルエンザ発生
時に迅速・的確に対応すべく、弱毒性インフルエンザ発生時における対応課題を整理し、医療体制の
整備を進める必要があります。エイズ対策の推進については、青年層の関心を高める必要があります。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　自分自身が健康であると実感し、また、健康管理に対して何らかの行動を
起こしている区民が増加することは、成果をはかる要素として重要です。

総合評価

26 食育の推進

計画どおり 継続 新型インフルエンザ対策の推進28

29 エイズ対策の推進

③効果的・効
率的な視点

　本目標を構成する各計画事業において、業務委託や指定管理者制度を
導入し、また、地域組織や医療機関等と連携・役割分担するなど、効果的・
効率的に事業を運営しています。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

④目的(目標水
準)の達成度

　成果指標の達成度は新宿区健康づくり区民意識調査(22年度実施）に把
握しますが、本目標を構成する各計画事業の指標は概ね達成しました。

27 元気館事業の推進

計画事業名

歯から始める子育て支援

計画事業名

25 130

計画どおり

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　健康づくりのための環境整備や普及啓発、 感染症など健康危機管理へ
の総合的な体制づくりは区の役割りとして適切です。

□ 改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

内　容

　歯から始める子育て支援については、区民からの意見をデンタルサポーターに還元し、質の向上につ
なげます。食育の推進については、児童生徒に対する活動が中心であった食育ボランティアの活動の
場を高齢者に広げていきます。元気館事業の推進については、アンケートを継続して実施し、より区民
ニーズに適応したプログラムとなるよう見直します。新型インフルエンザ対策の推進については、弱毒性
インフルエンザ発生時に作成したマニュアルを精査するとともに、早期発熱外来の設置について医療機
関と調整します。

　歯から始める子育て支援については、デンタルサポーターの養成や協力歯科医療機関の登録等を行
いました。食育の推進については、より幅広く食育ボランティアの人材を確保する等総合的な取組みが
必要です。元気館事業の推進については、より区民ニーズに適応した業務の見直しを行う必要がありま
す。エイズ対策の推進については、電話相談や講演会を活用し、感染予防のための普及啓発を継続
する必要があります。

　歯から始める子育て支援については、デンタルサポーター登録システムを構築していきます。食育の
推進については、食育ボランティア育成講座を開催し、育成に努めます。元気館事業の推進について
は、アンケートの実施等により区民ニーズを把握し、魅力あるプログラム事業を展開していきます。新型
インフルエンザ対策の推進については、医療機関等と連携し、継続的に健康危機管理体制を強化して
いきます。エイズ対策の推進については、保健センターでの相談、区の出前講座等を活用し、感染予
防のための普及啓発を継続していきます。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　歯から始める子育て支援については、研修会に参加した職員が所属する園を「デンタルサポーター登
録園」として位置付けました。食育の推進については、食育フォーラムで、食育ボランティアの協力を得
ながら、メニューコンクール発表会も実施しました。元気館事業の推進については、新たな利用希望者
が参加しやすくする等プログラムを充実させました。新型インフルエンザ対策の推進については、連絡
会を継続的に開催し、関係機関との連携強化を図りました。エイズ対策の推進については、保健セン
ターでの相談を継続的に実施し、区内中学校への出前講座での正しい性知識の普及を行いました。

総 合 評 価

　本目標を構成する各計画事業の指標はおおむね達成し、施策が計画通
りに進んでいます。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

障害があっても積極的に社会参加しやすいまちだと思う割合

被保護世帯就労率11％
被保護世帯のうち、福祉を受けながら就労している世帯も含め
た就労世帯の割合

目　標

「介護サービスを受けたい場所」の「在宅」の割合
一般高齢者　60.4％
居宅ｻｰﾋﾞｽ利用者70.3％

指標の定義
基 準
19年度

8.2%「高齢者の見守りを住民同士で行う」と考える区民の割合

個別目標評価シート （まちづくり編）

一人暮らし高齢者への情報誌の訪問配布等、旧東戸山中学校活用による事業者選定・地域説明及び建築（小規模多機能型居宅介
護）、通所介護等食費助成事業、入院時負担軽減支援金の支給、障害者入所支援施設（知的）の設置促進に係る区有地の活用検討、
ホームレスの自立支援の推進

1

Ⅲ

・　すべての区民が日々の暮らしの中で、健康維持・介護予防が気軽にできる環境を整備します。
・　地域社会で孤立しがちな一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯などに対する、地域の見守り活動を支援していきます。
また、高齢者が認知症になっても、住み慣れた地域で安心して在宅生活が送れるよう、地域の支えあいのしくみづくりを推進します。
・　介護が必要となった時に、住み慣れた地域の中で必要なサービスが受けられるよう、相談体制の確保や、サービス・施設の整備を進め
ます。また介護を行う家族が抱える様々な身体的・精神的負担を軽減し、家族の健康・生活を守ります。
・　障害のある人とその家族が、それぞれの状態に応じて地域で安心していきいきした生活ができるよう、施設・グループホーム等の設置、
整備を促進し、サービスの充実を図ります。
・　生活に困窮している人、また、自立した生活が一時的に困難な状況にある人に対し、最低限度の生活を保障するとともに、地域社会の
一員として自立した生活が送れるよう支援します。
・　真に困っている人の最後のセーフティネットとして生活保護制度が機能し、すべての区民が個々の状況に合わせて自立し安定した生
活が送れるよう、就労や地域への社会参加などそれぞれの人に合った支援を行います。
・　ホームレスに対しては、東京都と共同して就労による自立支援を促進し、社会生活への復帰を後押しします。また、ＮＰＯとも連携し、一
人ひとりの状況に応じたきめ細かい自立支援を進めていきます。

だれもが互いに支え合い、安心してくらせるまち

 介護・福祉サービスのサービス供給体制の整備・基盤整備　　地域福祉活動への支援、コーディネート　　関係機関などとの連携強化
高齢者、障害のある人とその家族への相談体制の充実　　地域見守りネットワークの充実　　セーフティネットの整備

安全で安心な、質の高いくらしを実感できるまち

一般65%　居宅75%

・　毎日の生活の中で、または長い人生において、障害や疾病、高齢化、失業等により、一人ひとりの努力だけでは解決できず、何らかの
支援を必要とすることがあります。
・　５人に一人が６５歳以上の高齢者という社会が目前に迫っている中、区民の誰もが介護を必要とする状態になったり、家族など身近な
人を介護する立場になる可能性が高くなっています。
・　65歳以上の約1割、85歳以上では4人に１人が認知症になると推計されています。多くの方は、地域で在宅生活を送ることになります
が、本人や家族が認知症の進行に気付かず、悪質商法の被害や外出時の事故などにあう事例が多くみられます。
・　介護が必要となった場合でも、人は尊厳を持って住み慣れた地域で自分らしい生活を営む権利があります。しかし、現状では、障害や
介護が必要な状態になった場合に、住みなれた地域で安心して暮らし続けるための在宅・施設サービスの整備は未だ十分とはいえない
状況にあります。
・　疾病や失業等により自分の努力だけでは自立して生活することが困難な状況に陥った人々や一人暮らしの高齢者等を、地域社会で
支えていくことが必要となっています。しかし、都市化の進んだ新宿区では、近所づき合いが希薄になるなど地域社会の結びつきが弱く
なっており、支えを必要とする人々が地域社会の中で孤立する懸念があります。
・　長く続いた不況の影響から、生活保護を受ける人の増加傾向が続いています。特にホームレスが多い新宿区にとっては、ホームレスの
自立支援は大きな課題です。また、ホームレスが地域の公園などに居続けることにより、地域住民との間にあつれきが発生するケースも見られます。

単位
20年度 21年度

15 15 15

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
％

15

61.3

・20年度区政モニターアン
ケート参照
・21年度の統計なし

実績１② 9.2
③＝②／① ％

指
標
２

目標値１①
％

一般70%　居宅80% ・高齢者保健福祉施策調査
参照（20年度）
・次回調査は22年度

実績１② 62.8%/62.5%
③＝②／① ％ 89.7%/78.1%

指
標
３

目標値１①
％

・区政モニターアンケート参
照
・21年度の統計なし

実績１② 19
③＝②／① ％

指
標
５

目標値１①
人

299 288 230 200

③＝②／①

286

20 20 20

実績１② 299

％ 100.0 100.7

2

1 区民の地域福祉活動への協働意識

介護サービスを利用した在宅生活
の継続

16.2%

29年度

30%

200人ホームレスの減少5 新宿区のホームレスの人数
346人

（平成19年2月）

基本目標

個別目標

4 生活保護の被保護者の就労割合

3

　疾病や障害、介護が必要など様々な境遇にあっても、地域の人々との支え合いにより、住み慣れた地域の中でその人らしく安心して心
豊かに暮らしていけるまちをめざし、区はセーフティネット機能の充実を積極的に図っていきます。

被保護世帯就労率20％

障害者の社会参加のしやすさ

指標名

一般高齢者　70％
居宅ｻｰﾋﾞｽ利用者　80％

指
標
４

目標値１①
％

20

東京都業務報告№202参照実績１② 12.2 11.8
③＝②／① ％ 61.0 59.0



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

計画どおり 継続

15235
ホームレス及び支援を要
する人の自立促進

計画どおり
でない 継続

148

計画どおり 拡大

150

計画どおり 改善 144

146

福祉部・健康部

方向性 頁 総合評価 方向性

　高齢者が認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、区民や関係機関等の
地域に根ざしたネットワークの構築連携が必要です。そのため、高齢者総合相談センターの機能強化の
実現することが必要です。また、小規模多機能型居宅介護施設について介護報酬改定にもかかわらず
公募に対しての応募者が集まらないため、原因分析を踏まえた対策を講じる必要があります。さらに、入
所基盤設備整備のために施設設置を目指す法人との連携を強化することや設置候補地の近隣住民の
一層の理解が必要です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　それぞれの指標は、目標を達成するために必要な事項を具体的に示して
おり、いずれも適切な目標といえます。

□

31
介護保険サービスの基盤
整備

計画どおり

所管部

改善
計画どおり
でない

③効果的・効
率的な視点

　地域の人々やボランティアとの協働により事業が進められている面も大き
く、社会資源の活用という点では効果的に事業運営がなされています。

■ 適切である

障害者の福祉サービス基
盤整備

34

総合評価

142

計画事業名

高齢者総合相談センター
の機能強化

改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

高齢者を地域で支えるし
くみづくり

計画事業名

30 131継続 140

④目的(目標水
準)の達成度

　高齢者の見守りやホームレスの自立支援に関する事業では達成度が高い
反面、施設整備に関する事業では達成度が伸び悩んでいます。

33
後期高齢者医療制度の
実施に伴う支援

32
介護保険制度改正に伴う
支援

計画どおり 継続

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　住み慣れた地域の中で安心して暮らしていけるまちづくりは行政の責務で
あり、積極的に支援を行う必要があります。

□ 改善が必要である

■ 達成度が低い

□ 達成度が高い

内　容

　高齢者総合相談センターに認知症連携担当員を配置し、認知症対策の中心となって、活動するため
の研修を実施します。引き続き見守り協力員事業を周知するための連絡会を開催します。
　グループホーム（知的）設置について区有地施設検討会において検討し、整備計画をまとめます。ま
た、高田馬場福祉作業所移転後跡地の活用については、年度別整備計画を策定するために検討会を
立ち上げます。

　高齢者が認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、認知症ケアに関わる
人々へ認知症高齢者への対応力を向上させる必要があります。また、区有地の活用方針を確定させて
施設設置を目指す法人との連携を強化することが求められます。

　認知症高齢者の介護者を対象とした講座等を新たに開催するとともに、見守り協力員事業の周知につ
いての有効な手法を考案していきます。また、区有地の活用による施設整備を引き続き着実に進めてい
きます。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　認知症の方の介護者を対象とした認知症介護者教室を4日制で1回開催し、介護サービス事業所等を
対象とした認知症支援事業者研修については、訪問介護事業所を対象に実施しました。認知症サポー
ターになった方を対象としたステップアップ研修については2回実施しました。見守り協力員事業を周知
するため、関連部局による連絡会を開催しました。また、施設整備では、矢来町都有地活用による特別
養護老人ホームは平成21年4月に着工し、平成22年度中の開設に向けて工事を進めています。さらに、
ホームレスの自立支援では、平成22年2月に『第Ⅱ期ホームレス自立支援等に関する推進計画』の改定
を行いました。

総 合 評 価

　施設整備及び障害者入所支援施設などの基盤整備が進んでいないもの
も、障害者自立支援法施行による新事業体系への移行は計画どおりに達成
し、後期高齢者医療制度の実施に伴う支援は計画どおりに進みました。ま
た、高齢者に対する見守りは着実に成果を上げています。全体としては概
ね計画どおりの進捗状況であると判断します。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

最低居住面積水準未満の主世帯数／住宅総数

高齢者で生きがいを感じている人の割合

指標の定義

11％
（平成15年）

94.10%

基　準

19年度

目　標

福祉施設から一般就
労への移行者数年13
人（平成17年度実績）

福祉施設等での就労から一般企業での就労（一般就労）に
移行する障害者数を増やすこと

基本目標

個別目標

2

1
高齢者で生きがいを感じている
人の割合

一般企業へ就労する障害者が
増えること

　誰もが生きがいを持ち、豊かな気持ちで日々を暮らし、生涯にわたって活躍することのできるまちをめざします。

5%
（平成27年）

最低居住面積水準未満の住宅
の割合

4

29年度

3

（平成23年度末の目標
値　年26人以上）

350人（７所）
（平成23年度末）

25人（1所）
（平成19年4月）

障害者自立支援法に基づく日中活動（生活介護、自立訓
練、就労移行・継続支援、地域活動支援センターなど）の利
用者数

精神障害者の日中活動の利用
者数

指標名

20年10月調査分を21
年度に公表
5年に一度調査

実績１② 17.8
％

指
標
４

目標値１①
％

③＝②／①

20年度統計なし
21年度(5所）

実績１② 118
③＝②／① ％

指
標
３

目標値１① 350 350 350 350 350

33.7

20年度分から単年度
実績を計上

実績１② 22 16
③＝②／① ％ 110.0

指
標
２

目標値１① 20

21年度の統計なし
区政モニター参照

実績１②
③＝②／① ％

指
標
１

目標値１①

92.5

20～23年度 備考
（現状） （目標） （目標）

22年度 23年度
単位

20年度 21年度

26

・　高齢者の約８割は介護等の必要もなく自立して元気に活動しています。かつては仕事中心の生活を送ってきた人も、高齢期を
迎え、退職した後には地域社会で活動したいと考える人が増えています。こうした高齢者が能力を活かして生きがいを感じながら
暮らすことのできる環境づくりが求められています。
・　障害のある人の就労意欲の向上のための支援とともに職業準備訓練や職業定着支援等の就労につなげる支援が必要です。
・　社会の変化や近年の厳しい雇用情勢の下で、就労の不安定化や親への依存の長期化など、若者の「社会的自立の遅れ」とい
う問題が発生しており、社会全体で若者の自立を促進することが求められています。
・　住まいは毎日の安定した暮らしを支える最も重要な基盤であり、欠くことはできません。高齢者や障害のある人、失業した人な
ど、自立した生活が困難となりつつある人も含め、すべての区民が住宅を確保できるよう支援していく必要があります。
・　区民の２割が高齢者となる中で、区内の住宅の６割以上が高齢者等のための設備がありません。また、住宅の老朽化が進んで
いる地域も見られます。安全で安心した生活を送るために、誰もが安心して住み続けられる住宅・住環境の整備が求められていま
す。

高田馬場シニア活動館の開設（平成20年4月）、区役所内インターンシップの充実、障害者や若年非就業者を対象とした就労に
関する総合相談窓口の運営、災害時居住支援（支援実績：10世帯　2,069千円　延461日分）、、マンション管理セミナーの実施
（実績：開催2回　延参加人数84名）、早稲田南町地区における区営住宅の整備手法検討

22 26 26

72.7

個別目標評価シート （まちづくり編）

2

Ⅲ

・　自らの経験や能力を活かし、地域で社会参加できるよう、高齢者や、今後退職等を迎える方を対象に、様々な情報提供や参加
の機会づくりなどの支援を行っていきます。
・　区民、ＮＰＯ、行政等の協働により、疾病や障害のある人、その介護をしている人、経済的に困難な状況にある人など、あらゆる
立場の人が生きがいを持ち、心豊かに暮らすことのできる社会環境を整備します。
・　障害のある人の社会参加や自己実現、スポーツ・趣味活動が行いやすくなるよう、施設等の整備とともに、必要な制度の整備
や心理的な負担軽減なども含めた環境整備や支援を行います。また、「ノーマライゼーション」の理念に基づき、物理的なバリア、
制度的バリア、心のバリアを取り除くための総合的な取組を推進します。
・　職業訓練や就職のあっせんなど、障害のある人の就労を支援します。
・　若者が社会的に自立するには、就業による自立、親からの精神的・経済的自立、社会に関心を持ち公共に参画することなど、
多様な課題があります。また、これらの課題は相互に密接に関わり合っています。このため、若者の自立支援にあたっては、施策
を総合的、包括的に実施するとともに、自立のありようは一様でないことに留意し、若者一人ひとりにとってふさわしい自立のあり方
を考え、その支援を行っていきます。
・　コミュニティビジネスを基軸とした新宿ならではの地域型就労支援のしくみづくりを地域や産業界との連携の下で推進します。
その中核となる「（仮称）新宿仕事センター」を設立し、就労意欲はあっても現実的に就労に結びついていない障害のある人、高
齢者、若年非就業者に対して、多様な就労機会の提供やコーディネートを行うなどの就労支援を行います。
・　高齢者や障害のある人など様々な状況にある人が、それぞれのニーズに即した住宅に住むことができるよう、既存の公共住宅
の活用や事業者等と連携した多様な住宅の供給、住み替え等に対する支援などを行います。

だれもがいきいきとくらし、活躍できるまち

高齢者・障害のある人の社会参加・就労、自立等への支援　　良質な住宅供給の誘導　　多様な住宅の供給
若者の自立支援とそのための情報提供

安全で安心な、質の高いくらしを実感できるまち



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　信濃町シニア活動館については、指定管理者制度の導入により、地域の多様なニーズへの対応を充
実させてきました。また、21年度は区が管理していた高田馬場シニア活動館については、22年度の指定
管理導入に向けて、プロポーザルを行いました。障害者の就労支援では「障害者による地域緑化推進
事業」を通じて、工賃向上の支援を行いました。また、「分譲マンション実態調査」の結果を踏まえ課題を
整理し、分譲マンションの適正な維持管理及び再生のための有効な支援策について検討しました。

総 合 評 価

　　「区営住宅の再編整備（早稲田南町地区）」で目標達成ができなかった
部分（榎町地区の再編計画未策定）がありましたが、全体の事業の進捗状
況からは、計画どおりに進んでいると評価します。■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

内　容

　シニア活動館においては、社会貢献活動の拠点としての機能を高めていきます。そのため、高田馬場
シニア活動館について、指定管理者制度を導入し、信濃町シニア活動館とともに、地域ニーズに柔軟に
対応していきます。また、新宿区勤労者・仕事支援センターとの連携を緊密に図りながら就労支援を行う
とともに、緑化推進事業を拡大していき工賃向上への支援を行っていきます。さらに、分譲マンションの
適正な維持管理及び再生のためのより有効な支援策について、検討を進めていきます。

　社会貢献活動の拠点として、シニア活動館における事業の充実をはじめ、活動のしくみづくりが必要で
す。「障害者による地域緑化推進事業」は、今後、就労移行支援・就労継続支援事業へ移行した事業所
への拡大が必要です。また、「分譲マンションアドバイザー制度利用助成」は、20年度の助成実施がな
かったことから、制度の利用を促進していく必要があります。

　シニア活動館においては、社会貢献活動の拠点としての機能を高めていきます。また、新宿区勤労
者・仕事支援センターとの連携を緊密に図りながら就労支援を行うとともに、緑化推進事業を拡大してい
きます。さらに、20年度に実施した「分譲マンション実態調査」の内容を踏まえ、新たな分譲マンション施
策について、その方向性を検討していきます。

状況認識
（課　題）

改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

計画どおり 継続

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　高齢者が生きがいを感じながら暮らせる環境づくりや障害者の就労意欲
向上、また、誰もが安心して住み続けられる住環境の整備などは、行政が積
極的にサービスを提供するべきものです。□

④目的(目標水
準)の達成度

　シニア活動館や就労支援施設を予定通りに開設することができました。ま
た、マンション管理セミナーや管理相談では計画以上の実績を上げることが
できました。

39
特別な支援を必要とする
人への居住支援

38
新宿区勤労者・仕事支援
センターによる就労支援

計画事業名

高齢者の社会参加といき
がいづくりの拠点整備

計画事業名

36 40

③効果的・効
率的な視点

　区民、ＮＰＯ、行政等の協働や既存の公共住宅の活用など、地域資源の
活用や既存の施設を活用することで、効率的な事業が運営されています。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

41
区営住宅の再編整備（早
稲田南町地区）

総合評価

37
障害のある人への就労支
援の充実

計画どおり 継続 154

計画どおり

分譲マンションの適正な維持
管理及び再生への支援

所管部 福祉部・地域文化部・都市計画部

方向性 頁 総合評価 方向性

　社会貢献活動の拠点として、シニア活動館における事業の充実をはじめ、活動のしくみづくりが引き続
き必要です。「障害者による地域緑化推進事業」は、今後、就労移行支援・就労継続支援事業へ移行し
た事業所への拡大が必要です。また、「分譲マンション実態調査」の結果を踏まえた、分譲マンションの
適正な維持管理及び再生のための有効な支援策について、さらに検討をすすめていく必要があります。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　成果指標は課題に対する具体的な解決策を示したもので、いずれの指標
も達成状況を把握するものとして適切と考えます。

継続 156

計画どおり 拡大 158

160

計画どおり その他 162

計画どお
りでない

その他 164

頁



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

3

Ⅲ

・　地震等の災害に強いまちづくりを進めるため、道路、橋りょう等の都市施設の整備や建築物の耐震化や不燃化など都市空間
の防災性向上に取り組みます。
・　災害が発生した時に、被害を最小限にとどめ、区民の安全を確保し、生活を維持していくために、防災拠点や避難施設の整
備・充実を図ります。
・　都市型水害に備えるため、神田川、妙正寺川の河川改修や下水幹線の整備を促進するとともに、雨水流出抑制施設の整備
やハザードマップ等による啓発活動など、総合的な治水対策を促進します。
・　区民一人ひとりの防災意識を高めるとともに、被災時に互いに助け合う体制を構築し、地域社会の災害への対応能力を向上し
ます。また、災害時要援護者※に対する安全対策や災害時の医療体制の整備を進め、地域の防災力を強化します。
・　建築物の耐震化を促進していきます。また、木造住宅密集地域などにおいて、良質で防災性の高い建築物への建て替えを行
うとともに公園・街路などの整備を行う面的なまちづくりを支援し市街地の防災性を向上させ、災害に強い安全なまちづくりをめざ
します。

災害に備えるまち

地域防災計画に基づく体制づくり　　防災まちづくりの推進　　防災に関する啓発と訓練の実施　　公共施設の防災性の向上
災害に強い都市づくりのための情報提供と支援　　まちづくりに貢献する市街地再開発事業等の支援
都市基盤の整備と不燃化の推進　　総合的な治水対策の促進

安全で安心な、質の高いくらしを実感できるまち

・　近年、全国各地で大規模自然災害により大きな被害が発生する事例が見られ、災害が発生した際に区民の安全を確保する緊
急・応急対策の充実が求められています。
・　昼間人口を多く抱える新宿区にとって、震災時の帰宅困難者対策は大きな課題であり、対策の強化が求められています。ま
た、超高層ビル群や大規模地下街、繁華街など、多くの人々が集まる場所での災害対策も大きな課題です。
・　全国的に異常気象による集中豪雨が多発し、地盤の雨水浸透力の低下などによる水害が増加しており、神田川や妙正寺川を
有する新宿区においては、治水対策の一層の強化が強く求められています。
・　東京を首都直下地震が襲う可能性は極めて高いとされ、地域の防災力向上に向けた取組の強化が必要となっています。地域
の防災力向上のためには事前の備えが不可欠ですが、平時は防災意識が薄れがちとなり、意識を高揚させるための取組の強化
が求められています。
・　区内には、低層の木造建築物が密集し、道路が狭く、防災面や居住環境面で課題を抱える地区があります。このような地区で
は、地域に住む方々が主体となり、地域の将来像を見据えた計画的なまちづくりを展開していく必要があります。

・耐震化支援事業は積極的に普及啓発を行い、実績増となりました。また耐震モデル地区の検討を行いました。安全・安心な建
築物づくりは啓発のために現場パトロールの実施・チラシの送付を行いました。百人町地区では道路整備のため財務省用地を取
得しました。道路の無電柱化は外部委託を活用し事業を進めました。
・若葉地区で道路拡幅用地を買収しました。再開発はそれぞれの地区の事業進捗に応じた支援を行いました。
・地域の防災力を高めるため、防災無線のデジタル化更新工事に係る実施設計を行うとともに、特別出張所ごとに地域防災協議
会を開催し、各避難所での避難所運営管理協議会及び地域防災訓練を実施しました。

35.0 40.7 46.3

150.7

単位
20年度 21年度

85.7 86.4 87.2

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
％

85.0

99.9
実績１② 84.9 85.5
③＝②／① ％ 99.7

指
標
２

目標値１①
％

29.4
実績１② 47.9 52.8
③＝②／① ％ 162.8

84.1 84.9

63.1
実績１② 77.0 52.5
③＝②／① ％ 93.5

家庭内の防災対策の普及

指標名

指
標
３

目標値１①
％

82.4 83.2

1
新耐震基準（昭和56年基準）または、これと同等の耐震性
能を有する住宅戸数の割合

住宅の耐震化率

避難場所・避難所の理解度

約82％
（平成15年）

90%以上
（平成27年）

3

23.8% 80%

81.5% 90%

2
一時集合場所、第一次避難所、広域避難場所を理解して
いる区民の割合

家庭内の防災対策実施率

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　「減災社会」をめざし、区民と区の協働により、災害に強い都市づくりや地域ぐるみで防災に取り組んでいく体制づくりなど、災害
に強い人とまちをつくり、安心して生活でき、逃げないですむまちをめざします。

目　標基　準



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

計画どおり 継続 176

計画どおり 継続 172

計画どおり 継続 174拡大 168

計画どおり 継続 170

所管部 都市計画部・みどり土木部・区長室

方向性 頁 総合評価 方向性

　耐震化支援事業は調査・計画を実施しても、工事まで行う件数が少ないのが課題です。安全・安心な
建築物づくりは新築・既存の建築物の適正な工事と維持管理のための啓発が必要です。道路・公園の防
災性向上は各地区で必要な事業説明や整備が重要です。道路の無電柱化は沿道の協力や調整が必
要です。木密事業は合意形成に向けた支援とまちづくりルールの見直しのたたき台の更なる検討が必要
です。再開発はマンション市況の悪化による事業計画の見直しや採算性確保に向けた調整、住民の理
解や合意形成を進めることが必要です。地域の高齢化等により、避難所運営管理協議会及び防災訓練
への参加者数の減少や偏在となり、防災区民組織の活性化が課題になっています。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　各事業は防災性の向上、住環境の改善を図るための目標を設定しており、
適切です。

46
再開発による市街地の整
備

総合評価

43
道路・公園の防災性の向
上

計画どおり 拡大 166

計画どおり

木造住宅密集地区整備促
進

45

③効果的・効
率的な視点

　各事業において、補助金の投入、業務の委託、民間活力の活用などをお
こない、効果的、効率的に事業を進めています。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

④目的(目標水
準)の達成度

　実行計画の見直しで目標の上方修正等を行った事業もあり、各事業につ
いて、ほぼ目標を達成しており、達成度は高いといえます。

47
地域防災拠点と避難施設
の充実

44 道路の無電柱化整備

計画事業名

建築物の耐震性強化

計画事業名

42

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　地域の防災性向上のため、区が費用助成を行うことや、関係者間の調整を
図ること、また道路・公園を確保し整備することは適切といえます。

□ 改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

内　容

　耐震化支援事業は、引続き積極的な普及啓発活動及びモデル地区を実施します。安全・安心な建築
物づくりも啓発を継続します。道路・公園の防災性向上は各地区の進捗状況により公園サポーターへの
支援、用地買収、設備改修を進めます。道路の無電柱化は外部委託により効率的に事業を進めます。
木密事業は権利者の合意形成を進め、地区計画等のまちづくりルールの見直しの素案を作成します。
再開発は事業計画の見直し・採算性の確保を図りながら地域貢献を明らかにした計画とするよう指導・助
言を行い事業を着実に進めます。地域の高齢化による、地域防災力の低下が懸念されており、防災コ
ミュニティの活性化に向け、幅広い年代層や大規模マンションの住民、事業所、外国人など、地域の
様々な人が参加できる仕組みを構築していきます。

　耐震化支援事業は対象住宅への積極的な取り組みが求められています。安全・安心な建築物づくりは
新築以外の既存建築物の適正な維持管理についての検討も必要です。道路・公園の防災性向上は各
地区で必要な準備作業・検討を行うことが重要です。道路の無電柱化は高度な技術を伴うため十分な調
整や外部委託が必要です。木密事業は合意形成を更に進め事業推進方策を引き続き検討する必要が
あります。再開発は工事費高騰のため事業計画の見直しや採算性確保に向けた調整が必要です。

　耐震化支援事業は普及啓発活動を進めるとともにモデル地区を検討します。安全・安心な建築物づく
りは定期報告率の目標を100％に設定し、啓発活動を行います。道路・公園の防災性向上は各地区の進
捗状況により、用地買収、設備改修、公園サポーターの結成を推進します。道路の無電柱化は、１路線
を事業追加し、外部委託により事業を推進します。木密事業は地元意向の把握や合意形成を図りなが
ら、地区計画等まちづくりルールの変更のたたき台を作成します。再開発は事業計画の見直しや採算性
確保に向けて市街地再開発組合等を指導・助言し、調整を図り、事業を着実に促進していきます。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　耐震化支援事業は積極的な普及啓発活動で実績向上に繋げました。安全・安心な建築物づくりは現
場パトロールや啓発文書を送付しました。道路・公園の防災性の向上は道路用地買収、設備改修等を行
いました。道路の無電柱化は進捗状況に応じ設計、工事を行いました。木密事業は道路拡幅用地の買
収やまちづくりルールの見直しのたたき台を作成しました。再開発は指導・助言・調整を行い、１地区工
事完了、１地区組合設立となりました。また、防災力を高めるために避難所運営管理協議会や地域防災
協議会を開催し、防災訓練では復興模擬訓練のほか防災まちあるきや発災対応訓練も取り入れました。
防災無線のデジタル化更新工事では実施設計を行いました。

総 合 評 価

　一部目標に達しない部分がありましたが、事業全体を通して計画どおりに
進んでいると評価します。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

4

Ⅲ

・　区民の防犯意識を高揚し、それぞれの地域の実情にあった活動や警察・消防との連携を通じ、犯罪がまちの中で起こりにくい
状態をめざします。
　また、振り込め詐欺のような犯罪に対しても、関係機関・団体との連携協働のもと、啓発や防止に努めていきます。
・　消費者への情報提供、消費者教育の推進等、消費者の自立を支援する施策を充実していきます。あわせて、高齢者をはじ
め、悪質商法の標的にされている人々への啓発や情報提供、相談等の対応や、地域の見守り機能や相談機能の強化を図り、潜
在化複雑化している消費者問題へ関係機関・団体との連携協働のもと的確に対応していきます。

日常生活の安全・安心を高めるまち

まちの安全点検の推進
防犯に関する啓発と防犯活動への支援
消費生活相談と情報提供の充実
犯罪や悪質商法の被害を防止する地域のしくみづくり

・　安全・安心のまちづくりに対する関心が高まり、地域における防犯活動も活発に行われていますが、依然として犯罪に対する区
民の不安は解消されておらず、より一層の取組が求められています。
・　子どもが被害者となる犯罪や、ひったくり、空き巣等身近な犯罪が多く発生しており、まちの環境整備とともに地域の目で犯罪
を防ぐ力を高めることが必要となっています。
・　多様化する詐欺行為など一般市民を対象とした犯罪が増加し、誰もが被害者となる不安を感じています。
・　悪質商法や契約上のトラブル、食品の安全性など消費生活に関する相談や苦情は多様化し、深刻化しており、消費者問題へ
の的確かつ速やかな対応が求められています。特に、被害が潜在化しやすい高齢者や障害のある人などは、次々に悪質商法の
被害を受け、生活にも支障をきたすなど深刻な問題となっています。被害の早期発見が求められています。

・　新宿区民の安全・安心の推進に関する条例に基づく安全推進地域活動重点地区に対して、パトロールに使用するジャンパー
の貸与、ステッカー表示等によるPR活動を行うことで、安全・安心まちづくりの気運を盛り上げたり、また、関係部署との連携を図り
ながら、よ り強力に推進しています。
・　区内の民有灯については、照度調査を実施し、調査結果を踏まえたうえで、町会等の申請に基づき順次改修工事を進め、防
犯性の向上を図り、安全で快適なまちづくりを目指します。

11,068 10,764

102.8

単位
20年度 21年度

27.9 33.9

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
％

22.8

122.4
実績１② 27.9 33.9
③＝②／① ％ 121.5

指
標
２

目標値１①
件

11,386
実績１② 11,068 10,764
③＝①/② ％ 102.9

82.5

93.9
実績１② 80.2 77.5
③＝②／① ％ 97.2

消費者問題に対する関心度

指標名

指
標
３

目標値１①
％

82.5 82.5

1 居住地域で犯罪への不安を感じない区民の割合
区民の日常生活における安
心度

犯罪件数

22.80%

3

11,386件

82.50%

2 新宿区内の刑法犯発生件数

悪質商法や消費者問題に対して関心がある区民の割合

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　すべての区民が、日々の生活のあらゆる場面で不安を感じることなく、安全に暮らすことのできるまちをめざします。

目　標基　準

安全で安心な、質の高いくらしを実感できるまち



評価

進捗状況・今後の取組み方針

 ■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

継続 180

計画どおり 休廃止 182

所管部 区長室・みどり土木部・地域文化部

方向性 頁 総合評価 方向性

　重点指定地区が少ない地区については、新規指定に向けた啓発活動を積極的に行っていくことが必
要です。
　犯罪が発生しにくいまちづくりを進めるため、引続き町会等の民有灯の改修支援が必要です。
　複合的な消費者問題に適切に対応するため、関係機関とより連携を強化していくことが必要です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　 地域住民の防犯意識及び地域の防犯力の向上を図る上で、安全・安心条
例に基づく自主防犯活動団体である重点地区を区内全域に広めることと民
有灯の集中的な改修支援事業の目標設定は適切です。

総合評価

49 民有灯の改修支援

計画どおり 継続 178

計画どおり

③効果的・効
率的な視点

　安全・安心のまちづくりを推進するため、区・区民・警察による協働の形で
進めている本事業は、区民の防犯意識の向上、地域の犯罪発生抑止力と
なっており、効果的・効率的に行われています。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

計画事業名

安全で安心して暮らせる
まちづくりの推進

計画事業名

48

④目的(目標水
準)の達成度

　地域住民の防犯意識や地域の防犯力が向上したことに加え、積極的に警
察へ情報提供等を行ったことで、区民の中に区民・区・警察が協働で安全・
安心のまちづくりに取り組んでいるという意識が高まっています。

132
消費生活センターの機能
充実

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　区民の行う自主防犯活動及び民有灯改修工事等への支援等は、区民が
行う防犯活動への参加気運を高めるきっかけとなっており、地域の防犯力向
上のため適切です。□ 改善が必要である

内　容

　重点指定地区が少ない地域については、各地域間の協力体制の確立と警察署及び警察署の協力団
体等との連携に努めるとともに、四谷・落合第二特別出張所地区を重点に、新規指定に向けた啓発活動
を積極的に行います。
　町会等の民有灯集中的な改修支援を引続き行い、まちの防犯性アップにつなげていきます。
　「食の安全」や「多重債務」などの消費者問題に対して、保健所や福祉事務所と連携して一体的・総合
的に対応していきます。

　重点指定地区及び防犯ボランティアグループは増加傾向にあるものの、重点指定地区の少ない特別
出張所管内もあることから、各種活動を通じて未指定地区の解消に努める必要があります。また、民有灯
については、町会等が費用を負担することなく、申請に基づき継続して順次改修工事を行う必要がありま
す。
　「食の安全」や「多重債務」などの消費者問題に対して、保健所や福祉事務所と一体的・総合的に対応
できる体制を整備する必要があります。

　重点地区やボランティアグループに対する支援について啓発活動をすることで、住民や地域からの参
加気運などを高めるとともに住民や地域の連帯感を醸成し、安全安心まちづくりを推進していきます。ま
た、PTAなどと連携して若い世代を取り込んだり、民有灯の改良改修工事を３年間で集中的に行ってい
き、「安全で安心してくらせるまちづくり」を継続していきます。
　消費者問題に総合的に対応できる体制の整備を行います。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　重点地区の指定や地域と連携した防犯パトロールの実施、安全・安心情報ネットによる情報提供などに
より、防犯意識の維持向上と区民の不安解消を図りました。
　町会等の負担なく申請により民有灯の改修を実施し、まちの防犯性を強化しました。
　消費生活センターの移転により保健所や福祉事務所と連携し一体的・総合的に消費者問題に対応でき
る体制を整備しました。現施設は消費者団体の活動支援の場として引続き活用しています。

総 合 評 価

　重点地区の指定による地域の防犯意識の向上や自主的な防犯活動の活
発化、民有灯の照度アップ改修などにより、地域の防犯力が向上しました。
また、消費生活センターの移転を予定どおり行いました。これらにより、日常
生活の安全・安心を高める取組みとしておおむね計画どおりに進んでいると
評価します。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　ごみの減量、リサイクルしやすい商品の利用、省エネルギーの推進、新エネルギーの利用など、日々の暮らしの中で、温室効果
ガスの排出削減に対する意識の向上とできる限り環境に負荷をかけない生活スタイルを確立するとともに、きれいなまちづくりに取
り組むことにより、環境と調和するまちをつくり、未来に引き継いでいきます。

目　標基　準

832ｇ
（平成１8年度）

50％減

3

18.3%
（平成１8年度）

35%

27.7%増
（平成15年度）

2.0％減

2
資源回収量（集団回収含む）／（区収集ごみ量＋資源回収量
（集団回収含む））

区における温室効果ガス（二酸化炭素）排出量の平成2年度比
増減
当該年度区内ＣＯ2排出量－平成2年度排出量／平成2年度排
出量

1

平成17年度（865ｇ）を基準にした減少率
区民一人一日あたり区収集ごみ量=年間区収集ごみ量／人口
／365日
（参考）平成17年度年間収集ごみ量         96,442トン

区民一人一日あたりの区収集
ごみ量の推移

資源化率の推移

温室効果ガス（二酸化炭素）の
排出量

指標名

指
標
３

目標値１①
％

12.0 8.5 23区温室効果ガス
排出量算定手法に
より3年後に検証

実績１②
③＝②／① ％

5.0 5.0 5.0

実績１② 21.2 20.9
③＝②／① ％ 101.0

指
標
２

目標値１①
％

21.0
103.4

650
実績１② 725 696
③＝①／② ％

指
標
１

目標値１①
ｇ

750

103.4

20～23年度 備考
（現状） （目標） （目標）

720 685 650

22年度 23年度
単位

20年度 21年度

25.0

・　限りある貴重な資源を効果的に利用するために、大量生産、大量消費、大量廃棄型ではない持続可能な資源循環型の社会
システムを確立することが求められています。
・　温室効果ガスの排出削減がどれくらいできているかを広報等を通じて区民に知らせることで、見える化効果により地球温暖化
対策のなお一層の普及啓発を図ることが必要です。
・　来街者の多い駅周辺を中心に、路上喫煙やごみのポイ捨てなどへの対策を工夫するなどさらに効果的に継続するとともに、騒
音など活発な経済活動に伴う生活環境への悪影響を抑制することが求められています。
・　地球環境への負荷を軽減し、生活環境や自然環境を守り育む取組みを推進するために、すべての世代に対する環境に関す
る啓発や環境学習の充実が求められています。また、環境保全の視点に立った総合的なまちづくりが求められています。

・リサイクル活動団体への支援、びん・缶・ペットボトル等の資源回収の実施
・新宿区３Ｒ推進協議会による新宿発「エコなくらし」３Ｒ協働宣言、ごみ減量の取組み、エコ自慢ポイントの推進
・区民向けみどりのカーテンの普及、事業所の省エネルギー診断、新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金事業
・路上喫煙禁止パトロール、キャンペーン、路上喫煙対策協力員による普及啓発の実施、ポスター・ステッカーの掲出、路面標
示、標識の設置

22.0 23.0 25.0

95.0

個別目標評価シート （まちづくり編）

1

Ⅳ

・　区民、事業者、区がそれぞれの立場に応じて、ごみの発生抑制、再使用、再生利用を実践し、ごみの減量やリサイクルに積極
的に取り組むことにより、資源循環型社会を構築していきます。
・　区民、事業者、区がそれぞれの立場に応じて、エネルギーの効率的な利用や無駄の少ない生活・事業スタイルを確立すること
などにより、温室効果ガスの排出削減に対する意識の向上と削減量の増加を図り、地球温暖化対策・ヒートアイランド対策を進め
ていきます。
・　きれいなまちをめざし、区民、商店会、事業者等と協力して、路上喫煙禁止、ポイ捨て防止等の指導・啓発や地域の美化活動
の実践などを積極的に進めていきます。また、事業者に対する適切な指導により、活発な経済活動と生活環境とが調和したまち
づくりを進めます。
・　学校教育や生涯学習の場における環境教育の機会を充実するとともに、情報や活動の拠点となる環境学習情報センターの活
用を図りながら、環境学習に役立つ様々な情報の区民、事業者等への提供を強化します。また、区民、事業者等との連携により、
環境全般にわたる総合的な施策を進めます。

環境への負荷を少なくし、未来の環境を創るまち

環境マネジメントシステムなどによる率先行動 　 環境保全活動の普及・啓発・支援 　 地球温暖化対策の推進
ごみの減量化とリサイクルの推進  　公害対策の推進 　 環境学習・環境教育の推進　戸塚小売市場廃止後の活用

持続可能な都市と環境を創造するまち



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

(1)１年を通じて、資源回収についての普及啓発に努め、びん・缶・ペットボトルの拠点拡大を図りました。
(2)区民・事業者の参加によるＣＯ2削減運動の成果を簡易算定し「見える化」を図り、植林活動への参加
を行いました。
(3)喫煙者と非喫煙者の共生を図るため、利用者の集中による周辺環境悪化の喫煙スポットの改修を行
い、鉄道事業者には、駅の安全煙型喫煙所設置の協議を開始しました。

総 合 評 価

　新宿区３Ｒ推進協議会の取組みや区民向け・事業者向けの地球温暖
化対策等の推進により、区民・事業者と行政が一体となって持続可能
な都市と環境の創造を推進しています。■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

内　容

(1)資源化率の向上を目指し、新たにスプレー缶等の資源回収を実施します。
(2)新宿エコ隊の参加を促進し、CO2削減努力の結果を集計・公表して、「見える化」を進めとともに、植林
等の体験を通し地球温暖化対策への意識向上を図ります。
(3)喫煙者、非喫煙者が共生できる施設整備等の方策を検討・推進します。

　容器包装プラスチックの資源化の促進、ＣＯ2削減運動のより一層の普及啓発、喫煙スポットの整備が求
められています。

　資源化率の向上を目指し、狭小路地地区拠点回収を実施するほか、CO２削減パンフレットの内容を更
新し、より効果的なＰＲにより参加者を増やしていくとともに、様々な環境配慮行動をポイント化し、蓄積し
たポイントにより区民・事業者が植林を行う制度を構築します。また、喫煙者、非喫煙者が共生できる施設
整備等の方策を検討します。

状況認識
（課　題）

改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

計画どおり 継続

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　区が費用負担をしますが、区民・事業者等と区が連携し、協働しながら取組
みを進めています。

□

④目的(目標水
準)の達成度

　ごみの減量は、普及啓発効果もあり目標を達成しています。温室効果ガス
削減量については、区民・事業者へのアンケート形式による簡易算定を引き
続き実施しました。

53 路上喫煙対策の推進

52
清潔できれいなトイレづく
り

計画事業名

ごみ発生抑制を基本とするごみ
の減量とリサイクルの推進

計画事業名

50 54

③効果的・効
率的な視点

　区民・事業者の自主的な活動への支援や協働による取組み、業者委託に
よる実施等、効率性を工夫し、実効性を上げています。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

総合評価

51 地球温暖化対策の推進

計画どおり 改善 184

計画どおり

環境学習・環境教育の推
進

所管部 　環境清掃部・みどり土木部・教育委員会事務局

方向性 頁 総合評価 方向性

　容器包装プラスチックの資源化の促進、ＣＯ2削減運動の「見える化」による地球温暖化対策のより一層
の普及啓発、新たな路上への喫煙スポット設置は、困難な状況にありますが、鉄道事業者には、今後とも
喫煙所の設置について、理解を求めていくことが必要です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　ごみの減量、資源化の推進、温室効果ガスの削減に取り組むことは、未来
へ引き継ぐことができる、環境に配慮したまちの創造につながります。

継続 186

計画以上 継続 188

190

計画どおり 継続 192

頁



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

2

Ⅳ

・　新宿区の外周に沿った神田川、妙正寺川などの水辺とそれに連続するみどりをつなぎ、「水とみどりの環」として、都市に潤い
を与えるみどりの骨格を形成していきます。また、新宿御苑周辺、落合斜面緑地などのまとまったみどりを「七つの都市の森」とし
て位置づけ、みどりの保全・拡充を図っていきます。
・　樹木や樹林などの貴重なみどりを保全するとともに、まちづくりを進める中で地域にみどりが広がるよう地域緑化を推進していき
ます。
・　生き物が生息できるよう自然やそれに近い環境を保全・再生していきます。また、まちを歩く人が心地よさを感じられるよう目に
見えるみどりを増やすとともに、神田川、妙正寺川などを自然と調和した水辺空間として整備し、水やみどりに親しめる環境づくり
を進めていきます。

都市を支える豊かな水とみどりを創造するまち

公共空間におけるみどりと水辺の保全・創出
みどりと水辺の保全・創出に関する情報提供
  

持続可能な都市と環境を創造するまち

17.47

・　新宿区のみどりは年々失われており、残された貴重なみどりを保全・育成するとともに、都市のインフラの一つとしてみどりを創
出する取組が求められています。
・ 神田川や妙正寺川など新宿区の水辺空間は周辺の都市的な土地利用、空間利用の中で十分に活用されておらず、その再生
と活用が求められています。

・　公共施設の緑化、りっぱな街路樹づくりをはじめ、区民ふれあいの森の整備、玉川上水を偲ぶ流れの創出などに
より公共空間にみどりの拠点と軸を創ります。
・　区内に残された貴重な樹木、樹林等の保護をすすめるとともに、屋上、壁面等の新たな空間を緑化します。
・　神田川と地域の拠点に、アユやトンボ等の生息できる環境づくりをすすめます。

17.47

100.0

単位
20年度 21年度

8.55

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
％

8.55

100.0

8.55
22年度調査予定
（1回/5年調査）

実績１② 8.55 8.55
③＝②／① ％ 100.0

指
標
２

目標値１①
％

17.47
22年度調査予定
（1回/5年調査）

実績１② 17.47 17.47
③＝②／① ％ 100.0

1,054 1,054 1,054

103.4

23年度100％
1,054本維持

実績１② 1,054 1,090
③＝②／① ％ 100.0

保護樹木の指定本数

指標名

指
標
３

目標値１①
本

1,054 1,054

1 区の総面積に対する道路の緑被地の割合道路の緑被率

緑被率

8.55%
（平成17年度）

10.00%

3

17.47%
（平成17年度）

18.50%

1,014本
（平成18年度）

1,100本

2 区の面積に対する樹木、樹林、草地、屋上緑地の割合

保護樹木に指定した総本数

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　新宿の持つ貴重な水辺やみどりを、未来に引き継ぐべき区民共有の財産として位置づけ、その保全・再生・整備を図り、やすら
ぎと潤いのあるまちをめざします。

目　標基　準



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

200

計画以上 継続 202

計画どおり 継続 204継続 196

計画どおり 継続 198

所管部 みどり土木部

方向性 頁 総合評価 方向性

　区民ふれあいの森の整備、玉川上水を偲ぶ流れの創出については、区民との意見交換を行ったうえで
整備計画、管理計画等を策定することが必要となります。
　新宿らしい都市緑化の推進については、新宿駅周辺地区を屋上緑化等推進モデル地区に指定したこ
とや屋上等緑化助成制度の利用をＰＲすることが必要です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　公園づくり、緑化、快適な道路、親しめる河川と、区民のニーズを踏まえた
目標になっています。

60
アユやトンボ等の生息でき
る環境づくり

総合評価

56
玉川上水を偲ぶ流れの
創出

計画どおり 継続 194

計画どおり

樹木、樹林等の保護

③効果的・効
率的な視点

　公共施設では区による緑化と区民との協働、民間施設では区による補助と
支援により緑化を進めており、費用対効果の面から効果的・効率的です。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

計画事業名

区民ふれあいの森の整備

計画事業名

55 59

④目的(目標の
水準)の達成度

　個別施策では当初目標をほぼ達成しています。保護樹木の指定では目標
を上回る成果がでています。

58
新宿らしい都市緑化の推
進

57 新宿りっぱな街路樹運動

計画どお
りでない

改善

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　公共施設の緑化を推進することは区の責務です。また、民間緑化に対して
は区が適切な支援を行っています。

□ 改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

内　容

　区民ふれあいの森の整備については、基本計画案を公表し、広く区民の意見を伺う機会を設けます。
玉川上水を偲ぶ流れの創出については、23年度の整備区間の整備内容や今後の管理運営について、
十分な意見交換を行います。
　新宿らしい都市緑化の推進については、屋上緑化等推進モデル地区制度や屋上等緑化助成制度の
利用についてＰＲに努めます。

　区民ふれあいの森の整備、玉川上水を偲ぶ流れの創出に際しては、地域との十分な意見交換が必要
です。また、壁面緑化については、工法、効果についてより区民にＰＲすることが必要です。神田川ふれ
あいコーナーについては、展示・運営内容を確定し22年2月までに施設をオープンする必要があります。

　区民ふれあいの森の整備、玉川上水を偲ぶ流れの創出に際して、区民との協働、シンポジウムの開催
等に取り組みます。また、壁面緑化については、啓発パネル、パンフレット、区広報を活用してＰＲを図りま
す。
　神田川ふれあいコーナーの、展示・運営内容を委託により検討していきます。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　区民ふれあいの森の整備、玉川上水を偲ぶ流れの創出については、それぞれ区民も参加した検討会
を開催しました。また、壁面緑化については、啓発パネル、パンフレット、区広報を活用してＰＲを図りまし
た。
　神田川ふれあいコーナーの展示・運営内容を検討し、平成22年2月に施設を開設しました。

総 合 評 価

　公共、民間施設ともみどりの保全・創出・整備が計画通り進んでいます。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

3

Ⅳ

・　人々が利用する建物や公園、道路、公共交通機関など、区民の生活を取り巻く空間を、誰もが暮らしやすい「ユニバーサルデザイン」の考え方を基
本としたまちづくりによって改善していきます。
・　新宿駅及びその周辺の道路や公共施設等のバリアフリー化を推進し、国際的なにぎわい交流を創造することを中心とし、魅力ある都市空間づくりを
進めていきます。
　　また、高田馬場駅周辺では、駅の出入口や周辺道路を誰もが歩きやすく、利用しやすい環境に整備するとともに、魅力とにぎわいのある駅前空間
づくりを進めます。
・　公共交通機関の利便性向上の促進、支援や交通結節点の整備による乗換えの円滑化など、公共交通の利用促進のための取組を進めます。
・　自転車等の利用を支える環境を整備し、自転車等の適正利用を進めます。
・　歩道の確保、幅員拡大など道路の環境改善を進めるとともに、自動車利用者、歩行者などあらゆる立場の人々への交通安全教育を強化します。
・　幹線道路の拡充や交通需要の適切なコントロールなど、渋滞のない快適な道路交通ネットワークの形成を図ります。また、橋りょうの整備を進めま
す。
・　人と環境に配慮した道路空間の改善を図り、歩行空間の確保と快適な空間の形成を進めます。
・　区民、事業者の理解と協力のもとに、幅員４ｍ未満の細街路を「新宿区細街路拡幅整備条例」の規定に基づき拡幅整備していきます。

人々の活動を支える都市空間を形成するまち

・道路・交通体系の整備       ・安全な歩行環境づくり       ・道路・橋りょう・公園の維持・管理    ・ 放置自転車対策等の推進
 ・公共施設のバリアフリー化の推進　　　・関係機関との連携強化    ・ 交通安全運動の普及・啓発    ・ 交通安全施設等の整備

持続可能な都市と環境を創造するまち

2,620

・　障害があっても、一人ひとりの個性や能力にあった自立した生活を行うことができる条件整備が求められています。また、新宿区では都市空間のバ
リアフリー化は進んできていますが、障害のある人が自由に行動するには、十分でありません。
・　人々の活動を支えるための利用しやすい公共交通の整備や自転車等（自転車、原動機付自転車及び自動二輪車）の適正利用を支える都市環境
の整備が求められています。
・　新宿で暮らし、活動するすべての人々が快適に過ごすことができるよう、人と環境に配慮した道路施設の改善が求められています。
・　都市機能の高度な集積に対応し、円滑なアクセスが可能な道路網の整備が求められています。
・　高齢社会への対応や障害のある人の社会参加促進に向けて、誰もが自由に行動できる人にやさしい都市空間づくりが求められています。
・　区内の交通事故件数は依然として高い水準にあり、道路交通環境の安全性向上が求められています。
　　また、高齢社会の到来は、高齢者が交通事故に被害者としてだけでなく、加害者にもなるという問題を生み出しています。

・交通バリアフリーは、大久保駅のエレベーター設置補助を行いました。新宿駅周辺、高田馬場駅周辺、中井駅周辺については、それぞれの事業進
捗に応じて、協議・調整・説明会等を行いました。自転車等の適正利用の推進は、道路上の駐輪場の整備を行いました。地域活性化バスは、21年9月
に新宿駅周辺循環型バスの運行を開始しました。
・都市計画道路の整備は補助72号線の未買収地1件を買収しました。人にやさしい道路の整備は整備地区を西新宿一丁目地区に決定し、整備計画
を決定しました。細街路の整備は啓発活動を行い、ほぼ目標どおり整備を進めました。

3,247 2,922 2,630

99.7

　都市機能が高度に集積し、多くの人が行き交う新宿区の都市活動を支えていくため、都市の骨格となる道路・交通施設等を充実す
るとともに、歩く人にやさしい歩行空間や利用しやすい公共交通機関の充実したまちをめざします。

90.0 100.0 100.0

22年度 23年度
単位

20年度 21年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）
目標値１①

％
80.0

89.3
71.4 90.0

100.0
　

台
3,593

100.0％

毎年１割減実績１② 3,608 3,238
③＝②／① ％ 102.8

指
標
３

目標値１①
％

　
東京都により集計中実績１②

③＝②／① ％

指
標
５

目標値１①
km

6.0 6.0 6.5 6.5 25.0

③＝②／①
5.7

22年度から目標値を
毎年度6.5ｋｍに変更

実績１② 6.1
％ 101.3 95.3

指標の定義

2 駅周辺の道路上に放置された自転車台数

区内の都市計画道路完成延長／区内の都市計画道路延長

1
エレベーター又はスロープにより高低差が解消され、駅出入口か
らプラットホームまで、車いす利用者等が円滑に移動できる経路
が１以上確保された鉄道駅の割合

鉄道駅のバリアフリー化率

放置自転車台数

都市計画道路の完成率

指標名

4,300台
（平成18年10月）

2,395台

58.0％
（平成17年）

70%

目　標
19年度 29年度

67.40% 100%

約28km
約７％

（平成19年3月）

約94km
約24％

細街路の整備5 区細街路拡幅整備条例に基づく細街路整備状況

基本目標

個別目標

指
標
４

目標値１①

3

指
標
２

目標値１①

実績１②
③＝②／①

指
標
１

％
17.3 20.6

新宿区区政モニター
アンケートによる

実績１② 20.6 25.5
③＝②／① ％

4 道路の歩きやすさ満足度 安全で快適な歩きやすい道路だと感じる人の割合 17.30%

119.0 123.8



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

　

22671 まちをつなぐ橋の整備 計画どおり 継続214

66 自転車等の適正利用の推進 計画どおり 継続 216

65 中井駅周辺の整備推進 計画どおり 継続

計画どおり 拡大 224

頁

212

計画どおり 継続 218

計画どおり 拡大 220

計画どおり 継続 222

継続 208

計画どおり 継続 210

所管部 都市計画部、みどり土木部

方向性 頁 総合評価 方向性

　 駅周辺整備は、事業者等と連携して着実な事業進捗を図るとともに、引き続き関係者と協議・調整を進
める必要があります。交通バリアフリーは特定事業計画の進捗状況を検証し、今後の取組みを検討する
必要があります。自転車等の適正利用はさらに駐輪場を整備することが不可欠です。都市計画道路の整
備は第Ⅱ期区間全線開通のため工事を進める必要があります。人にやさしい道路整備は経年劣化の経
過観察や施行箇所の選定などを検証する必要があります。細街路整備は更なる推進のためのＰＲの強
化、支援策（助成金等）の強化が課題です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

  目標設定は各事業の内容や期間により、区民ニーズや利便性の向上、社
会状況等を踏まえ、適切に設定しました。

68
都市計画道路の整備（補助
72号線）

総合評価

62 交通バリアフリーの整備推進

計画どおり 継続 206

計画どおり

地域活性化バスの整備促進

③効果的・効
率的な視点

  各事業における調整を効果的・効率的に行うために、庁内検討組織や地元
との協議会等を設けて進めています。また、効率的に事業を進めるため、必
要な事業では委託等を行いました。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

計画事業名

ユニバーサルデザイン・ガイ
ドラインの策定と推進

計画事業名

61 67

④目的(目標水
準)の達成度

  目標値に一部届かない事業がありましたが、各事業を通じて、全般的に目
標は達成できました。

64 高田馬場駅周辺の整備促進

69 人にやさしい道路の整備

70 細街路の整備

63 新宿駅周辺地区の整備推進

計画どおり 継続

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である   行政と事業者、区民や地元関係者と協働・協力し、必要な支援を行い、役
割分担の中で適正に事業を進めました。□ 改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

内　容

 　駅周辺整備は着実な事業進捗のため、鉄道事業者や地元との間でさらに行政協議や検討を進めま
す。交通バリアフリーは特定事業計画の進捗状況を検証し今後の取組み方を検討します。自転車等適正
利用推進は引き続き駐輪場施設の整備を進めます。都市計画道路の整備は第Ⅱ期区間の工事を進める
とともに、第Ⅰ期区間の用地取得を推進します。人にやさしい道路整備は地区内の整備計画に併せて事
業実施に向けた検討を進めます。細街路整備は拡幅整備の働きかけの手法を変更し整備を一層進める
とともに、周知活動強化と他事業と連携した助成金の充実を図ります。

　 駅周辺整備は、それぞれの進捗状況に応じて、事業者と連携して着実な事業進捗を図り、また整備方
針等の実現化のため引き続き関係者と協議を進める必要等があります。放置自転車対策は駐輪場整備
をさらに進めるため、地域の区民の方々の理解を深めることが重要です。交通バリアフリーは利用者と事
業者の相互理解を支援する必要があります。人にやさしい道路整備は整備手法の方向性を決定する必
要があります。都市計画道路の整備は未買収地を買収することが課題です。

 　駅周辺整備は必要な整備計画を策定し、着実な事業進捗のため、鉄道事業者、地元、区との間でさら
に行政協議や検討を進めます。放置自転車対策は、引き続き駐輪場の整備と啓発活動を行います。交
通バリアフリーは利用者と事業者の意見交換を行い、よりよいものとなるよう努めます。人にやさしい道路
整備は、地元と調整を進め、整備手法をまとめます。都市計画道路の整備は第Ⅱ期区間の全線開通の
ため、未買収地の買収と工事を推進し、第Ⅰ期区間の事業計画を明確化します。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　 駅周辺整備は、実現化に向けた協議調整、整備計画策定、住民説明会などを行いました。交通バリア
フリーは事業者と推進委員で意見交換を行いました。自転車等の適正利用の推進は地元区民の方との
協力を積極的に行い道路上の駐輪場整備を進めました。都市計画道路の整備は用地買収を進め、必要
な工事を行いました。人にやさしい道路整備は次期整備地区を決定し地元関係者と協働で整備計画を
決定しました。細街路整備は啓発活動を積極的に行いました。

総 合 評 価

  各事業とも、それぞれ必要な調整・協議や事業実施を行い、概ね計画どお
りと評価します。■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

1

Ⅴ

・　地域特性に応じたきめ細やかな単位での景観誘導や多様な主体との連携により、景観まちづくりを進めていきます。

歴史と自然を継承した美しいまち

良好な景観づくりの情報提供
良好な景観づくり施策の展開

まちの記憶を活かした美しい新宿を創造するまち

111.9

個別目標評価シート （まちづくり編）

・　景観をそれぞれの地域が有する資源と捉え、地域特性に応じた良好な景観を守り、育て、次世代に受け継いでいくことが求め
られています。
・　経済効率のみを重視した建築行為等によって個性的なまちなみが損なわれる事例が増加しています。

・　景観計画の円滑な運用を実施しました。
・　景観事前協議制度については、景観法による行為の届出制度と併せて効果的に運用し、必要な見直しも行いました。
・　地域の景観特性に基づく区分地区については、対象面積の拡大や地区の追加を見据えて景観計画一部改定の素案を作成
しました。

40.4

単位
20年度 21年度

10 10 10

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
ｈa

40

482.5

70
平成23年度に
70ｈa

実績１② 193 0

③＝②／① ％ 0.0

143.8

指
標
２

目標値１①
％ 新宿区区政モニ

ターアンケートに
よる。

実績１② 40.4 45.2

③＝②／① ％

2 まちなみや景観が良いと感じる区民の割合

1 地域の景観特性に基づく区分地区の策定面積
地域の景観特性に基づく区
分地区策定面積

景観に対する区民意識

0ha

200ha
（区の面積の
約１割）

28.1%

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義指標名

　まちなみや建造物などの歴史的景観や、高低差の大きい変化に富んだ地形、みどりや水辺などの自然景観と調和した、個性的
で美しい景観に配慮したまちの実現をめざします。

目　標基　準



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　景観計画の円滑な運用を実施しました。景観事前協議制度については、景観法による行為の届出制度
と併せて効果的な運用を実施し、協議の効率化と、きめ細やかな景観誘導を行うことができるよう、提出書
類や協議方法などの運用について、必要な見直しを行いました。また、地域の景観特性に基づく区分地
区については、対象面積の拡大や地区の追加に向けた景観計画の一部改定の素案を作成しました。

総 合 評 価

　地域の景観特性に基づく区分地区については、計画以上の指定をするとと
もに、区分地区の拡大に向けた景観計画の一部改定に取り組みました。また
景観に対する区民意識も高まっています。これらのことから、良好な景観の形
成に対する成果は得られていると評価します。

□ 計画どおりに進んでいる

■ 計画以上に進んでいる

内　容

　景観まちづくり計画について、周知を行っていきます。また、景観計画の一部改定を実施し、地域の景
観特性に基づく区分地区について、対象面積の拡大や地区の追加指定を行っていきます。

　現在の景観やまちなみを維持し、よりよいものとしていくために、景観計画の円滑な運用を実施する必
要があります。特に、区独自の施策である景観事前協議については、景観法に基づく諸制度と整合性を
取りながら、必要な見直しを行い、実施する必要があります。

　景観計画の円滑な運用を実施します。特に景観事前協議制度については、景観法による行為の届出
制度と併せて効果的な運用を実施するとともに、協議の効率化と、きめ細かな景観誘導を行うことができる
よう、提出書類や協議方法などの運用について、必要な見直しを行います。また、地域の景観特性に基
づく区分地区指定については、対象面積の拡大や地区の追加を図ります。

状況認識
（課　題）

改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　地域の景観特性に基づく区分地区指定は、区が景観法や景観まちづくり
条例に基づき定めるものであり、区が積極的に関与することは適切です。

□

④目的(目標水
準)の達成度

　地域の景観特性に基づく区分地区の指定については、計画の目標値を上
方修正しており、また景観に対する区民意識も高まっていることから、目的の
達成度は高いといえます。

計画事業名

景観に配慮したまちづくり
の推進

計画事業名

72

③効果的・効
率的な視点

　区分地区指定等を含む景観計画の策定に関わる作業は、地域住民、事業
者の意向を踏まえ、かつ東京都や周辺区と連携しながら効率的に進められて
おり、費用は効率的に使用されています。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

総合評価

計画以上 継続 228

所管部 都市計画部

方向性 頁 総合評価 方向性

　区民や事業者に対して、景観まちづくり計画の目標や理念、制度について、一層の周知が必要です。
また、平成22年度に景観計画の一部改定を行うためには、説明会の開催などにより、区民の方の意見を
聞くほか、周辺区との整合性も図りながら策定していく必要があります。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　区分地区策定面積や景観に対する区民意識を目標とすることは、現在のま
ちなみや景観を維持し、受け継いでいくという景観行政を推進する上でも適
切であると評価します。

頁



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

2

Ⅴ

・　地区計画等のまちづくり制度を活用しながら、住民主導による地域の個性を活かしたまちづくりを進めていきます。

地域の個性を活かした愛着をもてるまち

都市基盤の整備促進
地域個性を活かしたまちづくりへの支援
住民主導によるまちづくりへの支援

まちの記憶を活かした美しい新宿を創造するまち

187.6

個別目標評価シート （まちづくり編）

・　区民の生活者としての視点に基づくまちづくりを進めていくため、区民が能動的、自発的に地域のまちづくり活動
に参画できるしくみが求められています。
・　地域の個性や魅力を活かしたまちづくりを検討していくため、まちに関わる多様な主体の参画とともに、勉強会の
開催や専門家の派遣などの支援を行う必要があります。

・ 地域特性に沿ったまちの将来像の実現を目指すものである地区計画制度を活用した、地域主体のまちづくりを推
進しました。
・ ３地区で地区計画策定を行うとともに、まちづくり方針等によりまちづくりを進めている地区で支援を行いました。
・ 地区計画が策定されている地区では、地区計画届出審査によりまちづくりを推進しました。

21.8

単位
20年度 21年度

60 100 100

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
ｈa

40

13.8

約300ｈa
　実績１② 5.5 22.9

③＝②／① ％ 38.2

215.8

指
標
２

目標値１①
％

10.1 新宿区区政モニ
ターアンケートに
よる

実績１② 21.8 40.9
③＝②／① ％

2
地域の土地利用の特性を踏まえたまちづくりが行われて
いると感じる区民の割合

1 地区計画等の策定面積地区計画等策定面積

地域特性を踏まえたまちづ
くり

101.5ha
（平成19年10月）

区の面積の
約５割の区域
（911ha）

10.1%

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義指標名

地域の個性や魅力を十分に活かした地域主体のまちづくりを進め、人々が住み、働き、学び、遊ぶ都市として愛着が
もてるまちをめざします。

基　準 目　標



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

所管部 都市計画部

方向性 頁 総合評価 方向性

　地域特性を活かしたまちづくりを推進していくためには、地区計画制度の活用が有効です。その上で、
任意のまちづくり構想やガイドライン等を活用した方がふさわしい地域もあります。こうした実情を踏まえた
うえでその地域にあった適切な制度を選択しながら、柔軟にまちづくりを推進していく必要があります。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　現在、区内には地区計画ではなく、まちづくり方針等によりまちづくりを進め
ている地区が2地区約48haあります。今後は、こうした地域をどのように目標に
反映していくか検討する必要があります。

総合評価

計画どお
りでない

その他 230

③効果的・効
率的な視点

　地区計画は住民主体のまちづくりで、区の意向のみでなく地域住民の意向
を踏まえる必要があります。策定に関わる作業は効率的に進められ、費用は
効果的に使用しています。

□ 適切である

□ 改善が必要である

■ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

計画事業名

地区計画等を活かした地域の個
性豊かなまちづくりの推進

計画事業名

73

④目的(目標水
準)の達成度

　平成21年度の地区計画策定面積は約22.9haです。しかしながら、来年度の
地区計画策定に向け作業を着実に進めました。

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　地区計画については、区が都市計画決定で定めることから、積極的に関与
することが適切と評価します。

□ 改善が必要である

■ 達成度が低い

□ 達成度が高い

内　容

　住環境の保全とまちの安全性の向上、環境と調和した潤いある市街地の形成など地域の課題解決に向
け、地区計画等のまちづくり制度を活用し、区民との協働によるきめ細かな土地利用を誘導していきま
す。また、想定地区以外の地区についても、地域に積極的に地区計画策定を働きかけていきます。な
お、地区計画ではなく、まちづくり方針等によりまちづくりを進めている地区があるため、こうした地域をど
のように目標に反映していくか検討する必要があります。

　地域特性を活かしたまちづくりを推進していくためには、地区計画制度の活用が有効です。その上で、
任意のまちづくり構想やガイドライン等を活用した方がふさわしい地域もあります。こうした実情を踏まえ適
切な手法を選択しながら、柔軟にまちづくりを推進していく必要があります。

　住環境の保全とまちの安全性の向上、環境と調和した潤いある市街地の形成など地域の課題解決に向
け、地区計画等のまちづくり制度を活用し、区民との協働によるきめ細かな土地利用を誘導していきま
す。また、想定地区以外の地区についても、地域に積極的に地区計画策定を働きかけていきます。

状況認識
（課　題）

■ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　まちづくりに関する地域住民の機運に応じて、まちづくり方針等によりまちづくりを進めている２地区を含
め、地区計画策定業務委託やまちづくり相談員派遣などにより、地区計画策定に向けた支援を行いまし
た。

総 合 評 価

　３地区で地区計画策定を行い、新宿六丁目西北地区及び神楽坂地区で地
区計画届出審査を行いました。さらに地区計画ではなく、まちづくり方針等に
よりまちづくりを進めている地区で支援を行いましたが、地区計画の策定面積
の目標は達成できていません。昨年度の外部評価の指摘を踏まえ、指標の
改善を検討していますが、計画どおりには進んでいないと評価します。

□ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

基本目標

個別目標

個別目標評価シート （まちづくり編）

3

Ⅴ

・　みどりと潤いのある散策路や安全な歩行空間を整備するとともに、新宿駅周辺における歩行者ネットワークを整備し、誰もが歩
きたくなる歩行者空間を充実していきます。
・　地区の公園を、誰もが楽しく、快適に利用できるよう整備を進めるとともに、改修の際の計画案づくりや維持管理を地域住民と
協働で行うことにより、地域の特色を活かした、区民が愛着を持てる公園づくりを進めます。
　　また、都市の基幹となる公園の整備を進めます。
・　道路空間、公園、公共施設、公開空地などの、オープンスペースを、区民の生活や活動の場（地区の庭）として、また多くの人
が集まり、交流し、活躍できる場として、環境整備やしくみづくりを行い、まちの「広場的利用」を推進します。

ぶらりと道草したくなるまち

道路・交通体系・公園の整備　　魅力的な歩行環境づくり　　公園・道路の維持・管理
まちの「広場的利用」の推進　　 関係機関との連携

まちの記憶を活かした美しい新宿を創造するまち

3.86

・　新宿に住み集う人が潤いとやすらぎを感じながら散策できるよう、また、多くの人が集いにぎわう新宿駅周辺を誰もが快適に歩
くことができるよう、歩行者空間を整備していくことが求められています。
・　新宿区の公園は画一的な整備内容のものが多く、また、施設が老朽化し、利用しやすさにおいて課題があると思われる公園が
あります。今後は誰もが利用しやすく、区民が誇れる地域の公園として整備・管理・運営していくことが求められています。
また、都市の基幹となる公園の拡充が求められています。
・　多くの人が集い訪れる魅力とポテンシャルのある新宿では、まちを新たな都市空間として活用していくための取組やしくみづく
りが求められています。

・　まちの記憶や水とみどりを活かした散歩道や案内施設を整備し、誰もが歩きたくなる道づくりを進めていきます。ま
た、健康いきがいづくりのためのウオーキングコースを設定します。
・　誰もが利用したくなる公園を目指して、公園づくり基本計画を策定するとともに、地域住民との協働により魅力ある
身近な公園整備を進めていきます。

3.84 3.85 3.86

単位
20年度 21年度

20～23年度 備考

98.2

　歩くことが楽しくなるまちづくりを進めるとともに、誰もが安心して利用できる身近な公園や広場を充実させ、地域に住む人だけで
なく新宿を訪れる人にとっても、歩きたくなり、ふと立ち寄りたくなる魅力ある楽しいまちをめざします。

300

22年度 23年度
（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
ｍ

250

100.0

550
実績１② 250 300
③＝②／① ％ 100.0

指
標
２

目標値１①
㎡

3.84
実績１② 3.79 3.77
③＝②／① ％ 98.7

指
標
３

目標値１①
％

45.0 46.0 47.0 48.0 48.0

108.7
実績１② 45.0 50.0
③＝②／① ％ 100.0

指
標
４

目標値１①

③＝②／①

指標名

公園づくり基本計
画策定後、実施
予定

実績１②
％

公園サポーターの登録がある公園の数／全区立公園数

1 １平方キロメートルあたりの歩行系道路の整備延長歩行系道路の整備状況

区民一人当たりの公園面積

公園サポーターが登録して
いる公園比率

基　準 目　標

3

3.83㎡
（平成19年4月）

3.9㎡
（公園全体の
面積2ｈａ増）

40％
（171園中
70園）

60％
　（171園中
103園）

指標の定義

2
供用中の公園面積／（住民基本台帳人口+外国人登録
人口）

19年度 29年度
1,198m/k㎡
(21,840m
/18.23k㎡）

1,290m/k㎡
（総延長＋
1,670m）

55.9%公園利用者満足度4 公園の利用に関して満足している区民の割合



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　散歩道は目標どおり完了しました。67の路線について通称名の選定を行い、5路線について通称名板
の整備を実施しました。公園づくり基本計画は、町会や公園サポーター、利用者へのアンケート調査の結
果等を参考にしながら、地域の特性を踏まえ、今後の公園の整備及び管理運営に関する基本的な考え
方を示す方針として策定しました。

総 合 評 価

　各事業を通じて、適切な目標設定のもと、効率的な事業展開が図られたた
め、計画どおりに進んでいると評価します。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

内　容

　整備した散歩道を多くの人々に利用していただけるよう、案内表示やPR等を引き続き推進していきま
す。また、道路通称名についても地域と調整しながら、新たな通称名の選定と通称名板の整備を行って
いきます。公園づくりの基本方針については、公園の今後の整備・運営の指針として住民や利用者に提
示するとともに、連携や協働を図り、事業を推進していきます。

　地域の利用者の視点に立ち、まちの特性を活かした整備を進める必要があり、歩くことが楽しくなるよう
なまちづくりを進めるとともに、誰もが安心して利用できる身近な公園を充実させる必要があります。

　散歩道整備は地域の意見を取入れる等、自然やまちの文化・歴史を身近に感じ、歩くことが楽しくなるよ
うな整備を進めます。通称名の選定は、公募を行い、地域に親しまれ愛される名称を選定し、通称名板の
整備を行います。公園づくり基本計画は、地区協議会への方針の提案やパブリックコメントを実施し、広く
区民の声を取入れ、地域の特性を活かした誰もが利用しやすく、区民が愛着を持てる公園づくりの基本
計画を策定し、事業を推進していきます。

状況認識
（課　題）

改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　行政として、地域住民と協働で行うことにより、地域の特性を活かした整備を
行い、役割分担の中で適切に事業を進めました。

□

④目的(目標水
準)の達成度

　一部目標値に達成していないものの、整備は確実に進展しているため、総
合的には目的を達成しました。

計画事業名

歩きたくなる道づくり

計画事業名

74

③効果的・効
率的な視点

　他の事業と連携した整備や、住民との協働による整備によって、既存ストッ
クの有効活用が図られる等、効果的・効率的に事業を進めました。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

総合評価

75
魅力ある身近な公園づく
りの推進

計画どおり 継続 232

計画どおり

所管部 みどり土木部

方向性 頁 総合評価 方向性

　今後とも、地域の利用者の視点に立ち、まちの特性を活かした整備を進める必要があり、歩くことが楽し
くなるようなまちづくりを進めるとともに、誰もが安心して利用できる身近な公園を充実させる必要がありま
す。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　目標設定は、区民のニーズや利便性の向上を考慮し、適切に設定しまし
た。

継続 234

頁



基本目標

個別目標

めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

1

Ⅵ

・地域の誇りや愛着を育むために、地域にゆかりのある文化人や地域に埋もれている歴史や文化財などを掘り起こし、保存し、伝
えていく仕組み作りをしていきます。
・専門家や愛好家などによる価値ある文化、生活情報を広く区民に発信、提供していくしくみやネットワークづくりをしていきます。
・様々な文化、芸術に触れあう機会や体験を通じて、子どもたちをはじめとした次代を担う人材を育成し、文化の継承、発展を図っ
ていきます。

成熟した都市文化が息づく、魅力豊かなまち

文化・芸術に関する活動の支援と情報の発信を行うとともに、歴史や伝統文化の保存と継承の支援をしていきます。また、区内
で、区民、地域団体、学校、企業等の文化芸術活動の担い手が自主的に活発な活動を行なっていくための、基本的な指針となる
条例の制定や、これに基づく文化芸術振興の仕組みづくりを担います。

多様なライフスタイルが交流し、「新宿らしさ」を創造していくまち

・新宿には由緒ある名所・旧跡、著名な文豪、画家、文化人の足跡など、様々な貴重な文化・歴史資源があります。まちへの愛着
と誇りが育み、新たな文化を創造していくため、文化・歴史資源を発掘、整備し活用していくことが必要です。
・文化の創造や、文化を支える人材の育成・活用など、ソフト面の環境整備が必要です。
・区民が文化・芸術に触れる機会を拡げるためには、文化・芸術に関する情報を幅広く、的確に、効果的に共有し、発信、提供し
ていくことが求められています。
・区民が享受者としてではなく、表現者として、また愛好家や支援者として、文化・芸術の一翼を担うことができるような仕組み作り
が求められています。

1.佐伯祐三アトリエについて地域の参画を得ながら、22年4月の佐伯アトリエ記念館の開館に向け取組みを進めました。2.夏目漱
石を広く情報発信するイベントと小冊子を作成しました。3.地域のお宝情報を年間を通して募集し、情報発信イベントを実施しまし
た。4.文化体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを子どもから大人向けまで全19種を通年で実施しました。5.新宿区全体で文化芸術の振興を図っていくた
めの指針として、文化芸術振興基本条例の制定に向けて13名の委員から成る懇談会を運営し条例素案を得るとともに、パブリック
コメントを行い、22年第1回定例会で条例案を可決を受けました。

－

　新宿区には、豊かな伝統や歴史が息づき、多様な文化が育まれてきました。また、新たな最先端の文化も生み出されています。
これらの文化を広く発信していくまちをめざします。

22年度 23年度
単位

20年度 21年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
件

－

区有でない文化歴史
資源もあるため、予め
目標値を設けることは
困難

実績１② 0 0
③＝②／① ％ －

指
標
２

目標値１①
％ 平成２1年度区政モ

ニターアンケート
(第４回)より

実績１② 68.2 69.1
③＝②／① ％ －

指
標
３

目標値１①
％

－

平成２1年度区政モ
ニターアンケート
(第４回)より

実績１② 56.8 52.9
③＝②／① ％ －

指
標
４

目標値１①

③＝②／①
実績１②

％

指標の定義

2
区の伝統文化や文化財への関心の有無や深さ
(平成１９年度実績：６９．９％)

文化芸術の鑑賞や創作、表現活動など、文化芸術に触
れる機会がある区民の割合
(平成１９年度実績：７０．７％)

1
区が整備・活用を行う文化・歴史的資源
(平成１９年度実績：０件)

歴史資源の整備・活用状況

区の伝統文化や文化財へ
の関心度

文化芸術活動の状況

指標名

3

目　標
20年度 29年度

4



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

課　題

改革方針
への対応
状況

内　容

　指標については十分に達成できませんでしたが、文化歴史資源について
は区有でないものもあり、目標値の設定が困難であるため、評価を行うにあ
たっては様々な視点から総合的に判断していきます。また、文化芸術活動状
況についても、基点となる指標の基準値を、複数年の平均値とする等改善の
余地があります。

　歴史文化資源の整備活用や文化芸術振興の指針や仕組み作りを行うため
には、高い専門性やﾈｯﾄﾜｰｸを持つ個人、団体等と連携が必要です。学識経
験者や芸団協等との連携により、効果的・効率的な施策の推進が図ることが
できたと評価します。

　指標は達成できませんでしたが、視点②のとおり指標自体に改善の余地が
あること、事業の進行は概ねｽｹｼﾞｭｰﾙどおりであったこと、個別事業において
は、事後ｱﾝｹｰﾄで満足度は非常に高かったこと等から達成度は高いと判断し
ます。

　佐伯祐三アトリエの整備・活用については、区民を中心に23名からなる検討会や庁内ワーキングでまと
めた整備方針に基づき整備を進めました。また、条例の制定に当たり、区内の文化芸術施設を順に会場
としながら、懇談会を６回開催し、懇談会としての報告書及び条例制定内容に関してそれぞれパブリックコ
メントを行い、広く区民意見を聴取しました。また、条例制定内容に関する地域説明会を10出張所管内で
実施し、更なる意見聴取に努めました。加えて、地域文化団体と連携して、新たな夏目漱石小冊子を発
刊し、情報発信の強化を図りました。

総 合 評 価

　本個別目標の指標について、十分に目標値を達成できていない部分はあ
るものの、個別目標を構成する各計画事業については、総合評価を「計画ど
おり」とする達成状況にあるため、総合評価としては、概ね「計画どおり」に進
んでいるものと評価します。■ 計画どおりに進んでいる

□

　文化歴史資源の保存、活用や(仮称)文化芸術基本条例の制定に当たり、広く区民等の意見を聴きなが
ら取組みを進めてきましたが、条例については、条例素案や懇談会報告書等をパブリックコメントに付し
て、更に幅広く意見を聞いていきます。また、地域団体等と連携して小冊子、ホームページ、イベント等に
よる情報提供や発信を強化して、成熟した都市文化が息づく、魅力豊かなまち・新宿を広く情報発信して
いきます。

状況認識
（課　題）

□ 順調に進んでいない

□ 適切である

計画以上に進んでいる

　区内の文化歴史資源は多様であり、文化芸術活動の担い手も非常に多彩です。文化歴史資源を整備・
保存・活用したり、文化芸術活動を更に活性化していくためには、機会を捉えて、区民、地域団体、学
校、企業、専門家等の意見を更に広く聴き、連携を深めていくとともに、情報発信を強めていくことが必要
です。

□ 改善が必要である

■ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

④目的(目標水
準)の達成度

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

評価の理由

①サービスと負
担の担い手

■ 適切である

□

　区内の貴重な文化歴史資源の復元・整備・活用や、新宿区全体で、文化芸
術振興を図っていくための基本方針の制定や仕組みづくりについては、民間
では難しく、区の負担や区が条例を制定すること等により実現していくことは、
適切です。改善が必要である

視点 評価区分

計画事業名

文化・歴史資源の整備活
用

計画事業名

76

　文化芸術振興基本条例に基づく文化芸術振興の取組みは、同条例に基づき設置する文化芸術振興
会議において進捗管理を行い、持続的・継続的に進めていきます。
　なお、落合の文化歴史資源については、事業・成果指標等を見直し、取組みを進めていきます。地域の
お宝発掘及び漱石山房の発信事業については、専門性の高い地域団体等との連携の強化、参加者アン
ケートの活用、イベント内容の工夫等により、情報発信効果を更に高めていきます。

計画どおり

文化体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの展開78

個別目標を構成する計画事業

238

改
革
方
針

方向性

年
度
評
価

②適切な目標
設定

③効果的・効
率的な視点

総合評価

77 地域のお宝発掘

計画どおり 改善 236

改善

頁

所管部 地域文化部

方向性 頁 総合評価 方向性

　文化芸術振興基本条例を22年4月1日に施行しましたが、条例に基づく文化芸術振興を継続的に行う
仕組みが必要です。落合の文化歴史資源は、今後の整備の見込みを見据え、計画的に取り組んでいく
必要があります。地域のお宝発掘や漱石山房の発信については、区民等の興味や関心を高めるような、
効果的な情報発信が必要です。

計画どおり 改善 240



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

約50％増
60件

10件
（平成18年度）

約3倍
30件

基本目標

個別目標

19年度 29年度
基　準 目　標

指標の定義

2 中小企業向け情報技術（ＩＴ）活用促進資金の融資件数の実績

1 中小企業向け創業資金の融資件数の実績創業資金の融資件数

情報技術活用促進資金の融資
件数

指標名

43件
（平成18年度）

実績１② 5 3
③＝②／① ％ 16.7

指
標
２

目標値１①
件

30
146.7

60
実績１② 68 88
③＝②／① ％

指
標
１

目標値１①
件

60

113.3

備考
（現状） （目標） （目標）

10.0

 新宿の持つ歴史と異種産業の混在集積した都市特性とを活かし、活気ある産業を呼び起こし、新宿ならではの新たな産業を生
み出していくとともに、企業の事業活動拠点としても魅力的なまちをめざします。

60 60 60

22年度 23年度

30

・　特定地域に集積する特徴ある産業や、伝統や文化を担う業種などの競争力を強化し、地域の特性に合わせた産業として支援
していくことが求められています。
・　異種産業の融合は新しい産業を生む潜在力となっています。それらの異種産業間の交流の機会をより多く提供することが必要
です。
・　情報産業、ファッションやアート産業、伝統産業・地場産業等の創造性を活かした新しい試みを支援していくことが求められて
います。
・　地域の特性を活かしたまちの活性化や地域が抱える課題をビジネスの手法により解決していくしくみづくりが求められていま
す。
・　産業の創造的な担い手となる人材の育成やマネジメント能力のある人材の活用をめざして、産学公の連携を進めることが求め
られています。

・文化創造産業の誘致・育成・振興にむけた取組み
・新宿文化ロードイベント
・文化芸術の創造性を活かした地域産業の新たな展開への支援
・中小企業向け融資制度

30 30 30

単位
20年度 21年度

20～23年度

個別目標評価シート （まちづくり編）

2

Ⅵ

・　伝統産業・地場産業における技能の保存、継承、発展に努め、文化、芸術との連携のしくみづくりを支援します。
・　新宿の持つ歴史と異種産業の混在集積した都市特性を活かした新しい産業の創造、起業を支援します。
・　伝統産業・地場産業や個性的な文化・観光産業などを、新たな創造型産業として振興を図ります。
・　空き店舗の活用など商店街の活性化や地域のニーズに対応したコミュニティビジネス※の育成を図ります。
・　学校、企業、地域などと連携して、産業を支える創造的な人材、マネジメント能力のある人材を育成するとともに、若者の就業・
創業を支援し、雇用の安定を図ります。
・　新宿区のこれからの産業振興にあたって欠かせない、「賑わい産業」の大きな核である「文化創造産業」の誘致・育成・振興を
図るための施策を展開していきます。
・　新宿の文化、観光の振興のために誘致してきた吉本興業、宝塚大学、芸能花伝舎との連携を軸に、新たな新宿の文化、観光
産業を育成することを目的に、「ビジターズ産業（賑わい産業）」の活性化を図る「新宿文化ロード」を創出していきます。

新宿ならではの活力ある産業が芽吹くまち

産業の活性化のための基盤整備
創業・起業・就業の支援
異業種交流の促進
産業に関する情報提供

多様なライフスタイルが交流し、「新宿らしさ」を創造していくまち



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

統合 244

所管部 地域文化部

方向性 頁 総合評価 方向性

　個別目標は、文化創造産業振興と地域産業支援の側面も持っているため、文化と産業の融合のしくみ
づくりを通して、産業の活性化を図る必要があります。
　また、中小企業の自助努力と行政支援の関係性の検証も踏まえ、区内ものづくり産業の技術革新や経
営環境の向上、文化創造産業への支援について、継続的かつ総合的な展開を図る必要があります。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　区が実施する文化創造産業の誘致や支援事業が、結果的に新たな産業の
創出につながります。そして、創業の際の資金需要に応えるための融資制度
である創業資金、情報技術活用促進資金の融資件数を成果指標としていま
す。よって、目標設定としては適切です。

総合評価

81
文化芸術の創造性を活かした地
域産業の新たな展開への支援

計画どおり 継続 242

計画どおり

③効果的・効
率的な視点

　事業が多岐にわたるため、各事業担当間で情報の共有を図り、効果的・効
率的に事業を進めました。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

計画事業名

新宿文化ロードの創出

計画事業名

80

④目的(目標水
準)の達成度

　情報技術活用促進資金の融資件数については、やや減少が見られたもの
の、創業資金の融資件数は、目標値を達成しています。
　また、各計画事業において、文化ロードイベントの開催や産業振興フォーラ
ムの開催で成果をあげており「達成度が高い」と評価します。□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　産業の活性化や新たな産業の創出を目標としており、行政が主体となって
担うべきものだと考えられるため、適切です。

□ 改善が必要である

内　容

　文化創造産業育成委員会からの提言を踏まえ、創造産業及び地域産業支援の両側面からの事業実施
を行います。また、文化創造産業への支援として、エンターテイメント産業を対象とした融資などを試行実
施します。さらに、マイスター認定制度など各事業との連携強化、創業支援施設については、23年度の開
設に向けた施設整備を行っていきます。

  各事業は積極的に進められており、指標目標も達成しています。一方で、個々の事業の達成状況にとら
われ、活力ある産業の呼び起こしという視点にかけるため、事業間の連携とともに様々な情報を共有して
いくことが課題です。

  各事業間でより一層の情報共有に努め、可能な部分は連携を行うなど効果的・効率的な運営に努めま
す。また、情報共有を図るなかで、全体としての課題を発見し活力ある産業の推進を図ります。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　文化創造産業育成委員会から文化創造産業振興の基本的視点や区の取組みの方向性等に関する提
言を受け、区は施策の検討を進めました。新宿文化ロードでは、協議会を開催し、主催イベント時期の分
散や広報方法の変更などを行い、効果的・効率的な運営に努めました。地域産業支援としては、産業振
興フォーラムの開催による情報共有化に努めました。また、「技の名匠」など文字商標や図形商標の登録
及び周知により、区内のものづくり産業の支援に努めました。

総 合 評 価

　本個別目標に掲げる「めざすまちの姿・状態」の実現に必要である、個別目
標を構成する各計画事業の進捗状況は、順調であり、全体として計画どおり
に進んでいます。■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

行政の主な役割

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

個別目標評価シート （まちづくり編）

3

Ⅵ

・　新宿の文化・観光資源を広く情報発信するため、関係機関と連携・協働して、ＰＲ体制の整備を進めます。
・　多様性や懐の深さといった新宿らしさを十分に楽しめる観光資源、観光ルートなどを活用するための環境整備を進めます。
・　国内、国外から多くの来訪者があるまちの特徴を活かして、来訪者間での、また来訪者と区民との文化交流などを支援し、ふれあいの場を提供し
ていきます。
・　地域の伝統産業に従事する専門技術者や芸術家との交流を促進して、付加価値の高い多種多様な新宿ブランド、地域ブランドの確立・発展を支
援します。
・　歌舞伎町において放置自転車対策の強化、置き看板の撤去・指導を行うとともに、年間を通じてシネシティ広場を中心に様々なイベントなどを行う
ことにより、歌舞伎町から新たな文化を創造し広く発信していきます。
　　また、安全・安心の確保策や地域活性化の方策など、歌舞伎町を誰もが安心して楽しめるまちへと再生するための対策について、地元や関係機
関、有識者等からなる歌舞伎町ルネッサンス推進協議会と一体となって推進していきます。
・　地域特性に合わせた、個性的で魅力ある商店街づくりを支援し、地域のコミュニケーションの場、ふれあいの場として、商店街の活性化を図りま
す。
・　区民一人ひとりに平和の大切さ、尊さを再認識してもらうために、様々な機会で、平和意識の普及、啓発に努めていきます。
・　情報提供の方法や内容の充実など外国人の行政サービス利用への支援を強化するとともに、多文化共生社会※の実現に向けた外国人と日本人
のコミュニケーションの支援や相互理解を推進します。さらに、地域住民や活動団体のネットワークを強化し、主体的に事業を行えるよう支援します。

ひと、まち、文化の交流が創るふれあいのあるまち

歌舞伎町地区のまちづくり推進　　多様な主体との連携促進や支援　　観光案内制度の整備　　観光情報の発信、観光資源情報などの環境整備
商店街への支援　　国際・国内交流の推進　　平和に対する意識啓発　　外国人と日本人の相互理解の促進、支援

多様なライフスタイルが交流し、「新宿らしさ」を創造していくまち

・　観光情報の収集・提供、観光施策の企画・調査・実施など多様な主体の協力、連携による体制の整備が求められています。
・　新宿にある豊富な魅力や文化・観光資源について、情報の収集・整理・共有・発信を進め、新宿の持つ魅力を再発見・再認識できる環境の整備が
求められています。
・　新宿が創造・発信している最先端の情報、歴史・文化資源、観光資源などを活かし、国内外の交流を推進していくことが求められています。
・　文化・芸術や産業にかかわる団体、専門家、国、都、他区市町村、企業、ＮＰＯなどとの連携のあり方を検討していくことが求められています。
・　日本を代表する繁華街、歌舞伎町は、映画館・劇場・飲食店・性風俗関連の特殊営業店が混在しており、暴力団や違法性風俗店の存在などによ
り危険なまち歌舞伎町というマイナスのイメージが根強く残っています。このような歌舞伎町の持つマイナスのイメージをプラスに変え、まちの再生を図
るために、官民合同の取組として歌舞伎町ルネッサンスの取組が行われています。この取組を着実に進めることにより、誰もが安心して楽しめるまち
へと歌舞伎町を再生していくことが求められています。
・　商店主の高齢化や空き店舗の増加などによる商店街の空洞化や消費者ニーズの多様化など商店街を取り巻く環境の変化への対応が求められて
います。
・　戦後半世紀以上を経過し、戦争の悲惨さを直接に継承する人が少なくなっている中で、若い世代に平和の大切さの認識を一層深めていくことが
大切です。
・　区民の約１割が外国籍となる中で、言葉やコミュニケーションの問題等により、外国人が必要な行政サービスを十分に受けることができないケース
があります。外国人が区民として必要なすべての行政サービスが受けられる環境整備が必要です。
・　区民として暮らす外国人が増加する中で、生活習慣の違いやコミュニケーション不足等により、外国人と日本人との間であつれきが生じるケースも
見られます。外国人と日本人が互いに理解し合い、ともに暮らしやすい環境づくりに取り組むことが求められています。

１　（仮称）新宿文化観光ビューロー設立準備委員会によるビューローの設置形態・事業内容等に関するまとめ、観光マップの作成（４言語）、歩きたく
なるまち新宿観光案内所・新宿まち歩きガイド運営協議会の設置・運営　　２　商店会サポート事業、商店街イベント事業補助金、空き店舗活用支援
事業等　３　歌舞伎町クリーン作戦による環境浄化・美化活動、大久保公園シアターパークテント劇場やシネシティ広場を活用した賑わいの場づくり
４　平和展、親と子の平和派遣事業、平和マップの作成等の実施　５　新宿多文化共生プラザの運営、ネットワーク連絡会の開催など

80.0 85.0 90.0

83.8

単位
20年度 21年度

300,000 300,000 300,000

22年度 23年度
20～23年度 備考

（現状） （目標） （目標）

指
標
１

目標値１①
人

40,000

142.5
単年度ごとの水準実績１② 57,003 220,358

③＝②／① ％ 73.5

指
標
２

目標値１①
％

75.0
単年度ごとの水準実績１② 59.4 67.0

③＝②／① ％ 79.2
1,721 1,762

127.9
単年度ごとの水準実績１② 1,748 2,148

③＝②／① ％ 106.7

しんじゅく多文化共生プ
ラザを拠点とした外国人
と日本人の交流の促進

指標名

指
標
３

目標値１①
人

1,639 1,680

1 観光マップの年間利用者数観光マップ利用者数

区内各商店会の加入店舗
率

37,370人
（平成18年度）

50,000人

3

83.1%
（平成18年度）

90%

利用者数
1,464人／月
（平成18年度平均）

利用者数
1,876人／月

2
各商店会が新宿区商店会連合会に報告する商店会加
入店舗数の割合

しんじゅく多文化共生プラザの月平均の利用者数

基本目標

個別目標

19年度 29年度指標の定義

　働きの場、学びの場、遊びの場としての多様な魅力を高めて、誰にも愛される魅力あふれるまち、区民が誇れ、新宿を訪れる人が繰り返し訪れたく
なる交流とふれあいのあるまちをめざします。

基　準 目 標



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

84 商店街活性化支援

248

計画どおり83
歌舞伎町地区のまちづくり
推進

計画どおり 改善

継続

82

年
度
実
績

課　題

年
度
評
価

改
革
方
針

方向性

内　容

　　「新宿の魅力を発信」する新たなしくみとしての（仮称）新宿文化観光ビューローについては、設立に向けて、新宿区観
光協会等の関係機関との調整が必要です。また、新宿の魅力を伝えるためには多言語による観光情報の提供や商業的な
情報も取り扱っていけるようにしていくことが必要です。そして、歌舞伎町の更なるイメージアップや、空き店舗対策におけ
る需要と供給を結びつけるＰＲのあり方について検討していくことも課題です。さらには、より多くの若い世代に平和につい
て考える契機となるパンフレットづくりなどの検討や、多文化共生を進めるためのネットワーク連絡会が主体的に活動が行
える体制づくりが必要です。

　「新宿の魅力を発信」する（仮称）新宿文化観光ビューローは実行計画の行程の中での検討・準備を進めるとともに、商
業的な情報も取り扱えるしくみとしていきます。また、観光マップは多言語化を図るよう見直します。そして、商店街活性化
のためのモデル商店街（３商店街）の創出や空き店舗活用支援事業におけるＰＲ活動、歌舞伎町のイメージアップに向け
ての情報発信力の強化や多彩なイベントの実施等の取り組みを進めていきます。さらに、新たに、平和マップを作成し、小
中学校に配布するほか、多文化共生においては日本語学習や防災等、具体的なテーマに即した部会活動を活性化させ
る等、現行の取り組みを基本としつつ、手段を改善し、その取り組みを強化していきます。

21
年
度
状
況

改革方針

計画どおり

新宿の魅力の発信 85

改革方針
への対応
状況

　ビューローの設置形態や商業的情報の取扱いを含む設立に向けての基本的な考え方を取りまとめました。観光マップは
4言語で作成したほか、外部評価の意見を踏まえて民間事業者等との連携により新たな観光案内制度を創設し、新宿の魅
力を紹介しました。また、空き店舗活用支援事業では、関東近県の商工会議所、介護事業者等、幅広く周知を行い、2件
を実現したほか、歌舞伎町では、シアターパークとしての大久保公園の整備や海外に向けての外国語のホームページサ
イトの構築に取り組みました。さらには、戦争の史跡等を掲載した平和マップを作成し、区立小中学校に配布したほか、
ネットワーク連絡会のメンバーと協力して「外国人への情報提供ガイドライン」を策定しました。

計画事業名計画事業名

21

　（仮称）新宿文化観光ビューローの設置・運営に向け、引き続き検討・調整を進めるとともに、「新宿の魅力の発信」事業
は、公益財団法人新宿未来創造財団へ事業移管を行い、行政の制約を越えた情報発信を行っていきます。歌舞伎町で
は、大久保公園からの文化創造・発信事業を推進するとともに、管理運営のしくみづくり等に取り組んでまいります。また、
商店街活性化支援では、積極的なサポート活動等を継続し、商店会をエリアで捉えた横断的な商店会活動の展開を支援
していきます。さらに、平和マップを利用したウォーキングを実施するほか、多文化共生の取り組みでは、ネットワーク連絡
会をこれまで以上に活性化し、分科会を立ち上げ、プラザのあり方検討や地域におけるプラザの周知活動、地域課題の解
決等を進めることで、本計画事業の「めざすまちの姿・状態」を実現してまいります。

22

　本個別目標を構成する各事業は効果的効率的に行われていると評価しますが、 観光情
報の発信は、商業的な情報等、利用者の視点から、より効果的な観光情報を検討していくこ
とが必要です。また、より効果的に、多文化共生のまちづくりを進める上で、多文化共生プラ
ザは利用者と地域・他の施設をつなぐコーディネートをしていく活動が必要です。

評価の理由

■ 改善が必要である

■ 改善が必要である

□ 効果的・効率的である

　本個別目標を実現していくため、計画事業の新宿の魅力の発信や商店街活性化支援、平
和啓発事業については、概ね適切に目標を設定していると評価しますが、歌舞伎町のまち
づくりについてはイメージ改善のための新たな指標を、地域と育む外国人参加の促進では、
プラザの周知啓発等に関する新たな指標を設定していくことが必要です。

適切である   本個別目標に掲げる「めざすまちの姿・状態」を実現していくためには、個別目標を構成す
る各計画事業において、多様な主体がそれぞれの役割を担っていくことが必要です。新宿
の魅力の発信、歌舞伎町地区のまちづくり推進をはじめとして、各事業において行政や各
主体は適切な役割を果たしており、サービスと負担の担い手は適切であると評価します。□ 改善が必要である

状況認識
（課　題）

□ 達成度が低い

　左頁の主な取り組みに示すように、新宿のまちの多様な魅力を高めて、区民が誇れ、繰り
返し訪れたくなるまちを実現していくために、着実にその取り組みは進めてきています。様々
な取り組みを進める中では、観光における商業的な情報の取り扱いや歌舞伎町のまちづくり
を進める上でのより効果的な目標設定、多文化共生のまちづくりを進める上でのネットワーク
連絡会の活性化等、課題が浮き彫りになった部分もありますが、取り組み全体としては「計画
どおり進んでいる」ものと評価します。

④目的(目標水
準)の達成度

総 合 評 価 ■ 計画どおりに進んでいる

□

□

②適切な目標
設定

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいない

視点 評価区分

■

□ 適切である

③効果的・効率
的な視点

達成度が高い

①サービスの
負担と担い手

■

所管部 地域文化部・区長室・教育委員会事務局・総務部

方向性 頁 総合評価 方向性

　 「新宿の魅力を発信」する取り組みとして、ビューローの設置・運営に向けて、各参加予定団体の意思決定手続きを進め
るとともに、具体的な事業内容等について、引続き課題を整理することが必要です。また、歌舞伎町では、イベント公園とし
て整備した大久保公園シアターパークの運営の仕組みづくりに取り組むことが課題です。そして、商店街活性化支援で
は、商店会単位だけではなく、エリアを意識した横断的な商店会活動の展開も視野に入れていく必要があります。さらに、
平和マップを手に取り、実際に歩いて見てもらえるような取り組みや、ネットワーク連絡会の活性化・多文化共生プラザのあ
り方の検討等が課題です。

総合評価

個別目標を構成する計画事業

　多文化共生のまちづくりを進めていく上で、ネットワーク連絡会の活性化等、一部目標値
に達していない部分はありますが、本個別目標を構成する多くの取り組みが目的や目標水
準を達成している状況であるため、達成度は高いものと評価します。

256

計画どおり 継続 252

86
地域と育む外国人参加の促
進

250 改善

頁

平和啓発事業の推進 計画どおり 継続 254



めざす区政運営

主な課題

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

1

Ⅰ

・　コールセンターを設置し、土日・夜間も含め、電話により区政に関する簡易な問合せに対して回答するとともに、年度末などの
繁忙期における休日窓口の開設、区税等のコンビニでの収納など、多様なライフスタイルに対応できるように、窓口サービスを充
実していきます。
・　ホームページでの区政情報の提供を充実するとともに、電子マネーやインターネットバンキングを利用した電子決済システムな
ど新たな決済手段の研究など、ＩＴを利活用した区民サービスの充実に努めることで、利便性の向上を図ります。

窓口サービスの利便性の向上

好感度一番の区役所の実現

215.0

90,000 90,000

個別目標評価シート （区政運営編）

・　多様なライフスタイルに対応できるように、夜間・休日における問合せへの応対や住民票の写し及び印鑑証明書の交付などを
行い、窓口サービスの充実を図る必要があります。
・　また、区民の生活実態に着目し、区民生活の身近なところでも、区民の需要に応えられるきめ細かい行政を展開していく必要
があります。

・　コールセンターの管理運営及びデータベース化したＦＡＱの充実を図っています。
・　軽自動車税、国民健康保険料、介護保険料、個人住民税(普通徴収分)に加え、個人住民税(普通徴収督促分)と後期高齢者
医療保険料のコンビニ収納を20年度から開始しました。
・　区公式ホームページの再構築及び地域ポータルの開設・運用、区道上の避難場所標識への情報プレートの設置を行いまし
た。
・　証明書自動交付機システムの設計・開発及び機器設置環境の整備を行いました。
・　新規購入図書館資料等へのＩＣタグ貼付及び自動貸出機の全館での運用を行いました。

単位

90,000

22年度 23年度
20～23年度

90,000/年

備考
（現状） （目標） （目標）

20年度 21年度

指
標
１

目標値１①
件

90,000

90.2
実績１② 81,165 61,742
③＝②／① ％ 68.6

50.020.0 45.0 50.0指
標
２

目標値１①
％

実績１② 43.0
③＝②／① ％

2
証明書発行数に占める証明書自動交付機による証明書
発行の割合（住民票の写しの発行）

1
コールセンターの受付件数（ホームページのＦＡＱ（よくあ
る質問と回答）システムへのアクセス件数を含む）

コールセンターの受付件数

証明書発行数に占める証明
書自動交付機による証明書
発行の割合

コールセン
ター
平成20年3月
開設

平成21年度
稼動

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義指標名

区政の主役は区民です。区は、基礎自治体として、区民生活を支えるため、区と区民の接点の拡充を図る必要があります。その
ためには、区の施設の窓口だけでなく、区民生活の身近なところにおいても情報技術（ＩＴ）を活用した窓口サービスの整備を図る
ことで、窓口サービスの一層の向上をめざします。

目　標基　準



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 ■ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

262継続計画どおり

計画どおり 継続 266

頁

計画以上 継続 264

拡大 260

所管部 区長室・総合政策部・総務部・地域文化部・福祉部・健康部・教育委員会事務局

方向性 頁 総合評価 方向性

　コールセンターや自動交付機、地域ポータル、図書の自動貸出機など、新しい窓口サービスのさらなる
周知による利用向上並びにこれらのサービスの安定した運用が必要です。
　区公式ホームページの情報充実や地域ポータルのコンテンツ拡充を継続して行う必要があります。
　公金の納付環境整備は、区民サービス向上の観点から重要な課題です。コンビニ収納の対象業務の
拡大により区民の利便性の向上を図る一方、事業者への立ち入り検査等を引き続き実施し、確実な個人
情報の保護が必要です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　コールセンターの受付件数やコンビニ収納利用率等の向上は区民の利便
性向上を示すものであり、目標設定として適切であると評価します。

91
図書館におけるＩＣタグ及
び自動貸出機の導入

総合評価

88 コンビニ収納の活用

計画どおり 継続 258

計画どおり

証明書自動交付機の導入

③効果的・効
率的な視点

　コンビニ収納における区民サービスの向上と納付促進の両立、地域ポータ
ルにおける広告収入による自立的運営を目指していること、そして自動交付
機の稼働率を高めることは、効率的かつ効果的であると評価します。

計画事業名

コールセンターの設置による
多様なライフスタイルに対応
した区政情報の提供

計画事業名

87 90

④目的(目標水
準)の達成度

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

　20年度中に図書館のＩＣタグ、自動貸出機などは作業を完了し、円滑に運
用しています。コンビニ収納は予定の業務において開始し、その他事業につ
いても次年度以降の段階に向け必要な準備を整えたことから、達成度が高い
と評価します。

89 区政情報サービスの提供

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

内　容

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　区民の多様なライフスタイルを踏まえ、自動交付機、コールセンター、コンビ
ニ収納などサービスを担うにふさわしい手法・担い手により事業を遂行するも
のであり、適切であると評価します。□ 改善が必要である

　区民の多様なライフスタイルに応じたサービス提供に向け、それぞれのサービスの一層の周知と利用向
上、自動交付機やITを活用したサービスの安定稼動を行うとともに、厳重な個人情報保護対策やセキュリ
ティ対策などにより、区民が便利に、安心してサービスを利用できるように努めていきます。
　なお、引き続き個人住民税の普通徴収分現年・滞納繰越催告用納付書の平成22年10月コンビニ収納
開始に向け、電算システムなどの環境整備を行うなど、区の施策全体としては拡大を図ります。

　コールセンターやコンビニ収納についてはさらなる周知強化により利用を促進することが課題です。自
動交付機においては、稼動に向け進捗管理を徹底し、稼働後の利用促進を図ることが課題です。ホーム
ページや多様なメディア活用においては、区民ニーズとともにＩＴを巡る状況にも柔軟に対応しつつ、実現
に向けた取り組みが必要です。図書館においては視聴覚資料用ＩＣタグの特性の周知や機器の操作習
熟等が課題です。

　区民の多様なライフスタイルに応じた窓口サービスの充実のため、各計画事業において、計画どおり遂
行するとともに、周知徹底を図り、実施体制等を区民の利用状況等に応じて見直しを図っていきます。ま
た、コンビニ収納における対象事業の拡大を図るとともに、新たな電子納付手段についても導入を検討し
ていきます。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　コールセンターや自動交付機の利用について、ホームページ・広報紙・ポスター等で周知を実施し、利
用促進に努めるとともに、自動交付機を安心して利用できるよう、機器設置環境の整備、セキュリティ対策
等を実施しました。また、区公式ホームページの再構築、地域ポータルサイトの開設及び区道上の案内
標識への情報プレートの設置は、いずれも予定どおり完了しました。
　個人住民税の普通徴収分現年・滞納繰越催告用納付書の平成22年10月コンビニ収納開始に向け、電
算システムなどの環境整備を行っています。

総 合 評 価

　基本目標「好感度一番の区役所の実現」に向け、各事業とも順調に進捗し
ているため、総合的に見て計画どおり進んでいると評価します。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

22
年
度
評
価

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

区民意見を受けてから適正
な期間内で処理できる割合

指
標
１

2週間以内に
回答した割合
　60％
（平成18年
度）

1
区民意見を受けてから２週間以内に完了した処理の、全
体に占める割合

47.3
実績１② 33.4

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

目　標基　準

2

Ⅰ

・　施策の企画立案・実施・評価・改善の各段階への区民参画を進めるとともに、総合計画・実行計画の適切な進行管理を図るた
め、行政評価に外部評価のしくみを導入し、区政における施策形成過程の一層の客観性・透明性を高めます。
　・　区の財政状況と行政コストの内容を明確にするため、新たな公会計制度の検討を進めるとともに、行政評価結果を予算編成
過程に反映することで、予算編成過程の透明性を一層高めていきます。
・　行政内部の事務処理については、福祉情報システムや介護支援システムなど、すでに個別業務でＩＴを利活用しています。今
後は、個別業務システムの連携による情報の共有化や、データ検索・加工・分析などの職員のスキル向上を図り、ＩＴ利活用の効
果を拡大していきます。

80.0

20～23年度 備考
（現状） （目標） （目標）

22年度 23年度
単位

20年度 21年度

目標値１①
％

80.0

41.8

80

個別目標評価シート （区政運営編）

指標名

80.0

区民参画の推進と効果的・効率的な事業の遂行

好感度一番の区役所の実現

・　施策の企画立案・実施・評価・改善の各段階へ区民が参画するための制度が十分に確立されていません。
・　総合計画策定にあたり、新宿区基本構想審議会から、行政評価に新たに外部評価を組み込む「区民と専門家等によるチェッ
クのしくみの創設」が提案されました。これを受け、区は総合計画を進行管理するしくみを、制度として確立していく必要がありま
す。
・　人員や予算などの限られた行政資源を、効果的・効率的に活用することが、区政運営の基本です。

・　行政評価については、外部評価の実施（3年め）及び第一次実行計画の評価
・　区民意見システムの運用
・　ＩＴ成熟度調査の実施及び結果の評価による課題の明確化とＩＴガイドラインへの反映
・　次期イントラネットシステム再構築方針及び財務会計・文書管理等システムの更新方針等の検討

　区は、施策の企画立案・実施・評価・改善の各段階への区民参画を、制度として確立します。
　このことにより、区民に成果の見える効果的・効率的な区政運営をめざします。

37.8
③＝②／① ％



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

頁

272

270 計画どおり 継続 274

所管部 総合政策部、区長室

方向性 頁 総合評価 方向性

　行政評価ではこれまで計画事業を中心に外部評価を行ってきましたが、新たに補助事業の見直しや、
経常事業の評価手法についての検討が求められます。
　区民から寄せられた意見については、区民意見システム導入から1年が経過し、処理作業の効率化や
データの有効活用方法が課題となっています。
　また、IT化に関し、策定したガイドラインやIT成熟度評価・提案の有効活用や、イントラネット再構築にお
けるシステムの円滑な稼動に向けた着実なシステム開発が課題です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　区民参画による効果的・効率的な区政運営のため、行政評価での外部評
価の実施・手法確立、区民の意見の有効活用と迅速な対応、行政内部事務
処理での情報基盤整備・ＩＴ活用の推進は重要であり、適切な目標です。

計画どおり
でない

改善

総合評価

93
区民意見の分析と施策への
有効活用

計画どおり

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

94
区政の効率性を高めるための
ＩＴ利活用の推進

③効果的・効
率的な視点

　行政評価での外部評価実施、区民意見の有効活用、庁内情報基盤整備
及びＩＴ利活用により、区民参画の推進と限られた行政資源の効果的・効率
的活用を図ることができます。

計画どおり
でない

改善

計画事業名

92 改善 268

④目的（目標
水準）の達成
度

　行政評価においては外部評価の施策見直しへの反映度が増し、また、庁
内情報基盤についても予定どおり検討態勢を整備しました。
　しかし、区に寄せられた区民の意見への対応においては、21年3月導入の
区民意見システムで指標とした「迅速さ」の面で達成度が低く、ＩＴ利活用につ
いては、ガイドラインを完成させましたが、有効活用のための見直し作業が継
続中です。このことから、全体としては達成度が低かったといえます。

134 庁内情報基盤の強化

■ 達成度が低い

□ 達成度が高い

計画事業名

行政評価制度の確立

視点 評価区分 評価の理由
①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　区民参画を制度として確立し、区民に成果の見える効果的・効率的な区政
運営を目指すことは、行政の重要な役割です。□ 改善が必要である

内　容

　行政評価については、外部評価委員会において補助事業の評価及び経常事業評価手法の検討を実
施します。区民意見システムについては、運用改善策や、データベース化した意見の分析・運用方法の
検討を行います。IT化に関しては、次世代電子自治体構築に向けたロードマップや、ガイドライン活用促
進のための様式集等を作成し、情報基盤整備おいては業務合理化・施策立案への効果的活用のため職
員研修を実施し、円滑なシステム稼動を実現させます。

　行政評価については、内部評価の方法について、第一次実行計画の評価方法としての視点をもって見
直していく必要があります。
　区民意見システムについては有効活用が課題です。
　区民が利便性を実感できる行政サービス提供に向けた電子自治体推進のため、庁内情報基盤強化や
ＩＴ利活用における企画立案・調達・運用評価・改善に係るガイドライン充実を図る必要があります。

　行政評価については、第一次実行計画初年度評価結果及び外部評価委員の意見を踏まえつつ、行政
評価を用いた総合計画及び実行計画の進行を管理する手法について、さらに精緻化を進めます。
　区民意見については、システム活用による意見への迅速な対応、意見の分析手法、分析結果の予算要
求や行政評価への活用方法の検討を行い、各課での運用開始に向けた準備を進めていきます。
　情報基盤の整備については次期システム更新に向けた検討・準備等を行います。
　ＩＴの利活用については、ＩＴガイドラインの評価・見直し及びガイドライン研修を実施し、効率的で効果的
な行政サービスの実現に寄与していきます。

状況認識
（課　題）

■ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　行政評価において、第一次実行計画「まちづくり編」の全計画事業を外部評価した他、外部評価意見を
踏まえた評価シート見直しや指標のローリング実施等、外部評価の施策への反映度が増しました。
　区民意見については、新たに導入した区民意見システムにおいて、蓄積したデータの庁内活用のため
システムを改善しました。
　内部の事務処理に関しては、次期イントラネットシステム再構築に向けた準備を行った他、ＩＴ利活用に
おける課題を明確化してガイドラインに反映し、ＩＴ人材育成研修を実施しました。

総 合 評 価

　行政評価制度において外部評価の施策見直しへの反映度が増し、施策形
成過程の客観性・透明性を高めることができました。情報化の面では、ＩＴガイ
ドラインを策定し、基盤整備においても構築体制等を明確化しました。しか
し、行政としてのＩＴ成熟度は目標値に至っておらず、また、指標とした区民意
見への迅速な処理において目標水準の達成度が低いため、全体としては計
画どおりに進んでいないと評価します。

□ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題



めざすまちの姿・状態

主な課題

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義

　分権時代にふさわしい政策形成能力を持ち、区民とともにまちづくりを担っていける職員を育成することで、地域の
特性を活かした区民本位の区政運営をめざします。

・　区民が主体のまちづくりを進めていくためには、現場現実を重視し、区民の目線でまちの課題を発見し、創造性豊
かな実効性のある政策を立案することのできる職員の育成が求められています。
・　職員一人ひとりが常に、明確な目標と意欲を持って職務に従事するためには、組織目標と職員の個人目標とが一
致するとともに、職員の意欲や能力、職務の実績が適切に評価され、人事給与制度に反映されるしくみが必要です。

人材育成センター設置、人材育成アドバイザーを活用した職員フォローアップ制度の実施、研修体系の再構築
新宿自治創造研究所の運営、研究テーマの設定・調査、講演会・フォーラムの開催
目標管理型人事考課制度の実施、趣旨普及

目　標基　準

平成19年１月制
度開始
平成20年度給与
へ反映
平成21年度調査
実施予定

3

４グループ

42.6%

2
自発的に能力向上をめざし活動している自主研究グルー
プの数

職員の窓口応対の印象が「良い」と感じる人の割合

1
アンケートで、新人事考課制度によって意欲が向上したと
回答する職員の割合

目標管理型人事考課制度
による意欲向上率

自主研究グループ数

接遇応対力の向上度

指標名

指
標
３

目標値１①
％

47.0 48.0
実績１② 40.5 48.3
③＝②／① ％ 86.2

49.0 50.0

100.6

実績１② 5 5
③＝②／① ％ 100.0

指
標
２

目標値１①
グループ

5
82.4

アンケートは21年
度と23年度の実

施
実績１② - 41.2
③＝②／① ％

指
標
１

目標値１①
％

-

20～23年度 備考
（現状） （目標） （目標）
21年度

- 70.0

22年度 23年度

個別目標評価シート （区政運営編）

5 6

100.0

単位
20年度

50.0

3

Ⅰ

・　区民の目線から地域の課題と需要を把握し、区が果たすべき役割を的確にとらえ、区民とともにまちづくりを推進
することができる専門能力と意欲を持った職員を育成します。また、分権時代にふさわしい職員を育成するため、「新
宿区人材育成基本方針」を見直し、取り組んでいきます。
・　職員が持つ能力を引き出し、育成するとともに、職員の努力や業績を適正に評価し、その結果を任用・給与・配置
管理等の処遇に反映させるなど職員の意欲向上と人材育成につながる職場環境づくりを推進します。

分権を担える職員の育成と人事制度等の見直し

高感度一番の区役所の実現

6



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況 改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

□ 計画どおりに進んでいない

改革方針
への対応
状況

　人材育成センターを開設し、民間コンサルタントを活用した自考・自律型職員研修や職員フォローアッ
プ制度など、継続して個々の職員の能力開発を支援・推進するなど、新たな体系に基づく研修を始めまし
た。自治創造研究所は、所蔵する図書の貸出しを開始し、情報発信を進めました。
　人事考課制度では、意識調査に基づき課題を分析し、目標の記述方法や業績評価の着眼点の見直し
等を行いました。

総 合 評 価

　適切な実施方法の選択と目標設定のもとに、計画どおりに研修や講演会、
調査等を実施し、目標水準を概ね達成しました。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

内　容

　21年度に策定された特定事業主行動計画（後期計画）の内容を自考・自律型職員研修に盛り込み、
ワークライフバランスの考え方も周知していきます。
　自治創造研究所は、情報発信の一環として、お知らせを発行します。
　人事考課制度では、制度説明会を実施するほか、各部の管理職に対し、昇任選考の受験勧奨や支援
に対する一層の働きかけを促していきます。

　人材育成センターを活用し、職場での人材育成や職員の主体的な能力開発を支援していくことが必要
です。新宿自治創造研究所では、職員の政策形成能力向上の契機とするべく、研究内容等について、よ
り一層情報発信していく必要があります。人事考課制度については、職員の育成という点における実効性
を高めていく必要があります。

　人材育成センターを運営し、人材育成アドバイザーを活用した人材育成事業の実施や職員フォロー
アップ制度を中心とした職員育成事業を実施します。
　新宿自治創造研究所では、職員を対象に研究所所蔵の図書についての貸し出しを新たに行うととも
に、自治にかかる文献や先進事例等についての情報整理も行い、職員へ情報として発信します。
　人事考課制度は、職員意識調査の実施により課題を抽出し、実効性を高める対策を打ち出します。

状況認識
（課　題）

改善が必要である

□ 達成度が低い

■ 達成度が高い

視点 評価区分 評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　組織を構成する職員の人事管理や人材育成、能力開発、また政策研究に
関する事業であるため区が実施することが適切です。必要に応じて、学識経
験者や民間のコンサルタントとも連携しています。□

④目的(目標水
準)の達成度

　自主研究グループ数と接遇応対力の向上度、研究所が主催した講演会等
への参加者数は目標を達成しました。人事考課制度では意識調査による課
題分析は実施しましたが、職務意欲の向上率は目標を下回りました。

97
目標管理型人事考課制
度の推進

計画事業名

人材育成センター開設による分
権時代にふさわしい職員の育成

計画事業名

95

③効果的・効
率的な視点

　職場内外で育成の機会を作り、学識経験者や民間のコンサルタントとの連
携で民間の視点や先進自治体の事例を取り入れる一方、既存の資源（シス
テム等）も活用しており、適切です。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■ 効果的・効率的である

総合評価

96
新宿自治創造研究所の設置に
よる政策形成能力の向上

計画どおり 継続 276

計画どおり

所管部 総務部・総合政策部

方向性 頁 総合評価 方向性

　研修は、引き続き着実に実施していくほか、特定事業主行動計画（後期計画）を踏まえたワークライフバ
ランスの要素を取り入れていく必要があります。
　自治創造研究所の情報発信機能をさらに強化していく必要があります。
　人事考課制度では、課題分析の結果を踏まえながら、職員の制度に対する理解を深めていくほか、職
務への取組み意欲等の向上に結びつけていく取組みが必要です。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　研修実施の効果や職員の意欲の向上など、各事業の目的に沿い、かつ可
能な限り数値で把握可能な指標であり、適切です。

改善 278

計画どおり 改善 280

頁



めざすまちの姿・状態

主な課題

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

1

Ⅱ

・　区民や地域団体、ＮＰＯ、事業者など多様な主体と区との役割分担を明確にし、区民ニーズに的確に対応した公共サービスを
提供していきます。
　　また、民間委託等による事業については、適切な進行管理を行っていきます。
・　外郭団体は、公共サービスを提供する主体の一つとして、現在の事業が区民ニーズに合致したものか、設立当初の目的と乖
離を生じていないかを検証するとともに、新たな需要に対応していくため、類似した目的や内容を有する団体の再編・統合を含め
た見直しを検討していきます。
・　区税等の財源について収納率の一層の向上に努めることにより、負担の公平性を確保し、基礎自治体※としての自主性・自立
性を高めていきます。
・　サービスの提供主体の違いにより、利用者の負担水準に格差がある場合は、その格差を是正していきます。

公共サービスの提供体制の見直し

公共サービスのあり方見直し

115.7

100未満

個別目標評価シート （区政運営編）

・　区民や地域団体、ＮＰＯ、事業者など多様な主体が、それぞれの特色や強みを活かした公共サービスの担い手になることが求
められています。
・　社会福祉事業団や生涯学習財団など、区の外郭団体はそれぞれの設置目的に基づいて、機動性や柔軟性、効率性等の優
れた面を活かして活動しています。今後は、公共サービスを提供する主体の一つとして、新たな需要に対応していくために、類似
した目的や内容を有する団体の再編・統合を検討するなど、経営改善に向けた見直しが必要になります。
・　区税等の財源は、行政サービスを提供するために必要な費用であり、地方分権が進む中で基礎自治体の基盤をなすもので
す。適切な区税等の収入の確保を図るためには、収納率の一層の向上に努める必要があります。
・　幼稚園などのように民間事業者と区が類似の事業を行っているものがあり、利用者の負担水準に格差のある場合があります。
このように同種・類似サービスを提供する主体の違いにより利用者の負担水準に格差がある場合は、その格差を是正していく必
要があります。

　児童館2所（早稲田南町・西新宿児童館）、シニア活動館1所（信濃町シニア活動館）、地域交流館2所（早稲田南町・西早稲田
地域交流館）、図書館3所（戸山・北新宿・中町図書館）において指定管理者制度を導入しました。
　財団法人新宿区生涯学習財団と財団法人新宿文化・国際交流財団の統合に向けた準備を行ったほか、新宿区勤労者福祉
サービスセンターを解消し、同センターと新宿区障害者就労福祉センターの機能統合を実施しました。

単位
22年度 23年度

20～23年度 備考

　移行前と比較した
経費割合
H20は移行施設なし

（現状） （目標） （目標）
20年度 21年度

指
標
１

目標値１①
％

0
実績１② 0 89.2
③＝②／① ％ 89.2

20.4指
標
２

目標値１①
％

20.4

98.0
基準値より低い値実績１② 20.0 23.6

③＝②／① ％

2 自主的運営を図る

1
指定管理者制度へ移行した施設において、利用者が
サービスの向上を感じる割合が増えるとともに、維持管理
経費が節減できていることを把握する

指定管理者制度へ移行した
施設におけるサービスの向
上と維持管理経費の節減度

外郭団体の補助金収入依
存度

各施設指定
管理者の事
業評価の
データによる

移行時は、経費
が前年度を下回
る。移行後は、利
用者がサービス
の向上を感じる
割合が前年度を
上回り、経費は前
年度を上回らな
い

各外郭団体
の収支計算
書による

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義指標名

　区民や地域団体、ＮＰＯ、事業者など多様な主体が公共サービスの担い手として活動している中で、民間の柔軟性・多様性が
十分活かされるよう、区との役割分担をさらに進めます。
　区は、基礎自治体として、区民生活を支えるために、人員や予算等の限られた行政資源を、効果的・効率的に活用していきま
す。

目　標基　準



評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

22

年
度
実
績

21
年
度
状
況

改革方針

21

改
革
方
針

方向性

課　題

改革方針
への対応
状況

　計画どおりに指定管理者制度を導入したほか、検討連絡会議において運用上の共通課題の検討を行
い、指定期間の弾力化の方針を定めました。また、労働環境モニタリングを本格実施し、その結果を他の
指定管理者へ周知することで注意喚起を行いました。
　また、財団法人新宿区生涯学習財団と財団法人新宿文化・国際交流財団の統合に向けた準備を行っ
たほか、新宿区勤労者福祉サービスセンターを発展的に解消し、同センターと新宿区障害者就労福祉セ
ンターの機能統合を実施しました。さらに、統合後の新財団公益法人化の準備、新宿区勤労者・仕事支
援センターの公益法人化を行いました。

総 合 評 価

　外郭団体の補助金収入依存度が、財団統合準備等による事務増等により、
目標値を上回りましたが、個別目標を構成する計画事業は計画どおり進んで
いること、指標1は概ね目標を達成していることから、総合的には計画どおりに
進んでいると評価します。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

　柔軟で多様なサービスの提供と施設管理の効率化を図るため、20年度の選定作業内容と選定した指定
管理者の事業履行状況を確認しつつ、引き続き指定管理者制度の導入を進める必要があります。また、
活用方針のその趣旨を関係課に周知するとともに、指定管理者制度の導入から5年が経過していることを
踏まえ、指定期間の弾力化など運用上の共通課題の検討や、労働環境モニタリングに向けた調整を全庁
的に行う必要があります。

　指定管理者制度による効率的な施設管理を図るため、事業者選定を計画のとおり進めます。また、活用
方針マニュアルを整備するとともに、全庁的な指定管理者制度検討連絡会（以下、「検討連絡会議」とい
う。）を設置し、指定管理者制度の運用における課題等の検討や情報共有を行っていきます。また、指定
管理者における適正な雇用関係の維持が、より質の高い公共サービス提供の基礎となることから、指定管
理者へ労働環境のモニタリングも実施していきます。

状況認識
（課　題）

□ 計画どおりに進んでいない

視点 評価区分

■ 適切である

□ 改善が必要である

□

達成度が低い

評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　区との役割分担を明確にして、区民や地域団体、ＮＰＯ、事業者など多様な
主体がそれぞれの特色や強みを活かし、区民ニーズに的確に対応した公共
サービスを提供することは、担い手として適切です。□ 改善が必要である

改善が必要である

■

101
地域交流館における指定管
理者制度の活用

105 保育園用務業務の見直し

106
学校給食調理業務の民間委
託

100

計画どおり

286

計画事業名

あゆみの家における指定管
理者制度の活用

計画事業名

98 継続 282

総合評価

104
児童館・ことぶき館用務業務
の見直し

効果的・効率的である

シニア活動館における指定
管理者制度の活用

児童館における指定管理者
制度の活用

計画どおり

計画どおり 継続

　指定管理者制度に移行した8施設において経費は移行前より10.8%節減で
きました。アンケートによるとサービス向上度は良好でした。ただし、外郭団体
の補助金収入依存度は、財団統合準備に伴う事務増や事業委託から補助
への切替え等により、目標値を下回る目標を達成できませんでした。■

③効果的・効
率的な視点

　基礎自治体として区民生活を支えるために、公共サービスの提供体制の見
直しを図り民間の柔軟性・多様性を活用していくことは、人員や予算等の限ら
れた行政資源を活用していくうえで効果的・効率的です。

103

④目的（目標
水準）の達成
度

□ 達成度が高い

内　容

　指定管理者制度導入を計画のとおり進めます。また、22年度は、検討連絡会議で「指定取消しに関する
こと」について検討していくほか、「指定管理料の清算等に関すること」の課題検討に向けた準備を進めて
いきます。さらに、労働環境モニタリングの実施の結果を検証するとともに、再度注意喚起を徹底します。
135・136事業は外郭団体統合により終了となりますが、統合後は統合効果の検証を行います。補助金依
存度については、外郭団体と協議を行い、外郭団体の自主運営による収益率の向上等を働きかけていく
ことで、自主的運営の推進を図ります。

99 284

計画どおり 継続

所管部 総合政策部・福祉部・子ども家庭部・教育委員会事務局

方向性 頁 総合評価 方向性

　柔軟で多様なサービスの提供と施設管理の効率化を図るため、引き続き指定管理者制度の導入を進め
る必要があります。また、21年度に整理した指定管理者制度の運用における全庁的課題を、検討連絡会
議で引き続き検討していくほか、労働環境モニタリングの実施状況を注視していく必要があります。
　今年度は財団統合準備と就労支援事業について委託から補助に切り替えたことにより、補助金依存度
が高くなりました。次年度は自主運営の推進に向け経年的な状況を確認していく必要があります。

個別目標を構成する計画事業

②適切な目標
設定

　多様な主体が公共サービスの担い手として活動している中で、民間の柔軟
性・多様性が十分活かされるよう、区との役割分担をさらに進めるために指定
管理に関する目標設定は適切です。また、外郭団体の自主的運営を図るよ
う、補助金収入の依存度を低くしていく目標設定は適切です。

計画どおり 継続 298

頁

296継続計画どおり

294

情報処理業務の外注化によ
る専門性の活用

135
新宿区勤労者・仕事支援セン
ターの設立に伴う外郭団体等
の統合

288

計画どおり 拡大
136

292

290

継続

102
図書館における指定管理者
制度の活用

計画どおり 継続

継続計画どおり

財団法人新宿区生涯学習財
団と財団法人新宿文化・国際
交流財団の統合

計画どおり 休廃止 302

300計画どおり 休廃止



めざすまちの姿・状態

主な課題

基本的考え方

主な取組み

成果指標

達成状況

基本目標

個別目標

19年度 29年度
指標の定義指標名

　老朽化した施設や、役割を終えた施設については、建物の老朽度、維持管理費、修繕経費などを総合的に考慮し、施設の機
能転換を図ります。そして、地域の施設需要に応えられる施設をめざすとともに、施設の効果的・効率的な活用、施設経費の抑制
を図ります。

基準 目　標

地域内の集会
室機能をもった
施設の実績に
よる

前年度を下
回らない

806,397千円
（平成18年
度）

2 土地信託事業の運営による配当金

1
地域内の集会室機能をもった施設の稼働率
利用された区分数／延区分数

集会室機能の稼働率

土地信託事業の運営による
配当金

毎年基準金額
よりＵＰ

実績１② 1,307,242 881,975
③＝②／① ％

指
標
２

目標値１①
千円

806,397

162.1

806,397 806,397 806,397
③＝②／① ％ 102.7

20年度 21年度

指
標
１

目標値１①
％

65.8

105.6
実績１② 69.5 71.4

（現状） （目標） （目標）
23年度

20～23年度 備考

69.5 71.4

個別目標評価シート （区政運営編）

・　ことぶき館・児童館・社会教育会館の持つ機能の転換を図り、少子高齢社会に対応した施設の整備の方向性を示すとともに、
より多くの区民が交流できる施設として整備していく必要があります。
・　多くの区民が交流できる施設が増加していく中で、施設の機能統合について、十分な検討を進めていく必要があります。
・　新たな需要への対応と、施設経費の抑制が図れるよう、施設全体の配置計画を検討する必要があります。
・　建物や道路・公園などの施設は、経過年数とともに老朽化しますが、計画的な大規模改修が十分でなく、設備の劣化等による
不具合が目立ってきています。
・　廃止となった施設で地域の需要がないものについては、財源確保の視点から、施設や土地の有効活用について検討する必
要があります。

施設の効果的・効率的な活用について、各地区における施設活用検討会での検討及び方針決定
施設の機能転換（児童館・ことぶき館）による交流拠点の整備及び区民ニーズへ対応

単位
22年度

2

Ⅱ

・　ことぶき館を高齢者の社会貢献などの地域活動の場、介護予防などの健康の維持増進の場と位置づけるとともに、区民相互
が交流できる場へと機能転換していきます。
　児童館の一部は、乳幼児や中高生等の居場所を整備するとともに、子育ての悩みや不安を相談できる体制と、要保護児童支
援のしくみをもった施設として機能転換していきます。
　社会教育会館は、多様で多世代にわたる人づくりを進める生涯学習の場として、誰もが利用できる協働と自治の学びを進めるコ
ミュニティ施設として機能転換していきます。
・　新たな需要への対応と、施設経費の抑制が図れるよう、施設全体の配置計画を検討します。
・　建物等の資産については、中長期修繕計画をたて、大規模改修工事を「予防保全」の考え方により実施するとともに、建設廃
材の排出縮減、既存資源の有効活用、効率的な維持管理という観点から、長期活用を図っていきます。
・　施設の再編・統廃合後は、地域において新たな需要が認められる場合は、施設経費の抑制が図れるよう、施設全体の配置計
画の中で、跡活用を検討していきます。それ以外の場合は、機能統合、施設廃止を進め、財源確保のために有効活用していきま
す。

施設のあり方の見直し

公共サービスのあり方見直し

109.4



評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

22

344

戸塚特別出張所移転後の活用

計画どおり

継続

127
子ども発達センター移転後のあゆ
みの家の整備

計画どおり

322

128 西新宿保育園移転後の活用

21

126

121
リサイクル活動センターの機能充
実

旧戸山中学校の活用114

旧新宿第一保育園の活用 計画どおり

継続

113

計画どおり

計画どおり

計画どおり

落合社会教育会館廃止後の活用

計画どおり

継続

112

116

大久保児童館等のあり方検討

330

332

338

継続計画どおり

340

334

336

継続

継続

継続

継続

計画どおり

計画どおり

計画どおり 継続戸塚小売市場廃止後の活用

115 計画どおり 継続

継続

111

戸山児童館等のあり方検討 計画どおり

三栄町生涯学習館の集会室機
能の統合

計画どおり

継続

110

旧東戸山中学校の活用 計画どおり

旧四谷第三小学校の活用 計画どおり 拡大109

改革方針

改
革
方
針

方向性

課　題

内　容

改革方針へ
の対応状況

21
年
度
実
績

③効果的・効率
的な視点

　施設の機能転換については、2館の児童館を子ども家庭支援センターへ、3館のことぶき館を1館のシニ
ア活動館と2館の地域交流館へ機能転換し、地域の需要に対応しました。また、施設活用検討において
は、待機児童の解消も含めた新たな行政需要への対応を図るため、四谷地区の対象施設を拡大して方
針決定するとともに、戸山児童館移転後の施設や西戸山第二中学校統合後の施設などの方針案を策定
しました。

総 合 評 価

　機能転換を実施するに当たり、建物の老朽度、維持管理費、修繕経費など
施設経費の抑制を図りつつ、施設の整備を行いました。また施設の活用検討
では、対象施設を拡大し、待機児童解消などの新たな行政需要にも対応で
きるよう方針案を策定しました。

■ 計画どおりに進んでいる

□ 計画以上に進んでいる

　施設活用検討の対象施設を拡大し、施設や土地の有効活用についてより効果的に検討する必要があり
ます。その際には、待機児童解消などの新たな行政需要にも対応していく必要があります。

　ことぶき館・児童館の機能転換を推進しつつ、施設経費の抑制が図りながら地域の需要に合った施設
活用について十分な検討を行います。また、待機児童の解消も含め、新たな行政需要にも対応しながら
施設や土地の有効活用を検討していきます。

評価の理由

①サービスの
負担と担い手

■ 適切である 　施設の機能転換や施設活用検討は、施設の行政需要や地域の声を聞きな
がら行政が担うべきものであり、担い手として適切です。□ 改善が必要である

視点 評価区分

達成度が低い

■ 達成度が高い

　戸山児童館移転後の施設や西戸山第二中学校統合後の施設などについては、地域説明会を開催し、
地域の声を踏まえて方針決定する必要があります。また、弁天町国有地の処分の動向を注視し、取得も
視野にいれて区有施設の再配置を検討する必要があります。

状況認識
（課　題）

計画どおりに進んでいない

④目的（目標水
準）の達成度

□

年
度
評
価

年
度
状
況

効果的・効率的である

107 施設の機能転換 計画どおり 継続

　各地域内での交流の拠点となる集会室等の稼働率は増加しました。また、
土地信託事業の運営による配当金も、昨年度よりは減少したものの基準金額
を上回りました。

計画事業名計画事業名 総合評価

□

②適切な目標設
定

　施設が地域の施設需要に応えられているかを図るうえで、集会室機能の稼
働率増加の目標設定は適切です。また、施設が財源確保のため有効に活用
されているかを図るうえで、土地信託事業の運営による配当金増加の目標設
定は適切です。

　集会室機能の稼働率を踏まえて地域の施設需要を捉え、施設の再編・統
廃合・機能統合など、施設全体の配置計画の検討を進めることは効果的で
す。また、財産として有効活用していくことは効果的です。

■ 適切である

□ 改善が必要である

□ 改善が必要である

■

308

310

所管部
総合政策部・区長室・総務部・地域文化部・福祉部・子ども家庭部
・健康部・環境清掃部・都市計画部・教育委員会事務局

方向性 頁 総合評価 方向性

　施設活用の方針案については、十分な地域説明を行い、最終方針を決定していく必要があります。ま
た、行政需要に対応するため、引き続き施設活用について検討する必要があります。

個別目標を構成する計画事業

継続 328

304

306

119
シルバー人材センター移転後の
活用

計画どおり

120
消費生活センター分館の機能充
実

計画どおり

頁

改善 326

118

高田馬場三丁目地区の施設活
用

計画どおり 継続

117 計画どおり 継続

312

324

314

316

318

320

高田馬場福祉作業所の整備122

123
高田馬場福祉作業所移転後の活
用

継続

124

中長期修繕計画に基づく施設の
維持保全

129 継続

342継続

西戸山第二中学校統合後の活用



 



 
 
 
 
 
 
 

             

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 



 7事業評価一覧表　　【まちづくり編】

前年度
評価

評価
結果

今後の
方向性

ページ

1 （仮称）自治基本条例の制定 Ｂ Ｂ 継続 80

2
特別区のあり方の見直しと自治権の
拡充

Ｂ Ｃ 改善 82

②
協働の推進に向けた
支援の充実

3
ＮＰＯや地域活動団体等、多様な主
体との協働の推進

Ｂ Ｂ 改善 84

①
地域自治のしくみと支
援策の拡充

4
町会・自治会及び地区協議会活動
への支援

Ｂ Ｂ 継続 86

5 地域を担う人材の育成と活用 Ｂ Ｃ 改善 88

6 地域センターの整備（戸塚地区） Ｂ Ｂ 休廃止 90

① 人権の尊重 7 成年後見制度の利用促進 Ｂ Ｂ 拡大 92

② 男女共同参画の推進 8 男女共同参画の推進 Ｂ Ｂ 継続 94

③
個人の生活を尊重し
た働き方の見直し

9
ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活
の調和）の推進

Ｂ Ｂ 継続 96

10
保護者が選択できる多様な保育環
境の整備

Ｂ Ｂ 拡大 98

11 子どもの居場所づくりの充実 Ｂ Ｂ 継続 100

②
地域で安心して子育
てができるしくみづくり

12
地域における子育て支援サービスの
充実

Ｂ Ｂ 継続 102

③
特別な支援を必要と
する子どもや家庭への
支援と自立促進

13
子ども発達センターの移転と児童デ
イサービスの拡充

Ｂ Ｂ 継続 104

14 確かな学力の育成 Ｂ Ｂ 継続 106

15 特色ある教育活動の推進 Ｂ Ｂ 継続 108

16
特別な支援を必要とする児童生徒
への支援

Ｂ Ｂ 継続 110

17 学校適正配置の推進 Ｂ Ｃ 継続 112

18 学校施設の改善 Ｂ Ｂ 継続 114

130 学校の情報化の推進 Ｂ 継続 116

19
地域との協働連携による学校の運
営

Ｂ Ｂ 継続 118

20 家庭の教育力向上支援 Ｂ Ｂ 継続 120

①

生涯にわたり学習・ス
ポーツ活動などを楽し
む環境の充実

21
総合運動場及びスポーツ環境の整
備

Ｂ Ｂ 改善 122

② 中央図書館の再構築 22 新しい中央図書館のあり方の検討 Ｂ Ｂ 継続 124

23 図書館サービスの充実 Ｂ Ｂ 継続 126

24 子ども読書活動の推進 Ｂ Ｂ 改善 128

25 歯から始める子育て支援 Ｂ Ｂ 継続 130

26 食育の推進 Ｂ Ｂ 継続 132

27 元気館事業の推進 Ｂ Ｂ 継続 134

28 新型インフルエンザ対策の推進 Ｃ Ｂ 改善 136

29 エイズ対策の推進 Ｂ Ｂ 継続 138

計画事業基本施策個別目標基本目標

自
治
の
ま
ち
　
新
宿

区民が
自治の
主役とし
て、考
え、行動
していけ
るまち

①
自治の基本理念、基
本原則の確立

②
コミュニティ活動の充
実と担い手の育成

参画と協働によ
り自治を切り拓く
まち

Ⅰ

Ⅱ

1

コミュニティの活
性化と地域自治
を推進するまち

2

一
人
ひ
と
り
を
大
切
に
す
る
ま
ち
　
新
宿

2
子どもの育ち・自
立を地域でしっ
かり応援するまち

だれもが
人として
尊重さ
れ、自分
らしく成
長してい
けるまち

1
一人ひとりが個
人として互いに
尊重しあうまち

②
学習や生活の場にふ
さわしい魅力ある学校
づくり

①
地域において子どもが
育つ場の整備・充実

③
家庭や地域がともに
育てる協働と連携によ
る教育環境づくり

4
生涯にわたって
学び、自らを高
められるまち

③ 図書館機能の充実

3

未来を担う子ど
もの、一人ひとり
の生きる力を育
むまち

①
子どもの生きる力を伸
ばす学校教育の充実

①
一人ひとりの健康づく
りを支える取組みの推
進

5
心身ともに健や
かにくらせるまち

②
多様化する課題に対
応した保健・公衆衛生
の推進



前年度
評価

評価
結果

今後の
方向性

ページ計画事業基本施策個別目標基本目標

30 高齢者を地域で支えるしくみづくり Ｂ Ｂ 継続 140

31 介護保険サービスの基盤整備 Ｃ Ｃ 改善 142

32 介護保険制度改正に伴う支援 Ｂ Ｂ 継続 144

33
後期高齢者医療制度の実施に伴う
支援

Ｃ Ｂ 継続 146

131
高齢者総合相談センターの機能強
化

Ｂ 継続 148

②
障害のある人とその家
族の生活を支える
サービスの充実

34 障害者の福祉サービス基盤整備 Ｂ Ｃ 継続 150

③
セーフティネットの整
備・充実

35
ホームレス及び支援を要する人の自
立促進

Ｂ Ｂ 拡大 152

①
高齢者の社会参加、
自己実現の機会の提
供

36
高齢者の社会参加といきがいづくり
の拠点整備

Ｂ Ｂ 継続 154

②
障害のある人の社会
参加・就労支援

37 障害のある人への就労支援の充実 Ａ Ｂ 継続 156

③
新たな就労支援のしく
みづくり

38
新宿区勤労者・仕事支援センターに
よる就労支援

Ｂ Ｂ 拡大 158

39
特別な支援を必要とする人への居
住支援

Ｂ Ｂ 継続 160

40
分譲マンションの適正な維持管理及
び再生への支援

Ｂ Ｂ その他 162

41
区営住宅の再編整備（早稲田南町
地区）

Ｃ Ｃ その他 164

42 建築物の耐震性強化 Ｂ Ｂ 拡大 166

43 道路・公園の防災性の向上 Ｂ Ｂ 拡大 168

44 道路の無電柱化整備 Ｂ Ｂ 継続 170

45 木造住宅密集地区整備促進 Ｂ Ｂ 継続 172

46 再開発による市街地の整備 Ｂ Ｂ 継続 174

② 災害に強い体制づくり 47 地域防災拠点と避難施設の充実 Ｂ Ｂ 継続 176

48
安全で安心して暮らせるまちづくりの
推進

Ａ Ｂ 継続 178

49 民有灯の改修支援 Ｂ Ｂ 継続 180

②
消費者が安心して豊
かにくらせるまちづくり

132 消費生活センターの機能充実 Ｂ 休廃止 182

①
資源循環型社会の構
築

50
ごみ発生抑制を基本とするごみの減
量とリサイクルの推進

Ｂ Ｂ 改善 184

②
地球温暖化対策の推
進

51 地球温暖化対策の推進 Ｂ Ｂ 継続 186

52 清潔できれいなトイレづくり Ｂ Ａ 継続 188

53 路上喫煙対策の推進 Ｂ Ｂ 継続 190

④
環境問題への意識啓
発

54 環境学習・環境教育の推進 Ｂ Ｂ 継続 192

55 区民ふれあいの森の整備 Ｂ Ｂ 継続 194

56 玉川上水を偲ぶ流れの創出 Ｂ Ｂ 継続 196

57 新宿りっぱな街路樹運動 Ｂ Ｂ 縮小 198

58 新宿らしい都市緑化の推進 Ｂ Ｃ 改善 200

59 樹木、樹林等の保護 Ａ Ａ 継続 202

60
アユやトンボ等の生息できる環境づく
り

Ｂ Ｂ 継続 204

①
高齢者とその家族を
支えるサービスの充実

1
だれもが互いに
支え合い、安心
してくらせるまち

④
だれもが安心して住み
続けられる豊かな住
まいづくり

①
災害に強い、逃げない
ですむ安全なまちづく
り

2
だれもがいきいき
とくらし、活躍で
きるまち

災害に備えるま
ち

3

4
日常生活の安
全・安心を高め
るまち

③
良好な生活環境づくり
の推進

1
環境への負荷を
少なくし、未来の
環境を創るまち

①
犯罪の不安のないま
ちづくり

① 水とみどりの環の形成

②
みどりを残し、まちへ
広げる

2
都市を支える豊
かな水とみどりを
創造するまち

安
全
・
安
心
な
共
生
の
ま
ち
　
新
宿

安全で
安心な、
質の高い
くらしを実
感できる
まち

Ⅲ

人
と
環
境
に
や
さ
し
い
潤
い
の
あ
る
ま
ち
　
新
宿

持続可
能な都
市と環境
を創造す
るまち

Ⅳ



前年度
評価

評価
結果

今後の
方向性

ページ計画事業基本施策個別目標基本目標

61
ユニバーサルデザイン・ガイドライン
の策定と推進

Ｂ Ｂ 継続 206

62 交通バリアフリーの整備推進 Ｂ Ｂ 継続 208

63 新宿駅周辺地区の整備推進 Ｂ Ｂ 継続 210

64 高田馬場駅周辺の整備推進 Ｂ Ｂ 継続 212

65 中井駅周辺の整備推進 Ｂ Ｂ 継続 214

66 自転車等の適正利用の推進 Ｂ Ｂ 継続 216

67 地域活性化バスの整備促進 Ｂ Ｂ 継続 218

68
都市計画道路の整備（補助第72号
線）

Ｂ Ｂ 拡大 220

69 人にやさしい道路の整備 Ｂ Ｂ 継続 222

70 細街路の整備 Ｂ Ｂ 拡大 224

71 まちをつなぐ橋の整備 Ｂ Ｂ 継続 226

1
歴史と自然を継
承した美しいまち

①
地域特性に応じた景
観の創出・誘導

72 景観に配慮したまちづくりの推進 Ａ Ａ 継続 228

2
地域の個性を活
かした愛着をも
てるまち

①
地域主体のまちづくり
とそれを支えるしくみ
づくり

73
地区計画等を活かした地域の個性
豊かなまちづくりの推進

Ｂ Ｃ その他 230

①
楽しく歩けるネットワー
クづくり

74 歩きたくなる道づくり Ｂ Ｂ 継続 232

②
魅力ある身近な公園
づくりの推進

75 魅力ある身近な公園づくりの推進 Ｂ Ｂ 継続 234

①
文化・歴史の掘り起こ
し、継承・発展・発信

76 文化・歴史資源の整備・活用 Ｂ Ｂ 改善 236

77 地域のお宝発掘 Ｃ Ｂ 改善 238

78 文化体験プログラムの展開 Ｂ Ｂ 改善 240

79 文化創造産業の誘致 Ｂ
81へ事
業統合

80 新宿文化ロードの創出 Ａ Ｂ 継続 242

81
文化芸術の創造性を活かした地域
産業の新たな展開への支援

Ｂ Ｂ 統合 244

133 （仮称）産業振興基本条例の制定 Ｂ 継続 246

82 新宿の魅力の発信 Ｂ Ｂ 改善 248

83 歌舞伎町地区のまちづくり推進 Ｂ Ｂ 継続 250

②
誰もが、訪れたくなる
活気と魅力あふれる
商店街づくり

84 商店街活性化支援 Ｂ Ｂ 継続 252

③ 平和都市の推進 85 平和啓発事業の推進 Ｂ Ｂ 継続 254

④
多文化共生のまちづく
りの推進

86 地域と育む外国人参加の促進 Ｂ Ｂ 改善 256

事業評価シート一覧表の見方

　Ｃ ： 計画どおりに進んでいない

今後の方向性は７種類

　Ａ ： 計画以上に進んでいる Ｂ ： 計画どおりに進んでいる

　     継続 ： 現状のまま継続　　改善 ： 手段改善　　縮小 ： 事業縮小　　拡大 ： 事業拡大　　統合 ： 事業統合　　休廃止 ： 休廃止
       その他 ： その他（制度改正等）

①
だれもが自由に安全
に行動できる都市空
間づくり

3
人々の活動を支
える都市空間を
形成するまち ② 交通環境の整備

③ 道路環境の整備

3
ぶらりと道草した
くなるまち

景
観
と
地
域
の
個
性
を
創
造
す
る
ま

ち
　
新
宿

②

1
成熟した都市文
化が息づく、魅
力豊かなまち

2
新宿ならではの
活力ある産業が
芽吹くまち

新しい文化と観光・産
業の創造・連携・発信

文
化
芸
術
創
造
の
ま
ち
　
新
宿

3

ひと、まち、文化
の交流が創るふ
れあいのあるま
ち

①

区民による新しい文化
の創造

①
文化芸術創造産業の
育成

Ⅵ

多様なラ
イフスタ
イルが交
流し、
「新宿ら
しさ」を創
造してい
くまち

Ⅴ

まちの記
憶を活か
した美し
い新宿を
創造する
まち

持続可
能な都
市と環境
を創造す
るまち

Ⅳ

人
と
環
境
に
や
さ
し
い
潤
い
の
あ
る
ま
ち
　
新
宿



　7事業評価一覧表　　　【区政運営編】

前年度
評価

評価
結果

今後の
方向性

ページ

87
コールセンターの設置による多様なライ
フスタイルに対応した区政情報の提供

Ｂ Ｂ 継続 258

88 コンビニ収納の活用 Ｂ Ｂ 拡大 260

89 区政情報提供サービスの充実 Ｂ Ｂ 継続 262

90 証明書自動交付機の導入 Ｂ Ａ 継続 264

91
図書館におけるＩＣタグ及び自動貸出機
の導入

Ｂ Ｂ 継続 266

92 行政評価制度の確立 Ｂ Ｂ 改善 268

93 区民意見の分析と施策への有効活用 Ｂ Ｃ 改善 270

94
区政の効率性を高めるためのＩＴ利活用
の推進

Ｃ Ｃ 改善 272

134 庁内情報基盤の強化 Ｂ 継続 274

95
人材育成センターの開設による分権時
代にふさわしい職員の育成

Ｂ Ｂ 継続 276

96
新宿自治創造研究所の設置による政
策形成能力の向上

Ｂ Ｂ 改善 278

② 人事制度等の見直し 97 目標管理型人事考課制度の推進 Ｂ Ｂ 改善 280

98
あゆみの家における指定管理者制度の
活用

Ｂ Ｂ 継続 282

99
児童館における指定管理者制度の活
用

Ｂ Ｂ 継続 284

100
シニア活動館における指定管理者制度
の活用

Ｂ Ｂ 継続 286

101
地域交流館における指定管理者制度
の活用

Ｂ Ｂ 継続 288

102
図書館における指定管理者制度の活
用

Ｂ Ｂ 継続 290

103
情報処理業務の外注化による専門性
の活用

Ｂ Ｂ 拡大 292

104 児童館・ことぶき館用務業務の見直し Ｂ Ｂ 継続 294

105 保育園用務業務の見直し Ｂ Ｂ 継続 296

106 学校給食調理業務の民間委託 Ｂ Ｂ 継続 298

135
新宿区勤労者・仕事支援センターの設
立に伴う外郭団体等の統合

Ｂ 休廃止 300

136
財団法人新宿区生涯学習財団と財団
法人新宿文化・国際交流財団の統合

Ｂ 休廃止 302

① 施設の機能転換 107 施設の機能転換 Ｂ Ｂ 継続 304

108 信濃町児童館等の整備と機能転換 Ｂ
事業終
了

109 旧四谷第三小学校の活用 Ｃ Ｂ 拡大 306

110
三栄町生涯学習館の集会室機能の統
合

Ｃ Ｂ 継続 308

111 旧東戸山中学校の活用 Ｂ Ｂ 継続 310

112 戸山児童館等のあり方検討 Ｂ Ｂ 継続 312

計画事業

若
松
・
大

久
保
地
区

指
定
管
理
者
制
度
の
活
用

民
間
委
託
等
の
推
進

外
郭
団
体
の

自
立
と
統
合

四
谷
地
区

窓口サービスの充実①

ＩＴ利活用による利便
性の向上

②

区民意見を区政に反
映するしくみの確立

③
ＩＴ利活用による効率
性の向上

①

3

分権を担える
職員の育成と
人事制度等の
見直し

①
職員の能力開発、意
識改革の推進

基本目標 個別目標 基本施策

Ⅰ

好感度
一番の
区役所
の実現

1
窓口サービス
の利便性の向
上

2

区民参画の推
進と効果的・効
率的な事業の
遂行

①

多様な主体による公
共サービスの提供

多様な主体による公
共サービスの提供

①

公共
サービ
スのあり
方の見
直し

Ⅱ

公共サービス
の提供体制の
見直し

1

公共
サービ
スのあり
方の見
直し

Ⅱ

② 各地区の施設活用

2
施設のあり方の
見直し



前年度
評価

評価
結果

今後の
方向性

ページ計画事業基本目標 個別目標 基本施策

113 旧新宿第一保育園の活用 Ｂ Ｂ 継続 314

114 旧戸山中学校の活用 Ｂ Ｂ 継続 316

115 大久保児童館等のあり方検討 Ｂ Ｂ 継続 318

116 戸塚小売市場廃止後の活用 Ｂ Ｂ 継続 320

117 高田馬場三丁目地区の施設活用 Ｂ Ｂ 継続 322

118 戸塚特別出張所移転後の活用 Ｂ Ｂ 継続 324

119 シルバー人材センター移転後の活用 Ｃ Ｂ 改善 326

120 消費生活センター分館の整備 Ｃ Ｂ 継続 328

121 リサイクル活動センターの機能充実 Ｂ Ｂ 継続 330

122 高田馬場福祉作業所の整備 Ｂ Ｂ 継続 332

123 高田馬場福祉作業所移転後の活用 Ｂ Ｂ 継続 334

124 西戸山第二中学校統合後の活用 Ｂ Ｂ 継続 336

125
西落合児童館等の整備と西落合ことぶ
き館廃止後の活用

Ｂ
事業終
了

126 落合社会教育会館廃止後の活用 Ｂ Ｂ 継続 338

127
子ども発達センター移転後のあゆみの
家の整備

Ｂ Ｂ 継続 340

角
筈

地
区

128 西新宿保育園移転後の活用 Ｂ Ｂ 継続 342

③
資産（建物等）の長寿
命化

129
中長期修繕計画に基づく施設の維持
保全

Ｂ Ｂ 継続 344

事業評価シート一覧表の見方

　Ｃ ： 計画どおりに進んでいない

今後の方向性は７種類

　Ａ ： 計画以上に進んでいる Ｂ ： 計画どおりに進んでいる

 　継続 ： 現状のまま継続　　改善 ： 手段改善　　縮小 ： 事業縮小　　拡大 ： 事業拡大　　統合 ： 事業統合　　休廃止 ： 休廃止
   その他 ： その他（制度改正等）

戸
塚
地
区

落
合
第
二
地
区

大
久
保
地
区

Ⅱ

各地区の施設活用②
施設のあり方の
見直し

2

公共
サービ
スのあり
方の見
直し



 ８ 事業評価シートの見方

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

177.8

実績１② 73 16

③＝②／① ％ 100.0

9 9 9 100指
標
４

目標値１①
団体

73

23年度に１００団体

3 ＮＰＯや地域活動団体等、多様な主体との協働の推進

Ⅰ 個別目標 基本施策

採択事業数

ＮＰＯ活動資金助成　申請件数

ＮＰＯネットワーク協議会加盟数

サイト加入団体数

協働支援会議によるＮＰＯ活動資金・協働事業提案
の審査、協働事業の評価、協働推進のあり方の検討

1 ②

　地域を支えるＮＰＯや地域活動団体などの多様な主体との協働を促進するため、地域活動団体等の連携協
力・情報交換の場を提供するとともに、協働推進基金による財政支援を行います。また、協働事業提案制度を
拡充することで、地域活動団体等と区の協働を推進していきます。

基本目標

目的

①

計画事業

⑥

協働事業提案制度の実施

協働推進基金の趣旨普及とＮＰＯ活動資金の助成

団体

％

28 7

28 3

42.9100.0

件

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

事業

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

ＮＰＯネットワーク協議会との連携による地域にお
ける社会貢献活動団体のネットワークのづくり

区民活動支援サイト「キラミラネット」を活用した地
域活動情報の収集と発信

④

⑤

①協働事業提案制度の拡充　　②協働支援会議の運営　　③協働推進基金を活用したＮＰＯ活動資金助成
④ＮＰＯをはじめ地域を支える社会活動団体のネットワークの拡充　　⑤地域活動推進のための情報提供

備考20～23年度単位
（現状）

23年度

１０事業/年

３０件/年

23年度に５０団体

目標水準

協働事業提案制度審査会により選定さ
れ、事業化した数

指標名 定義

20年度

10 10 10/年

区民を対象とした社会貢献事業に助成す
る、協働推進基金を活用した活動資金助
成の申請件数

ＮＰＯネットワーク協議会に加盟している団
体数

21年度 22年度

（目標） （目標）

区民活動支援サイトに加入している団体
数

83.3

10

3

30.0

6

5

30 30 30 30 30/年

16

53.3 50.0

15

507 8

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

目的
実施により
達成される
事柄

手段
計画事業を
実現するた
めの方法

指標
事業成果を
計る指標



コスト

一般財源
特定財源

常勤職員
非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

計画どおりに進んでいない

状況認識
（課　題）

21
年
度
状
況

改革方針

一般財源投入率

財源
内訳

視点

改革方針
への対応
状況

□

■

□

千円

％

人

■

□

■

■

□

■

評価区分

職員

□

人 2.7 2.7

　協働支援会議による第三者の視点及びNPOネットワーク協議会
による行政にはない視点を取り入れて、行政が具体的な協働推
進のしくみづくりを進めていくことは適切です。

　多様な主体との協働を推進するそれぞれの取組みについて、
認知度を高めることが参加促進には必要であり、目標設定は適切
です。一方で、事業実施内容を反映できる指標について検討を
行う必要があります。

33,759 39,522

評価の理由

0 0

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　協働支援会議・NPOネットワーク協議会・区等が、それぞれの経
験や能力を生かした役割を担い連携することによって、効果的・
効率的に行われています。

　協働推進基金の寄附金、区民活動支援サイトは積極的に周知
等を行った結果、目標値を達成しました。一方で、協働事業提
案、活動資金助成及びネットワーク協議会については、さらに周
知を行い、趣旨普及に努めていく必要があります。

減価償却費

事業費
人件費
事務費

□

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的(目標水
準)の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

30,987

22年度 23年度
10,945 17,223

38,072

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

総計

千円
22,814 22,299

0 0

4,222

5.4

　協働支援会議・NPOネットワーク協議会・区等が、それぞれの経
験や能力を生かした役割を担い連携して協働を推進していくこと
によって、一定の成果が得られています。実績を踏まえた課題整
理と検討も実施し、事業全体を通して計画どおりに進んでいま
す。

①サービスの負
担と担い手

②適切な目標
設定

③効果的・効率
的な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

73,281

地域文化部 地域調整課所管部 所管課

備考20～23年度
28,168
45,113

0
0

69,059

0

94.2

　協働事業のあり方については、引続き実績の検証等を行いながら検討していく必要があ
ります。また、協働推進基金を活用したＮＰＯ活動資金助成については、安定した事業実
施を目指してさらなる趣旨普及に努める必要があります。
　さらに、「ひろば」設置についても引続き検討を行いつつ、ＮＰＯ活動交流・支援事業を
計画どおりに実施することによって、地域を支えるＮＰＯや地域活動団体の「お互いの顔が
みえる関係」づくりを進めていく必要があります。

　協働事業提案及びＮＰＯ活動資金助成をよりよい制度としていくために、引続き検討を
行い、直ぐに対応できるものについては適宜取り入れていきます。また、基金の趣旨普及
は、助成事業案内冊子を読みやすく工夫して作成し、周知を図っていきます。
　さらに、社会貢献活動のネットワークづくりを進めるため、ＮＰＯ活動交流・支援事業を、
ＮＰＯネットワーク協議会との協働によりＮＰＯが持っている柔軟な発想を取り入れて行って
いきます。

　提案制度導入から３年間に実施した、協働事業の審査や評価によって見えてきた課題
を整理し、改めて協働事業のあり方について検討していく必要があります。また、協働推
進基金を活用したNPO活動資金助成についても、これまでの課題を整理し、検討を行う必
要があります。さらに、（仮称）NPOふれあいひろばの設置については、引続き検討を行っ
ていく必要があります。

　提案制度をよりよい制度としていくために、導入した１８年度からの取組みででてきた課
題を整理し、協働事業のあり方について検討を行います。また、協働推進基金を活用した
NPO活動資金助成についても、これまでの課題を整理し、検討を行います。さらに、社会
貢献活動団体のネットワークづくりという原点に立ち戻って、（仮称）NPOふれあいひろば
の設置を引続き検討していくこととします。

　協働事業のあり方について課題を整理し、協働支援会議おいて検討を行い、ＮＰＯ活動
資金助成については２２年度の実施に反映させる手続きを行いました。また、「ひろば」設
置に向けた検討をＮＰＯネットワーク協議会と重ねるとともに、場所を持たない形で市民活
動の普及・交流事業を行う「新宿ＮＰＯ活動交流・支援事業」の実施準備を行いました。

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価

0 0

96.391.8
1,4502,772

トータルコスト
　決算数値

減価償却算出の考え方
施設の残存価格を整備費の
１０％とし、「定額法」により耐
用年数に応じて減価償却費
を算出した

耐用年数
基本的に税法上規定に基づ
いている

サービスの負担と担い手の
観点から分類し、適正な対
応がとられているか

適切な目標設定（区民ニーズ
を踏まえた目的・目標になっ
ているか・指標は適切か

費用対効果という面から効
果的・効率的に行われてい
るか

目的や意図する成果に対し
てそれが達成できているか

事業の目的や意図する成果
に対して達成できているか

状況認識
前々年度実績を踏まえた昨
年度の課題

改革方針
前々年度実績を踏まえた、昨
年度の改革方針

達成状況
昨年度の取組み実績・成果

事業に関する検討課題
昨年度の実績を踏まえた翌
年度の課題

改革方針
事業に関する検討課題を踏
まえた事業の方向性と、翌年
度事業へのつながり
（組織目標と関連）



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

22年度条例制
定

1 条例の制定

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

２２年度条例制定
（21年度変更）

目標水準

条例の制定

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

④

⑤

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

指
標
２

目標値１①

％

基本目標

目的

①

⑥

　制定においては、区民・議会・行政が一体となり取り組んでいきます。

（仮称）新宿区自治基本条例検討連絡会議の開催
（１６回）

自治基本条例中間報告会の開催(1月30日開催）

新宿区自治基本条例区民検討会議の開催（２６回）

1 ①

　新宿区における自治の基本理念や基本原則、方向性を明らかにするために、区民、議会、行政が一体となり、（仮称）新宿区自
治基本条例の制定に向けて取組みます。

1 （仮称）自治基本条例の制定

Ⅰ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

条例の制定状況



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

計画どおりに進んでいる

40,986

3.7

21,762

1.9

0

計画以上に進んでいる 　条例制定に向けて、区民・議会・行政が一体となって、十分な議論と合意
形成を図りながら進めることができました。

　区民検討会議では、地域団体（町会・自治会、地区協議会、NPO等）と公
募からなる幅広い区民の参画の下、検討を行っています。　また、区民・議
会・行政の各代表からなる検討連絡会議において、それぞれの検討案を
基に条例骨子案の検討を行っています。
　こうした取組みは、区民等との十分な議論を踏まえた合意形成という視点
から、効果的・効率的な進め方であると言えます。

　条例制定時期は22年度に変更するものの、会議の開催時間や回数を増
やすなど十分な議論を行い、区民・議会・行政が一体となって取り組むとい
う目的を達成することができました。

　条例の制定にあたっては、区民等との十分な意見交換を行いながら取り
組むことが重要であることから、制定時期（指標）を21年度から22年度に変
更しました。区民・議会・行政の三者の合意に基づく見直しであり、目標設
定は適切です。

達成度が高い

達成度が低い

評価の理由
　区民の参画の下、議会・行政が一体となり取り組んでおり、適切です。

総合政策部 企画政策課

40,986

0

100.0

所管部 所管課

備考20～23年度

10,067

30,919

0

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

改善が必要である

■

事務費

14,866

0 0

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

■

トータルコスト 単位

視点

□

■

□

■

20年度

財源
内訳

総計

千円

16,053

減価償却費

事業費

人件費

19,224

0

3,171 6,896

0

21年度 23年度22年度

0

0

19,224 21,762

計画どおりに進んでいない

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

□

　条例骨子案を策定するとともに、多様な区民意見を幅広く収集するため、無作為抽出による区民討
議会や区民アンケート、地域懇談会、パブリックコメントなどを実施します。骨子案策定の議論を踏ま
え、多様な意見等を反映し、条例素案として取りまとめていくことが課題です。

　区民検討会議や検討連絡会議などで十分な議論を踏まえて合意形成を図れるよう会議を運営しま
す。また、多様な区民の意見を幅広く収集するため、無作為抽出による区民討議会や区民アンケー
ト、地域懇談会、パブリックコメントなどを実施し、そこで得た意見等も尊重し、条例素案としてまとめて
いきます。条例制定後は、地域説明会など様々な機会を通じて、区民への周知に努めていきます。

21
年
度
状
況 改革方針

方向性

22
年
度
評
価

　今後、区民・議会・行政の三者それぞれが検討した条例に盛り込むべき事項を検討連絡会議の場
でいかに十分な意見交換を行いながら条例の骨子案にまとめていくかが課題になります。また、三者
で作成した条例骨子案をもとに、多様な区民の意見を収集する仕組みをつくり、区民の合意形成を
図っていくかが重要です。

　区民検討会議や検討連絡会議などで十分な検討が行えるよう会議運営を行っていきます。また、多
様な区民の意見を収集していく取組みとして、報告会や地域懇談会の開催、区民アンケートの実施、
区民から無作為抽出した参加者による区民討議会の開催などを行います。

　区民検討会議や検討連絡会議の開催時間や回数を増やし、十分な検討が行えるよう会議を運営す
るとともに、これまでの検討状況を周知するため中間報告会を開催しました。また、多様な区民の意見
を収集するため、区民アンケート、区民討議会などの実施方法について検討してきましたが、条例骨
子案策定に併せて実施する必要があるため、２２年度に変更しました。

100.0

0 0

100.0一般財源投入率

0

千円

％

21
年
度
実
績

職員 人

評価区分

□

□

■

□

1.8



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

21年度444項目が
100％

444

341

76.8

286

444

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

更なる権限移譲と適正な財源移
譲の実現

目標水準

権限移譲と適正な財源移譲の実現
都区の事務配分の方向性の検討項目数（累計）

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

④

⑤

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

項目

％

指
標
２

目標値１①

％

基本目標

目的

①

⑥

　都区のあり方検討委員会や全国市長会などにおける、地方分権改革に関する検討の場を通じて区の意見を述べていきます。

都区の事務配分の方向性についての新宿区としての事務評
価

全国市長会や特別区長会を通じての国への地方分権改革推
進の要請

1 ①

　住民に最も身近な基礎自治体としての特別区のあり方を見直し、自治権の拡充を図ることで、“自己決定・自己責任”に基づく
自立した行財政運営が行えるよう都と協議し、検討していきます。

2 特別区のあり方の見直しと自治権の拡充

Ⅰ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

都から区への更なる権限移譲と適正
な財源移譲の実現状況



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

　都区の事務配分について、任意共管事務の未検討項目（102項目）に関し、引き続き、区の基本的
な考え方をまとめ、示していく必要があります。また、地方分権改革推進計画や地域主権戦略会議な
どの地方分権（地域主権）改革の動きを調査・研究し、基礎自治体への権限移譲や義務付け・枠付け
の見直し等に関する内容を注視していく必要があります。

　都区の事務配分について、任意共管事務の未検討項目（102項目）に関し、庁内の担当部署と連携
を取りながら、引き続き基礎自治体優先の原則の視点をもって、区の基本的な考え方をまとめ、示して
いきます。　また、今後の事務配分の具体化の検討に向けて、特別区として事前準備を行うため、区
に移管する方向で都区の認識が一致した53項目の事務について、移管にあたって想定される課題等
の整理を行っていきます。
　地方分権改革推進計画や地域主権戦略会議などの地方分権（地域主権）改革の動きについても調
査・研究し、基礎自治体への権限移譲や義務付け・枠付けの見直し等に関する課題を整理していきま
す。

　都区の事務配分の検討に際しては、区民に最も身近な基礎自治体として、区が担うべき事務につい
ては区に移管すべきとの考えに基づき判断していく必要があります。また、大都市基礎自治体として
の新宿区のあり方についても、区としての基本的考え方を検討していく必要があります。

　都区の事務配分の検討に際しては、区民に最も身近な基礎自治体として区が担うべき事務につい
ては区に移管すべきとの考えに基づき、引き続き主張していきます。また、「大都市基礎自治体として
の新宿区」のあり方について、新宿自治創造研究所と連携しながら検討を行うとともに、（財）特別区協
議会の特別区制度研究会に参加し、調査・検討を行う過程等を通じて発信していきます。

　都区の事務配分の検討に関しては、特別区長会を通じ、都区のあり方検討委員会において、区の
考え方を主張しています。また、「大都市基礎自治体としての新宿区」のあり方については、新宿自治
創造研究所と連携して検討を進めるとともに、特別区制度研究会での研究の過程の中で発信しまし
た。

0.4 0.3

100.0

所管部 所管課

5,858

5,858

0

0

0

5,858

総合政策部 企画政策課

備考20～23年度

0

23年度

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

□

総計

千円

3,380

22年度トータルコスト 単位

2,478

0 0

0 0

20年度 21年度

④目的（目標水
準）の達成度

■

0減価償却費

事業費

人件費

事務費

0

22
年
度
評
価

年
度
実
績

評価の理由

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

　都区のあり方検討委員会では、「都区の事務配分」「特別区の区域のあり
方」「税財政制度」の３点を検討事項としています。これら３点の検討の手法
や順序について都と特別区長会が一致点を見出しつつ、個別の項目の検
討を進めているところです。22年度も引き続き検討することになりましたが、
「都区の事務配分」のうち約４分の３を占める「法令に基づく事務」の基本的
方向について、１項目を除きとりまとめることができました。

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

0.7

0 0

100.0

3,380 2,478

■

　区民に最も身近な基礎自治体としての特別区のあり方を見直し、自治権
の拡充を図ることで、“自己決定・自己責任”に基づく自立した行政運営を
行うことができます。また、権限移譲に向けて、まず都区の事務配分の方向
性を検討する必要があり、目標設定は適切です。

　都区のあり方検討委員会や全国市長会など地方分権改革に関する様々
な機会を通じて積極的に意見表明を行うことで、効果的に進めています。

改善が必要である

千円

％

□

 都区のあり方検討委員会において、都区の事務配分について検討すべき
444項目のうち341項目に関する基本的方向のとりまとめが終了しました。区
としては、この委員会での議論に資するよう必要な検討を行ってきたところ
です。残りの項目については、委員会で「さらに検討期間が必要」と整理さ
れたのを受け、22年度に区としての考え方をまとめていきます。

□

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

方向性

□
総 合 評 価

年
度
状
況

改革方針

21

計画どおりに進んでいない■

21

一般財源投入率

財源
内訳

職員 人

■

評価区分

①サービスの負担
と担い手

0 0

3,380 2,478

視点

□

100.0

　事務権限や財源など特別区の自治権の拡充を図ることで、地域の実態に
即した多様な行政サービスの提供が可能になります。

0

■

□



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

採択事業数

ＮＰＯ活動資金助成　申請件数

ＮＰＯネットワーク協議会加盟数

サイト加入団体数

177.8

実績１② 73 16

③＝②／① ％ 100.0

9 9 9 100指
標
４

目標値１①
団体

73

1 ②

　地域を支えるＮＰＯや地域活動団体などの多様な主体との協働を促進するため、地域活動団体等の連携協力・情報交換の場
を提供するとともに、協働推進基金による財政支援を行います。また、協働事業提案制度を拡充することで、地域活動団体等と
区の協働を推進していきます。

区民活動支援サイトに加入している団体数 23年度に１００団体

3 ＮＰＯや地域活動団体等、多様な主体との協働の推進

Ⅰ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

①協働事業提案制度の拡充　　②協働支援会議の運営　　③協働推進基金を活用したＮＰＯ活動資金助成　　④ＮＰＯをはじめ
地域を支える社会活動団体のネットワークの拡充　　⑤地域活動推進のための情報提供

協働事業提案制度の実施

協働推進基金の趣旨普及とＮＰＯ活動資金の助成

協働支援会議によるＮＰＯ活動資金・協働事業提案の審査、
協働事業の評価、協働推進のあり方の検討

団体

％

28 7

28 3

42.9100.0

件

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

事業

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

ＮＰＯネットワーク協議会との連携による地域における社
会貢献活動団体のネットワークのづくり

区民活動支援サイト「キラミラネット」を活用した地域活動
情報の収集と発信

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

１０事業/年

３０件/年

23年度に５０団体

目標水準

協働事業提案制度審査会により選定され、事業
化した数

指標名 定義

20年度

10 10 10/年

区民を対象とした社会貢献事業に助成する、協働
推進基金を活用した活動資金助成の申請件数

ＮＰＯネットワーク協議会に加盟している団体数

21年度 22年度

（目標） （目標）

83.3

10

3

30.0

6

5

30 30 30 30 30/年

16

53.3 50.0

15

507 8

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

状況認識
（課　題）21

年
度
状
況 改革方針

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

■

■

□

■

評価区分

千円

％

計画どおりに進んでいない

一般財源投入率

財源
内訳

職員 人

□

■

□

　協働支援会議による第三者の視点及びNPOネットワーク協議会による行
政にはない視点を取り入れて、行政が具体的な協働推進のしくみづくりを
進めていくことは適切です。

　多様な主体との協働を推進するそれぞれの取組みについて、認知度を
高めることが参加促進には必要であり、目標設定は適切です。一方で、事
業実施内容を反映できる指標について検討を行う必要があります。

33,759 39,525

評価の理由

0 0

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　協働支援会議・NPOネットワーク協議会・区等が、それぞれの経験や能力
を生かした役割を担い連携することによって、効果的・効率的に行われてい
ます。

　協働推進基金の寄附金、区民活動支援サイトは積極的に周知等を行っ
た結果、目標値を達成しました。一方で、協働事業提案、活動資金助成及
びネットワーク協議会については、さらに周知を行い、趣旨普及に努めてい
く必要があります。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

□

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

22年度 23年度

10,945 17,226

総計

千円

22,814 22,299

0 0

　協働支援会議・NPOネットワーク協議会・区等が、それぞれの経験や能力
を生かした役割を担い連携して協働を推進していくことによって、一定の成
果が得られています。実績を踏まえた課題整理と検討も実施し、事業全体
を通して計画どおりに進んでいます。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

0

69,062

4,222

94.2

5.4

地域文化部 地域調整課所管部 所管課

2.7 2.7

96.3

2,772 1,450

0 0

73,284

30,987 38,075

備考20～23年度

28,171

45,113

0

0

　協働事業のあり方については、引続き実績の検証等を行いながら検討していく必要があります。ま
た、協働推進基金を活用したＮＰＯ活動資金助成については、安定した事業実施を目指してさらなる
趣旨普及に努める必要があります。
　さらに、「ひろば」設置についても引続き検討を行いつつ、ＮＰＯ活動交流・支援事業を計画どおりに
実施することによって、地域を支えるＮＰＯや地域活動団体の「お互いの顔がみえる関係」づくりを進
めていく必要があります。

　協働事業提案及びＮＰＯ活動資金助成をよりよい制度としていくために、引続き検討を行い、直ぐに
対応できるものについては適宜取り入れていきます。また、基金の趣旨普及は、助成事業案内冊子を
読みやすく工夫して作成し、周知を図っていきます。
　さらに、社会貢献活動のネットワークづくりを進めるため、ＮＰＯ活動交流・支援事業を、ＮＰＯネット
ワーク協議会との協働によりＮＰＯが持っている柔軟な発想を取り入れて行っていきます。

　提案制度導入から３年間に実施した、協働事業の審査や評価によって見えてきた課題を整理し、改
めて協働事業のあり方について検討していく必要があります。また、協働推進基金を活用したNPO活
動資金助成についても、これまでの課題を整理し、検討を行う必要があります。さらに、（仮称）NPOふ
れあいひろばの設置については、引続き検討を行っていく必要があります。
　提案制度をよりよい制度としていくために、導入した１８年度からの取組みででてきた課題を整理し、
協働事業のあり方について検討を行います。また、協働推進基金を活用したNPO活動資金助成につ
いても、これまでの課題を整理し、検討を行います。さらに、社会貢献活動団体のネットワークづくりと
いう原点に立ち戻って、（仮称）NPOふれあいひろばの設置を引続き検討していくこととします。

　協働事業のあり方について課題を整理し、協働支援会議おいて検討を行い、ＮＰＯ活動資金助成
については２２年度の実施に反映させる手続きを行いました。また、「ひろば」設置に向けた検討をＮＰ
Ｏネットワーク協議会と重ねるとともに、場所を持たない形で市民活動の普及・交流事業を行う「新宿Ｎ
ＰＯ活動交流・支援事業」の実施準備を行いました。

91.8

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

運営構築 運営

67.0% 250.0

5

3 2 2 3 10

2

96.0

50.58

49.92

98.7

48.38

46.45

52.78 55 55

地区協議会と地域センターの連携を推進する

地区協議会の自主的な活動がより効果的に行う
制度を構築する

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

５５％（平成23年度までに）

10地区(平成23年度までに）

構築

目標水準

町会・自治会の加入世帯率

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

　１０の地区協議会の事業に、補助金を交付し、活動を支
援しました。④

⑤

地区

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

％

％

指
標
２

目標値１①

地区

％

検討 検討

検討 検討

基本目標

目的

①

⑥

①町会・自治会活性化への支援、②地区協議会の位置づけの明確化と運営の充実、③地区協議会活動への助成

　町会・自治会の未加入者に対して、加入を促進するパンフ
レットを作成しました。

　住民自治のあり方の検討のため、地区協議会連絡会の会員
を対象に先進自治体の視察及び勉強会を行いました。

　地区協議会の周知のためタブロイド版広報紙やパネル、パ
ンフレットを作成しました。

2 ①

　区民や地域団体、ＮＰＯ、事業者などが連携・協力し、主体的に地域の課題に取り組む、個人の自主性・自律性と相互信頼に
基づく、開かれた地域コミュニティの実現を追求し、地域コミュニティが多くの公共的役割を果たす「地域自治のまち」をめざしま
す。

4 町会・自治会及び地区協議会活動への支援

Ⅰ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

町会・自治会の加入率

地区協議会と地域センターの合同役
員会等の設置地区数

新たな財政的支援制度の構築



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価

0

　町会・自治会の加入世帯数は、84,779世帯（21年8月1日現在）であり、20年度との比較では7,012世
帯増えています。これは、加入促進策が一定程度の効果を発揮したものと認識しています。しかし、全
世帯に対する加入率は49.92％であり、決して高い率とは言えません。
　地区協議会の位置づけの明確化と新たな財政支援制度への移行については、現在策定中の（仮
称）自治基本条例の中で、地域自治のあり方について、区民・議会・行政の三者で検討をしていま
す。したがって、地区協議会の位置づけの明確化と新たな財政支援制度への移行については、現在
まだ決まっていません。

　町会・自治会加入促進策が一定程度の効果は発揮しているものの加入率は決して高い率ではない
ため、今後は、町会・自治会の周知用パンフレットを22年度情報に更新し作成することや、転入時の
町会・自治会に関する周知を強化するなど、よりいっそう加入を促進します。
　地区協議会の位置づけの明確化と新たな財政支援制度への移行については、現在策定中の（仮
称）自治基本条例の中で、地域自治について区民・議会・行政の三者で、新たな地域自治組織がどう
あるべきかについて検討し、さらに詳細については別条例で定めます。

　地域自治を進めるには、町会・自治会の加入率を高め、地区協議会が区政への参画や地域での課
題解決の場として、地域の諸団体との連携を強め、その機能を一層充実させることが求められていま
す。さらに、引き続き、地区協議会が自主的な活動が担えるよう新たな財政支援制度への移行が求め
られています。

　地域自治を進めるため、町会・自治会の活性化を支援し加入率を高め、地区協議会が区政への参
画や地域での課題解決の場として、地域の諸団体との連携を強め、その機能を一層充実させることが
できるよう支援します。さらに、引き続き、地区協議会が自主的な活動が担えるよう新たな財政支援制
度への移行に向けた検討を進めます。

　町会・自治会の周知用パンフレットおよび加入促進パンフの更新・作成を行い、町会・自治会の活性
化を支援しています。地区協議会については周知のための広報紙やパンフレットの発行を行いまし
た。また、地区協議会と地域センター管理運営委員会との合同役員会の開催に向け検討や調整を進
めています。さらに、住民自治のあり方検討のため、地区協議会連絡会の参加者を対象に先進事例
の視察・勉強会を行いました。

100.0

20～23年度

87,890

174,590

0

備考

262,480

125,149 137,331

0 0

10.4 10.5

100.0

0 0

地域文化部 生涯学習コミュニティ課所管部 所管課

0

262,480

0

100.0

20.9

　それぞれの事業について、事業指標の目標を達成することができ、計画
どおりに進んでいます。平成２２年度に制定が予定される（仮称）自治基本
条例の地域自治組織の規定を踏まえ、新しい指標を検討します。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

総計

千円

87,870 86,720

0 0

22年度 23年度

37,279 50,611

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

　町会・自治会は地縁による共同活動によって、地区協議会は地域団体や
区民で構成する協議会活動によって、地域の公共的役割を担い、住民自
治を実践しているため、効果的・効率的です。

　それぞれの目標水準について、ほぼ達成できています。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　区が活動周知のための印刷経費や補助金を負担し、区民のボランティア
活動を支援することは、行政と住民の協働の観点から適切です。

　それぞれの事業について、地域コミュニティの推進を図る上で適切な目
標が設定されています。

125,149 137,331

評価の理由

0 0

千円

％

計画どおりに進んでいない

一般財源投入率

財源
内訳

職員 人

□

■

□

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

□

■

□

■

評価区分

状況認識
（課　題）

21
年
度
状
況 改革方針



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容
平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

人材育成講座の開催

地域活動参加割合

区内で活動する個人・団体の登録者
数

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

2 ②

　地域における自治の推進には、地域活動・社会貢献活動を担う人材の活性化と能力向上が求められます。そうした地域活動・
社会貢献活動を支える多様な地域人材の育成と活躍の場づくりを進めます。

5 地域を担う人材の育成と活用

Ⅰ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

①地域を担う人材の育成と活用、②生涯現役塾、③生涯学習指導者・支援者バンクの充実

　地域活動の重要な要素である「企画」と「広報」手法を見直
し、実践するための講座を開催しました。

　「スポーツ指導者バンク」と「文化等学習支援者バンク」統合
後、登録者に対する制度変更の周知と、今後の制度活用増
加に向けた登録者の活動情報の更新と公開についての意思
確認を含めた登録者の整理を実施しました。

　地域活動を体験するための講座を開催し、年間を通じて多
くの団体での地域活動を体験してもらいました。また、それら
の体験を情報発信するための小冊子を作成しました。

人

％

460 490

530 211

43.1115.2

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

人

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

平成20～23年度までで
160人

平成23年度に８０％の水準達成

平成20～23年度までで
登録者数550人

目標水準

人材育成講座の受講修了者人数

指標名 定義

20年度

40 40 160

講座受講者のうち地域活動に参加した者の割合

人材バンク登録者の人数

21年度 22年度

（目標） （目標）

452.5

40

160

400.0

40

181

80 80 80 80 80/年

82.7

103.4 66.1

52.9

550520 550

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

☐ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

状況認識
（課　題）21

年
度
状
況

改革方針

一般財源投入率

財源
内訳

視点

改革方針へ
の対応状況

□

☐

■

千円

％

計画どおりに進んでいない

□

□

■

■

■

□

■

評価区分

職員 人

　多様な地域人材の育成と発掘及び活躍の場づくりを通し、地域活動・社
会貢献活動を活性化させ、さらにはそれら人材のいきがいづくりの場をも目
標とする本事業は行政が負担する事業として適切です。

　事業手法の変更や新たな課題への対応を適切に評価するために、既存
指標のほかに新たな視点の指標を設ける必要があります。

30,141 30,186

評価の理由

0 0

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　地域人材の育成・発掘→地域活動体験→活躍の場づくり支援という連続
した事業展開により、幅広い地域人材の発掘、育成、活躍の場の提供がな
されており、効果的・効率的に行われています。

　講座の参加者数では実績を上げていますが、人材の活用面での達成度
が高いとはいえません。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

☐

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

22年度 23年度

8,109 8,717

総計

千円

22,032 21,469

0 0

　それぞれの事業における参加者同士のネットワークも構築されており人材
の育成面では効果を挙げていますが、地域活動への参加や人材バンクへ
の登録といった人材の活用面で目標を下回っており、計画どおりに進んで
いるとは評価できません。事業手法の変更とともに、それに対応する適切な
指標を設ける必要があります。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

27,123 26,936 54,059

6,268

89.6

5

地域文化部 生涯学習コミュニティ課所管部 所管課

60,327

0.3 0.3

2.5 2.5

0.6

3,018 3,250

備考20～23年度

16,826

43,501

0

0

　地域人材の発掘を目的とした参加者の増加獲得目標は継続する必要がありますが、育成した人材
を活用するには、既存の団体との連携や社会貢献活動の場である施設を利用する仕組みづくりが必
要です。さらに、人材の登録・照会の窓口を一本化し、区民が容易に検索し照会できる総合的な人材
バンク制度を作ることが求められています。

　育成した人材が、地域に貢献できる活動が行えるよう、町会・自治会のアンケート結果等を活用し、
既存団体との連携を進めていきます。生涯現役塾は、地域に密着した活動が行えるよう、委託から区
の直接実施に変更します。また、総合的な人材バンク制度の創設に向けて、他の制度を調査し、連
携・融合を図ります。さらに、人材情報を検索・照会できるシステム導入準備を進めるとともに、人材活
用を拡大します。

　それぞれに展開されている事業の情報共有により、一層の効果的成果が期待されます。より多様か
つ幅広い年代層の参加や既存地域団体等の人材を地域リーダーとして活躍できるような育成支援、
及び登録制度の充実、積極的活用により人材交流とネットワーク化の一層の活性化を図る必要があり
ます。
　それぞれに展開してきた事業を、合同開催等により一部共有することにより、効率的で、多様かつ幅
広い年代層へのアプローチを可能にしていきます。また、登録制度を積極的に活用し、それぞれの事
業での活用等により、本事業の総合的な完成度を高めます。

　地域人財塾と生涯現役塾による合同事業を行い、幅広い年代層の参加者が増加し、人材交流を含
め効果的な事業展開ができました。　また、人材バンク制度を充実させるため、文化芸術や多文化交
流分野の情報を収集するとともに、レベルアップ講習会を実施しました。

90.0 89.2

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

地域センター化の達成率

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

2 ②

　地域住民の連帯・自治意識を醸成し、地域コミュニティを育成するとともに、住民参加の区政を確保する場を提供します。

6 地域センターの整備（戸塚地区）

Ⅰ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　戸塚特別出張所管内を中心とした全区民を対象に、地域コミュニティ活動の拠点として地域センターを整備します。

　平成20年8月に建設工事を着工、21年12月に竣工し、22年
2月27日に開設しました。

　地域センター運営に必要な初度調弁（備品等の整備）を実
施しました。

　管理運営準備会を経て、管理運営委員会を設立し、運営
基準等をまとめ、指定管理業務も開始しました。

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

事業

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

平成21年度に10地区全てをセン
ター化する。

目標水準

センター化された所/全特別出張所

指標名 定義

20年度

10

21年度 22年度

（目標） （目標）

100.0

10

10

100.0

9

9

21年度100％

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 ■ 休廃止 □ その他（制度改正等）

状況認識
（課　題）21

年
度
状
況

改革方針

一般財源投入率

財源
内訳

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

千円

％

計画どおりに進んでいない

□

■

□

□

■

□

■

評価区分

職員 人

　地域コミュニティ活動の拠点として区が場を提供し、地域特性や区民ニー
ズ等を活かした運営について、地域住民が主体となる管理運営委員会が
担うなど、適切な役割となっています。

　地域住民が集い、コミュニティ活動の拠点となる地域センターを設置する
ことで、住民相互の交流が促進され、住民の自治意識高揚につながってい
くなど、適切な目標設定といえます。

395,574 931,731

評価の理由

13,583 13,583

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　管理運営に関する事項は、住民ニーズを反映させることができるように、
地域住民による管理運営委員会がまとめました。建物の維持管理は区が
行い、運営は住民組織が行うことで効率的・効果的運営が期待できます。

　地域センター建設工事は計画どおりに完了しました。運営に関する事項
は、管理運営委員会において検討を重ね、基準を整備したため、目標は
達成されたといえます。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

22年度 23年度

369,732 908,798

総計

千円

4,225 6,607

8,034 2,743

　工事が計画に沿って円滑に遂行され、地域センターの開設に向けて地域
住民が区とともに計画の段階から参画して管理運営委員会を立ち上げ、運
営基準等を整備したため、全体的に計画どおりに進んだといえます。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

395,574 931,731 1,327,305

0

100.0

1.3

地域文化部 戸塚特別出張所、生涯学習コミュニティ課所管部 所管課

1,327,305

0 0

0.5 0.8

0

0 0

　住民が利用しやすい運営基準を作成するため、管理運営委員会に必要な助言等を行い、整備しま
した。また、指定管理者の指定、議決後の事務局整備及び開設までの手続き等について、管理運営
委員会を支援し、開設後の運営を順調に進めることができました。

備考
減価償却費
18年度から発生主
義の考え方を取り
入れています。
（20年度落二　工事
費754,575千円）
×90％÷50年＝
13,583千円
22年度以降は戸塚
建設費を合算。

20～23年度

1,278,530

10,832

10,777

27,166

100.0100.0

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価

事業終了（全10地区の地域センター化）

事業終了（全10地区の地域センター化）

　近隣住民や周辺事業者に配慮した運営に関する事項について、今後も協議が必要です。住民が利
用しやすい運営方法を、管理運営委員会と協議しながら進めていくことが求められます。指定管理議
決後の事務局体制の整備等、管理運営委員会の活動を支援していくことが必要です。

　周辺に配慮し、住民が利用しやすい運営基準を作成するため、管理運営員会に必要な助言や情報
提供を行います。指定管理申請から議決後の事務局体制整備まで、管理運営委員会に適切な支援
をしていきます。



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

成年後見・権利擁護相談件数

後見人養成講習修了者等の受入
人数

専門相談後のフォローアップの割
合（21年度指標変更）

相談後の満足度の割合（21年度
指標変更）

実績１②

③＝②／① ％

70 70 70/年指
標
４

目標値１①
％

1 ①

　認知症高齢者、知的障害者等が判断能力の低下等によって自らの財産管理や日常生活を営むことが困難となった場合に、地
域で安心して生活を継続できるように、成年後見制度の積極的な活用を図れる体制をつくります。

アンケート実施による相談後の満足度の割合満足度の割合　70％

7 成年後見制度の利用促進

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　推進機関として新宿区社会福祉協議会に成年後見センターを設置し、成年後見制度の利用に関わる人を支援していきます。

成年後見制度推進機関運営委員会の開催（計6回）

講演会・出前講座等の開催（計23回・延516人参加）

成年後見・権利擁護相談（832件）
（うち、専門員による相談件数184件）

％

％

人

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

件

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

相談件数　毎年度170件

受入人数　毎年度3人（平成23
年度までに12人）

フォローアップの割合　100％

目標水準

成年後見・権利擁護相談において専門員が
行う相談件数

指標名 定義

20年度

170 170 680

東京都実施の後見人養成講習修了者等の
受入人数

本人同意を得た方に関する専門相談後の
フォローアップの割合

21年度 22年度

（目標） （目標）

82.9

170

184

108.2

170

141

3 3 3 3 12

3

100.0 233.3

7

100/年100 100

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 ■ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

0 0

　社会貢献型後見人養成講習の修了者は、主に地域福祉権利擁護事業の生活支援員として活動
し、スキルアップに努めてきましたが、後見業務を受任するまでには至りませんでした。これからは、力
量を備えた修了者を後見人候補者として家庭裁判所に推薦し、後見業務の受任を目指す仕組みづく
りが求められます。

　区長申立ての事例の中で、後見業務受任が可能であると判断したものについては、社会貢献型後
見人としての育成を図ってきた登録者の中から適任者を選定後、家庭裁判所に推薦して後見業務を
受任していきます。
　さらに、この事業の委託先である社会福祉協議会が後見監督人を受任し、社会貢献型後見人を支
援していきます。

21
年
度
状
況

改革方針

年
度
実
績

22
年
度
評
価

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

方向性

21

改革方針へ
の対応状況

　判断能力が十分でない人の権利を守る成年後見制度を普及させ、制度
の利用支援を図ることは行政の重要な役割です。

■

□

視点 評価区分

　外部評価での指摘を受け、相談後の状況を把握するため、「専門相談後
のフォローアップの割合」と「相談後の満足度の割合」の2点を新たな指標と
して設定しました。

□

■

25,536 37,251

評価の理由

0 0

0

5,225

0

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　本事業は、地域福祉権利擁護事業の経験と実績のある新宿区社会福祉
協議会に委託しており、効果的・効率的な運営がなされています。

　講演会等の実施により成年後見センターの認知度が高まり、平成21年度
は相談件数が目標水準の170件を上回りました。また、社会貢献型後見人
養成講習の修了者を目標水準の2倍以上となる7人受け入れました。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

計画以上に進んでいる

■

□

□

計画どおりに進んでいない

0 0

総計

千円

0

25,536 37,251

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

■

財源
内訳

千円
20,311

①サービスの負担
と担い手

5,225

職員 人

一般財源投入率

□

□

32,026

％ 79.5 86.0

　周知活動に努めた結果、成年後見センターの認知度が高まり、相談件数
は毎年度増加の傾向にあります。今後は、相談者に対するフォローアップ
を十分に行うとともに、地域福祉権利擁護事業の生活支援員として活動
し、力量を備えた社会貢献型後見人養成講習の修了者を後見人候補者と
して家庭裁判所に推薦していくなど、制度のさらなる充実が必要です。

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

所管部 所管課

10,450

0

22年度 23年度

福祉部 地域福祉課

0

52,337

備考

83.4

21～23年度

62,787

0

0

0

62,787

　相談後の申立て件数など、成年後見制度の推進状況を明らかにする新たな指標が必要です。ま
た、社会貢献型後見人の育成と支援のあり方等について検討していく必要があります。

　今後も成年後見制度に関する身近な相談・支援機関として制度のPRや利用者の支援に努めていき
ます。今後は、制度の推進状況を明らかにする新たな指標の設定を検討していきます。また、社会貢
献型後見人の育成と支援の仕組みづくりを検討していきます。

　外部評価での指摘を受け、「専門相談後のフォローアップの割合」と「相談後の満足度の割合」の2
点を新たな指標として設定し、実行計画のローリングを行いました。また、社会貢献型後見人養成講
習の修了者について、実習活動や研修参加を通じてスキルアップを図り、後見業務受任が可能な力
量を備えさせることができました。

0

改善が必要である

計画どおりに進んでいる

達成度が高い



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

   家庭生活や職場、地域活動などで
男女が平等と感じる区民の割合

   総合相談新規の受付件数（年間）

   審議会等における女性委員の比率

   全審議会における女性委員のいる
審議会の比率

84.5

実績１② 88.2 84.5

③＝②／① ％ 88.2

100 100 100 100/年指
標
４

目標値１①
％

100

1 ②

　 男女が性別に関わりなく、あらゆる分野に共に参画することのできる男女共同参画社会を実現していくため、意識啓発や相談
体制の充実、配偶者等暴力防止に向けた取り組みなど、様々な施策を積極的に行っていきます。

   審議会等の総数のうち女性委員のいる審議会
等の割合

   毎年度100%

8 男女共同参画の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　 ①男女共同参画への意識啓発
　 ②女性問題に関する相談体制の充実
　 ③区政における女性の参画の促進

   男女共同参画セミナーの実施

   情報誌の発行

   区民団体の学習活動支援

％

％

40 40

36.7 34.6

86.591.8

件

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

％

％

指
標
２

目標値１①

   審議会の女性委員の比率調査の実施

手段

②

③

   総合相談の実施

   女性問題に関する相談機関連携会議の開催

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

   毎年度50%

   毎年度950件

   毎年度40%

目標水準

   区政モニターアンケートにおけるさまざまな分野
での男女平等意識の設問で「平等である」の回答
率

指標名 定義

20年度

50 50 50/年

   受けた相談の件数

   審議会等委員の総数のうち女性委員の占める
割合

21年度 22年度

（目標） （目標）

73.4

50

40.2

80.4

50

36.7

950 950 950 950 950/年

945

99.5 104.4

992

40/年40 40

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

状況認識
（課　題）21

年
度
状
況

改革方針

一般財源投入率

財源
内訳

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

千円

％

計画どおりに進んでいない

□

■

□

□

■

□

■

評価区分

職員 人

　 男女共同参画セミナーの実施や情報誌の発行において、公募区民や団
体等との協働による企画運営を進めており、男女共同参画意識を啓発する
うえで適切かつ有効な手法と評価します。

　 男女共同参画の意識啓発にあたり、区民が男女平等と感じる割合を把
握することは重要です。区はさまざまな分野ごとに割合を調査しており、目
標値の50％は分野ごとの平均値を目標値として掲げています。

38,460 37,353

評価の理由

0 0

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　 男女共同参画の意識啓発として、区民との協働を進めながら年間30回
以上の講座・セミナーを開催しています。相談事業等も含め、男女共同参
画社会の実現に向け効果的・効率的に事業を実施しています。

　それぞれの指標についての達成度は80％を超えており、全体的な達成
度は高いと評価します。しかし、前年と比べて達成度が下がったものや、男
女平等意識の低い分野については、なお一層の取組みが必要です。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

22年度 23年度

17,159 16,729

総計

千円

20,890 20,624

411 0

　男女共同参画を目指した法律や制度は整備されてきていますが、いまだ
多くの領域で性別による役割分担や男女の不平等が存在しています。区
は男女共同参画社会実現に向けた取り組みを、国や都、他区の動きを注
視しつつ、男女共同参画推進計画に基づき計画的に進めており、区民との
協働や意識啓発などにおいて着実な推進に努めています。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

38,460 37,353 75,813

0

100.0

4

子ども家庭部 男女共同参画課所管部 所管課

75,812

1.5 1.5

2 2

3

0 0

備考20～23年度

33,888

41,513

411

0

 　審議会等における女性委員の比率を上げるために、男女共同参画行政推進連絡会議を通じて、
比率向上に向けた取り組みを進めていますが、21年度は前年度に比べ比率が下がっています。この
要因を分析し、比率向上に向けた取り組みが必要です。
　 男女共同参画社会の実現に向けて、継続的かつ着実な啓発活動は、今後も計画的に進めていくこ
とが必要です。

　 男女共同参画を目指した法律や制度は整備されてきていますが、いまだに多くの領域で性別によ
る役割分担や男女の不平等が存在しています。男女共同参画の実現した社会は一朝一夕にかなうも
のではありませんが、区は男女共同参画推進計画に基づき計画的に事業を進めていく必要がありま
す。区は引き続き、男女共同参画推進計画に基づき、区民や事業者とともに取り組んでいくことが重
要です。また、庁内の各部署と連携し、男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを推進していきま
す。

　 審議会等における女性委員の比率を上げるために、審議会等を所管する各課に比率向上に向け
た計画を依頼しました。この経過及び効果については、十分に検証していく必要があります。また、悩
みごと相談室については、民生・児童委員の会合に出席するなど周知につとめましたが、なお一層の
周知が必要です。
　 20年度に各事業の拡充を行い、それぞれ成果を得ていますが、男女共同参画社会の実現のため
に、引き続き事業の精査を行いながら一層の充実を目指していきます。

　 男女共同参画の意識啓発として、区民との協働を進めながら年間30回以上の講座を開催しました。
講座選定では、男女共同参画の視点から、多様なテーマに即した講座となるよう努めました。また、講
座実施では、土曜日や夜間の講座を増やすなど、参加者の利便にも配慮しています。さらに、男女共
同参画推進センター（ウィズ新宿）の利用促進と、施設の環境整備にも努めました。

100.0 100.0

■

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

   ワーク・ライフ・バランス推進企
業認定数

   コンサルタントを派遣する企業
数

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

1 ③

　 個人の生活を尊重した働き方の見直しが社会の関心を集めています。仕事と生活の調和を図る、ワーク・ライフ・バランスの実
現を目指し、推進企業認定制度の実施をはじめ、企業への支援、働きかけを関係部署と連携して推進していきます。
　 ワーク・ライフ・バランスや男女雇用機会均等、次世代育成支援などについて積極的に推進している企業を「ワーク・ライフ・バ
ランス推進企業」として認定します。また、ワーク・ライフ・バランスを推進するために専門的な側面からの助言や指導が必要な企
業に対して、コンサルタントを派遣するなど、働きやすい職場環境づくりに向けた取り組みを推進します。

9 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　 ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度の実施

   ワーク・ライフ・バランス推進企業の認定

   ワーク・ライフ・バランスセミナーの実施

   コンサルタントの派遣

％

社

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

社

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

   23年度に40社

   23年度に120社

目標水準

   職場におけるワーク・ライフ・バランスや男女雇
用機会均等を推進している企業を、ワーク・ライ
フ・バランス推進企業として認定する数

指標名 定義

20年度

10 10 40

   ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度
に申請した企業のうち、希望によりコンサル
タントを派遣した企業数

21年度 22年度

（目標） （目標）

200.0

10

4

40.0

10

20

30 30 30 30 120

5

16.7 46.7

14実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

状況認識
（課　題）21

年
度
状
況 改革方針

一般財源投入率

財源
内訳

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

千円

％

計画どおりに進んでいない

□

■

□

■

■

□

■

評価区分

職員 人

　 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進のために、区が認定
制度を実施し、区内事業者のワーク・ライフ・バランス推進への取り組みを
支援することは適切と評価します。

 　ワーク・ライフ・バランスの推進事業は、企業における働きやすい職場環
境に向けた取組みの支援であり、現時点では事業の周知や企業への勧奨
に重点を置き、認定企業数等を増やしていくことに取り組んでいます。

16,765 20,274

評価の理由

0 0

トータルコスト 単位 20年度 21年度

   コンサルタント業務委託により、推進企業認定及びコンサルティングに際
し、対象企業の業種や規模、推進体制など企業の実情に応じた専門的な
助言が得られ、効果的・効率的に行われています。

　 認定企業数は累計では目標値を達成していますが、21年度の認定件数
は厳しい社会状況により前年に比べ大きく減少しています。一方、コンサ
ルタントの派遣件数は、目標値には達していませんが前年に比べ増加して
います。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

□

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

22年度 23年度

2,761 6,517

総計

千円

14,004 13,757

0 0

　 コンサルタント派遣企業数及びワーク・ライフ・バランス推進認定企業数
については目標を下回りましたが、21年度はこれまでの申請企業すべて
（認定企業及び宣言企業）に対してワーク・ライフ・バランス進捗状況調査
を実施したほか、他の模範となるような取り組みを行っている企業を優良企
業として表彰しました。事業全体として、ワーク・ライフ・バランスの推進につ
いては計画通りに進んでいると評価します。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

14,040 12,135 26,175

10,864

70.7

3

子ども家庭部 男女共同参画課所管部 所管課

37,039

0.5 0.5

1.5 1.5

1

2,725 8,139

備考20～23年度

9,278

27,761

0

0

 　厳しい社会経済状況の中、ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度の申請企業数は前年度に比
べ減少し、これにともない、認定企業数も減少しています。このような状況下で、いかにワーク・ライフ・
バランス推進企業認定制度の周知を図っていくかが課題です。また、コンサルタント派遣について
は、21年度実績は14社に対してのべ40回派遣と前年に比べ大きく増加しましたが、今後も継続してコ
ンサルタントの派遣回数を増やすなど、ワーク・ライフ・バランス推進に向けたコンサルタントの有効活
用をいかに促進していくかが課題です。

 　厳しい社会経済状況の中、企業におけるワーク・ライフ・バランスの推進のために、企業における推
進のメリットやコンサルタント活用の勧奨など、引き続きワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度の
周知に努め、区内企業のワーク・ライフ・バランス推進に向けた取組みを支援していきます。また、区
内中小企業における男性従業員の働き方を見直すため、男性の育児・介護サポート企業認定モデ
ル事業を継続して実施するとともに、ワーク・ライフ・バランスセミナーや情報誌等を通じて、前年度実
績を上回ることができるよう引き続き周知に努めます。

 　ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度申請企業における就業規則等の制度構築（作成）支援
を促進するため、コンサルタント派遣義務化を検討する必要があります。また、ワーク・ライフ・バランス
推進優良企業表彰を行い、これからワーク・ライフ・バランスを推進しようと考えている企業の模範とな
る企業を紹介する必要があります。

　 区内中小企業における男性従業員の働き方を見直すため、男性の育児・介護サポート企業認定モ
デル事業を新たに実施し育児・介護休業制度等の利用を促進する必要があります。また、ワーク・ライ
フ・バランス推進優良企業表彰の実施や優遇措置等の支援策を検討するとともに、引き続きワーク・ラ
イフ・バランス推進企業認定制度の周知に努め、区内企業のワーク・ライフ・バランス推進に向けた取
組みを支援していきます。

　男性の働き方の見直しを進めるため、男性の育児・介護サポート企業認定モデル事業を21年7月か
ら新たに実施しました。また、ワーク・ライフ・バランス推進優良企業表彰を行い、21年度は4社を表彰
しました。表彰式は男女共同参画シンポジウムで行い、シンポジウムに参加の区民等に対してワーク・
ライフ・バランスの周知啓発を行うことができました。

83.7 59.9

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容
平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

3指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

1 1

100.0 100.0

120

326 120 220 30 696

326

100.0

0

0

0.0

11

11

1 2 13

　 東京都独自の基準を満たし認証を受けた保育
所の定員数

   幼保一元化による子ども園の開設

21年度 22年度
（目標） （目標）

　23年度に13園

　23年度に696人

　23年度に3園

目標水準

備考20～23年度単位
（現状）

23年度20年度

園

％

指
標
２

目標値１①

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

実績１②

③＝②／①

0.0100.0

人

％

1 0

1 0

手段

　幼稚園と保育園の連携・一元化
 　 （仮称）西新宿子ども園新築工事及びあいじつ子ども
園開設準備

　私立幼稚園保護者の負担軽減
　   私立幼稚園保護者への入園料、保育料負担軽減補
助

③

④

⑤

　 ①認可保育所等の整備　 ②認証保育所への支援　　③幼稚園と保育園の連携・一元化 　④私立幼稚園保護者の負担軽減

　認証保育所への支援
　 　Ａ型新規開設４所への開設準備経費補助、既存園への
運営費補助及び保育料助成

個別目標 基本施策基本目標

目的

計画事業

①

  認可保育所等の整備
　　 私立認可保育所建設事業助成等（高田馬場第一保育
園・中落合第一保育園、(仮称)大京町保育園）
　区立保育所等の改修（東五軒町保育園、四谷保育園）

2 ①

 　就労機会の増大、価値観やライフスタイルの変化に合わせて、保護者が選択できる保育環境を整備していきます。
 　私立認可保育所の整備や認証保育所への支援、また幼稚園と保育園の連携・一元化などを進めることにより、多様で多角的
な保育環境の整備を図り、保育園入所待機児童の解消や保護者のニーズに即した保育サービスの提供を目指します。また、公
立幼稚園と私立幼稚園の入園料及び保育料に格差があるため、私立幼稚園の保護者負担軽減補助金を充実し、保護者の選
択の幅を広げます。

　 保護者負担軽減補助金を受給した保護者の数 　毎年度1,239名

10 保護者が選択できる多様な保育環境の整備

Ⅱ

指
標
４

目標値１①
人

1,239

実績１② 1,204 1,279

③＝②／①

1,239 1,239

　 子ども園の開設

　 保護者負担軽減補助金受給者数

103.2％ 97.2

1,239 1,239

園

％

　 私立認可保育園数

 　認証保育所定員数

②

　 民設民営方式により運営されている認可保育
園数

指標名 定義



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 ■ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）
　待機児童の解消に向けて、総合的検討を行い、公有地及び既存の公共施設も活用して、保育園施
設及び定員増に取り組みます。また、事業者等が一定規模以上の住宅設置を行う大規模開発計画
等に対しては、保育スペースの確保について、必要に応じ協力要請します。子ども園については、子
ども園化の地域展開や私立幼稚園の子ども園化に向けての指導助言等のため、引き続き調査検討
します。また、私立幼稚園保護者負担軽減については、引き続き制度の周知を図っていきます。

課　題

内　容

年
度
実
績

21

22
年
度
評
価

改
革
方
針

　待機児童の解消に向けては、総合的検討を行い、公有地及び既存の公共施設の活用も視野に入
れ、保育園施設及び定員増の具体化に取り組みます。子ども園については、子ども園化の地域展開
や私立幼稚園の子ども園化に向けての指導助言等のため、引き続き調査検討します。また、私立幼
稚園保護者負担軽減については、引き続き制度の周知を図っていきます。

　保育園入所待機児童の解消に向けた整備を機動的に進めるとともに、長時間保育、病児・病後児
保育、一時保育等に応えていくために、私立認可保育所の整備に加え区立保育園の改修等も行い
ます。認証保育所も増設等により定員拡充を図りました。また、幼稚園と保育園の連携・一元化を進
めました。私立幼稚園の保護者負担軽減補助も充実し、保護者の選択肢の幅を広げました。

方向性

改革方針へ
の対応状況

　20年4月に60人に増加した待機児童数は、21年4月の70人、22年4月の83人と増加傾向にありま
す。このような状況の中で、公有地及び既存の公共施設の活用も行いながら、引き続き待機児童解
消対策を推進する必要があります。子ども園については、今後の地域展開や私立幼稚園の子ども園
化等を推進していく必要があります。また、私立幼稚園保護者負担軽減については、引き続き制度の
周知を図っていく必要があります。

■

□
総 合 評 価

　20年4月1日現在の待機児童数は60人で、19年4月1日の26人に比べ大幅な増加に転じました。こ
のような状況の中では、公有地及び既存の公共施設の活用も視野に入れて待機児童解消にむけて
いく必要があります。子ども園については、今後の地域展開や私立幼稚園の子ども園化等を推進し
ていく必要があります。また、私立幼稚園保護者負担軽減については、引き続き制度の周知を図って
いく必要があります。

状況認識
（課　題）

21
年
度
状
況

改革方針

□ 　私立保育園と子ども園の建設事業が順調に進み、認証保育所の開設数
増により待機児童の受け皿の幅が広がりました。また私立幼稚園保護者負
担軽減は在園児数の増につながるなど保護者のサービス選択肢の幅が広
がりました。このため事業全体を総合的に判断すると、計画の内容・水準は
概ね達成しているものと評価できます。

評価区分

■

□

□

■

改善が必要である

効果的・効率的である

□

10,622

評価の理由

167,472

16

89.7

59,143

890

　定員の拡充や保育サービスの充実及び子どもの育っていく環境の整備
について、ソフト面でもハード面においても区が主体的に担っていくこと
は、適切と評価できます。

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

　待機児童の増加という現実を踏まえた保育園等の受入枠の確保を目指
した目標及び保護者の選択の幅が広がっていく負担軽減の目標は適切と
いえます。

0

■

■

減価償却費

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

④目的（目標水
準）の達成度 □

③効果的・効率的
な視点

視点

一般財源投入率

22年度

1,535,301

トータルコスト 単位 20年度 21年度

総計

千円

74,331

777,196

10,622

事業費

人件費

事務費

847,851 1,622,909

計画以上に進んでいる

　民間活力を導入しコストを意識した事業展開や実績に基づく補助金支給
形態の採用により、各事業は予定通り進行しています。よって、効果的・効
率的と判断できます。

　保育園や子ども園等の施設数増及び負担軽減補助金の受給者数増の
実績からは、事業目的の達成度は高いと判断できます。

計画どおりに進んでいない

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

保育課

備考23年度
　私立認可保育園の
整備補助金について
は発生主義の考え方
を取り入れているた
め、事業費には含ま
ない。
　四谷子ども園の工
事費については、発
生主義の考え方によ
り事業費を計上。
（減価償却費の算定）
工事費554,693千円
×90%（残存価値10%）
÷耐用年数47年＝
10,622千円

218,317

所管部 所管課

2,470,760

21～23年度

2,312,497

133,474

3,545

21,244

2,655

子ども家庭部

％

職員
9

94.0

7

0 0
人

財源
内訳

千円
797,006 1,455,437

50,845

2,252,443

91.2



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容
平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

163 4

100.0 100.0

2

24 2 0 1 27

24

100.0

6

6

100.0

12

12

6 5 29

　 学校施設等の活用による学童クラブを加えた公
設の学童クラブ数

　 延長保育を実施する児童指導業務委託を行う
学童クラブ数

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

　23年度に29校

　23年度に26所
   （21年度変更）

　23年度に16所

目標水準

　 小学校を活用した子ども同士が交流できる遊び
と学びの場の実施校数

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

　 民間学童クラブ（3所）の運営費を助成

　 学童クラブ（2所）の開設

④

⑤

所

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

校

％

指
標
２

目標値１①

所

％

7 2

7 2

100.0100.0

基本目標

目的

①

⑥

　①放課後子どもひろばの拡充
　②学童クラブの充実

　 放課後子どもひろばの開設（6校）

   北新宿第一・高田馬場第一・上落合・富久小学校内学童ク
ラブの児童指導業務委託事業者をプロポーザルにより選定

 　放課後子どもひろばの平成22年度実施校（6校）の決定

2 ①

 　子どもがさまざまな体験や遊びをできる「子どもの居場所づくり」を充実し、遊びや自主的な活動を通じて、子どもの成長する力
を伸ばしていきます。

11 子どもの居場所づくりの充実

Ⅱ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

　 放課後子どもひろばの実施小学校
数

　 学童クラブ数

 　児童指導業務委託箇所数



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

 　区内の小学校や地域性を配慮した目標設定となっており適切です。

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価

　 放課後子どもひろばの開設や、学童クラブの業務委託による保育時間の
延長、新たな学童クラブの開設など子どもの居場所の充実のための事業は
計画どおりに進んでいます。

計画以上に進んでいる

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

0

   引き続き、学童クラブ受託事業者が、選定の過程で提案した内容どおりの運営を行っていくか巡回
指導等により確認していく必要があります。また、子どもの居場所として、児童館、放課後子どもひろ
ば、学童クラブのあり方について一定の整理ができましたが、より一層充実した子どもの居場所となる
よう、引き続き検討を行っていく必要があります。

　質の高い居場所の提供を行うため、委託学童クラブにおいては、区と事業者が情報共有し、切磋琢
磨して事業運営を行います。また、放課後子どもひろばと児童館、学童クラブがより一層充実した子ど
もたちの居場所となるよう、引き続き課題検討を行い、更なる有効活用を図るために統合等も視野に
入れながら、居場所づくりの充実を図っていきます。

　 学童クラブ受託事業者が、選定の過程で提案した内容どおりの運営を行っていくか確認していく必
要があります。また、受託事業者が寡占にならないよう、複数の事業者が参入できるような選定方式を
行う必要があります。子どもの居場所として放課後子どもひろばと学童クラブのあり方を検討し整理す
る必要があります。

　 質の高い居場所の提供を行うため、事業者の選定方法を工夫し、区と事業者が切磋琢磨し事業運
営を行うほか、放課後子どもひろばと学童クラブのあり方を検討し、居場所づくりの充実を図っていき
ます。

　 学童クラブ受託事業者の事業内容については、区職員の巡回により確認を行いました。また、受託
事業者の責任者会議の開催や区主催研修などを通し、区と事業者が事業内容について情報を共有
し、切磋琢磨していく機会を作りました。また、放課後子どもひろばは、21年度に新たに6校開設し、22
年度に開設する6校を決定しました。放課後子どもひろばと学童クラブのあり方については、児童館長
及び担当職員による検討会を設置し、検討を行いました。

65.8 92.5

20～23年度

843,483

33,416

2,514

備考

106,408 42,710

879,413

0 0

2 2

0

子ども家庭部 子どもサービス課所管部 所管課

730,295

149,118

83.0

4

204,419 525,876

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

改善が必要である

■

総計

千円

16,898 16,518

1,344 1,170

22年度 23年度

292,585 550,898

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

21
年
度
状
況 改革方針

　 業務委託により、コストの削減や柔軟な職員配置など効果的・効率的に
業務を遂行しています。また、各委託実施学童クラブごとに運営協議会を
作り、事業内容の評価を行っています。

　 放課後子どもひろばの実施、学童クラブの開設・業務委託について目標
水準を達成しました。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　 子どもの居場所づくりを充実させるためには、区の既存施設の活用や施
設のあり方を見直すなかで整備する必要があり、区が担っていくことは適切
です。

310,827 568,586

評価の理由

0 0

評価区分

■

□

一般財源投入率

職員 人

□

■

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定 □

財源
内訳

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

千円

％

計画どおりに進んでいない

□



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容
平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

2,2401,960 2,240

57.1% 0.0%

0

4 0 2 2 8

4

100.0%

2

2

100.0%

1

1

0 1 4

　 一時保育用の専用室を備えた施設の箇所数

 　ひろば型一時保育の年間延利用人数

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

 　23年度に4所

　 23年度に8所
 　（21年度変更）

 　23年度に2,240人
 　（21年度変更）

目標水準

 　子育てに関する総合相談や虐待防止事業を行
う子ども家庭支援センター機能と児童館機能を併
せもった子ども家庭支援センターの開設数

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

 　3～4か月児健診時での読み聞かせと絵本配布及び3
歳児健診時での読み聞かせと図書館での絵本配布

④

⑤

所

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

所

％

指
標
２

目標値１①

人

％

1,404 1,680

1,404 1,569

93.4%100.0%

基本目標

目的

①

⑥

　 ①子ども家庭支援センターの拡充　②一時保育の充実　③ひろば型一時保育の充実　④絵本でふれあう子育て支援事業

　 榎町・信濃町子ども家庭支援センターの開設及び子ども家
庭相談管理システムの導入

　 榎町子ども家庭支援センターでのひろば型一時保育の開
設

 　空き利用型一時保育・専用室型一時保育の実施

2 ②

　　地域の中で安心して、子育てができ、子どもたちが健やかに育つように、子育てに関する相談体制や子育て支援サービスの
充実を図ります。

　 保健センターで実施する乳幼児（3～４か月児）
健診時の際に乳幼児に対する読み聞かせ参加者
の割合

　 23年度に70％
   （21年度変更）

12 地域における子育て支援サービスの充実

Ⅱ 個別目標 基本施策

③＝②／① ％

70指
標
４

目標値１①
％

65

102.0%

70 70

実績１② 66 58

83.0%

70

　 子ども家庭支援センター数

　 専用室型の実施箇所数

　 ひろば型一時保育の年間延利
用人数

　　3～4か月児健診での読み聞か
せ参加者の割合



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価

0

   23年4月に開設予定の（仮称）子ども総合センターに、子ども家庭支援センター及びひろば型一時
保育を開設するための準備を行う必要があります。また、一時保育の利用者の増加に対応するため、
さらなる専用室の増設を検討する必要があります。絵本の読み聞かせについては、より多くの親子が
絵本を介してふれあい、子どもが読書活動に親しめる環境づくりを継続していく必要があります。

　　（仮称）子ども総合センターでの、子ども家庭支援センター開設及びひろば型一時保育の実施に
当たっては、子育てに関する総合的な役割を果たす施設としての目的を達成するよう適切に準備を進
めます。ひろば型一時保育事業全体では、実績の検証や一時保育連絡会での検討を引き続き行い、
より利用しやすいものとし利用人数の向上を図ります。専用室型一時保育については、増大している
需要を満たすために拡充を進めていきます。絵本の読み聞かせについては、引き続き現状のまま継
続するとともに、参加者の割合を向上させる方法を検討していきます。

　 増え続ける子育て相談や虐待防止への迅速な対応のため、子ども家庭支援センターの連携を強化
する必要があります。また、一時保育の利用者の増加に対応するため、専用室の増設を検討する必
要があります。絵本の読み聞かせについては、より子どもが読書に親しめる環境づくりを行うため、対
象を拡大する必要があります。

　 子ども家庭支援センター間の連携を強め、子育て支援をより推進していくために、相談管理システ
ムを導入し、情報共有を図ります。ひろば型一時保育は、利用の状況を検証し、より利用しやすい方
法を検討します。専用室型一時保育は、増大している需要を満たすため拡充を進めます。絵本の読
み聞かせは、参加する対象年齢を拡大します。

　子ども家庭支援センターを2所開設し、併せて子ども家庭相談管理システムを導入しました。また、
一時保育については、23年1月からのあいじつ子ども園での実施に向け準備を進めています。ひろば
型一時保育については、榎町子ども家庭支援センターで新規に事業を開始するとともに、一時保育を
実施している施設3所で一時保育連絡会を開催し利用方法等についての検討を行いました。絵本の
読み聞かせについては、3歳児健診時を対象に加えました。

83.5 85.7

20～23年度

206,219

105,380

2,895

備考

20,334 27,277

314,494

2 0

5 7

2

子ども家庭部 子どもサービス課所管部 所管課

266,883

47,611

84.9

12

102,821 164,062

 　子ども家庭支援センターの拡充は、計画どおり2所開設しました。専用室
型一時保育の充実については目標値を上方修正し実施に向け準備を進
めています。ひろば型一時保育は実施箇所数を増やしましたが延利用人
数は目標を若干下回っています。また、絵本でふれあう子育て支援事業に
ついては対象者を拡大しました。全体として本事業は計画どおりに進んで
います。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

総計

千円

47,567 57,813

1,544 1,351

22年度 23年度

74,044 132,175

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

　行政が主体となりながらも、一部業務委託を取り入れるなど、効率的な事
業運営を行っています。

　子ども家庭支援センター2所開設、ひろば型一時保育の１所開設、専用
室型一時保育の定員を拡充することができ、読み聞かせの参加割合の目
標値は下回りましたが、相談体制や子育て支援サービスの充実の目標水
準を達成しました。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　子どもと家庭のケースワーク等については、多くの個人情報を含むという
事業特性から、行政が責任を持って実施することにより区民からの信頼と安
心を得ることが不可欠なため適切です。

　子育て支援のための施設は地域バランスを考慮して配置しており適切で
す。また、指標２については目標を8所（1所増）と上方修正し、指標3につい
てはサービスの充実度を計るため延利用人数を指標としました。

123,155 191,339

評価の理由

0 0

■

評価区分

職員 人

□

■

□

□

■

□

一般財源投入率

財源
内訳

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

千円

％

計画どおりに進んでいない

状況認識
（課　題）

21
年
度
状
況 改革方針



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

年間相談件数

児童デイサービス年間利用登録者数

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

2 ③

　心身に障害のある子どもや発達に遅れのある子どもの発達支援と家族への支援を一層推進するために「子ども発達センター」を
現在併設されている「あゆみの家」から分離し、旧東戸山中学校跡地へ移転します。新施設においては、子育てに関わる誰もがよ
り気軽に相談できる環境を提供していきます。また、現在、学齢前の子どもを対象としている児童デイサービスを小学校低学年ま
で拡大し、軽度発達障害児を中心とした発達支援を行っていきます。

13 子ども発達センターの移転と児童デイサービスの拡充

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　①旧東戸山中学校跡地に建設中の仮称子ども総合センター内に移転。
　②児童デイサービスの対象年齢を拡大。

発達相談事業

障害幼児一時預かり事業

自立支援法に基づく児童デイサービス事業

％

件

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

件

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

在宅児訪問支援事業
④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

新規相談280件(23年度末）

260件(23年度末）
（21年度変更）

目標水準

発達・子育て等の新規相談(電話・来所)の年間総
数

指標名 定義

20年度

260 280 280/年

年度末時点での利用登録者数

21年度 22年度

（目標） （目標）

50.9

250

248

99.2

230

117

130 170 210 260

　135

103.8 100.0

170実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

　移転準備を進めるために必要備品の検討・事業拡充に伴う職員体制の検討を行う必要があります。

　デイサービス年間利用登録者数については新たな目標を設定し、事業全
体を通じて、ほぼ計画通りに進んでいると評価します。

計画以上に進んでいる

21
年
度
状
況

改革方針

計画どおりに進んでいる

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

□

■

評価区分

□

■

88.3

　誰もが気軽に相談できる体制を整え、子育ての充実を図ることは区の役割
であり、適切です。

％

□

14

■ 　デイサービス事業の年間利用登録者数は、再検討し、新たな目標を設定
しました。

評価の理由

26

7

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　事業内容を地域に広く周知するため、パンフレットを増刷（日本語・英語・
韓国語・中国語）し、配布すると共に、関係機関（保健センター・家庭支援セ
ンター等）との連携を図り、効果的に進めました。

　外国語版のパンフレットを増刷したことや、関係機関との連携等で、区民
に広く周知することができ、利用登録者数は増加しました。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

年
度
評
価

21

計画どおりに進んでいない

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

年
度
実
績

方向性

総 合 評 価

総計

千円

128,464

22

達成度が高い

達成度が低い

④目的（目標水
準）の達成度

25,891 24,531

□

1,119 1,158

155,474 152,215

0 0

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

改善が必要である

22年度

270,532

37,157

87.9

23年度

307,689

134,365

126,526

福祉部 あゆみの家所管部 所管課

7

13 13

備考20～23年度

50,422

254,990

2,277

0

　移転に伴い、他部署や他機関と連携し、事業内容等を確定する必要があります。

　移転後の施設の事業内容を、地域に広く周知する必要があります。

　移転準備に向け、所内ミーティングを重ね、必要備品の検討や事業内容を見直し、意見集約をして
きました。また、関連部署と連携を図り、事業内容の検討をしてきました。

　移転に伴い、他の部署や他機関と連携して事業内容を精査し、事業拡充に向けた職員体制の検討
と移転費用を予算化していきます。

87.6

17,850
財源
内訳

職員 人

19,307

136,167

一般財源投入率

千円



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

％

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

85.7

70.0

73.0

104.3

70.0

60.0

70.0 70.0 70.0／年

21年度 22年度

（目標） （目標）

確かな学力の育成に関する意識調査数値

指標名 定義

20年度

23年度に70%

目標水準

備考20～23年度単位
（現状）

23年度

手段

②

③

④

⑤

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

指
標
２

目標値１①

基本目標

目的

①

⑥

①確かな学力推進員（区費講師）を全校配置　　②授業改善推進プランの作成支援　　③授業改善推進員（退職校長）の派遣

確かな学力推進委員を全校配置し、各学校の実情に
応じたきめ細かい指導を徹底

授業改善推進員を派遣し、新規採用教員等若手教員
への指導を行い、教員の授業力の向上を図る

各学校の学力調査等に基づく授業改善推進プランの
作成支援を行う

3 ①

　区立学校の子どもたちが一人ひとりの個性や可能性を伸ばし、基礎・基本の確実な定着と「確かな学力」を育むため、個に応じ
たきめ細かい指導を行います。

計画事業 14 確かな学力の育成

Ⅱ 個別目標 基本施策

授業がわかりやすくなったと感じる
児童・生徒の割合

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

20～23年度

323,047

8,355

0

0

331,402

0

100.0

0.5

0

100.0

教育指導課所管部 所管課

331,402

備考

170,515

教育委員会事務局

22年度 23年度

0

1.0

　意識調査による「授業が分かりやすくなった」と感じる児童・生徒の割合
は、13.0ポイント上がりました。また、授業改善推進員の派遣については、
実態調査の中で全校から成果があるとの回答や、校長会で効果的であると
の評価を得ています。このため、事業全体を通し、確かな学力の育成につ
いて、順調に進行していると評価します。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

総計

千円

4,225 4,130

0 0

　確かな学力の育成のためには、わかる授業の実施が基本です。意識調
査の結果において7割程度が肯定的な回答をしており、一定程度の効果が
あったと考えています。改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

22
年
度
評
価

21

　授業がわかりやすくなったと感じる児童生徒の割合は対前年比で13.0ポ
イント上昇しました。その他の取り組みの成果も踏まえ、目的達成ができて
いると評価します。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

トータルコスト 単位 20年度 21年度

156,662 166,385

□

　学力の向上と授業のわかりやすさは密接な関係にあることから適切です。

160,887 170,515

評価の理由

0

0 0

　確かな学力推進員の児童・生徒の個々の学習課題に対応した指導力や資質の向上のための効果
的な研修会を継続して実施します。また、授業改善推進員による確かな学力推進員の授業観察を年
間１回以上行うとともに、研修会を年間３回実施し、確かな学力推進員の授業力の向上を図ります。
　さらに、区費講師と連携した指導の進め方について、夏季集中研修で実践指導を行い、学校の組
織的取組例を紹介していきます。

　確かな学力推進員の配置による「授業がわかりやすくなった」と感じる児童・生徒の割合が低下した
ため、その原因の分析をし改善を図る必要があります。また、学校の抱える課題がますます多様に
なっている状況を踏まえ、確かな学力推進員の効果的な活用について、さらに検討する必要がありま
す。また、確かな学力推進員の指導力向上のための研修会の内容の充実が必要です。

　各学校の状況や課題にきめ細かく対応するため、確かな学力推進員を引き続き、全校配置します。
また、確かな学力推進員の有効活用について学校への指導・助言を継続して行うとともに、研修内容
の充実を図ります。

0.5

評価区分

□

　基礎的・基本的学力の定着や教員の授業力の向上は、公立学校として
の責務であり、適切と評価します。

■

□

0

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

21
年
度
状
況 改革方針

■

□

■

□

財源
内訳

職員 人

千円

％一般財源投入率

160,887

0

100.0

年
度
実
績

　確かな学力推進員を引き続き全校に配置しました。
　また、区費講師の授業力の向上のために、研修内容の充実を図るとともに、校園長会等を通して区
費講師の有効活用について指導しました。

計画どおりに進んでいない

　確かな学力推進員の指導力や資質の向上のための研修会等の充実を図るとともに、指導の実際場
面での指導助言を行っていく必要があります。
　区費講師の有効活用の促進のために、教員と区費講師の連携を深めるなど、学校の組織的な対応
の充実が必要です。

視点

□

■



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

97.9

75.0

75.0

100.0

75.0

73.4

75.0 75.0 75.0／年

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

23年度に75%

目標水準

確かな学力の育成に関する意識調査による
各学校の教育方針等の保護者への周知度

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

④

⑤

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

％

％

指
標
２

目標値１①

％

基本目標

目的

①

⑥

①「総合的な学習の時間」などを通じ、地域や学校の実態に応じた創意工夫を活かした学習活動を実施
②教員の資質・能力向上のための校内研修の実施

「特色ある学校づくり教育活動計画」に基づく学習活動

教育の資質・能力向上のための校内研修を全校で実
施

3 ①

　各学校（園）の中・長期的な視点に立った特色ある教育活動の展開を具現化するため、「特色ある学校づくり教育活動計画」や
各校の教育目標に沿って、計画的な学習活動を実施します。

15 特色ある教育活動の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

各学校の教育方針等の保護者へ
の周知度



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

職員 人

38,635

一般財源投入率

0

100.0

0
財源
内訳

　学校（園）長の裁量権を拡充していく中で、より自主的で自律的な教育活動をさらに進める必要があ
ります。自主的で自立的な教育活動の推進には、校長の経営方針を保護者や地域に対し、引き続き
周知することが必要です。
　また、第三者評価を学校の特色ある学校づくりに生かしていく必要があります。

0

0

0.3

　学校（園）長の経営計画に基づき、「特色ある学校づくり教育活動計画」を作成した内容を実施し、よ
り自主的で自律的な教育活動を進めていく必要があります。また、学校便りの配布、ホームページの
更新、学校公開等の実施などにより、経営方針の周知をさらに継続的に行っていく必要があります。
　第三者評価の結果を学校に伝え各学校の特色ある学校づくりに生かしていきます。

　経営方針の継続的な理解促進を図ることで保護者や地域に教育活動が理解され、学校により自主
的・自律的に教育活動が展開されるようにする必要があります。

   各学校において、中期的な目標を立てて「特色ある学校づくり」を進めることで、確かな学力の向上
や創意工夫ある教育活動に一定の成果が出てきました。その取組みを継続し、学校の取組みを保護
者・地域への周知を一層図り、学校と保護者・地域の双方向の関係を築く必要があります。

　各学校において、中期的な目標を立てて確かな学力の向上や創意工夫ある教育活動を引き続き展
開してきました。また、学校便りの配布や学校公開の場を利用した経営方針の保護者への周知を行
い、学校と保護者・地域の双方向の関係の構築に取組みました。

備考20～23年度

72,459

5,013

0

22年度

教育指導課

100.0

1

0

77,472

所管課

77,472

0

23年度

教育委員会事務局

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

所管部

0.3

計画以上に進んでいる

　各学校長の裁量権を拡充することで、学校の実態に即した主体的な事業
運営を行うことができ、効率的です。

　各学校から保護者会等において校長の経営方針を周知したことにより、
確かな学力の育成に関する意識調査による保護者周知度の目標水準を
100％達成しました。

効果的・効率的である

事業費

人件費

事務費

改善が必要である

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である□
②適切な目標設
定

38,837

総計

千円

2,535

38,635 38,837

2,478

0 0

減価償却費

計画どおりに進んでいない

適切である

改善が必要である

36,359

　校長の経営方針の保護者等への周知を図るとともに、特色ある学校づくり
教育活動計画を実行し、成果が見られました。このため、本事業について
は順調に進行していると評価します。

36,100

■

％

千円

トータルコスト 単位 20年度 21年度

評価の理由

0 0

100.0

0

視点

□

■

評価区分
　地域・保護者から信頼される地域（コミュニティ）の中心（核）となる学校を
つくるために、各学校の特色ある学校づくりを支援することが、区教育委員
会の責務であり、適切であると評価します。

①サービスの負担
と担い手

■

21
年
度
状
況

改革方針

年
度
実
績

改
革
方
針

課　題

□

内　容

22
年
度
評
価

状況認識
（課　題）

方向性

21

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改革方針へ
の対応状況

□

■

　特色ある学校づくりでは、校長の学校経営方針等を地域・保護者に対す
る理解促進が必要であるため適切です。
　なお、実際に「特色ある教育活動」が展開できたかという指標が必要であ
るため、22年度より実施する「第三者評価委員による学校評価」を活用した
指標の設定を検討します。

□

■

□

■



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

① ④

③ ⑥

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

16 特別な支援を必要とする児童生徒への支援

Ⅱ 個別目標 基本施策

設定目標回数に対する支援チー
ムの派遣率

情緒障害等通級指導学級の設置

日本語を母語としない子どもの日
本語の習得度

基本目標

目的

①巡回指導・相談体制の構築
②情緒障害等通級指導学級の設置
③日本語サポート指導

3 ①

　障害のある幼児・児童・生徒一人ひとりの自立や社会参加に向けた主体的な取組みを支援するという視点に立ち、適切な指導や
必要な支援を行います。また、通常の学級に在籍するＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、高機能自閉症等の発達
障害のある幼児児童生徒に対しても、その能力を最大限に伸ばし、成長・発達するよう、学校内の指導体制への支援及び就学相談
の充実、教育環境の整備を図ります。
　さらに、編入してきた外国籍児童・生徒などのために、学校において、日本語及び学校生活に関する適応指導を行います。

計画事業

％

％

級

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

％

％

指
標
２

目標値１①

手段

② ⑤

巡回指導・相談体制の構築
　・専門家による支援チームの巡回相談・助言を行う
　・区費講師を学校に派遣する

日本語サポート指導

情緒障害等通級指導学級の設置
　・牛込第三中学校教室改修工事
　・小学校設置校の検討・決定

備考20～23年度単位
（現状）

23年度

100%

23年度に
小学校3校9学級
中学校2校4学級

数値の上昇

目標水準

専門家による支援チームの派遣目標回数
129回に対する割合

指標名 定義

20年度

100.0 100.0 100.0/年

通級指導が必要な発達障害等の児童・生徒
への支援を充実させるための情緒障害等通
級指導学級数

継続して日本語検定を受けた子どものうち、
成績が上昇した子どもの割合

21年度 22年度

（目標） （目標）

100.0

100.0

97.7

97.7

100.0

100.0

3校9学級 3校10学級 5校13学級
小学校：1校1学級新設・
　　　　　 2学級増設
中学校：1校2学級新設

3校9学級

100.0 100.0

3校10学級

日本語検定を21年度か
ら開始したため、2年間
経過した22年度に目標
値を設定する

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

□

①サービスの負担
と担い手

□

③効果的・効率的
な視点

■

■

②適切な目標設
定

21

改
革
方
針

課　題

内　容

21
年
度
実
績

計画どおりに進んでいる

達成度が高い
達成度が低い

視点

□

改善が必要である

適切である

□

□

④目的（目標水
準）の達成度

改善が必要である

■

2.5 2.5

評価の理由

■ 　よりきめ細やかな指導及び支援を行うために、区が区費講師・指導員等
の派遣や情緒障害等通級指導学級の設置を行う必要があるので、適切で
あると評価します。

評価区分

132,203 203,693

132,203

0

100.0

0

100.0

0

　特別な支援を必要とする児童・生徒に、支援チームや情緒障害等通級指
導学級による専門的な指導は効果的であるため、適切であると評価しま
す。

335,896

0

0

適切である

■

22
年
度
評
価

年
度
状
況 改革方針

方向性

改革方針へ
の対応状況

状況認識
（課　題）

□

総計

千円

単位

総 合 評 価

効果的・効率的である

改善が必要である

0 0

人

％一般財源投入率

千円
財源
内訳

職員

20年度

減価償却費

事業費

人件費

事務費

111,080

0

21,123

トータルコスト 22年度

20,648

21年度

183,045

20～23年度

294,125

41,771

0

所管部 所管課

335,896

0

203,693

0

23年度

教育委員会事務局 教育指導課

100.0

5

0

備考

　増加傾向を示す障害のある児童・生徒や外国籍児童・生徒にとって、一
人ひとりの様々なニーズに対応した支援となっているため、適切な目標設
定です。なお、情緒障害等通級指導学級の設置については、通級希望児
童が増加傾向にある現状を踏まえ、指標を見直し、変更しました。日本語
サポート指導については、21年度から日本語検定を開始したため、22年度
に目標値を設定します。

　学校や個人の課題に合った支援の在り方を検討し、専門家による支援チームの派遣を継続して行
います。
　情緒障害等通級指導学級については、実行計画を変更し、平成25年度に落合第一幼稚園舎（休
園中）に改修後開設予定の学級（2学級規模）に先立ち、落合第一小学校の空き教室を改修し平成23
年度に１学級を設置します。
　日本語サポート指導は、指導時間の弾力化を図るとともに、分室を設置し小学生の利用を促します。
また、サポート指導を受けた子を対象に、日本語検定を実施し、日本語の習得状況と変容を把握して
いきます。

　区費講師等の有効活用のためには、学校が組織として対応していくことが大切であり、教員の意識
改革と指導力向上が課題です。日本語サポートでは、放課後に教科指導のサポートを追加する必要
があります。また、情緒障害等通級指導学級は、今後その必要性がますます高くなっていくことが予想
されます。今後の需要に応えていくため、情緒障害等通級指導学級設置の調査・検討を続けていく必
要があります。

　教員の意識改革と指導力向上のため、研修内容の充実を図ります。情緒障害等通級指導学級設置
の調査・検討を行っていきます。また、日本語サポートは、事業を拡大し、放課後のサポートを実施す
ることにしました。加えて、日本語の習得状況の検証のために日本語検定を実施します。
　夏季集中研修会で特別支援教育に関する研修を3講座開設し、研修内容の充実を図りました。
　情緒障害等通級指導学級については、中学校は牛込第三中学校で22年度開設のための改修工事
を実施しました。小学校は設置校を検討し、落合第一小学校に決定しました。
　また、日本語サポートを受講した者（50名）に対し日本語検定を実施しました。

　特別な支援を必要とする児童・生徒へ適切な指導及び支援を行うために、児童・生徒のニーズを把
握し、教育環境の充実を図ることが必要です。
　情緒障害等通級指導学級は、今後その必要性がますます高くなっていくことが予想されます。今後
の需要に応えていくため、引き続き情緒障害等通級指導学級設置の調査・検討を続けていく必要が
あります。
　また、日本語サポート指導を一層ニーズに応じた形態で実施できるよう見直しを図ることが必要で
す。

　専門家による支援チームを126回派遣しました。
　また、計画事業に基づき、情緒障害等通級指導学級を増設しました。
　このことにより、特別な支援を必要とする児童・生徒へ適切な支援を行うた
めの教育環境の整備は計画どおりに進んでいると評価します。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいない

　ほぼ計画どおり、支援チームの派遣及び情緒障害等通級指導学級の増
設を行っており、目標水準を達成しました。



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

適正化手法の検
討

1

学校適正配置に
向けたPTA等と
の協議を実施

1
22年度に新校舎
落成

1

1

100.0

西戸山地区中学校整備の進捗率

幼稚園保育の場にふさわしい魅力ある幼稚
園環境実現のための適正な幼稚園配置

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

牛込地区における学校適正配
置の推進

統合新校開校
（23年4月）

適正配置の推進

目標水準

牛込地区における学校適正配置の推進

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

学級編制基準の検討
（区立幼稚園の適正配置の推進）

④

⑤

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

指
標
２

目標値１①

％

基本目標

目的

①

⑥

①学校適正配置の推進（牛込地区）
②学校施設の計画的整備（西戸山地区中学校）
③区立幼稚園の適正配置の推進

対象校保護者への説明
（学校適正配置の推進）

新校舎の建設（第２年度）
（学校施設の計画的整備）

地域関係者への情報提供
（学校適正配置の推進）

3 ②

　区立小・中学校及び幼稚園の小規模校の適正規模・適正配置を推進していくことで、集団教育による社会性の育成や多様な
学習方法等への対応など教育効果を高めるとともに、統合新校を建設することにより、学校施設の効率的な施設整備を進めてい
きます。

17 学校適正配置の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

学校適正配置の推進状況

西戸山地区中学校の整備

区立幼稚園の適正配置の推進状
況



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

人

791,563

一般財源投入率

0

100.0

千円
0

財源
内訳

職員
0

　　よりよい教育環境の実現を目指し、牛込地区においては統合協議会の設置に向けて、引き続き取
組んでいきます。西戸山地区については、平成23年4月に新宿西戸山中学校の開校に向けて、学校
施設を整備していきます。区立幼稚園の適正配置においては、従来の手法とともに、既存施設を活用
した多様なスタイルの子ども園化についても検討し、幼稚園の適正化を進めます。

　牛込地区学校適正配置については、統合対象校４校のうち３校の保護者の合意を得られていない
ため、引き続き説明し理解を得る必要があります。区立幼稚園においては、園児数の減少が続いてい
る状況を踏まえ、私立幼稚園も含めた幼児教育の充実を図る中で、地域事情を踏まえた幼稚園配置
の適正化手法の検討を進める必要があります。

　よりよい教育環境の実現を目指し、牛込地区においては引き続き学校適正配置を進める必要があり
ます。また、第七次学校適正配置計画に基づき、平成23年4月に新宿西戸山中学校の開校に向け
て、学校施設を整備していきます。区立幼稚園の適正配置においては、子ども園化の推進や学級編
制基準の運用などから適正化手法の検討を行うこととします。

　牛込地区学校適正配置については、説明会を重ねた後、第八次学校適正配置計画の基本方針と
して、津久戸小学校・江戸川小学校統合協議会の設置を決定いたしました。富久小学校と天神小学
校との統合の取り組みについては、両校保護者に説明を行いました。新宿西戸山中学校の建設につ
いては、第七次学校適正配置計画どおり進捗しています。区立幼稚園については、学級編制基準に
より学級編制を行うことで適正化を図るとともに、適正化手法の検討を行いました。

　津久戸小・江戸川小においては、津久戸小保護者の合意がない中で統合協議会を設置するため、
統合協議会の中で統合の必要性についても十分議論し、合意形成を図る必要があります。また富久
小・天神小においては、富久小PTAの合意を得られていないため、引き続き保護者に説明を行う必要
があります。
　西戸山地区については、平成23年度に新宿西戸山中学校の開校に向け、学校施設を整備していき
ます。区立幼稚園については、保育園と幼稚園による多様なスタイルの子ども園化を推進し、配置の
適正化を進める必要があります。

20～23年度

998,692

85,210

0

教育委員会事務局 教育施設課

95.6

10.2

268,428

備考

所管部 所管課

1,292,827

59,503

501,264

0

23年度

　牛込地区学校適正配置については、第八次学校適正配置計画の基本
方針が決定しましたが、統合協議会の設置までは至っておらず、目的は達
成されていません。学校施設の整備については計画どおりに進んでいま
す。

効果的・効率的である

改善が必要である

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

　牛込地区学校適正配置については、第八次学校適正配置計画の基本
方針が決定しましたが、統合協議会の設置までは至っておらず、目的は達
成されていません。なお学校施設の整備については計画どおりに進んでい
ます。

計画以上に進んでいる

　統合新校を建設することにより、学校及び幼稚園の効率的な施設整備に
つながります。

計画どおりに進んでいない

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

■

□

22年度

減価償却費

事業費

人件費

事務費

42,121

0

トータルコスト

総計

千円

43,089

614,260 384,432

22
年
度
評
価

□

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

単位 20年度 21年度

791,563 560,767

評価の理由

134,214 134,214

89.4

0

1,352,330

59,503

　良好な教育環境の整備は、学校設置者としての区の責務であるため、適
切であると評価します。

％

□

■ 　区立小・中学校及び幼稚園の小規模校の適正規模・適正配置を推進し
ていくことで、集団教育による社会性の育成や多様な学習方法等への対応
など教育効果を高めることができるため、適切であると評価します。

5.1 5.1

視点

改革方針へ
の対応状況

□

□

■

21
年
度
状
況

□

■

評価区分

■ 達成度が低い

改革方針

方向性

21
年
度
実
績



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

空調整備が完了している小・中学
校数

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

3 ②

　特別教室等の空調整備を行うことにより、学校施設の良好な教育環境を確保するための環境整備を行います。

18 学校施設の改善

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　小・中学校の普通教室、図書室及び特別教室のうち音楽室とコンピュータ室については、既に空調整備を完了しています。今
後は残りの特別教室のうち、理科室、図工（美術）室、家庭科（技術）室、生活科室、少人数学習で使用する教室及びＰＴＡや地
域の活動に使用する会議室の空調整備を行います。

小学校空調整備工事　１０校（６０室）

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

校

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

20年度、21年度で小学校を完
了し、22年度に中学校を完了
させる

目標水準

対象校に対する達成率

指標名 定義

20年度

9 34

21年度 22年度

（目標） （目標）

100.0

10

10

100.0

15

15
22年度完了

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

状況認識
（課　題）

□

■

千円

％

年
度
状
況 改革方針

□

■

□

□

■

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

21

課　題

22
年
度
評
価

21

改
革
方
針 内　容

年
度
実
績

方向性

改革方針へ
の対応状況

1.3 1

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　計画どおり予定していた工事（小学校空調整備10校）が完了しました。

計画どおりに進んでいない□

□

　施設面での学校間格差の縮小は重要です。空調化は、良好な学習・教
育環境の整備を行う上で、学校設置者としての区の責務であるため、計画
が順調に進んでいることは評価できると考えます。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

■

0 0

　統廃合を控えた学校については、レンタル設置し、効率的な対応をとって
います。

　学校の空調化については、児童・生徒・園児の学習意欲、学習能率の向
上に大きく寄与していることから、適切です。
　なお、第一次実行計画ローリングにより、21年度の目標について、小学校
12校から小学校10校へ変更しています。

257,764 162,423

評価の理由
　学校の空調化については、良好な学習・教育環境の整備を行う上で、学
校設置者としての区の責務です。

75,800 18,574

評価区分

0 0

88.670.6

人

総計

千円

10,984 8,259

0 0

246,780 154,164

減価償却費

事業費

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

人件費

事務費

一般財源投入率

財源
内訳

職員

視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

改善が必要である

■

教育施設課所管部 所管課

効果的・効率的である

0

325,813

94,374

77.5

2.3

181,964

教育委員会事務局

143,849

22年度 23年度 備考20～23年度

400,944

19,243

0

　空調化は児童・生徒のみならず、地域住民の施設利用を考慮すると成果期待性も大きいといえま
す。また、施設面での学校間格差の縮小も重要となっています。引き続き滞りなく工事を進めていくこ
とが必要です。

　小・中学校の普通教室、図書室及び幼稚園の保育室、遊戯室の空調化は既に完了しています。特
別教室においては、平成20年度・21年度に小学校が計画どおり完了しました。平成22年度には、中
学校について工事を行います。

　小・中学校の普通教室、図書室及び特別教室のうち音楽室とコンピュータ室については、既に空調
整備を完了しています。今後は残りの特別教室のうち、理科室、図工（美術）室、家庭科（技術）室、生
活科室、少人数学習で使用する教室及びＰＴＡや地域の活動に使用する会議室の空調整備を行い
ます。

　順次、学校の特別教室の空調化を進めていきます。

　小学校の特別教室は、平成20年度に15校、平成21年度に10校が完了し、計画どおり進んでいま
す。平成22年度には、中学校の特別教室の空調化を行います。

420,187

0



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

22年度の実績を
もとに目標値を
設定する

100.0

60.0

60.0 80.0 100.0 100.0

3.6

3.6

100.0

3.6 3.6 3.6

ＩＴを活用して指導ができる教員の割合

インターネット、ＩＴを活用して授業がわかりや
すくなったと回答する割合

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

3.6人

100%

数値の上昇

目標水準

教育用コンピューター１台当たりの児童生徒
数

指標名 定義

備考20～23年度単位
（現状）

手段

②

③

教室のＩＣＴ化のためのプロジェクタ・実物投影機の
設置④

⑤

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

人

％

指
標
２

目標値１①

％

基本目標

目的

①

⑥

　教員に１人１台のＰＣ配備、校内ＬＡＮの整備等を行い、教員同士が情報を共有し、相互に教材を開発・活用できる環境や、ど
の教室でもインターネット等を効果的に活用した学力向上につながる授業が行なえる環境を整備します。

学校イントラネットシステムの構築

校務支援システムの導入

教員1人1台の校務用パソコンの整備

3 ②

　児童・生徒に情報社会における対応能力や正しいルールを身に付けさせるとともに、コンピュータなどの情報通信技術を効果
的に活用した教育活動を展開するため、校内ＬＡＮを全校に整備します。

130 学校の情報化の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

児童・生徒のＰＣ環境

教員のＩＴ活用指導力

わかる授業の実践



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

　急速な情報化の進展の中で、児童・生徒の情報活用能力、学習意欲や
学習の達成度等を高めていくための学校の情報化は、良好な学習・教育
環境を整備する学校設置者としての区の責務です。

計画どおりに進んでいる

900,598

4

900,598

0

　堅牢なセキュリティ対策を講じた学校イントラネットシステムを構築し教員に1人1台のＰＣを整備しまし
た。データの共有化や資料収集・教材開発の効率化、校務支援システムの導入により事務処理の効
率化を進め、教員が子どもと向き合う時間を確保できるようにしてきました。
　また、国の緊急経済対策に係る学校ＩＣＴ環境整備事業を活用して誰もがいつでも簡単に使用でき
る、より効果的な教室のICT化を進めました。

計画以上に進んでいる 　21年度から3か年で、教員に1人1台のＰＣ配備、教室のICT化、校内ＬＡ
Ｎ整備等を行い、校務の効率化とＩＴ機器を活用したわかる授業による児
童・生徒の学力向上を図っていくものです。21年度には国の緊急経済対策
に係るＩＣＴ環境整備事業を活用して、誰もがいつでも簡単に使用できる教
室のICT化をいち早く実現するため、ＩＴ機器の整備を進めました。

　国の緊急経済対策に係るＩＣＴ環境整備事業を活用してより効果的な機
器整備を行い、わかる授業の実践、校務処理の効率化に役立っています。

　学校イントラネットシステムの稼働に合わせて機器整備の目標をほぼ達成
し、教室のICT化も同時に進め、IT機器を活用した授業展開の目標達成に
近づいています。

　国の目標でもある児童・生徒3.6人に1台のPCという機器整備の目標、IT
機器を活用する教員の指導力の目標、これらにより授業を受ける子どもた
ちの理解度の目標など多面的な分析が可能で、適切な目標です。

達成度が高い

達成度が低い

評価の理由

教育委員会事務局 教育政策課

564,698

335,900

62.7

所管部 所管課

備考21～23年度

867,562

33,036

0

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

改善が必要である

■

事務費

33,036

0

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

■

トータルコスト 単位

視点

□

■

□

■

財源
内訳

総計

千円

減価償却費

事業費

人件費

867,562

0

21年度 23年度22年度

0

564,698

4

0

年
度
実
績

計画どおりに進んでいない

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

□

　学校イントラネットシステムの安定的な稼働を図っていくとともに、学校の実情にあった効果的な運用
方法の検討、一層の校務の効率化を図る必要があります。
　また、各教室において教員がIT機器を活用して効果的な授業を実践でき、児童・生徒も様々な活動
に効果的にIT機器を利用できるようにするためには教育用のネットワークを構築する必要があります。

　学校イントラネットシステムのカスタマイズの対応やヘルプデスク・ICT支援員の効果的な運用を図
り、より安定的で使いやすいシステム環境を目指します。
　校内ＬＡＮの整備と教育ネットワークの構築を行い、学力向上に効果的な授業ができるよう、管理し
やすく使いやすいIT機器環境を整備します。さらに教室のICT化の一環として黒板をスクリーン兼用ホ
ワイトボードへ変更して児童・生徒の興味・関心を高める授業を実践していきます。

21
年
度
状
況

改革方針

方向性

22
年
度
評
価

21

　各学校では、校務事務の増加や教育活動の多様化によりIT機器を活用した効率的な事務処理や
効果的な授業展開が必要となり、IT機器の充実、セキュリティ対策の強化、データの共有化、教員のＩ
Ｔ活用指導力の向上といった学校の情報化の推進が喫緊の課題となっていました。

　教員に１人１台のＰＣ配備を目標に、高いセキュリティレベルのもと教員同士が情報を共有し、効率
的に校務を処理し、相互に教材を開発・活用できる環境を構築します。
　また、教員のＩＴ活用能力の向上を図り、学力向上に効果的な授業を行うために必要なIT機器を整
備します。

評価区分

□

□

■

□

千円

％ 62.7

335,900

職員 人

一般財源投入率



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

目標値は指定校
の累計

100.0 100.0 100.0/年 20～21年度調査・
研究
22年度から実施
（全校）

1 4 4

第三者評価を含めた新しい学校評価を実施
する学校の割合

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

４校
（21年度変更）

全校実施

目標水準

地域協働学校の指定校数

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

④

⑤

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

校

％

指
標
２

目標値１①

％

基本目標

目的

①

⑥

①地域協働学校（コミュニティ・スクール）の推進
②学校評価の充実

地域協働学校推進指定校1校の決定（四谷中学校）
準備校3校の決定（四谷小学校・四谷第六小学校・花園小学
校）

新たな学校評価のしくみの調査研究
意識調査の実施

3 ③

　地域の住民や保護者などが学校運営や学校評価に参画する新たなしくみを作り、地域と協働連携した学校運営を行っていき
ます。

19 地域との協働連携による学校の運営

Ⅱ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

地域協働学校（コミュニティ・ス
クール）の指定校（累計）

新たな学校評価の導入状況



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

  学校評価については、第三者評価を半数の学校に実施するにあたり、制度の趣旨、手法等につい
て各学校へ周知、徹底するとともに、より効果的な進め方について検討する必要があります。地域協
働学校は、準備校を3校指定し、準備を進め、23年度4月に、新たに地域協働学校を3校を指定する
必要があります。

　各学校での取組みの充実を図るため、管理職等への説明会を実施し、学校への周知啓発を行いま
す。各校において年間計画を定めて、計画的な実施を目指します。地域協働学校準備校連絡会を開
催し、準備校の進捗状況を把握するとともに、円滑に地域協働学校としての移行ができるようにしま
す。

　学校評価では、関係者評価の項目の整理等、また第三者評価についての検討を行う必要がありま
す。
　地域協働学校の推進では、事務局内に地域協働学校推進委員会を設置し、モデル校の検証を行
い、新宿版地域協働学校のあり方を検討する必要があります。
　前年度に引き続き、学校評価検討委員会を開催し、関係者評価の項目の整理等や第三者評価等
のあり方について検討します。
　21年度中に、新宿区版地域協働学校を決定します。

　学校評価は従来の学校評価（自己評価及び学校関係者評価）に加え、外部委員で構成する第三者
評価委員会による新たな学校評価制度を構築しました。
　地域協働学校の推進については、モデル校での調査研究とともに地域協働学校に関する教育委員
会規則及び要綱を定めました。また、四谷中学校を指定校に、四谷小学校・四谷第六小学校・花園
小学校を準備校に決定しました。

20～23年度

5,823

10,024

0

教育委員会事務局 教育指導課

0

0.6

備考

所管部 所管課

100.0

1.2

23年度

7,436

　地域協働学校のモデル校の調査研究などを検証結果を踏まえつつ、新
宿区としての地域協働学校を設置するための教育委員会規則等の整備を
行い、指定校1校及び準備校3校を決定しました。モデル校による地域との
連携による学校運営は着実に成果を上げており、計画通りに進んでいると
評価します。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

計画どおりに進んでいない

　地域協働学校の推進については、指定校1校及び準備校3校を決定しま
した。また、学校評価の目的や評価の進め方についてまとめた資料を作成
するなど、ほぼ目的は達成しました。

事業費

人件費

事務費 0

③効果的・効率的
な視点

　地域協働学校の推進にあたっては、設置する学校運営協議会の意識の
醸成と組織力が必要という検証結果から、指定校を定める前に1年間の準
備期間を置くため、目標水準及び年度別目標値を見直し、変更しました。
　学校運営の改善に資する新たな評価制度と地域連携の取組みについて
は、実績を検証しながら進める必要があることから、目標設定は適切です。

②適切な目標設
定

評価の理由

適切である

改善が必要である

0.6
職員 人

0

15,847

7,436

0

15,847

④目的（目標水
準）の達成度

適切である

0

減価償却費

一般財源投入率

千円
財源
内訳

100.0

8,411

0

22年度

総計

千円

5,069 4,955

0

トータルコスト 21年度

2,481

0

改善が必要である

0

評価区分

0

8,411

0

単位 20年度

3,342

　モデル校を指定し、実践的な調査研究を進めており、効率的かつ効果的
に行われています。

改善が必要である

％

□

■

効果的・効率的である

100.0

　地域コミュニティの核となる開かれた学校の充実のために、学校と保護者
や地域が連携して学校運営を行うことは適切な手法と評価します。

□

方向性

総 合 評 価

21
年
度
実
績

改
革
方
針

22

課　題
年
度
評
価

21
年
度
状
況

改革方針

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

視点

□

■

■

□

□

■

■

①サービスの負担
と担い手

□



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

97.0

100.0

96.5

96.5

100.0

97.0

100.0 100.0 100.0/年

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

100%

目標水準

健康診断時及び保護者会時のワークショッ
プ参加者数／診断時及び保護者会の参加
者数

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

④

⑤

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

％

％

指
標
２

目標値１①

％

基本目標

目的

①

⑥

　新入学児童対象の健康診断あるいは保護者会時と、その後の土曜か日曜日に、コーチングの講師による保護者対象のワーク
ショップを実施することで、家庭の教育力の向上を支援します。同時に児童向けのプログラムを実施します。

入学前プログラムの実施

3 ③

　入学前の保護者が集まる健康診断または保護者会の機会を活用し、学校との連携による子どもの仲間づくりプログラムや、入
学を機に保護者としての意識を再認識するためのワークショップ、親子のコミュニケーションをテーマとしたプログラム等を実施し、
家庭の教育力向上を支援するとともに、子どもと親と学校の良好な関係をつくります。

20 家庭の教育力向上支援

Ⅱ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

保護者対象のワークショップ等へ
の参加率



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

　入学前プログラムは、区立学校に進学する機会を活用する事業のため、私立進学を希望する方の
参加率は低いのですが、私立進学の方も一緒に家庭教育を学べる機会として、21年度は「地区単位
保育園・幼稚園・小学校連携事業」を2地区で実施し、対応しました。
　事前に学校との綿密な打合せを行い、人数や保護者の状況などを考慮して需要にあった内容で実
施しました。

千円

　保護者にとって、子どもの成長に最も関心のある時期を捉えて実施するこ
とで効果的に行うことができます。

　毎回、各会場で参加者からの振り返りを伺っていますが、感想からは事業
趣旨を理解いただいていることがわかり、目的を達成しています。

適切である

改善が必要である

計画どおりに進んでいない

0 0

　関連事業として、入学後のフォローアップ講座等を試行し、学校と保護者が共有できる親子の関わり
方を提示するとともに、ブロック単位の地域での家庭教育事業を実施し、より多くの方が参加できる機
会を提供します。
　また、学校との事前調整や実施をしながらの修正を引き続き行い、学校の需要にあった内容にする
よう改善します。

0

　入学前プログラムは各校全2回の日程で実施していますが、2回目に参加しない方は、入学後も保護
者会や家庭教育学級への参加が困難な保護者もいるため、改めて１回目の３０分間のプログラムでの
働きかけが重要であり、1回目に参加しただけでも内容が伝わる必要があります。
　また、入学のときだけでなく、子どもの成長に合わせて家庭教育向上支援の継続を行うことが大切で
す。

100.0

人

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

2

2

評価の理由

17,826

備考

34,390

0

100.0

34,390

20～23年度

12,284

22,106

教育委員会事務局 教育政策課所管部 所管課

トータルコスト 単位

0 0千円

11,110 10,996

17,826

0 0

事業費

23年度

5,454 6,830

20年度 21年度 22年度

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

□

■

□

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

　区立小学校をはじめ、地域の幼稚園・保育園へも当プログラムの実施に
ついての周知が徐々に定着しており、概ね計画どおりに進んでいます。

適切である

改善が必要である

0

1
職員

減価償却費

1

16,564

1

16,564

改善が必要である

　教育基本法の改正でも家庭教育支援の充実を求められており、必要か
つ適正です。

人件費

事務費

財源
内訳

総計

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

■

□

□

■

□

■

一般財源投入率

□

■

評価区分

100.0

　ワークショップ手法による講座展開は、社会教育を担当する行政が専門
講師を活用しており、適切な手法です。

視点

％

1

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

方向性

21

　１回目の内容について、導入部分からこのプログラムの趣旨を理解でき、家庭教育の大切さが伝わ
るものに改良します。
　入学前プログラムと合わせて他の家庭教育事業を実施することで、継続した家庭教育支援の充実を
図ります。

　国立・私立小学校への進学希望者は、区立学校が開催する入学前の健康診断や保護者会へは参
加しない方がほとんどです。国立・私立校進学を視野にいれている保護者の入学前プログラムへの関
心度は依然低いといえます。21

年
度
状
況 改革方針

年
度
実
績

22
年
度
評
価

改
革
方
針

課　題



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

総合運動場整備の進捗状況

建設から15年以上経過しているス
ポーツ施設の整備状況

小・中学校における地域スポーツ・文
化事業の実施回数（年間）

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

4 ①

　スポーツ・文化活動の場を整備し、子どもから高齢者までが個々の目的やレベルに応じて多様なスポーツ・文化活動に親しめる
環境を充実していきます。

21 総合運動場及びスポーツ環境の整備

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

①総合運動場の整備、②スポーツ施設の整備、③総合型地域スポーツ・文化クラブの設立・活動支援

総合運動場の整備

総合型地域スポーツ・文化クラブの設立・活動支援

スポーツ施設の整備

回

％

60 60

69 78.6

131.0115.0

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

100%

100%

100%

目標水準

総合運動場整備計画策定

指標名 定義

20年度

スポーツ環境調査 整備計画策定 総合運動場整備計画策定

3所整備（21年度）

年60回/各校

21年度 22年度

（目標） （目標）

100.0

検討

検討

100.0

検討会設置

検討会設置

2 1 0 0 3

2

100.0 100.0

1

60/年60 60

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

状況認識
（課　題）21

年
度
状
況

改革方針

一般財源投入率

財源
内訳

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

千円

％

計画どおりに進んでいない

□

■

□

□

□

■

■

評価区分

職員 人

　総合運動場及びスポーツ環境の整備は重要な区の責務です。

　区におけるスポーツ活動や施設のあり方等、幅広く課題を整理し、エリア
マネジメントの方針や現在の区民ニーズ等を踏まえて検討していく必要が
あり、適切な目標設定と言えます。

218,013 50,128

評価の理由

0 0

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　今後、スポーツ活動や施設のあり方等、幅広く課題を整理し、現在の区民
ニーズ等を踏まえて検討することが必要です。

　課題の整理・検討を行う組織を立ち上げ、今後に向けた体制づくりを構築
することができました。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

22年度 23年度

215,478 47,650

総計

千円

2,535 2,478

0 0

　年度ごとに掲げた目標については達成していますが、総合運動場の整備
や総合型クラブの育成といった課題が残っており、今後、区民ニーズ等を
踏まえた検討を行っていきます。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

218,013 50,128 268,141

0

100.0

0.6

地域文化部 生涯学習コミュニティ課所管部 所管課

268,141

0 0

0.3 0.3

0

0 0

備考20～23年度

263,128

5,013

0

0

　年度ごとに掲げた目標については達成していますが、総合運動場の整備や総合型クラブの育成と
いった課題が残っているため、今日的な区民ニーズや潜在的なニーズを調査・分析し、今後のスポー
ツ環境整備のあり方について検討する必要があります。

　総合運動場の整備については、今日的な区民ニーズや潜在的なニーズを調査・分析し、今後のス
ポーツ環境整備のあり方について検討する必要があるため、22年度に専門機関によるスポーツ環境
調査を実施します。
　総合型クラブの育成については、地域の地縁団体等との連携・協力を深め、事業の協働開催や事
業の統合を検討していきます。

　スポーツ活動や施設のあり方等、幅広く課題を整理し、エリアマネジメントの方針や現在の区民ニー
ズ等を踏まえて検討する必要があります。

　関係部署の職員で構成する検討会の中で総合運動場整備を含めたスポーツ活動や施設のあり方
等、幅広く課題を整理し、エリアマネジメントの方針や現在の区民ニーズ等を踏まえて検討します。

　副区長を会長とする内部検討会（庁内会議）の中で、今後のスポーツ環境整備の進め方について検
討しました。

100.0 100.0

21

22 年
度
実
績

年
度
評
価



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

新しい中央図書館のあり方の検討
の進捗状況

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

4 ②

　中央図書館の役割や機能を抜本的に見直し、ＩＴ社会に対応した情報センターとしての機能を強化した新中央図書館の整備を
検討します。

22 新しい中央図書館のあり方の検討

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　新中央図書館のあり方の具体的な内容については、専門家と区民による検討組織を設置し、一定の方向性をまとめます。

新しい図書館のあり方を検討する「新中央図書館等基
本計画策定委員会」の開催

新中央図書館等のあり方庁内検討会議の開催

アンケート調査（来館者・利用者）、ヒアリング調査や新
しい図書館を考えるつどいの実施

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

事業

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

あり方の方向性のまとめを平成
22年度までに行います。

目標水準

専門家と区民による検討組織を立ち上げ、
検討していきます。

指標名 定義

20年度

1

21年度 22年度

（目標） （目標）

平成22年度まで
に方向性決定。

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

職員 人

21
年
度
状
況

改革方針

視点

□

■

■

□

年
度
実
績

計画どおりに進んでいない

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

□

方向性

総 合 評 価

千円

％一般財源投入率

□

■

評価区分

100.0

　図書館機能を含めた総合的な複合施設を考えるには、区の関与は適切
であると評価します。このような複合的な公共施設のあり方を検討するため
には、区が主体となり、学識経験者や区民等の意見を聴きながら進めてい
く必要があります。

26,387

0

□

■

□

　2年間で検討組織を立上げ、22年度に方向性を打ち出す目標は適切で
す。

　中央図書館を中心として、他の部署との調整を始めており、効率的な検
討が行われています。今後の計画策定を見込んで、更なる連携強化を図り
ます。

　検討組織である「新中央図書館等基本計画策定委員会」を設置し、アン
ケート調査（来館者・郵送・ヒアリング）を実施するとともに、「新しい図書館を
考えるつどい」を開催しており、幅広い意見収集や議論を重ねている状況
は、達成度が高いと言えます。

■

単位 20年度 21年度

0

9,869事業費

人件費

事務費

トータルコスト

④目的（目標水
準）の達成度

改善が必要である

0

減価償却費

0

22
年
度
評
価

21

22年度

総計

千円

財源
内訳

16,518

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

評価の理由

0

所管部 所管課

100.0

2

23年度

26,387

教育委員会事務局 中央図書館

0

2

備考20～23年度

9,869

16,518

0

0

　新中央図書館等基本計画策定委員会での議論、アンケート調査、ヒアリング調査や新しい図書館を
考えるつどいなど、区民や利用者の意見を踏まえながら、基本計画を策定していくことが課題です。

　新中央図書館として「区民に役立つ中央図書館」を目指し、具体的な検討をしつつ、コンセプトを明
確にしていきます。

　新中央図書館のあり方の方向性をまとめるために、専門家や区民による検討組織を21年度に立ち
上げ検討を開始します。また、利用者や区民一般の方に対し図書館の利用意向調査を実施し、その
結果を分析し、検討組織での検討に活用していきます。

　平成21年9月に、あり方を検討する組織「新中央図書館等基本計画策定委員会（学識経験者や公
募委員などで構成）」を設置しました。更に、利用者の意見を伺うため「アンケート調査（来館者・郵
送）」、「ヒアリング調査」や「新しい図書館を考えるつどい」などを開催し、それらの議論を踏まえて、新
中央図書館のあり方について検討を続けています。

　検討組織である新中央図書館等基本計画委員会の活発な議論などによ
り、順調に計画策定に向けて推移しています。今後、策定委員会の議論や
いただいた意見を踏まえて、新宿区にふさわしい中央図書館となるような施
設をめざして計画を策定していきます。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

　パブリック・コメントを実施して区民の意見を踏まえ、「新中央図書館等基本計画」を平成22年度に策
定します。

26,387

26,387



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

インターネットが利用できる利用者
向けパソコンの設置

レファレンス件数(1日あたり)

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

4 ③

　IT等を活用し、図書館利用者のニーズや、インターネット社会に対応した図書館サービスの充実を図り、地域におけるコミュニ
ティや知の拠点をめざします。

23 図書館サービスの充実

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

①図書館IT化の推進
②区民に役立つ情報センター

インターネット利用のできる利用者用パソコンの利用促進(中
央図書館4台、各地域館各1台、合計12台)

有料データベースを利用者からのレファレンスに活用

％

件

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

台

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

全館導入(中央図書館4台、地
域館計8台）

平成23年度　60件/日(全図書
館)

目標水準

利用者自身の操作によりインターネットが利
用できるパソコンの設置

指標名 定義

20年度

利用者の調査研究等に必要な資料や情報
を的確に案内するサービスの相談件数

21年度 22年度

（目標） （目標）

100.0

12

12
21年度以降保
守管理

60 60 60 60 60/日

57

95.0 104.2

62.5実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

職員 人

21
年
度
状
況

改革方針

視点

□

■

■

□

年
度
実
績

計画どおりに進んでいない

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

□

方向性

総 合 評 価

千円

％一般財源投入率

□

■

評価区分

100.0

　図書館サービスの充実を図ることは行政の責務であるため適切と評価し
ます。

194,092

0

□

■

□

　利用者向けパソコンの設置台数、レファレンスサービスの相談件数ともに
図書館サービスの充実を図るために必要な台数・件数であり、適切です。

　利用者向けパソコンについては地域館の利用率が低いため利用促進を
図る必要があります。レファレンスカウンターについてはワンストップサービ
スが実施できており、効率的に行われています。

　インターネットが利用できる利用者向けパソコン及びＩＴ機能を装備したレ
ファレンスカウンターの利用を促進しました。

■

単位 20年度 21年度

0 0

24,077 9,778事業費

人件費

事務費

トータルコスト

④目的（目標水
準）の達成度

改善が必要である

0

減価償却費

118,242

0

22
年
度
評
価

21

22年度

総計

千円

92,939

財源
内訳

66,072

1,226

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

評価の理由

0

11

0

100.0

　2１年度に予定した事業については達成しましたが、インターネットが利用
できる利用者向けパソコンについては地域館の利用率が低いため、利用
促進を図っていく必要があります。促進のために２１年度より、区民を対象
に「初級インターネット講座」を開始しました。また、レファレンス件数の伸び
率を更に高めていく必要があります。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

所管部 所管課

100.0

19

23年度

75,850

教育委員会事務局 中央図書館

0

8

備考20～23年度

33,855

159,011

1,226

0

0

194,092

118,242 75,850

　インターネットが利用できる利用者向けパソコンについては地域館の利用率の増加が鈍いため、より
一層の利用促進を図っていく必要があります。また、利用者からの相談回数の多い質問などに図書館
ホームページ等を活用した情報発信を検討する必要があります。また、区民の要望の強い「初級イン
ターネット講座」は、引き続き開催し、利用者の増加を促進する必要があります。

　来館者にレファレンスカウンターのより一層の利用促進を呼びかけると共に、職員対象のレファレン
ス研修会などを開催し、技術力の向上を目指します。また、相談内容の分析を進め、職員内で共有化
するためにレファレンスデータベースの充実を図ります。

　インターネットが利用できる利用者向けパソコンについては地域館の利用率が低いため、利用促進
を図っていく必要があります。また、利用者からの相談回数の多い質問などに図書館ホームページ等
を活用した情報発信を検討する必要があります。

　インターネットが利用できる利用者向けパソコンについては、一部有料データベースが利用できるこ
と等、有益な情報を前面に出すようなＰＲを行い、利用促進を図っていくこととします。特に地域館の利
用率の増加が鈍いため、より一層の利用促進を図っていく必要があります。

　全館にある利用者向けパソコン及びIT機能を装備したレファレンスカウンターの利用を促進しまし
た。その一環として、区民を対象とした「初級インターネット講座」を始めました。



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

区立図書館を利用した子どもの人
数

実績１②

③＝②／①

指
標
４

目標値１①

4 ③

　　「第二次新宿区子ども読書活動推進計画」（２０～２３年度）に基づき、子どもが、自主的に読書活動を行うことができるように、
読書に関する親力の向上講座や読書塾の開設、学校図書館への司書派遣など読書環境を整備します。

24 子ども読書活動の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　区内在住の子どもを対象に読書に関する親力の向上講座や読書塾の開設、学校図書館への司書派遣などを実施します。ま
た、「第二次新宿区子ども読書活動推進計画」の進捗状況を客観的に測定するために、各年度の取組みを「数値」として把握し
評価します。

継続的な図書館の環境づくり
親力の向上講座の開催
読書塾の開催

学校における読書環境の整備
各学校への図書館司書の派遣

身近な読書環境の整備
学習支援貸出制度の実施

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

人

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

平成23年度に115,000人

目標水準

区立図書館の子どもの延べ利用人数（対象
者＝区内在住者）

指標名 定義

20年度

115,000 115,000 115,000/年

21年度 22年度

（目標） （目標）

88.8

115,000

113,430

98.6

115,000

102,065

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

職員 人

21
年
度
状
況

改革方針

視点

□

■

■

□

年
度
実
績

計画どおりに進んでいない

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

□

方向性

総 合 評 価

千円

％一般財源投入率

□

■

評価区分

100.0

　第二次新宿区子ども読書活動推進計画では子どもが読書活動をしていく
ため、区が主体となって取組みを行い、また、家庭・地域をはじめ図書館、
学校などの役割を明確にしているため、適切と評価します。

46,275

0

□

■

□

　指標の人数は、実際に貸出実績がある延べ利用人数を目標としていま
す。また、数値目標は学識経験者を座長とする子ども読書活動推進会議で
審議、決定を行っていることから適切です。

　こども図書館を拠点として、関係課と連携を強化し、効率的に行われてい
ます。さらに、図書館と学校の連携がより強くなることにより、事業実施の効
率性がさらに高まります。

　第二次新宿区子ども読書活動推進計画で数値目標を設定し、計画の実
効性を高めています。

■

単位 20年度 21年度

0 0

10,356 8,263事業費

人件費

事務費

トータルコスト

④目的（目標水
準）の達成度

改善が必要である

0

減価償却費

18,805

0

22
年
度
評
価

21

22年度

総計

千円

8,449

財源
内訳

19,207

0

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

評価の理由

5

1

1

100.0

　平成２１年度は第二次新宿区子ども読書活動推進計画の５つの数値目
標中、区立図書館を利用した子どもの人数等４項目で前年度と比較し増加
することができました。引き続き、子どもの読書への関心を高めることができ
るように、具体的な事業を展開していきます。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

所管部 所管課

100.0

2

23年度

27,470

教育委員会事務局 中央図書館

4

1

備考20～23年度

18,619

27,656

0

0

0

46,275

18,805 27,470

　子どもが自主的に読書活動を行うことができるように、様々な読書環境の整備が必要です。

　子どもたちにとって読書がより身近なものとなり、大切な本と出合えるよう事業を継続します。読書塾
はこども図書館ほか２地域館でも開催し、こども図書館で新たに小学５・６年生を対象に実施します。
親力の向上講座は話を聞く講演会方式ではなく、会場で参加者が同じ本を読み話をするワークショッ
プ方式を取り入れます。

　子どもの読書活動の推進にあたっては、引き続き、家庭、地域、学校、行政が連携して取組んでいく
必要があります。

　子どもたちにとって読書がより身近なものとなり、大切な本と出合えるよう２１年度は図書館司書の小
中学校への派遣、親力の向上講座、読書塾の開催等新規事業を行っていくこととします。

　学校図書館への司書派遣、親力の向上講座、読書塾等、計画どおり新規事業を行なうことができま
した。



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

71.7 92.5

111

120 120 120 120 480

86

203.3

90

171

190.0

90

183

90 90 90/年

乳幼児口腔機能講習会参加者数

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

90人

23年度末　480人
（120人×4年分）

目標水準

歯科医療機関従事者の研修受講者数
（区内歯科医療機関数の20％以上）

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

講習会の開催　保健センター4所　各1回

個別相談の実施　保健センター4所　各6回

④

⑤

人

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

人

％

指
標
２

目標値１①

％

基本目標

目的

①

⑥

①歯から始める子育て支援体制の構築
②もぐもぐごっくん支援事業

デンタルサポーター研修会の開催と登録

デンタルサポーター（歯科医療機関）名簿の作成

保育園・幼稚園へのフッ素塗布事業利用状況アンケー
ト実施

5 ①

　子どもの歯科保健の課題は、むし歯予防から歯並びや口腔機能に関するものに変化してきています。そのため、従来のむし歯
予防事業を充実させることに加え、健全な口腔機能の発達を目指す事業を展開していきます。

25 歯から始める子育て支援

Ⅱ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

デンタルサポーターの数

乳幼児口腔機能講習会参加者数



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）
　保育園・幼稚園アンケート結果や区民からの意見をデンタルサポーターに還元し、デンタルサポー
ターの質の向上につなげます。また、デンタルサポーター連絡会で歯科医療従事者と子育て支援専
門職の情報交換を行い、事業改善に活かします。もぐもぐごっくん講習会については、対象児とその
保護者が参加する他の事業と連携し、口腔機能について普及する機会をより一層増やしていきます。

　子育て支援専門職のデンタルサポーター登録システムを構築する必要があります。もぐもぐごっくん
講習会の周知の強化と参加しやすい環境づくりを行う必要があります。20年度、1歳児の歯科相談を
充実したことから、もぐもぐごっくん個別相談ではさらに専門性の高い相談に対応できるよう整理する
必要があります。

　子育て支援専門職が、デンタルサポーターに登録しやすいよう、組織的に働きかけます。
　もぐもぐごっくん講演会の周知を保育園・幼稚園に行うとともに、託児従事者の人員を増やします。
　もぐもぐごっくん個別相談については、他の歯科相談との整合性を図り、子どもの発達状況に応じ
て、より支援の必要な対象者に実施して行きます。

 研修会に参加した職員がいる園を「デンタルサポーター登録園」として位置づけました。もぐもぐごっく
ん講習会については、チラシを用いて広く周知するとともに、保護者が受講しやすいように託児の体
制を充実しました。さらに、他の事業の中でも機会を捉えて講習を行いました。もぐもぐごっくん個別相
談では、軽度障害児の受入れができるよう、関係機関と検討をすすめています。

□ 計画どおりに進んでいない

　デンタルサポーターの登録数は充足していますが、今後は質の向上をめざすことが必要です。もぐ
もぐごっくん講習会の参加人数をさらに増加させ、目標を達成するためには、他事業に併せた講習会
をより多く設定していく必要があります。

　講習会の参加者数は目標水準に達しませんでしたが、20年度に比較して
増加しました。また、参加者の満足度も高い状態にあります。地域で歯科保
健を支える体制づくりは、円滑に進んでいることから、事業全体を通し、計
画通りに進んでいます。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいる

0

0

0

26,468

2,808 23,660

0

20～23年度

20,415

5,820

233

0.5

健康部

0

健康推進課

備考

0

所管部 所管課

100.0

0.7

23年度

23,660

100.0

0.2

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

②適切な目標設
定

①サービスの負担
と担い手

適切である

改善が必要である

■

評価の理由

トータルコスト 単位 20年度

財源
内訳

233

総計

千円

1,690

事業費

人件費

事務費

④目的(目標水準)
の達成度

改善が必要である

0

減価償却費

2,808

□

21年度

0 0

885 19,530

22年度

4,130

□

　子どもの歯科保健の課題にあわせ、地域で支える体制づくりや、むし歯
予防だけでなく、口腔機能も含め、トータル的に対応できることから適切で
す。

　子どものむし歯予防は地域全体で支援し、新しい課題である口腔機能の
発達支援に関しては、保健センターにおいて専門の歯科医師が対応する
しくみをつくり、歯科保健対策が効果的・効率的にすすめられています。

　地域で支える体制づくりは、目標水準に達しました。口腔機能の知識を周
知するための講習会の参加者数は目標達成水準の９２．５％となっていま
す。

■

□

達成度が高い

達成度が低い

千円

％一般財源投入率

□

■

評価区分

100.0

　歯科医療従事者や子育て支援専門職と連携し、コーディネートを行うこと
や、担い手の少ない口腔機能の発達支援を行政が実施することは、適切
です。

26,468

0

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

方向性

総 合 評 価

22

年
度
評
価

21
年
度
実
績

改
革
方
針

課　題

内　容

職員 人

21
年
度
状
況 改革方針

視点

□

■

■



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

食育ボランティアの登録者数

食事ﾊﾞﾗﾝｽｶﾞｲﾄﾞの内容を知って
いる人の割合

食の教育リーダーを中心とした食
に関する指導

朝食を食べる子どもの割合

次回調査
22年度

実績１② 90.3 91.2

③＝②／① ％

19年度より増 19年度より増 19年度より増 19年度より増指
標
４

目標値１①
人

19年度より増

5 ①

　子どものうちから料理に親しむことにより、健全な食生活を実践することができる人間を育てることを目指します。
　食事づくりの楽しさを多くの子どもに実感してもらうため、児童館を会場に、計画的にできるだけ多くの機会を提供します。また、
それをささえる食育ボランティアの仕組みを作り、区民参加の食育を実現します。

新宿区立小・中学校における食育アンケート
で「毎日朝食を食べる」と回答した子どもの割
合

平成19年度実績87.2％より増
やす

26 食育の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　１　講演会を開催し、広く区民に食育について普及、啓発を行います。
　２　食育ボランティアを育成し、登録者名簿を作成して、児童館を中心に食育活動を展開します。
　３　学校において、食の教育推進リーダーを中心とした食に関する指導を行います。

食育講演会の開催

食育フォーラムの開催及びメニューコンクールの実施

食育ボランティアの育成、児童館等での食育活動の実
施

校数

％

63 63

63 63

100.0100.0

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

人

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

食の教育推進リーダー連絡会の実施（年間2回）

食の教育に関する実践事例集の作成

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

毎年度20人

23年度までに50％以上

毎年度全校（63校）で実施

目標水準

新宿区食育ボランティア制度実施要領に基
づく登録者数（平成20年～23年の累計）

指標名 定義

20年度

60 80 合計80

健康づくり区民意識調査で「内容を知ってい
る」と回答した人の割合

食育推進リーダーによる授業実践や校内組
織による取り組み

21年度 22年度

（目標） （目標）

100.0

40

40

100.0

20

20

50.0 50.0
次回調査
22年度

　

　

63/年63 63

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

職員 人

21
年
度
状
況

改革方針

視点

□

■

■

□

年
度
実
績

計画どおりに進んでいない

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

□

方向性

総 合 評 価

千円

％一般財源投入率

□

■

評価区分

91.4

　食育フォーラムは、事業企画を民間業者に委託することにより、集客率を
高めバラエティに富んだ内容になっており適切と評価します。

16,350

1,307

□

■

□

　子ども、大人、地域、学校等など幅広い年齢層に目標設定をしており適
切です。

　食育ボランティアや地元企業と協力し、地域の児童館等で子どもや親子
に調理体験の場を数多く提供しており適切と評価します。

　食育ボランティアの登録者数、食育推進リーダーを中心とした食に関する
指導は目標を達成しました。「毎日朝食を食べる」子どもの割合も毎年増加
しています。

■

単位 20年度 21年度

0 0

1,176 1,886事業費

人件費

事務費

トータルコスト

④目的(目標水準)
の達成度

改善が必要である

0

減価償却費

7,512

877

22
年
度
評
価

21

22年度

総計

千円

6,336

財源
内訳

8,259

0

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

評価の理由

0

0.8

0

94.3

　各事業が、計画どおりに進んでいます。
　今後も、より一層区民との協働を意識し、地域住民の食育活動支援も含
めた食育の推進を展開していきます。
  なお、食事バランスガイドの認識度の調査（健康づくり区民意識調査）は、
健康づくり行動計画の策定に合わせ４年毎に実施しています。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

所管部 所管課

92.6

1.8

23年度

10,145

健康部 健康推進課

0

1

備考20～23年度

3,062

14,595

0

430

0

17,657

7,082 9,268

　幅広い区民を対象に食育活動を展開するためには、地域のグループや食育ボランティアとの協働を
進めて新しいプログラムを構築することが課題となります。また、食育推進リーダーは実践事例集を活
用し、幼稚園や小・中学校の教員や保護者への啓発を図ることが必要です。

 児童生徒に対する活動が中心であった食育ボランティアの活動の場を高齢者に広げていきます。高
齢者給食サービスがない落合第二地区で民生委員や新宿区社会福祉協議会と連携し、給食サービ
スの円滑な実施に向け支援します。
　また各幼稚園、小・中学校では、実践事例集を参考に積極的に食育を推進できるようＰＲを行い、各
事業内容の充実に努めます。

　学校における食育の取組み内容が一部の学年や学級に集中している場合があります。食育ボラン
ティアの人材が、管理栄養士、栄養士に偏っているため、より広い人材の確保が必要です。学校・保
育園等との連携を密にして総合的な取り組みをすることが必要です。

食育は子どもとその親を対象とする部分が多いため、学校・保育園等との連携を密にして総合的な取
り組みをしていきます。また、引き続き各事業の内容を充実させていきます。

　食育フォーラムや地域の食育講座は、食育ボランティアの協力も得ながら学校、保育園等でも開催
しました。食育フォーラムの中ではメニューコンクールの発表会も実施しました。
　また、各幼稚園、小・中学校においても食育推進リーダーを中心とした取組みを行いその実践事例
集を作成しました。



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

健康増進プログラムの利用率

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

5 ①

　区民の運動習慣のきっかけづくりと地域での健康づくり活動の活性化を図ります。

27 元気館事業の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

　指定管理者の運営により、健康づくりのために誰でも気軽に利用できる軽運動プログラムや生活習慣病予防講座等を実施しま
す。また、健康づくり活動を行う自主グループ・その他の団体に対する施設の貸出事業を行います。

健康増進プログラムの充実：利用者延べ人数　54,012
人        (うち新規利用者：1,195人）

高齢者筋力向上事業：利用者延べ人数　2,009人

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

％

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

平成23年度までに65%

目標水準

健康増進プログラムを利用する人の定員に
対する率

指標名 定義

20年度

65.0 65.0 65.0/年

21年度 22年度

（目標） （目標）

87.7

65.0

49.0

75.4

65.0

57.0

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

年
度
評
価

職員 人

21
年
度
状
況

改革方針

視点

□

■

■

0

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

方向性

総 合 評 価

年
度
実
績

改
革
方
針

課　題

内　容

22

一般財源投入率

□

■

評価区分

100.0

　指定管理者による柔軟なプログラム運営を行い、また元気館利用者が自らの
負担によりサービスを受けており、適切です。

0.5

0

■

□

千円

％

□

単位 20年度 21年度

0 0

23,779 29,913事業費

人件費

事務費

トータルコスト

④目的(目標水準)
の達成度

改善が必要である

0

減価償却費

28,003

0

21

22年度

総計

千円

4,224

財源
内訳

4,130

0

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である□

■

100.0

達成度が高い

達成度が低い

評価の理由

0

　区民ニーズに対応したサービスを目指すため、健康増進プログラムの利用率
を目標として設定したことは、適切です。

　この事業は指定管理者制度により運営しており、幅広いプログラムのメニュー
があります。また、随時区民ニーズをプログラムに反映させるなど、柔軟に対応
していますが、各教室の参加者を増やすためにPRを継続する必要があります。

　健康増進プログラムは、多くのプログラムで定員を30人から35人に増やしたた
め、利用率は下がっていますが、プログラム参加延人数は増加しています。プロ
グラムについては、レベルに合わせ初級から上級まで継続的に参加できるもの
を用意するなど工夫しました。利用者アンケートからも、利用者の満足度は高く
目標は達成しているものと考えます。

所管部 所管課

100.0

1.0

23年度

34,043

健康部 健康推進課

0

0.5

備考20～23年度

53,692

8,354

0

0

0

62,046

28,003 34,043 62,046

□ 計画どおりに進んでいない

　引き続き、区民ニーズを的確に把握し、ニーズに対応したプログラムの見直しを迅速に行い、利用率アッ
プを図る必要があります。施設の維持管理についても、迅速な対応を行うなど利用する区民の安全を確保
し、より一層適切な運営を行う必要があります。

　アンケートの実施等により区民ニーズを把握し、新規利用者や多くの区民に利用してもらえるような魅力
あるプログラムを実施します。また、プログラムの積極的なPRの検討や運営に関する課題等の解決に向
け、定例的に打合せ等を行うなど、指定管理者との連携を強化します。

　引き続き、区民ニーズを的確に把握し、ニーズに対応したプログラムの見直しを迅速に行い、利用率アッ
プを図る必要があります。

　アンケートの実施等により区民ニーズを把握し、多くの区民に利用してもらえるような魅力あるプログラム
を実施します。また、指定管理者との連絡を密にして、連携を図っていきます。

　高齢者筋力向上事業では、継続参加者の他に新たな参加希望者が多いことから、事業プログラムの上
級者コースを設置し、新たな希望者が参加しやすいように配慮するなど、柔軟な運営を行いプログラムの
充実を図りました。

　高齢者筋力増進事業のプログラム修了者向けに、健康増進プログラムとして
上級者コースを新設し、新規での参加がしやすくするなど、内容の充実を図りま
した。利用者アンケートからもプログラム運営等の満足度は高いという結果が得
られました。個々のプログラムをみると、利用率があまり高くないものもあるため、
引き続きアンケートを実施するなど区民ニーズを柔軟に反映させる必要がありま
す。また、元気館事業の積極的なPRについて検討し、利用率アップを図る必要
があります。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいる



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

①

②

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

新型インフルエンザ対策連絡会の開
催数

新型インフルエンザ対応訓練の実施
回数

・疫学調査、サーベイランスの実施
（入国者の健康観察、感染者やその濃厚接触者への調査、集団感染
の疫学調査、ＰＣＲ検査の実施など）

区内医療機関関係者、警察・消防関係者、庁内
関係各課長を構成員として、新型インフルエンザ
に関する情報共有と連携を強化する対策連絡会

指標名 定義

％

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

5 ②

　新型インフルエンザに対して、健康危機管理体制を充実し、危機管理対応力を高めていくための必要な対策を講じます。

28 新型インフルエンザ対策の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

　  ①　訓練及び発生時に備えた、備蓄用品、装備品等を整備する。
　　②　新型インフルエンザ対策連絡会において関係機関との連携を強化する。
　　③　区職員及び関係機関と連携した訓練を実施する。
　　④　発生動向の把握及び情報の提供を行なう。　必要に応じて対応マニュアル等の見直し、改訂を行なう。
　　⑤　新型インフルエンザ等の健康危機に対応するため、保健所の整備を検討する。
  　⑥　発生早期発熱外来の設置に向けた調整を行い、必要な経費補助を行う。

手段

計画事業

回

％

％

指
標
２

目標値１①

実績１②

③＝②／①

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

回

③

④

健康部職員対象の防護服着脱訓練の実施　（２回）

・広報しんじゅくによる情報提供（年２５回掲載）、ホームページに
よる随時情報提供
・区民向け冊子「予防と療養のために」「ワクチン接種について」の
作成、配布（９月、１１月）
・普及啓発パンフレットの購入、配布
・区民向けチラシ（マスク手洗いなど予防法）の作成（日・英・中・
ハングル対応）

・新宿区発熱相談センターの開設（4/28 ～7/10）
・新宿区新型インフルエンザ相談センターの開設（7/11～3/31）
・新型インフルエンザ対策行動計画の改定（８月）

④

⑤

・ＤＩＦフード（感染者を搬送するときに使用するもの。ウイルスの拡散を
防ぐ）の購入
・マスク、衛生用品の購入

新型インフルエンザ対策連絡会の開催　　５回
（①4/30 ②6/9 ③8/12 ④10/2 ⑤3/26）

備考20～23年度単位
（現状）

23年度20年度

年　３回以上

年　２回以上

目標水準

3 3 3/年

職員及び医療機関関係者等との新型インフルエ
ンザ発生時を想定した患者対応等の訓練

21年度 22年度

（目標） （目標）

33.3

3

5

166.7

3

1

2 2 2 2

2

100.0 100.0

2

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

21
年
度
状
況

改革方針

年
度
実
績

年
度
評
価

21

千円

％

計画どおりに進んでいない

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

一般財源投入率

□

■

評価区分

62.2

　新型インフルエンザ対策の推進については、感染症法や国のガイドライ
ン・行動計画、東京都の医療体制整備計画などに基づき、医療機関と一体
となって臨機応変に対策を進めてきたことから、適切と評価します。

視点

■

□

　新型インフルエンザ対策の危機管理体制の整備は区民のニーズを踏ま
えたものであるため適切です。

　新型インフルエンザ発生時に必要な機材（ＤＩＦフード）購入時には、業者
に製品説明を求め、必要性、機能などを十分精査し購入するなど努めてい
ます。

　新型インフルエンザ（弱毒性）が実際に発生し、連絡会は目標回数を超
えて実施し、情報の共有・連携を図りました。また、部内職員対象の防護服
着脱訓練も実施しました。

■

□

140,396

評価の理由

0 0

87,352

計画以上に進んでいる

改善が必要である

0 0

改善が必要である

効果的・効率的である

　昨年発生した新型インフルエンザは当初想定されていない弱毒性のもの
でしたが、連携会議や必要な訓練を行いながら、積極的疫学調査、区民へ
の普及啓発活動、ワクチン接種費用助成を実施しました。この経験を踏ま
えて、強毒性インフルエンザ発生に向けての訓練や医療体制整備を進め
ることが必要です。

5

トータルコスト 単位 20年度

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的(目標水準)
の達成度

22

22年度 23年度

12,573 107,360

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

■

□

総計

千円

8,449

財源
内訳

15,022

減価償却費

事業費

人件費

事務費

21,022

健康部 保健予防課所管部 所管課

備考
※21年度新型イ
ンフルエンザ発
生により補正予
算計上し、事業
費が増加

33,036

21年度 20～23年度

119,933

102,374

41,485

161,418

0

26,007

0

・医師会や区内医療機関へアンケートを実施し、課題の整理を行います。また、関係機関と連携した
対応訓練を実施します。
・昨年の弱毒性発生時に予防課内で作成したマニュアルの整理・精査を行い、強毒性にも対応可能
なマニュアルを作成し、職員の新型インフルエンザ対応力を高めます。
・発生早期発熱外来の設置を医療機関と調整します。

　関係機関と保健所を中心とした新型インフルエンザ対応訓練を実施できなかったため、発生時を想
定した訓練を実施する必要があります。

　医療機関及び各関係機関との連携強化、及び新型インフルエンザ対策行動計画の見直しを含めた
健康危機管理体制の強化を図ります。

　新型インフルエンザ対策連絡会については、参加医療機関を増やし、区民代表を加えて、５回実施
しました。これにより地域の関係機関との連携強化を図りました。また、８月には新型インフルエンザ対
策行動計画の見直しを行いました。

■

　昨年の弱毒性インフルエンザ発生の経験を強毒型インフルエンザ発生時の対応に活かすために、
新型インフルエンザ（弱毒性）への対応を振り返り、課題を整理しつつ、医療体制整備を進める必要が
あります。

71.5

0 0

1

6,000

63.4

職員 人
4

0

20,007



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

はたちのつどい参加者アンケートにお
けるエイズ・性感染症に関する正しい
知識を持つ人の割合（正解率）

HIV抗体検査受診者数

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

5 ②

 エイズ及び性感染症の感染及びまん延防止、並びに社会的偏見を解消します。

29 エイズ対策の推進

Ⅱ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

 ①感染者の早期発見のためのＨＩＶ及び性感染症検査の実施②面接・電話相談③広報媒体による情報周知や講演会・出張健
康教育を通じた普及啓発。　実施の際は、教育現場や国・都・関係機関等との連携を積極的に行い、より効果的で効率的な事業
実施を図ります。また重点施策層とされている青少年、同性愛者及び増加傾向にある外国人に対しては、より効果的な実施とな
るよう取り組みます。

HIV・性感染症検査
検査体制　27回（うち男性同性愛者対象2回、夜間1回）
HIV検査901件・クラミジア検査875件・梅毒879件・B型肝炎89
件

・日本語相談（各保健センター及び保健所）
来所相談（ＨＩＶ検査時相談含む）1,398名　　電話相談98名
・外国語相談　（ＨＩＶ検査時及び専用相談電話）
来所相談（ＨＩＶ検査時相談）367名　　　    　電話相談122名

％

人

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

％

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

普及啓発
性感染症講演会（２５名）/はたちのつどいでのパネル展
示と冊子配布（１８９名）/区報に特集記事掲載/関係団体
ＨＰに検査相談情報掲載/区内中学校への出張健康教育
（３校）/アルタビジョンを使った検査情報の提供

③

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

90%以上

年9００人

目標水準

  一般区民への正しい知識の普及向上を目指す
ことは、感染予防及びまん延を防止することとな
る。
【正解率＝延べ正解数/参加者×設問数】

指標名 定義

20年度

90.0 90.0 90.0/年

HIV抗体検査の受診者数

21年度 22年度

（目標） （目標）

105.4

90.0

88.7

98.6

90.0

94.9

900 900 900 900 900/年

981

109.0 100.1

901実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

職員 人

21
年
度
状
況 改革方針

視点

□

■

■

□

年
度
実
績

計画どおりに進んでいない

改
革
方
針

課　題

内　容

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

□

方向性

総 合 評 価

千円

％一般財源投入率

□

■

評価区分

67.1

　検査受検者のプライバシー保護、知識情報の提供、感染予防、偏見・差
別のない社会づくり、感染者への適正な対応等行政としての関与は妥当で
す。また、感染者数が増加しているため行政として予防啓発をおこなうこと
は必要です。

20,329

9,341

□

■

□

　感染者の増加に伴い、検査機会及び検査・相談体制の充実を図り、エイ
ズの早期発見・早期治療を目指したもので適切です。

　検査前後のカウンセリングにより、ＨＩＶや性感染症の正しい知識や予防
行動についても伝えており、効果的に事業を実施しています。また、外国
人へは、ＮＰＯ等に属する外国人カウンセラーによる相談の実施、男性同
性愛者へは、厚生労働省の研究事業を受託している非営利団体と連携
し、専門的知識やノウハウを活用した予防啓発事業やＨＩＶ抗体検査を効
果的に実施しています。

 受診者数は、目標に達成しましたが、新型インフルエンザの流行があり、
20年度に比較すると受診者の減少がありました。はたちのつどいのアン
ケートの正解率は前年より下がり目標に至りませんでした。

■

単位 20年度 21年度

0 0

9,071 8,689事業費

人件費

事務費

トータルコスト

④目的(目標水準)
の達成度

改善が必要である

0

減価償却費

15,200

4,766

22
年
度
評
価

21

22年度

総計

千円

5,914

財源
内訳

5,781

215

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設
定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

効果的・効率的である

評価の理由

0

0.7

0

69.9

　HIV抗体検査による患者の早期発見、早期治療により、区民の健康づくり
の進展及び公衆衛生に寄与しています。外国人への相談や男性同性愛
者を対象とした予防啓発や事業実施では、ＮＰＯ等と協力し、成果をあげて
います。検査の機会についても通常検査とは別に夜間検査を1回、男性同
性愛者対象検査を２回実施しました。

計画以上に進んでいる

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

所管部 所管課

68.5

1.4

23年度

14,470

健康部 保健予防課

0

0.7

備考20～23年度

17,760

11,696

215

4,575

0

29,671

10,625 9,704

　青少年への感染率の増加が指摘されており、引き続き青少年への普及活動を推進する必要があり
ます。また、外国人への対応については、東京都や関係機関と連携しより充実した相談支援のあり方
を検討する必要があります。

　検査機会の充実を図った結果、HIV検査受検者数は増加し、目標人数には達し一定の成果を上げ
たといえます。しかし、同時にHIV感染者は増加しているのが現状です。
　抗体検査・結果時の相談だけでなく、電話相談や講演会の機会を利用し、感染予防のための知識
の伝達、普及啓発をすすめていくことが課題です。

　抗体検査・結果時の相談に加え、保健所・保健センターでの来所・電話相談、また区の出張講座を
利用し、感染予防のための正しい知識の普及啓発に努めます。また、近年受検が増加している外国
人への対応についても関係機関との連携をより強めていくことが必要です。

　新型インフルエンザの発生と流行があり、感染拡大防止対策に追われるなかで、保健所、保健セン
ターでの来所及び電話相談の継続実施、区内中学校への出前講座で青少年への正しい性知識の普
及を行いました。また、外国人の医療相談を行っているＮＰＯ法人と連携し、外国人からの相談に対応
しました。

　はたちのつどいで実施したアンケートで正答率が前年を下回り、青年層での関心の薄れが懸念され
ます。また、外国人からのＨＩＶ検査申込み、相談が年々増加しています。



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

630 680

215.3 178.5

982

550 550 550 550 2,200

1,184

68.4

250

93

37.2

250

171

250 250 1,000

21年度 22年度

（目標） （目標）
20～23年度

計画事業

23年度

 毎年度250人

目標水準

町会、自治会、民生委員等の区民参加者数

指標名 定義

20年度

認知症サポーター養成講座を受講した区民等の
人数

備考単位
（現状）

手段

②

③

職員の認知症サポーターの養成＜全管理職・窓口職場
職員＞

ふれあい訪問（ふれあい訪問・見守り協力員事業推
進員の訪問）

④

⑤

①

⑥

人

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

人

％

指
標
２

目標値１①

孤独死防止に関する意見交換会の開催

人

％

510 580

651 747

128.8127.6

①高齢者の孤独死防止に向けた取組みの推進
②認知症高齢者を地域で支えるしくみづくり
③地域見守り活動の推進

一人暮し高齢者への情報紙の訪問配布等

地域の認知症サポーターの養成＜定例講座・出前講座＞ 見守り訪問（見守り協力員：ボランティアの訪問）

1 ①

　高齢者が地域の一員として尊重され、安心して在宅生活を続けられるよう、広く区民との連携を行うことで地域コミュニティによる
日常的な支えあいのしくみをつくります。

30 高齢者を地域で支えるしくみづくり

Ⅲ 個別目標 基本施策基本目標

目的

指
標
４

目標値１①
人

300 340 370 400

実績１② 322 359

③＝②／① ％ 107.3 105.6

平成23年度 680人

意見交換会等への区民参加者数

区民等の認知症サポーターの養成数

見守り協力員数
ボランティアで当事業の担い手である地域見守り
協力員数

平成23年度 400人

地域の認知症サポーター450人/年度
（～23年度1800人）

職員の認知症サポーター100人/年度
（～23年度400人）

地域見守り対象者数
地域見守り協力員が訪問する、地域見守り対象者
数

1

2

3

4



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

21 1

％

千円
49,475 45,146

29,981

75.9

10,002

21
年
度
状
況 改革方針

改善が必要である

効果的・効率的である

□

■

□

■

21

状況認識
（課　題）

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

□

一般財源投入率

職員 人

□

視点

■

評価区分

改善が必要である

71.2

　 区の負担のもと、ボランティアを含めた区民の活動により高齢者を地域で
支えるしくみをつくることは適切です。

　 区民に地域での支え合いの機運の醸成を高めるうえで必要な目標設定
であることから適切です。
　なお、見守り対象者の実績が目標値を上回ったことから、実績を考慮して
新たな目標を設定します。

69,454 55,148

評価の理由

0 0

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　 情報紙を職員手作りで行うとともに、認知症サポーター養成講座の講師
を職員が務めているため、費用対効果という面から効果的・効率的です。

　 認知症サポーターの養成数は、ふれあいトーク宅配便等、様々なツール
を活用し目標を達成しました。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

■

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

計画どおりに進んでいない

計画以上に進んでいる

23年度

32,997 19,375

総計

千円

36,457 35,773

0 0

財源
内訳

　 高齢者を地域で支えるしくみは着実に構築されてきています。また、目的
の達成度も高いことから、事業全体を通して計画どおりに進んでいると評価
します。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

19,979

計画どおりに進んでいる

福祉部 高齢者サービス課所管部 所管課

0

124,602

22年度

　高齢者が認知症になっても安心して住みなれた地域で生活していくためには、在宅生活を支える介
護者への支援策の充実を図るとともに、介護サービス事業者等、認知症ケアに関わる人達の認知症へ
の対応力を向上していく必要があります。見守り協力員事業の周知を、あらゆる機会を捉え拡大してい
く必要があります。

　新たに、認知症の方の介護者を対象とした認知症介護者教室、介護サービス事業所等を対象とした
認知症支援事業者研修、認知症サポーターになった方を対象としたステップアップ研修等を実施して
いきます。また、引き続き見守り協力員事業を周知するために連絡会での協議を重ね、有効な対策を
考案していく必要があります。

4

81.9

4

達成度が高い

　 認知症の方の介護者を対象とした認知症介護者教室を4日制で1階開催し、介護サービス事業所等
を対象とした認知症支援事業者研修については、訪問介護事業所を対象に実施した。認知症サポー
ターになった方を対象としたステップアップ研修については2回実施した。見守り協力員事業を周知す
るため、関連部局による連絡会を開催しました。

備考21～23年度

52,372

72,230

0

8

94,621

22 年
度
実
績

年
度
評
価

　各高齢者総合相談センターに認知症連携担当員を配置し、認知症対策の中心となって活動してい
きます。同時にそのための対応力を養っていきます。また、見守り協力員事業を周知するために連絡
会で協議し有効な対策をたてていきます。

方向性
改
革
方
針

課　題

内　容

　認知症になっても地域で安心して生活していくため、地域のネットワークの構築が必要です。また、
引き続き見守り協力員事業を周知するために連絡会での協議を重ね、有効な対策を考案していく必
要や情報紙配布事業を安定的に展開していく必要があります。



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

新しく整備する小規模多機能型居宅
介護事業所の登録定員数
（21年度指標変更）

新しく整備する小規模特別養護老人
ホームの定員数
（21年度指標変更）

新しく整備する認知症高齢者グルー
プホームの定員数
（21年度指標変更）

矢来町都有地の活用による
特別養護老人ホームの整備
（21年度指標変更）

20年度地域説明
21年度着工
22年度開設

実績１②

③＝②／① ％

1指
標
４

目標値１①

1 ①

　介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるようにするため、地域密着型サービスの整備と、在宅生活
が困難となった要介護高齢者を支援するため、第４期介護保険事業計画に基づき、特別養護老人ホームを民設民営方式で整
備します。

矢来町都有地を活用した
特別養護老人ホームの検討及び開設

22年度までに開設
（21年度変更）

31 介護保険サービスの基盤整備

Ⅲ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

【小規模多機能型居宅介護施設】■旧東戸山中学校の活用及び公募
【小規模特別養護老人ホーム】■旧東戸山中学校の活用
【認知症高齢者グループホーム】■旧東戸山中学校の活用、矢来町都有地の活用及び公募　■防火対策設備整備への補助
【特別養護老人ホーム】■矢来町都有地の活用による整備　■公有地を活用した整備の可能性の検討

【小規模多機能型居宅介護施設】
■東戸山(マザアス)：着工(21年6月)➠竣工(22年3月)
■住吉町(曙光会)：着工(21年4月)➠竣工(22年2月)

【認知症高齢者グループホーム】
■東戸山(マザアス)：着工(21年6月)➠竣工(22年3月)
■矢来町(三篠会)：着工(21年4月)➠竣工予定(22年12月)

【小規模特別養護老人ホーム】
■東戸山(マザアス)：着工(21年6月)➠竣工(22年3月)

人

％

0 54

0 18

33.3

人

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

人

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

【特別養護老人ホーム】
■矢来町(三篠会)：着工(21年4月)➠竣工予定(22年12月)④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

23年度までに200人増加
（21年度変更）

23年度までに29人増加
（21年度変更）

23年度までに72人増加
（21年度変更）

目標水準

20～23年度に新しく整備する小規模多機能型居
宅介護事業所の登録定員数の累計

指標名 定義

20年度

150 200 200

20～23年度に新しく整備する小規模特別養護老
人ホームの定員数の累計

20～23年度に新しく整備する認知症高齢者グ
ループホームの定員数の累計

21年度 22年度

（目標） （目標）

0.0

150

50

33.3

50

0 50

25.0

竣工時を基準
各数字は累計値

0 29 29 29 29
竣工時を基準
各数字は累計値

0 29

100.0 100.0

29

72
竣工時を基準
各数字は累計値

18

25.0

72 72

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

□ 現状のまま継続 ■ 手段改善 □ 事業縮小 □ 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

状況認識
（課　題）

21
年
度
状
況

改革方針

一般財源投入率

財源
内訳

視点

改革方針へ
の対応状況

□

□

■

千円

％

計画どおりに進んでいない

□

■

□

■

■

□

■

評価区分

職員 人
0 0

　民間事業者によるサービス提供を原則とする介護保険制度の特徴から適
切と評価します。

3 2

　本事業は、介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けたいという
高齢者のニーズに応えるものであり、指標は整備する施設の定員数及び特
別養護老人ホームの整備であることから適切です。（21年度指標見直し）

32,604 709,315

評価の理由

0 0

5

トータルコスト 単位 20年度 21年度

　本事業は、施設整備事業費の一部を区が補助することによって介護保険
サービスを整備しようとするものであり、費用対効果という観点からは効率的
です。

　特別養護老人ホームおよび小規模特別養護老人ホームは、目標を達成
できる見込みですが、認知症高齢者グループホームおよび小規模多機能
型居宅介護施設については、目標に届かなかったことから達成度は低いで
す。

減価償却費

事業費

人件費

事務費

□

改善が必要である

方向性

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

改
革
方
針

課　題

内　容

22年度 23年度

7,257 692,797

総計

千円

25,347 16,518

0 0

　住吉町（曙光会）及び東戸山（マザアス）の施設は21年度中に竣工しまし
た。矢来町（三篠会）の施設についても22年12月に竣工の目途が立ってお
り、特別養護老人ホームおよび認知症高齢者グループホームの2ユニットの
整備は計画どおりに進んでいます。しかし、公募による整備、とりわけ小規
模多機能型居宅介護施設については応募者が集まらず、順調に進んでい
ると評価することはできません。

①サービスの負担
と担い手

②適切な目標設定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

適切である

改善が必要である

計画以上に進んでいる

効果的・効率的である

29,281 15,990

福祉部 介護保険課所管部 所管課

3,323 693,325

89.8 2.3

741,919

45,271

696,648

備考

グループホーム
交付金、一部工
事が間に合わず
23年度に返還予
定

20～23年度

700,054

41,865

0

0

0

6.1

　小規模特別養護老人ホームおよび認知症高齢者グループホームは計画どおりに進んでいますが、
小規模多機能型居宅介護は介護報酬の改定にもかかわらず、公募に対する応募者が集まらないた
め、原因分析を踏まえた対策を講じる必要があります。

　小規模多機能型居宅介護に公募に対する応募者が集まらなかった主な原因は、第一に都の要綱確
定の遅れに伴い公募期間(21年11月～22年2月)が短かくなったこと、第二に事業者および利用者とも
に制度の認知度が低かったことが推測されます。そのため22年度は、公募時期を早め、また高齢者総
合相談センターの情報発信やぬくもりだよりなどの情報誌を通じて東戸山(マザアス)といった既存施設
を紹介していくなど、制度自体を広くアピールする取り組みを進めます。　また、公募だけではなく、公
有地を活用した整備の可能性も検討していきます。

　旧東戸山中学校活用事業及び矢来町都有地活用事業とも、引き続き着実に整備を進めていく必要
があります。また、小規模多機能型居宅介護を含む地域密着型サービスは、平成21年度から都市部
の介護報酬の増額、各種加算制度の創設を内容とする制度改正がありましたので、事業者の参入意
向を踏まえる必要があります。防火対策は、年度末になりスプリンクラーの規格が示されたので、21年
度に整備を行います。

　旧東戸山中学校及び矢来町都有地の両活用事業を、引き続き着実に進めていきます。小規模多機
能型居宅介護は、平成21年度の介護報酬改定の効果を見定めて整備を進めていきます。防火対策
は、整備が義務付けられた区内認知症高齢者グループホームに働きかけを行い、防火設備の整備を
推進します。

　矢来町都有地については21年4月に着工し、22年度中の開設に向けて工事を進めています。
　介護報酬の改定を受け、小規模多機能型居宅介護の公募数を２か所から４か所へ増やしました。
　防火対策については、認知症高齢者グループホームに働きかけ、スプリンクラー等を整備しました。

22 年
度
実
績

年
度
評
価

21



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

通所介護等食費助成 年間利用回
数

自立支援特殊寝台貸与　利用者
数

実績１②

③＝②／① ％

指
標
４

目標値１①

1 ①

　介護保険制度改正に伴う支援策として、①平成17年10月1日改正による、食費体制加算廃止に伴い、通所サービスを利用した
住民税世帯非課税者を対象に食費にかかる費用の一部を軽減することで、閉じこもり防止など、介護予防にもつながる通所サー
ビスの利用促進を図る。また、②平成18年4月1日改正により、特殊寝台等貸与の対象外となった要支援1・2、要介護1の対象者
に貸与することで、生活環境の変化を軽減し自立した生活を支援する。

32 介護保険制度改正に伴う支援

Ⅲ 個別目標 基本施策基本目標

目的

①

⑥

①通所介護等食費助成事業　②自立支援特殊寝台貸与事業

通所介護等食費助成事業

自立支援特殊寝台貸与事業

％

人

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

回

％

指
標
２

目標値１①

手段

②

③

④

⑤

備考20～23年度単位
（現状）

計画事業

23年度

23年度年間76,320回に拡大

毎年度利用率100%の維持

目標水準

通所介護等食費助成の年間利用回数

指標名 定義

20年度

76,056 76,320 76,320

自立支援特殊寝台貸与の利用者数

21年度 22年度

（目標） （目標）

60.0

73,332

48,004

65.5

69,156

41,465 23年度76,320回

51 39 40 40 40/年

51

100.0 100.0

39実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①



コスト

一般財源

特定財源

常勤職員

非常勤職員

評価

進捗状況・今後の取組み方針

■ 現状のまま継続 □ 手段改善 □ 事業縮小 事業拡大

□ 事業統合 □ 休廃止 □ その他（制度改正等）

□

□

総 合 評 価

④目的（目標水
準）の達成度

□

■

21
年
度
状
況 改革方針

課　題

22
年
度
評
価 改

革
方
針

職員 人

改善が必要である

効果的・効率的である

②適切な目標設定

③効果的・効率的
な視点

適切である

改善が必要である

0 0

財源
内訳

0

内　容

状況認識
（課　題）

視点

改革方針へ
の対応状況

□

■

□

■

一般財源投入率

□

■

評価区分

100.0

　低所得者に対する負担を軽減することで安定した通所サービス利用を可
能にし、また、特殊寝台の貸与対象外となった軽度者に対し自立支援特殊
寝台等を貸与することで自立した生活を支援するために、区が一部負担す
ることは適切と評価します。

1

①サービスの負担
と担い手

適切である

改善が必要である

　通所サービス利用者は年々増加する状況です。また、自立支援寝台は新
規の契約がない特性を踏まえると適切です。

18,230 19,100

評価の理由

0 0

千円

計画どおりに進んでいない

■

　低所得者に対して負担の一部を軽減することで安定した利用促進や自立
した生活を支援する救済策のため、効果的です。

　閉じこもり防止や介護予防にもつながる通所介護等食費助成事業は、利
用回数が20年度対比で16%増となり一定の成果がありました。自立支援寝
台は安定した利用者で推移しています。

計画どおりに進んでいる

達成度が高い

達成度が低い

0

1

計画以上に進んでいる

％ 100.0

　通所介護等食事助成事業は、低所得者に対して負担を軽減し安定した
利用促進を図ることができました。また、自立支援特殊寝台貸与事業は、制
度改正により貸与対象外となった軽度者に貸与することにより自立した生活
を支援することで成果が得られました。このため事業全体を通し介護保険制
度改正に伴う支援策としては計画どおり進んでいると評価します。

総計

千円

8,449 8,259

0 0

減価償却費

9,781 10,841事業費

人件費

事務費

所管部

トータルコスト 単位 20年度 21年度

所管課

18,230 19,100 20,622

22年度

福祉部 介護保険課

0

55.2

23年度

37,330

0

備考20～23年度

1

20,622

16,708

0

　利用促進のため、区内全事業所(44所)の拡大や制度の普及啓発を行ったことで、利用事業所が27
所から35所となり利用回数も増えているが、利用できる事業者を増やすために他の通所系サービスを
加えることや制度の普及啓発を行う必要がある。

　通所介護等食費助成事業は、平成21年4月から、通所サービスに小規模多機能型居宅介護の通い
サービスを加えることにより、さらなる利用促進を行います。

　通所介護等食費助成事業は、平成21年4月から、通所サービスに小規模多機能型居宅介護の通い
サービスを加えたことにより、利用促進を図ることができました。

□

21
年
度
実
績

　通所介護等食費助成事業は、区内全事業所への拡大や利用者への普及啓発を行ったことで、利用
事業所(35所→42所)となり利用回数も20年度対比で16%増となったが、さらなる利用促進を図るため事
業所及び利用者への制度の普及啓発を行う必要があります。

　通所介護等食費助成事業は、利用回数が20年度対比で16%増となり一定の成果があったが、さらな
る利用促進のため区内全事業所への拡大や利用者への制度の一層の普及啓発を行います。

方向性



事業評価シート　（まちづくり編）

事業の主な実施内容

平成２１年度

事業の指標

1

2

3

4

達成水準

実績１②

③＝②／①

指
標
３

目標値１①

実績１②

③＝②／①

65.0 92.8

92.8

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0/年

65.0

28.4

100.0

97.1

97.1

100.0

28.4

100.0 100.0 100.0/年

対象者に対する給付率（支給件数／計画件
数×100）

21年度 22年度

（目標） （目標）

計画事業

23年度

100%

100%

目標水準

対象者に対する給付率（支給件数／計画件
数×100）

指標名 定義

20年度
備考20～23年度単位

（現状）

手段

②

③

④

⑤

％

％

指
標
１

目標値１①

実績１②

③＝②／①

％

％

指
標
２

目標値１①

％

基本目標

目的

①

⑥

　新宿区に住所を有する後期高齢者医療被保険者が医療保険適用の病院等に７日間以上入院中または入院した場合に、「入
院時負担軽減支援金」を支給します。また、被保険者が死亡した場合は、葬儀を行なった方に対して「葬祭費」を支給します。

入院時負担軽減支援金の支給

葬祭費の支給

1 ①

　平成20年 4月開始の後期高齢者医療制度の実施に伴い、今後も被保険者の保険料及び医療に係る負担が増加することが予
想できます。こうした状況を踏まえ、被保険者及びその家族に対する経済的支援策を図ります。

33 後期高齢者医療制度の実施に伴う支援

Ⅲ 個別目標 基本施策

指
標
４

目標値１①

実績１②

③＝②／① ％

入院時負担軽減支援金事業の普
及

葬祭費事業の普及














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































